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１、開催年月日時刻及び場所

  令和元年６月１７日

自 午前 １１時００分

至 午前 １１時１０分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委 員 長 大場 博文 君

副 委 員 長 浦川 基継 君

委   員 田中 愛国 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 徳永 達也 君

〃 山田 博司 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 麻生  隆 君

〃 近藤 智昭 君

〃 久保田将誠 君

    〃 赤木 幸仁 君

３、欠席委員の氏名

な し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、審査の経過次のとおり

― 午前 １１時００分 開会 ―

【大場委員長】ただいまから、農水経済委員会

を開会いたします。

これより議事に入ります。

まず会議録署名委員を、慣例によりまして、

私から指名させていただきます。

会議録署名委員は、麻生委員、近藤委員のご

両人にお願いいたします。

次に、審査の方法について、お諮りいたしま

す。

本日の委員会は、令和元年6月定例会におけ
る本委員会の審査内容等を決定するための委員

間討議であります。

それでは、審査の方法等について、お諮りい

たします。審査の方法については、委員会を協

議会に切り替えて行いたいと思いますが、ご異

議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議ないようですので、そのように進める

ことにいたします。

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午前 １１時０１分 休憩 ―

― 午前 １１時０９分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、この後、理事者に正式に通知すること

といたします。

ほかにご意見はございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ほかにないようですので、これをもって本日

の農水経済委員会を閉会いたします。

お疲れ様でした。

― 午前 １１時１０分 散会 ―



第 １ 日 目



令和元年農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（６月２８日）

- 2 -

１、開催年月日時刻及び場所

  令和元年６月２８日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ４時 ６分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 大場 博文 君

副委員長(副会長) 浦川 基継 君

委    員 田中 愛国 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 徳永 達也 君

〃 山田 博司 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 麻生  隆 君

〃 近藤 智昭 君

〃 久保田将誠 君

〃 赤木 幸仁 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

産業 労働部 長 廣田 義美 君

産業労働部政策監 貞方  学 君

産業労働部次長 村田  誠 君

産業 政策課 長 小林  純 君

企業 振興課 長 宮地 智弘 君

企業振興課企画監 佐倉 隆朗 君

新産業創造課長 井内 真人 君

新産業創造課企画監 福重 武弘 君

経営 支援課 長 吉田 憲司 君

若者 定着課 長 宮本浩次郎 君

雇用労働政策課長 吉村 邦裕 君

６、審査事件の件名

○予算決算委員会（農水経済分科会）

第76号議案
令和元年度長崎県一般会計補正予算（第1号）
（関係分）

報告第1号
平成30年度長崎県一般会計補正予算（第7号）
（関係分）

報告第3号
平成30年度長崎県農業改良資金特別会計補
正予算（第2号）
報告第4号
平成30年度長崎県林業改善資金特別会計補
正予算（第2号）
報告第5号
平成30年度長崎県県営林特別会計補正予算
（第4号）
報告第6号
平成30年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会
計補正予算（第2号）
報告第7号
平成30年度長崎県小規模企業者等設備導入
資金特別会計補正予算（第2号）
報告第9号
平成30年度長崎県長崎魚市場特別会計補正
予算（第2号）
報告第14号
平成30年度長崎県港湾整備事業会計補正予
算（第4号）（関係分）

７、付託事件の件名

○農水経済委員会

（1）議 案
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第79号議案
長崎県手数料条例の一部を改正する条例（関

係分）

第91号議案
長崎県職業能力開発関係手数料条例の一部を

改正する条例

第92号議案
長崎県畜産関係手数料条例の一部を改正する

条例

第93号議案
長崎県森林環境譲与税基金条例

第100号議案
財産の取得について

（2）請 願

  な  し

（3）陳 情

・要望書（松浦魚市場再整備への財政支援につ

いて 他）

・令和2年度 県の施策等に関する重点要望事

項

・令和2年度 国政・県政に対する要望書

・要望書

８、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開会 ―

【大場委員長】 おはようございます。

ただいまから、農水経済委員会及び予算決算

委員会 農水経済分科会を開会いたします。

それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

79号議案「長崎県手数料条例の一部を改正する
条例」のうち関係部分のほか、4件であります。
そのほか、陳情4件の送付を受けております。
なお、予算及び予算にかかる報告議案につき

ましては、予算決算委員会に付託されました予

算及び報告議案の関係部分を、農水経済分科会

において審査することになっておりますので、

本分科会として審査いたします案件は、第76号
議案「令和元年度長崎県一般会計補正予算（第

1号）」のうち関係部分、ほか8件であります。
次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は従来どおり、分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、各部ごとに、お手元にお

配りしております審査順序のとおり行いたいと

思いますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることといたします。

次に、「審査内容（案）」について協議いた

します。

お手元に「審査内容（案）」を配付しており

ますが、各員から自由なご意見を賜りたく、委

員会を協議会に切り替えて行うこととしたいと

思いますが、ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることといたします。

それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午前１０時 １分 休憩 ―

― 午前１０時 ２分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開します。

以上をもちまして、審査内容に関する協議を

終了いたします。

ほかに何かご意見等ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】ほかにないようですので、これ

をもちまして、委員会間討議を終了いたします。
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これより、産業労働部関係の審査を行います。

【大場分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算にかかる報告議案を議題といたします。

産業労働部長より、報告議案説明をお願いい

たします。

【廣田産業労働部長】 おはようございます。

産業労働部関係の議案についてご説明いたし

ます。

予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明

資料の産業労働部をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしております議案

は、報告第1号 知事専決事項報告「平成30年
度長崎県一般会計補正予算（第7号）」のうち
関係部分、報告第7号 知事専決事項報告「平

成30年度長崎県小規模企業者等設備導入資金
特別会計補正予算（第2号）」であります。
はじめに、先の2月定例県議会の予算決算委

員会において専決処分により措置することにつ

いて、あらかじめご了承をいただいておりまし

た、平成30年度予算の補正を3月29日付けで知
事専決処分させていただくもので、報告第1号
知事専決事項報告「平成30年度長崎県一般会計
補正予算（第7号）」のうち関係部分、及び報
告第7号 知事専決事項報告「平成30年度長崎
県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正予

算（第2号）」についてご説明いたします。
一般会計では、歳入予算は記載のとおり、合

計で1億2,058万6,000円の減、歳出予算は、合
計で3億7,997万4,000円の減を計上いたしてお
ります。

この歳出予算の主な内容は、地場企業工場等

立地促進補助金の実績確定等に伴う、地場企業

総合支援事業費5,705万4,000円の減、市町への
助成金の確定に伴う、新工業団地整備事業費

6,030万3,000円の減、佐世保高等技術専門校屋
根防水改修工事の実績確定等に伴う、職業能力

開発校費4,048万3,000円の減、緊急離職者能力
開発委託事業の執行額確定等に伴う、緊急離職

者能力開発事業費2,528万1,000円の減などに
よるものであります。

次に、小規模企業等設備導入資金特別会計で

は、歳入・歳出予算それぞれ320万1,000円の減
を計上いたしております。

この内容は、貸付事務費の減などによるもの

であります。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【大場分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより報告議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】報告第1号 知事専決事項報告「平
成30年度長崎県一般会計補正予算（第7号）」
で質問します。

横長資料の平成30年度補正予算（知事専決事
項報告分）の14ページ、補正は大まかに2月に
行って、知事専決処分は、実態に即して辻褄を

合わせるといいますか、そういうふうに理解を

しているんですが、この中で、地場企業総合支

援事業費5,705万円の減なんですけれども、こう
いう予算は、私は減らすべきではないと思って

いるんですが、この5,700万円をどのように見る
のか。事業が減少して、後ろ向きのマイナスな

のか、それとも前向きのマイナスなのかという

か、部長が理由を述べましたけれども、この内

容について、少し説明をいただきたいと思いま

す。

【宮地企業振興課長】今、堀江委員からご質問
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がございました地場企業総合支援事業費5,705
万4,000円の最終専決減の内容について、ご説明
いたします。

横長資料では、事業を3つ記載しておりまし
て、地場取引拡大支援事業費、新成長ものづく

り産業生産性向上・拡大支援事業費、地場企業

立地推進助成事業費の3事業から構成されてお
ります。これらの事業は、地場企業が設備投資

など規模拡大を行う場合の支援や、県外からの

仕事を獲得するために、地場企業の受注活動、

県産業振興財団がご支援しております。それに

対しまして県が補助をしております。そういう

内容でございまして、いずれも地場製造業の企

業活動を支援する事業となっております。

今回、最終専決で減額補正いたしました理由

としましては、3事業共通で大きく2点ございま
す。1点目は、企業に対する補助金にかかる分
でございます。企業の執行状況の変更、例えば

具体的には、支援の対象となる設備投資自体が

次年度以降にずれたとか、そういう企業の状況

の変化に伴いまして、平成30年度の支援ではな
く、次年度以降の支援に変更したということな

どに伴う減、これが5,700万円のうちおよそ
4,000万円ございます。
もう一点、先ほど申し上げました活動の部分

がございまして、県産業振興財団が地場企業の

受注拡大のために県外企業との商談会、いわゆ

るマッチング、県外企業から県内企業が受注を

するためのマッチング活動を県産業振興財団が

行っておりますが、その活動に伴う旅費やマッ

チングの開催経費等について一定効率的に執行

したということで、産業振興財団への県の補助

金が減したということに伴う活動費の減額がお

よそ1,700万円ございます。
理由が2点ございますけれども、1点目、少し

ご説明を加えますと、企業への補助につきまし

ては、私どもはできるだけ企業訪問を密に行い

まして、例えば2月補正での対応などを心がけ
ているところでございますが、一方確認時点、

2月補正でございますと、ぎりぎり年内の確認
になっておりますが、その時点で、企業様のほ

うが、今回の場合、平成30年度の受給を希望さ
れた場合には、予算を確保しておきたいという

ことで、今回確保して、最終専決に至ったとい

う状況でございます。

今回の主な減額分につきましては、次年度以

降で支援する予定としておりまして、その辺は

企業様ともお話を十分させていただいていると

ころでございます。

2点目の活動費のところでございますが、県
内製造業が仕事を受注するためには、県外の発

注側企業とのマッチングが欠かせないと思って

おります。非常に重要な予算でございますので、

基本的には、年間を通じて活動費を確保してお

きたいという思いから、このような執行状況に

なったところでございます。

いずれにしましても、県内企業の支援をしっ

かり確保しつつ、一方で正確な企業情報の把握

に努めまして、適正な予算執行となるよう、今

後とも努めてまいりたいと思っております。

【堀江委員】いずれにしても、予定されたもの

がなくなったということではなくて、持ち越し

たという意味でのマイナスの予算ということで

理解をいたしました。地場企業総合支援事業と

いうことで、こういう予算は減らさずに地場企

業に、そのために予算を確保していただきたい

と思っております。

もう一点、同じ報告の24ページ、この中で産
業人材育成奨学金返済アシスト事業なんですが、

これは逆に、補正としては1,275万円の増なんで
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すけれども、この機会に教えてほしいんですが、

これは給付金が増えたということになるんです

が、最終的には、この平成30年分は、寄附金の
総額は幾らになるのかというのがわかりますか。

【宮本若者定着課長】 お答えします。

最終的に平成30年度の寄附金の総額は、
5,945万4,000円となります。
【堀江委員】アシスト事業は、寄附金について

は平成28年度から始まったというふうに私は
理解しているんですが、平成28年度、平成29年
度の寄附金の額もわかりますか。

【宮本若者定着課長】 平成28年度4,178万
5,000円、平成29年度3,025万7,000円、そして、
平成30年度は、先ほど申し上げました5,945万
4,000円、合計で1億3,149万6,000円という3カ
年の実績となっております。

【堀江委員】 そうしますと、最終的に平成30
年度が、この3年の中で最も増えているわけで
すけど、そうしますと、これは奨学金を受けた

いということで応募する生徒の数とか、決定数

というのもこの機会に教えてもらえますか。ど

ういうふうになるんですかね、平成29年度がは
っきりしているんですかね。

【宮本若者定着課長】応募の方を申し上げます

と、平成28年度からスタートしておりまして、
平成28年度が申請者97名で認定者は55名、平成
29年度が申請者67名で認定者55名、平成30年度
が申請者75名で、認定者の方は今、認定作業中
というところでございます。

【堀江委員】 そうすると、平成30年度は75人
の方が応募して、でも、実際は、要するにこれ

は少し遅れて決定されるから、じゃ、平成30年
度は何人になるかというのは、これから決定さ

れる。大体50人ぐらいということで理解してい
いんですか。

【宮本若者定着課長】前年度と同程度の55人あ
たりを想定しております。

【堀江委員】 最後にしますが、一方で、寄附金

で成り立っているわけですけど、Ａ社が何百万

円なり納めて、あるいはＢ社が納めてと。そう

したら、毎年Ａ社、Ｂ社が納めるわけでもない

と思うんですが、持続させなければいけないわ

けで、寄附金を集めるといいますか、お願いを

するといいますか、そこら辺の状況はどういう

ふうになりますか。

【宮本若者定着課長】毎年、産業労働部として

関係課長等々、企業を回るパターンも多うござ

いますので、いただいている事業者については、

できるだけ協力していただくように、引き続き

寄附をいただくようにお願いをするとともに、

また、新しいところも回るような形で、そこは

産業労働部が全体として寄附のお願いに回るよ

うにしております。

【堀江委員】 ありがとうございました。

この産業人材育成奨学金返済アシスト事業と

いうのは、県内でも注目されている事業であり

ますので、特に寄附金を集めるといいますか、

お願いをするということは非常にご苦労がある

と思っておりますので、結果として、知事専決

で1,000万円以上増えているということを確認
したくて質問したところです。ありがとうござ

いました。

委員長、もう一つ、報告第7号です。同じ横
長資料についているんですけど、これは小規模

企業者等設備導入資金特別会計なんですが、こ

れは当初予算では、一般会計のところで歳入、

歳出、別々につづっていたんですけれど、この

6月補正からきちんと、小規模企業者等設備導
入資金特別会計ということで、特会だけで別に

歳入、歳出を綴っていただいたということで、
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これは感謝申し上げたいと思います。

そこで、29ページ、特別会計そのものなんで
すが、初めてなので教えてほしいんですけれど、

要は、この制度は高度化資金を借りた人が返済

をするということの特会で残っているというこ

とであって、これは平成30年度の貸し付けはあ
るんですか。

【吉田経営支援課長】 平成30年度における高
度化資金の貸付というのは、実績はございませ

ん。

【堀江委員】貸付はないんだけれども、借りた

人が返済をするので、そのために特会としては

残っているという理解でいいんですね。

【吉田経営支援課長】高度化資金等の以前に貸

し付けた分の償還金、これは国の中小企業基盤

整備機構と県の一般会計から原資を出しており

ますので、その償還があった時に、その分を国

へ返すもの、それから一般会計へ返すもの、そ

ういったものが歳出として主に上がってくる状

況にございます。

【堀江委員】 そうすると、ちなみに、償還残高

というか、あと払っていただく額はどれぐらい

あるかというのは、決算ではないので大まかで

いいので、この機会に教えてください。

【吉田経営支援課長】高度化資金の現在の貸付

残高は、およそ17億円となっております。
【大場分科会長】 ほかございませんか。

【山田(博)委員】 それでは、幾つか質問させて
いただきたいと思いますので、よろしくお願い

します。

まず、横長資料、平成30年度補正予算の説明
資料の13ページに長崎べっ甲対策事業費とあ
りますが、これが300万円余りの予算を計上さ
れて、100万円ですから、つまり3分の1の予算
を削ったということになっていますが、この説

明を。

金額は、長崎県のふるさと産業振興費の中の

長崎べっ甲対策として300万円余り出ています
けれど、金額は、本当はもっと増やしてほしい

わけですが、財政状況があるといえども300万
円と。その中で、また、3分の1の100万円を削
ったということでありますが、事情を説明いた

だけますか。

【宮地企業振興課長】 ただいま、山田(博)委員
からお尋ねがございました、べっ甲対策の事業

費でございます。

長崎べっ甲は国の伝統的工芸品に指定されて

おりまして、波佐見焼と三川内焼とともに県内

では3品目目の指定がございます。国の伝統的
工芸品の指定があるということで、国の補助金

が活用できるようになっております。当初は、

国の補助金も十分獲得した上で、県と事業者と

3者で事業を行う予定でございましたけれども、
国の予算が一部とれなかったところがございま

して、県の要綱としましては、全体の事業費の

2分の1は私ども県で出せるということでござ
いまして、私どもは事業執行する中では、県と

しては、現行の要綱上は、出せる補助金は精い

っぱい出してご支援をしたところでございます。

今回の事業費全体が、なぜ縮んだのかという

ところでございますが、先ほど申し上げました

ように、逆に半分は、組合が負担する部分がご

ざいまして、組合としましても、自分たちの負

担分も一定減らしたいということで、全体の事

業費が少し縮んだということで、私どもがご支

援する額も縮んだという内容でございます。

私どもの補助金だけを一方的に減額したとい

う内容にはなっていないところでございます。

【山田(博)委員】 要は、自分たちは一生懸命応
援したくても、べっ甲の組合の方々が、財政的
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に厳しいから、できないから、こういった事業

費の予算になったということですね。そういう

ことですね。

ということは、そういたしますと、このべっ

甲の業界というのは大変厳しいということです

ね、裏を返せば。そういうことですね。イエス

かノーか、それをお答えください。

【宮地企業振興課長】今、委員からのお話にご

ざいましたように、厳しい環境が続いておりま

す。

【山田(博)委員】 ということは、今までのスキ
ームでやったら、業界はやっていけないという

ことがわかった。ということは、新たなスキー

ムでべっ甲を、こういったふるさと産業振興事

業費を、今までは2分の1を、大変だから3分の2
にして、それで業界が大きくなって元気になっ

たら、また2分の1に戻すという形のスキームも
やっぱりやらないといかんなと。

いいですか、ここは産業労働部でしょう。農

林部に行ったら、米がなかなか育たない時は肥

料をやったりとかいろいろやるでしょう。養殖

で魚が大きくならなければ、餌をやったりする

じゃないですか。それと一緒ですよ。どうです

か、企業振興課長。

あなたも優秀な部下を育てるときには、激励

したりとかいろいろするでしょう。それと一緒

です。いかがですか。

【宮地企業振興課長】 今、山田(博)委員からお
話がございましたように、べっ甲も含めまして、

産地の産業支援をすることは非常に重要だと思

っております。補助率でご支援するのか、どう

いうご支援の仕方があるのかは、今後検討して

まいりたいと思っております。

【山田(博)委員】 地域の伝統のこまとか、バラ
モン凧、宮地課長、五島のバラモン凧を知って

いますか。知っていますね。産業労働部長は知

っているんですよ。部長が五島振興局長の時に

凧を揚げていたかもしれませんから、それぐら

い五島とかそういった地域の伝統の工芸品には

詳しいです。だから、今のポストにいらっしゃ

るんじゃないかと私は思っているわけでござい

ます。

宮地課長、引き続き、前向きなことをしてく

ださいね。今のは前向きか前向きじゃないか、

若干わからないものだから、もう一度答弁いた

だけますか。

【宮地企業振興課長】前向きに検討してまいり

ます。

【山田(博)委員】 では、ぜひお願いしたいと思
っております。

続きまして、17ページを見ていただけますか。
食品加工センター施設整備費ということで、

これが減額が出ておりますね、国庫と県債と

800万円ですね。逆に、ものすごく減額されて
いるんですね。年間所要見込みに基づく補正と

ありますけれども、全体の3分の2近くも減額さ
れるといったら、どうなっているのかというふ

うに危惧するわけでございますが、説明をいた

だきたいと思うのですが、新産業創造課長、よ

ろしくお願いします。

【井内新産業創造課長】こちらの食品加工セン

ターの設計費にかかる専決補正でございますが、

こちらは工業技術センターの敷地内に整備をす

るものでございますが、その食品加工センター

の中で試作加工とあわせて、当初は分析業務を

一緒にするということ、それも含めて想定をし

ておりました。その積算をしておりまして、研

究所としての積算をしておったところでござい

ます。

検討を重ねる中で、分析業務については、工
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業技術センターの既存のスペースを活用して行

う。この食品加工センターの中では、試作加工

を主な業務として行うということにいたしてお

ります。

そのことから、研究所としての扱いから、食

品工場的なものという扱いになりまして、減額

になったところでございます。

【山田(博)委員】 そうすると、これは、新産業
創造課長、今の方針転換だったら、大きな転換

になったんですね。新しい商品を開発してやる

と。予算的には、その中に分析という大きなポ

イントがあったわけですね。それが大きなウエ

ートを占めているというのはわかったわけです

ね、予算的に言いますと。

そうしますと、そういった方針転換というの

はいつごろ決まったのか、それを説明いただけ

ますか。

【井内新産業創造課長】こちら、設計の入札に

つきましては、今年の2月19日に行ったところ
でございますが、それに向けまして、施設の有

効活用も含めて、1月あるいは2月において協議、
検討を重ねる中で、こういう形になった次第で

ございます。

【山田(博)委員】 そんなね、1月か2月に大事な
食品加工センターの方針転換を、これは当初か

ら予算が上がっていたわけです。9月からやっ
ていたわけですけど、当初、食品加工センター

の議論はどこがされていたか、そこをお答えく

ださい。

【井内新産業創造課長】食品加工センターにつ

きましては、農林部と産業労働部で共管という

形で取り組んでおったわけでございますが、平

成30年度当初の関係予算におきましては、農林
部のほうで計上しておったところでございます。

【山田(博)委員】 これは、委員の皆さん方もご

存じの方もいれば、全く知らない方もいらっし

ゃるでしょうから、つまり食品加工センターと

いうのは、大体6億円の巨額の投資をして、新
しく食品加工の業界をしっかりと支えていこう

ということだったんです。

それが、当初は農林部でやっていたんです。

ところが、やっぱりこれは産業労働部じゃない

といかんと。当初は農林部でやるんだと、基本

構想もやる、すべてやると農林部がやってたん

だ。ところが、いつの間にか、去年の11月ごろ
から、やっぱり産業労働部がやるんですとなっ

たんです。

ところがまた、分析業務とか大きな、予算的

には3分の2を占めるような部分は別のところ
に出すということは、これは大きな転換という

のを、やっぱり効率を考えたらこうなりました

というのを、今ごろになって説明していただく

というのはいかがなものかと思うんですよ。こ

れは、事前に大場委員長なり浦川副委員長にも

きちんと説明していたんですか。委員の皆さん

方、これは大きな転換なんですよ。これは部長

説明でも、農林部は当初言っていたんですよ。

昨年、平成30年の知事の施政報告にも方針が上
がっていたんですよ。それだけ力を入れようと

していたんですよ。

ところが、何ですか、これは。これだけの大

きな業務の方針転換を、今度、補正予算で上げ

ますといって、全く事前説明もなかったのは、

委員長、副委員長にもなかったんですか。まず、

しているかしてないか、そこだけお答えくださ

い。

【井内新産業創造課長】申しわけございません。

今回の専決補正にかかる事前のご説明はしてお

りませんでした。

【山田(博)委員】 大体、農林部がやると言った
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んだから、農林部がぴしゃっとやらないといけ

なかったんだよ、本来であれば。

それをいきなり、やっぱりあなた方がやれと

いって、新産業創造課長も大変だと思うよ。自

分たちが最初にやると言って、後から、やっぱ

り自分はできないから、あなたたちがやってく

れとか、あげくの果て、こんなもんでしょう。

これは、農林部でしっかりと質疑をさせていた

だきますよ。

産業労働部長、あなたは就任して間もないか

ら、多分これはよくわからなかったと思うんで

すよ。実は、こういった流れだったんですよ。

これは、井内課長がかわいそうでしようがない

んだよ。部長、こういった経過があって、これ

は農林部と産業労働部としっかりやっていただ

きたいと思うんですよ。

大体、自分たちがやるといって、基本構想ま

でちゃんとやりますと言いながら、あげくの果

てはこんなことで、全部責任を産業労働部に押

しつけるような、そういうふうに見えるような

ことをやったら、これは産業労働部の新産業創

造課長が、もうふびんでならないよ。

部長、ここは部を代表して、農林部としっか

りと話をしていただかないと、これは大変な問

題ですよ。ましてや知事が、これを長崎県の新

しい産業としてやろうというふうに言っていた

にもかかわらず、こんな有様だもん。私は、新

産業創造課長が、本当にかわいそうだと思うん

だよ。どうですか、部長、これに関して。

私が言っている流れは、大体わかりましたか。

見解を聞かせていただきたいと思います。

【廣田産業労働部長】この食品加工センターの

建設につきましは、これまでさまざまな議論が

あったということは承知しております。

当初、農林部のほうで検討がなされたわけで

すけれども、それは農林技術開発センター等々

があるということから、そことの一体的な整備

という見地がありましたけれども、最終的な判

断としましては、工業技術センターにおいては

食品関係の研究等もやっております。

先ほど減額をしたという分析関係の設備等も

有しておりますので、そこはやはり工業技術セ

ンターと一体的に整備を行ったほうが適当であ

ろうという判断から、今のような状況になって

いるところでございます。

ただ、実際の運営に関しましては、やはり農

産物等の食品加工という指定になりますので、

そういうことになりますと、当然、農林部との

連携というのは不可欠でございます。

そういったことから、整備を終え運営してい

くに当たっては、農林部ほか関係部局と連携を

図りながら対応してまいりたいと考えておりま

す。

【山田(博)委員】 部長、今度なられたばかりだ
から、こう言うのもあれだけれども、私が言い

たいのは、当初から農林部がやるといってきち

んとやっていたんだよ。最終的には、部長がお

っしゃるように、いろんな効率とか役割分担を

して、いろいろやっていかないといかんという

のは十分わかるんだ。

私が言いたいのは、知事がこれをやろうと意

気込んでいた。本会議場で、平成30年度当初予
算の中で言ったこの事業を、この議会にも、委

員長にもない、副委員長にもない、ましてやこ

の委員会には、県議会の重鎮、大先輩の議員も

いるわけだよ。その方に全く説明もなく、補正

予算でこんなにばっとやりましたから、はい、

どうぞ認めてください、こんな乱暴なやり方が

あるもんですかと言っているんだよ。

これは、農林部は、昨年の9月か10月までに
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は、委員会にこの食品加工センターの基本計画

をきちんと提示しますと言い切ったんだよ。そ

れが、あげくの果ては農林部から産業労働部に

移しましたから、あと、ご理解くださいと、こ

んな体たらくだったんだよ。その上に、これは

だめ押しじゃないか。

私は、これは中村県政において、こんなあり

方はあるもんかと。あまりにも丁寧さがない、

乱暴過ぎるということを指摘して、部長、あと

は担当課長と農林部としっかりと議論していだ

きたいと思うんです。新産業創造課長がふびん

でならんよ。だから、新産業創造課長にたまた

まなっているのでね。

続きまして、質問いたします。19ページを見
ていただけますか。この中の燃料電池船建造プ

ロジェクトとありますけれども、これが500万
円余りをしていて、減額が400万円近くあって、
結局130万円しか使ってないということなんで
すね。500万円ぐらい予算を組んでいて、100
万円しか使ってないんですよと、あとは削った

んですよ。これはどうなっているのかというの

をお尋ねしたいと思います。

【福重新産業創造課企画監】燃料電池船建造プ

ロジェクト事業費についてですが、この事業は

水素を活用した燃料電池船等の研究開発、普及

を促進しまして、県内造船業の振興と水素関係

産業の新市場への新規参入等の促進を図るもの

で行っております。

実際、減額の理由といたしましては、過去、

国の実証事業後に県が譲渡を受けました燃料電

池船につきまして、昨年度中に電動船に改造す

る予定でございましたが、改造方法につきまし

て、安全検査機関の調整が終わらず、改造がで

きなかったということで、この改造費が減額と

なっております。

また、同じく、実証後に県が譲渡を受けまし

た水素製造装置につきまして、点検を実施する

予定でしたが、こちらの検査業者の検査ライン

にあきができなかったことから、こちらも予定

していた検査業務が年度中にできなかったこと

による減でございます。

【山田(博)委員】 燃料電池船ということは、企
画監、これも五島なんだよ。地域の伝統産業で

ある、さっきバラモンとか何かも五島なんだ。

この燃料電池船も五島なんだよ。たまたまなの

か、あったのかどうか知らないけど、この燃料

電池船というのは、今の説明ではよくわからな

いところがあるから、午後にその経過を詳しく

説明した資料を用意していただきたいと思いま

すので、よろしくお願いします。

続きまして、24ページを見ていただけますか。
先ほど堀江委員のほうからも、産業人材育成奨

学金返済アシスト事業費ということで、寄附金

の増加ということがありますけど、寄附金の増

加というのは、大変しっかりと取り組んでいた

だかないといけないと思っているんですが、実

は私も、先般の県議会の本会議で、離島の高校

生とかのクラブの遠征費とか何かの補助金がな

かなか、財政が厳しいから、寄附金を集めても

らえないだろうかという話をしたんです。そう

したら、教育委員会の体育保健課から資料をも

らったんです。先生、その寄附金を集めること

はできませんよと、なんでできないんだと。そ

れは、総務大臣が、平成23年11月30日に、簡単
に言うと、自治体が寄附金を集めちゃいかんと

なっているので、通知をもらったんですよと。

これでできませんと言われたんです。

若者定着課長、この平成23年11月30日の総務
大臣の通達というのは、ご存じかご存じないか、

そこだけお答えください。
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【宮本若者定着課長】 存じておりません。

【山田(博)委員】 これね、教育委員会に確認し
ていただけませんか。私は、これがあるからで

きませんと言ったんだ。おお、そうかと。人材

育成のアシストというのは、長崎県が寄附金を

集めているんでしょう。そうでしょう。間違い

ないかどうか、それをお答えください。他の団

体じゃなくて、長崎県が寄附金を集めているん

でしょう。そこだけお答えください。

【宮本若者定着課長】長崎県が寄附金を集めて

おります。

【山田(博)委員】 それじゃ、どっちがどっちか
よくわかりませんから、この委員会で総務大臣

から来ている通達というのを、後で私に渡して

も構いませんけど、教育委員会の体育保健課は

わざわざ私に持ってきたんだ。わざわざ、こう

いったのがあるんですよということで。若者定

着課長もご存じなかった。

産業政策課長は、前、若者定着課長だったな。

あなたは国からだから、これは知っていますか。

あなたは優秀だから知っているかもしれないか

ら、いかがですか。見解を聞かせていただけま

せんか。

【小林産業政策課長】私も存じ上げておりませ

ん。

【山田(博)委員】 あなたも知らない、前の課長
も知らないじゃ。じゃ、これは後で、部長、至

急精査していただけませんか。教育委員会がだ

めと言ったんだから。長崎県は寄附を集めちゃ

いかんと、体育保健課が持ってきたんだ、わざ

わざね。これは、後で精査して、また午後一番

でも報告していただきたいなと思っております

ので、委員長、一旦終わりたいと思います。

【大場分科会長】 ほか質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【山田(博)委員】私は、今回の予算というのは、
認めるということで意見を述べさせていただき

ます。

前提として、今回の補正予算におきましては、

特に長崎県の中村県政におきまして、重要課題

の補正予算がありながら、十分な説明がなかっ

たというのはいかがなものかと思いますから、

しっかりと説明していただきたいと思います。

議会の本会議で知事が述べた重要な施策が、

今回の補正予算にあったわけだから、それは少

なくとも、この委員会の皆さん方には、そうい

ったのは事前に説明していただくよう、今後は

よろしくお願いしたいと思います。

【大場分科会長】 ほかございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場分科会長】ほかにないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

報告議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

報告第1号のうち関係部分及び報告第7号に
ついては、原案のとおり、それぞれ承認するこ

とにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【大場分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、報告議案は、原案のとおり、それぞ

れ承認すべきものと決定されました。

【大場委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

議案を議題といたします。

まず、産業労働部長より総括説明をお願いい

たします。
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【廣田産業労働部長】産業労働部関係の議案に

ついて、ご説明いたします。

資料といたしまして、農水経済委員会関係議

案説明資料と、その追加1と追加2がございます。
お手元にご用意いただければと思います。

まず、農水経済委員会関係議案説明資料の1
ページをご覧ください。

今回、ご審議をお願いしておりますのは、第

79号議案「長崎県手数料条例の一部を改正する
条例」のうち関係部分、第91号議案「長崎県職
業能力開発関係手数料条例の一部を改正する条

例」であります。

条例議案について、ご説明いたします。

第79号議案「長崎県手数料条例の一部を改正
する条例」のうち関係部分及び第91号議案「長
崎県職業能力開発関係手数料条例の一部を改正

する条例」につきましては、地方公共団体の手

数料の標準に関する政令の一部を改正する政令

の公布等に伴い、所要の改正をしようとするも

のであります。

次に、産業労働部関係の議案以外の主な所管

事項についてご説明いたします。

本日、ご説明いたします事項は、経済・雇用

の動向について、地場企業の支援について、航

空機関連産業の振興について、食料品製造業の

振興について、サービス業の振興について、海

洋産業に用いる水中の給電技術の開発について、

商工会の合併について、事業承継の推進につい

て、海洋エネルギー関連産業の創出促進につい

て、スタートアップ企業の集積及び交流拠点の

開設について、企業誘致の推進について、県内

定着の促進について、「長崎県行財政改革推進

プラン」に基づく取組についてであります。

内容につきましては、記載のとおりでござい

ます。そのうち新たな動きなどについて、ご説

明いたします。

農水経済委員会関係議案説明資料をご覧くだ

さい。

6ページをお開きください。
（スタートアップ企業の集積及び交流拠点の開

設について）

今後成長が見込まれるスタートアップ企業の

集積及び交流を図る拠点「ＣＯ
コ

－ＤＥＪＩＭＡ
デ ジ マ

」

を、去る3月26日に出島交流会館2階に開設いた
しました。

この拠点におきましては、これまで、スター

トアップを目指す方や企業、大学、金融機関等

の様々な人材の交流を図るため、セミナー、ワ

ークショップ、講演会等を開催しており、5月
末時点で、利用登録者115名、延べ来場者922
名の方に利用していただいております。

具体例を挙げますと、首都圏で活動するスタ

ートアップ企業の代表取締役をお招きし、「ス

タートアップの道に進むということ」と題し、

事業内容と併せ、起業の魅力について話してい

ただいたり、長崎大学の教授を講師とした「経

営戦略勉強会」等を開催いたしました。

今後とも、多様な交流の機会を継続して提供

し、様々な人材がアイデアや技術を高め合うこ

とで、新たなサービスの創出につながるよう取

り組んでまいります。

（企業誘致の推進）

去る3月22日、昨年12月に長崎市への立地を
決定しておりました株式会社小出製作所と立地

協定を締結いたしました。同社は、5年間で19
名を雇用し、自動車エンジンの金型の設計開発

業務等を行うこととされております。

また、東京に本社を置く日本コンピュータ・

ダイナミクス株式会社が、五島市への立地を決

定され、4月11日に立地協定を締結いたしまし
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た。同社は、3年間で10名を雇用し、ＩＴ関連
の運用・保守に関する業務を行う予定でありま

す。

5月9日には、京セラコミュニケーションシス
テム株式会社と立地協定を締結いたしました。

同社は、クレインハーバー長崎ビルでの事業所

開設後、5年間で50名を雇用し、ＡＩやＩｏＴ
関連システムの開発等を計画されております。

さらに、5月21日、静岡県に本社を置く株式
会社静岡制御が佐世保市への立地を決定されま

した。同社は、5年間で10名を雇用し、工場自
動化システムに関する制御設計業務を行うこと

とされております。

加えて、5月29日、平成18年に長崎市へ立地
したビーウィズ株式会社と立地協定を締結いた

しました。同社の長崎センターでは、現在、250
名体制で受託コールセンター等のＢＰＯ業務が

行われておりますが、新たに最先端のＡＩ等を

活用したデジタル開発拠点を設置し、5年間で
11名を雇用する予定であります。
このほか、5月10日、オリックス生命保険株

式会社が、長崎ＢｉｚＰＯＲＴビルに移転した

ことに伴い、新オフィスの開所式が行われまし

た。同社は、今後3年間で新たに200名を雇用し、
将来的に600名体制に事業拡大される予定であ
ります。

今後とも、地元自治体等と連携しながら、企

業誘致の推進に努めてまいります。

（県内定着の促進について）

全国的な景気回復を背景とした、都市部企業

による新規学卒者への採用圧力の高まりもあり、

今春卒業の高校生の県内就職率は、現時点での

集計で61.1％、大学等の学生の県内就職率は
41.0％と、前年同期と比べ、高校生は1.1ポイン
ト、大学生は1.7ポイント下回る状況となってお

ります。

こうした中、高校生については、去る4月25
日、知事及び長崎労働局長から経済団体の代表

に対して、ハローワークへの早期求人票提出と

魅力ある職場づくりの要請を行ったところであ

り、就職希望者の多い県立高校に配置している

キャリアサポートスタッフによる就職支援や、

合同企業面談会等も引き続き実施してまいりま

す。

一方、大学等の学生については、3月1日の求
人広報活動解禁にあわせ、2月に福岡市におい
て業界研究セミナーを実施したほか、3月には、
長崎市、佐世保市において合同企業説明会を、

6月には、長崎市で約60社の県内企業が参加し
た合同企業面談会を開催したところであります。

また、県外の大学へ進学した学生が、大学卒

業後に県内就職を検討していただけるよう、そ

の保護者宛てに、知事からの手紙を出し、思い

を伝えるとともに、キャリアコーディネーター

の活用や、ふるさと情報や県内企業情報等を発

信するＳＮＳ「つながるナガサキ」、「Ｎなび」

の登録、活用をお子様方に勧めてもらうようお

願いしたところであります。

このような取組に加え、本県の現状等を高校

生、大学生に理解していただくため、知事や県

幹部職員が県内の大学や高校に出向き、本県の

厳しい人口減少の状況とこれを打開するための

関連施策を説明するとともに、本県の暮らしや

すさや魅力的な地域づくりに向けた様々なプロ

ジェクトなど本県の魅力をしっかりとお伝えし、

「ぜひ県内就職を検討してほしい」と、直接、

学生・生徒に呼びかけ、私どもの思いを伝えて

まいります。

今後とも、若者の県内就職の促進に向け、全

力を注いでまいります。
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その他の事項につきましては、記載のとおり

であります。

また、「政策等決定過程の透明性等の確保及

び県議会・議員との協議等の拡充に関する決議」

に基づく提出資料」、「令和2年度政府施策に
関する提案・要望について」、説明資料を、そ

れぞれ配付させていただいております。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【大場委員長】以上で説明が終わりましたので、

これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】 第79号議案、それから第91号議
案も、いずれも、国が消費税を8％から10％に
改正するということに伴うので、総務省自治財

政局調整課からの事務連絡に基づいて、地方公

共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改

正するということで、合わせますよということ

なんですが、お尋ねしますけど、これはあくま

でも標準ということですよね。

標準ということであれば、各都道府県の対応

は違ってもいいのではないんですか。そうはな

らないんですか。

【井内新産業創造課長】こちらにつきましては、

今、委員おっしゃられましたように、国の通知

が3月にございまして、それを受けての改正と
なるものでございます。

一方、電気工事士の免状発行、交付、再交付、

書き換え、電気工事士につきましては、全国的

に統一して定めることが特に必要と認められる

ものとしまして、国の政令で定められているも

のでございます。

なぜ全国的に統一して認める、定める必要が

あるかというところでございますが、「その資

格の効果が、この地方公共団体の区域内だけに

とどまらず、全国どの都道府県でも申請するこ

とが可能なものなど」と地方自治法の中で定め

られております。

この電気工事士につきましては、国家資格で

ございまして、また、現状を見ますと、全国的

にも同額の手数料を設定しておるという現状も

鑑みまして、今回、この通知を受けての条例改

正をしようとしたものでございます。

【堀江委員】全国的に同じ国家資格だから、全

国47都道府県で申請ができるので、手数料とし
ても同じにするという、そういう考えもありま

すけど、逆に最低賃金を含めて所得の違い、賃

金の違い、そういうのがある中で、そういう申

請の手数料だけを同じにするというのは、いか

がなものかという意見もあるんですが、そのこ

とについては、いかが見解をお持ちですか。

【井内新産業創造課長】こちらにつきましては、

法律に基づく国家資格ということでございます。

先ほどと重複するところがございますが、全国

統一的な資格と、それにかかる手数料というこ

とで、一定妥当なものではあるのかなと考えて

おります。

【堀江委員】 第79号議案にかかわって、委員
会説明資料の2ページに、例えばどれぐらい上
げるのか、上がるのかということにつきまして

は、5,900円が6,000円、5,200円が5,300円、要
は100円上げますよね。そして、これはすべて
ではないんですが、多くが電気工事の免状にな

るので、工業高校生だったりとかが多いのでは

ないかと思うんですけど、そういう高校生が資

格を取る、こういう免状も100円上げなければ
いけないんですかという疑問もあるんですが、

その点はどうですか。
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【井内新産業創造課長】委員おっしゃられます

ように、特に2種のほうでは、工業高校の生徒
の方が多く受けているという現状がございます。

今回、それぞれ100円の値上げというところで
ございます。

確かに、そういうものに配慮して価格を差別

化する、手数料を差別化するというところもあ

ろうかと思いますが、繰り返しになるんですが、

国家資格なので、全国的に差を設けるというの

が、一方でどうかというところもございますの

で、今回こういう改正にしようと考えておりま

す。

【堀江委員】 同じく第91号議案で、雇用労働
政策課ですが、技能検定実技試験受検手数料な

んですけど、これも上がる。例えば3級で8,900
円が9,200円に上げるんですけど、これには減免
があったと思うんですが、どうでしたか。

【吉村雇用労働政策課長】この技能検定の手数

料でございますけれども、基本は、アの欄に掲

げております、従来ですと1万7,900円、改正後
で1万8,200円というのがベースになってござ
います。

その中でイの項目になりますけれども、35歳
未満で2・3級を受検する者、これが9,000円の
減額になっておりまして、さらにウが在校生と

いう言い方をしますが、例えば高等技術専門校

ですとか、職業能力開発大学校、あるいは一般

の大学、高校、こういった学校等に在学してい

る者については、改正前でいきますと1万7,900
円から6,000円の減額、さらに、それが35歳未
満、高校生とかは実際ここに入ってくると思い

ますけれども、エの欄でございますが、改正前

の分で2,900円ということで、本則から1万
5,000円の減額になってございます。
【堀江委員】いずれも、現に生徒の中でも受検

の手数料で減免があるんですよね、対象によっ

ては。そうすると、今回値上げになりますでし

ょう、消費税10％を前提にして値上げになるで
しょう。この減免の額は変わらないんですか、

現在と今度値上げをするのに対して。じゃ、値

上げをする。一方で、減免の額は変わらないの

ですか。減免の額もさらに上がるんですか。上

がりますか。

【吉村雇用労働政策課長】本則との差額、いわ

ゆる減免額については、改正前後で変わってお

りません。

【堀江委員】受検生が払う額は上がるのに、じ

ゃ、それに伴って、そこを考慮して減免という

制度があると思うんですけど、それが変わらな

いというのは納得いかないと思うんですけど、

私はですね。担当課としては納得いくんですか、

それ。

【吉村雇用労働政策課長】先ほど申し上げまし

た減免のうちの在校生、ウとエの部分でござい

ますけれども、ここの6,000円という減額につい
ては、従来から国の制度としてございます。

それに加え、イが一般から比較して9,000円、
エが先ほどの、在校生が6,000円にプラスして
9,000円ということで減額になっております。プ
ラスの9,000円については、国庫で補てんをされ
ております。ここの減免額を大きくするという

場合には、それだけの県費の持ち出しが必要に

なってくるということでございます。

【堀江委員】いずれにしても、受検の手数料は

上がるんだけど、それに伴う考慮した減免の幅

というのは、それは変わりませんと。そのこと

については、特に疑問はありませんという見解

なんですね。

【吉村雇用労働政策課長】ご理解いただければ

と考えてございます。
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【大場委員長】 ほかございませんか。

【山田(博)委員】今回の議案の第79号議案と第
91号議案でお尋ねしますけど、これは第79号議
案、第91号議案のそれぞれの値上げというのは
一律になっていますけど、その根拠をもう一度

説明いただけますか。

【井内新産業創造課長】電気工事士の免状交付

等にかかる手数料の値上げの根拠でございます。

それぞれ100円の値上げとなっておりますが、
この金額につきましては、国のほうで、この交

付事務にかかる人件費あるいは経費を積算しま

して、その結果、約100円上がるということに
基づくこの100円の値上げになっております。
国のほうでそういう積算をして、それに基づく

今回の改正でございます。

【吉村雇用労働政策課長】私どもの所管の分に

ついても、同様に国の積算に基づいております。

【山田(博)委員】 国の積算に基づいてというこ
とでありましたね、雇用労働政策課長。国の積

算というのは、今、国の積算とおっしゃってい

ましたけれども、長崎県のいろんな事務手続と

か何かも含めて日本全国、こういうふうな値上

げの金額になっているんですか。北は北海道、

南は沖縄まで、全部同じ金額になっているんで

すか。そこをお答えください。

【吉村雇用労働政策課長】これは、先ほどから

議論があっておりますとおり、手数料の標準を

定める政令ということで、全国共通になってお

ります。

国における積算というのは、個々の地域の個

別事情を考慮したものではなくて、全国の平均

的なものをもとにして積算をされたものだとい

うふうに認識をしております。

【山田(博)委員】 それは、雇用労働政策課長、

確認したんですね。北海道も東京も沖縄も長崎

県も一律、長崎県職業能力開発協会の技能検定

は、全部300円ですね。間違いありませんね。
【吉村雇用労働政策課長】私どもで全国の手数

料、今回の改正に伴う対応について確認をいた

しましたところ、手数料の標準を定める政令に

定められている部分について、そのとおりの値

上げを予定していないというところが、1県だ
けございました。

【山田(博)委員】 雇用労働政策課長、先ほどは
ぴしゃっと話をしていたけど、今、最後は何を

言っているのかわからなかった。もう一回言っ

てくれないですか。最近、耳が遠くなってね。

私も年をとったからね、若干49歳だけど、耳が
遠くなって聞こえなかった。

【吉村雇用労働政策課長】今回、政令が改正さ

れたことに伴って、各県おおむねそれに準じた

条例の改正をされた、あるいはされようとして

いるわけでございますけれども、その状況につ

いて、政令のとおりの改正を予定していない県

が1県ありましたということでございます。
【山田(博)委員】ちなみに、それはどこですか。
【吉村雇用労働政策課長】新潟県でございます。

【山田(博)委員】 その理由は何ですか。
【吉村雇用労働政策課長】お尋ねをいたしまし

たところ、知事の方針だということでご回答を

ちょうだいいたしました。

【山田(博)委員】 新潟県の知事は、手数料を上
げないということを言ったわけですね。

もう一つお尋ねしますけど、金額は、日本全

国全部一緒だったということですね。この技能

検定の受検手数料の金額は、全国全部300円上
がっているということで理解していいんですね。

【吉村雇用労働政策課長】 失礼いたしました。

先ほどの答弁で誤解を与えたかもしれませんけ

れども、新潟県については、値上げ後の金額が
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標準の金額になっていないということでござい

まして、値上げの幅については、同じく300円
を計画されているということでお聞きをいたし

ております。

【大場委員長】ちょっと整理して答弁してもら

えませんか。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時 ５分 休憩 ―

― 午前１１時 ６分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開します。

【吉村雇用労働政策課長】まず、値上げ後の金

額につきましては、新潟県以外は、全都道府県

で長崎県と同額でございます。

新潟県につきましては、改正前から少し安か

ったわけですけれども、今回の改正に伴う値上

げというのはやはりございまして、そこの値上

げの幅というのは300円で、同じでございます。
【山田(博)委員】 要は、日本全国一律300円で
すと、北は北海道、南は沖縄まで。それはなん

でかというと、積算は、東京でも一緒、長崎県

でも一緒、じゃ、賃金がいろいろ違うわけだな。

技能検定試験の手数料は、一旦長崎県に入るん

でしょう。どうなっているんですか。

それで、東京も300円上がるんですよと、長
崎県も300円上がるんですよというのを、日本
全国一律にして上げるというのはどうかと思っ

たわけですよ。なんでかというと、積算根拠を

国がしたって、いろんなことが違うでしょう、

賃金のあり方とか何かも、所得も違うのに。そ

れを全部、日本全国金太郎飴のように上げるの

はどうかと思ったわけですよ、雇用労働政策課

長。

それは、素朴な疑問ですよ、普通考えてみた

らね。そう思うのが当たり前と私は思うんです。

日本全国、最低賃金は各都道府県違うのに、手

数料は全国同じように300円上がるというのは
どうかと思っているわけですよ。

そういうふうなことを雇用労働政策課長は思

わなかったのか、それを含めて、再度お答えい

ただきたいと思います。

【吉村雇用労働政策課長】今回の手数料の改正

につきましては、先ほど説明しましたけれども、

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の改

正に伴うものでございます。

この政令といいますのが、地方自治法第228
条第1項で、「手数料について全国的に統一し
て定めることが特に必要と認められるもの」と

いうことで位置づけられておりますので、委員

ご指摘のとおり、例えばそれぞれの地域におい

て、対象となる方々の経済状況ですとか、そう

いったものはさまざまかと思いますけれども、

そういったことを考慮しても、全国統一で通用

する資格であることなどの理由から、国におい

て全国一律であるべきだという考えを示されて

いるものだというふうに認識をしております。

【山田(博)委員】手数料は、国にいくんですか。
今の話であれば、全国的な試験だから、料金は

全部一緒にせんといかんですよという考えはあ

るかもしれません。がしかし、この手数料とい

うのはどこに入るんですか。国にいくんです、

長崎県に入るんですか、どちらですか。

【吉村雇用労働政策課長】技能検定試験の手数

料につきましては、県が条例で定めております

けれども、同時に、職業能力開発促進法に基づ

いて、「技能検定の実施は各都道府県の職業能

力開発協会に行わせることができる」となって

おります。本県も、職業能力開発協会が実際の

検定をやっておりまして、手数料は職業能力開

発協会の収入となります。
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【山田(博)委員】 それで、雇用労働政策課長、

長崎県の県民所得は、上位から何番目ですか、

そこをお答えください。

【大場委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午前１１時１０分 休憩 ―

― 午前１１時１０分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

【吉村雇用労働政策課長】申しわけございませ

ん。直近の状況について、把握をしておりませ

ん。

【山田(博)委員】下から3番目か4番目の大変厳
しい中で、手数料は、全国試験が一緒だから、

全部同じにしなさいというのは、これはどうか

と思うよ。国にお金が入るんだったら、私もわ

かるんだよ。長崎県の職業能力開発協会に入る

んでしょう。

これは、雇用労働政策課長、たかが1万8,200
円とか、そんなに思ってもらったらだめだよ。

しっかりと国に対して、長崎県も県民所得は低

いんだから、こんな、幾ら全国一緒だと言って

も、しっかりと手数料は減免を考えてもらうよ

うに申し入れしていただきたいと思います。こ

れは要望にしておきます。

それぐらい意気込みを持って、長崎県の県民

の皆さん方の状況というのを把握しながら、雇

用労働政策をしっかりやっていただきたいとい

うことで、今質問しているわけでございます。

ご理解いただけましたでしょうか。

【吉村雇用労働政策課長】しっかりと肝に銘じ

てまいりたいと考えております。

【大場委員長】 ほかございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】ほかに質疑がないようですので、

これをもちまして質疑を終了いします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【堀江委員】 第79号議案「長崎県手数料条例
の一部を改正する条例」のうち関係部分ですが、

質疑の中でも明らかになりましたように、これ

は地方公共団体の手数料の標準に関する政令の

一部を改正する政令についてという、国からき

た、消費税が10％になるので、これは標準なの
で上げてくださいよということについて、その

まま値上げをするという議案でありまして、こ

れは認められません。少なくとも国家資格とし

て同じだというふうに言われていても、私が指

摘しましたように、長崎県の最低賃金の額であ

りますとか、県民の暮らしでありますとか、そ

ういうことを考えた時に、手数料だけ上げると

いうのは納得ができません。

消費税10％への引き上げは、県民の暮らしや
中小業者の営業、それから地域経済に深刻な打

撃となります。消費税10％に反対の立場からも、
増税を前提とした手数料改正は認められません。

同じく、第91号議案「長崎県職業能力開発関
係手数料条例の一部を改正する条例」、同じ理

由で反対をいたしますが、全国標準と言いなが

ら、同じ手数料額になっていないところがある

ということも、質疑の中で明らかになったわけ

ですから、なんで長崎県はそれをやらないのか

ということを指摘しておきたいというふうに思

っております。

いずれにしても、値上げは県民の負担になり

ますので、賛成できません。

【山田(博)委員】第79号議案と第91号議案にし
ぶしぶ賛成の立場でお話をさせていただきたい

と思います。

今回、手数料を上げるということで、根拠を

国のほうから、一律全国でするというのは、い
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かがなものかと思うんです。

なぜならば、県民所得が日本全国違うわけだ

から、県民所得に応じた手数料、ましてや、こ

れはそれぞれの県民、国民の皆さん方が将来の

人生をかけるような、こういった資格をする中

に、県民所得が違う中で、全国一律同じ値上げ

をするというのはいかがなものかと思うんです。

がしかし、消費税が上がることに伴って、い

ろんな手数料も上げないといけないというのは、

一定わかるわけでございますので、そういった

ことで、今回はしぶしぶ賛成ということでいき

たいと思っております。

【大場委員長】 ほか討論はございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】ほかに討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

まず、第79号議案のうち関係部分について、
採決いたします。

第79号議案のうち関係部分については、原案
のとおり可決することに賛成の委員の起立を求

めます。

〔賛成委員・起立〕

【大場委員長】 起立多数。よって、第79号議
案のうち関係部分は、原案のとおり可決するこ

とに決定されました。

次に、第91号議案について、採決いたします。
第91号議案については、原案のとおり可決す

ることに賛成の委員の起立を求めます。

〔賛成委員・起立〕

【大場委員長】 起立多数。よって、第91号議
案は、原案のとおり可決することに決定されま

した。

次に、提出のありました「政策等決定過程の

透明性等の確保などに関する資料」及び「政府

施策に関する提案・要望の実施結果」について、

説明をお願いいたします。

【小林産業政策課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づく産業労働部関係の状況

について、ご説明いたします。

お手元にお配りしてあります農水経済委員会

提出資料、産業労働部をご覧ください。

まず、1ページ目でございます。補助金の内
示一覧表となっております。

こちらは、県が箇所づけを行って実施する個

別事業に関しまして、市町に対して内示を行っ

た間接補助金の一覧でございまして、地域拠点

商店街事業補助金の計5件を掲載しております。
次に、2ページから7ページについてでござい
ます。

こちらは1,000万円以上の契約案件でござい
まして、計12件となっております。
次に、8ページから9ページでございます。
こちらは、知事及び部局長等に対する陳情・

要望のうち、県議会議長宛てにも同様の要望が

行われたものに対する県の対応状況を整理した

ものでございます。産業労働部関係の2件につ
いて、掲載しております。

次に、別紙をご覧ください。

土木部営繕課が契約手続を代行しております

1,000万円以上の契約案件について、参考資料と
して添付しているものでございます。

それでは、別冊でお配りしております「決議・

意見書に対する処理状況」をご覧ください。

こちらは離島・半島地域振興特別委員会で出

された意見書にかかる産業労働部の取り組み状

況を記載させていただいているものでございま

す。
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次に、政府施策関係の報告をさせていただき

ます。

資料は、農水経済委員会補足説明資料「令和

2年度政府施策に関する提案・要望について」
をご覧ください。

去る6月12日及び13日に実施いたしました、
令和2年度政府施策に関する提案・要望につき
まして、産業労働部関係の要望結果をご説明い

たします。

産業労働部関係におきましては、1、重点項
目に書いております、海洋再生可能エネルギー

導入及び商用化の促進について、外国人材の受

け入れについて、電源三法交付金制度の見直し

について、3つの重点項目について要望を実施
いたしました。

要望実績といたしましては、2に書いており
ますけれども、要望先が内閣府、法務省、経済

産業省、環境省の4府省でありまして、大臣政
務官等に対しまして、知事、副知事、議長、副

議長、産業労働部長、産業労働部政策監等によ

り要望を行っております。

海洋再生可能エネルギー導入及び商用化の促

進についてでございますけれども、商用化促進

に向けた海洋再生可能エネルギーの導入目標の

明示、専門人材育成の支援及び実証フィールド

の活用、洋上風力発電や潮流発電等の技術開発

等にかかる事業継続及び関係予算の拡充などに

つきまして、内閣府、経済産業省及び環境省に

要望を行いました。

このうち、内閣府への要望に際しましては、

海洋再生可能エネルギーへの取り組みに関し、

本県が先導的な役割を果たしていることに対し

て評価いただくとともに、国としても、新たな

挑戦としての海洋立国を推進しているところで

あり、本県とも手を携えて進めていきたという

旨のお話をいただきました。

次に、外国人材の受け入れについてですけれ

ども、特定技能外国人が大都市圏等に集中する

ことがないよう、国において実効性のある措置

を講ずることや、増加する外国人の在留管理に

関しまして、安全・安心な社会の実現を図るた

めの不法滞在者対策等の充実強化などにつきま

して、法務省に要望を行いました。

法務省からは、福岡出入国在留管理局に配置

しております専門の職員が、県と日ごろから情

報共有を行いながら、国において対応していき

たいというお話をいただきました。

また、電源三法交付金制度の見直しについて

ですけれども、原子力を中心としたエネルギー

政策のもとで行われた火力発電施設に関する削

減措置につきまして、電力移出県等交付金相当

部分の交付金算定係数をもとに戻すことなどに

つきまして、経済産業省に対し要望を行ったと

ころです。

電力需要の縮小に伴う税収の減少などの事情

から、現時点では困難である旨の回答をいただ

きました。

このほか、再生可能エネルギーの導入促進に

ついて、雇用人材対策についての2つの一般項
目につきましても要望を実施し、経済産業省、

厚生労働省など3省14名に対して要望を行いま
した。

以上が、産業労働部関係の要望結果でござい

ますが、今回の政府施策に関する提案・要望の

実現に向け、引き続き取り組みを行ってまいり

ます。

以上で報告を終わります。

【大場委員長】以上で説明が終わりましたので、

次に、陳情審査を行います。

お手元に配付いたしております陳情書一覧表
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のとおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。

審査対象は、10番、12番です。
陳情書について、何かご質問はありませんか。

【山田(朋)委員】 陳情番号12番の21ページ、企
業誘致等の推進についてで伺いたいと思います。

こちらのほうで線が引いてありますように、

「佐世保市としては、今後も県・市一体となっ

た企業誘致活動を展開していただく」と書いて

ありますが、現状としても、当然、市町と一緒

に企業誘致の活動をいただいていることは承知

をしておりますが、大体年間でどのくらいのケ

ース、これは佐世保市の要望ではありますが、

県下のほかの市町も含めてどのような実績があ

るのかを、この機会に教えていただきたいと思

います。一緒にやっている実績、回っている実

績です。

【佐倉企業振興課企画監】企業誘致におきまし

ては、産業振興財団に企業誘致推進本部を置き

まして、各市町とも日ごろから情報交換、連携

をとりましてやっているところでございます。

財団による企業誘致の活動につきましては、

財団が単独で行くケースもございますし、市町

と一緒に行くケースもございます。財団におい

ては、年間約4,000件ほど回っております。その
4,000件の中で、一定期間集中して1週間なり2
週間なり、集中訪問という形で、その中には佐

世保市とか長崎市、諫早市、大村市等の各市町

に声かけをさせていただいて、その中で一緒に

市町の職員と財団の職員とで企業誘致の活動を

行っているという状況がございます。

【山田(朋)委員】 今のお話だと、年間4,000件
ほど回っていただいているということでありま

すが、市町と集中して1年間に1週間だけの期間
に各市町にお声がけをして回っているというふ

うに理解をしていいですか。

【佐倉企業振興課企画監】そういう時期もござ

いますが、あと、具体的に、例えば県内視察が

ある場合は、地元市町に来ていただくとか、一

緒に、適宜必要に応じた場合には、市町の職員

と財団と誘致対象の企業のところに行くという

ことも随時行っているところでございます。

【山田(朋)委員】 以前、大分前ですけれど、数
年前に企業誘致の件で一般質問をしました。そ

のときに、佐世保市は佐世保市、長崎県は長崎

県で、両方が同じところにアプローチをするよ

うな無駄なことが多かったということを改善し

ていただくべく、市町と連携をしての企業誘致

活動をお願いしたというふうに理解をしており

ます。

年に1週間だけの集中期間じゃなく、適時必
要があれば回っていただいているということで

ありますが、各21市町の企業誘致の取組は、そ
れぞれ濃淡があるかもしれませんが、後で結構

ですので、実績を出していただきたいというこ

とと、この4,000件を何人くらいで回っていらっ
しゃるのか、そのあたりも含めて教えていただ

きたいと思います。

恐らく、今もやっていただいているけど、線

まで引いていますので、やはり佐世保市だけで

単独で行くよりも、産業振興財団と一緒に行っ

たりとか、県の力もかりて行うほうが効果が高

いというふうに市も思っているということだと

思いますので、ぜひもっとその機会を増やして

いただきたいと思っております。

ご要望して終わりたいと思います。

【大場委員長】 ほかありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては承っておくことといたしま
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す。

次に、所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はありません

か。

【麻生委員】 資料の2ページの航空機産業にか
かる販路開拓等支援業務委託、これは双日に随

意契約でされていますよね。片一方で、議案外

の中で航空機クラスターに取り組む姿勢があり

ますけれども、この関連で、双日について随意

契約だけれど、この効果と、どういう形を目指

してやっているのか、企業の取組がどうなのか、

その関係について教えてもらえますか。

【宮地企業振興課長】今、麻生委員お尋ねがご

ざいました、航空機関連の取組についてご説明

いたします。

まず、双日九州長崎支店と随意契約をしまし

た背景からご説明いたします。

ご案内のとおり、私どもは県内において造船

プラント関連で培った技術が、航空機のエンジ

ンを中心として非常に有効であるという認識の

もとに、航空機産業へ新たに参入を図るため、

昨年8月に長崎県としてクラスター協議会を立
ち上げまして、取組を展開しているところでご

ざいます。

その中で、私どもとしましては、いわゆるセ

ミナーとか専門家のお話を聞くとか、それだけ

ではなかなか実際のビジネスまでは距離がある

だろうということで、実際のマッチングを急ご

うということで、その中のクラスターの取組の

中の一環として、今回、双日グループと随意契

約をいたしております。

では、なぜ双日とやったのかということでご

ざいますが、幾つか理由がございまして、まず

は総合商社で様々なネットワークをお持ちであ

るということと、特に民間機についての取り扱

いが、ほかのグループよりも多いという実績が

ございます。

あと、航空機は、品質等を含めまして様々な

資格が必要とされて、それが様々な信用につな

がって、取引につながるというところがござい

ますが、物流関係の資格についても双日グルー

プが持っているということもございます。

あとは、先ほど申し上げました、双日エアロ

という航空機専用の子会社をお持ちであるとい

うこと、それと、私どもとしましては、やっぱ

り県内に支店があるところがいい。今、足元の

状況をご説明しますと、様々な打ち合わせを、

先方からお見えいただいたり、私どもが伺った

り、ほぼ毎週させていただいております。県内

に支店があるというところが、実は双日グルー

プともう一つございましたけれども、先ほど申

し上げましたいろんな点で双日グループのほう

がいいだろうということで、今回、随意契約し

ているところでございます。

じゃ、その中で何を双日グループとやるのか

というところで、先ほど申し上げましたように、

我々としましては、成果にこだわりたいと思っ

ております。その中で、私どもが先方に対して

大きく5つ条件を出しております。
1点目は、3社以上バイヤーを県内に呼んでく
る。そのバイヤーとマッチング、県内企業20社
以上集めてマッチングをしてくれと。これは8
月にも予定しておりますが、そういうのをやっ

てくれという条件を出しています。

2点目は、先ほど山田朋子委員のほうからも
ありました、企業誘致絡みでございます。企業

誘致についても、あわせて積極的に取り組むと

いうことで、双日グループのネットワークを生
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かして、イメージとしましては、社長さんのと

ころに私ども、もしくは産業振興財団を連れて

いってくれという条件を出しております。

あとは、九州経済産業局が九州内の企業に調

査した結果でも出ていたんですけれども、やっ

ぱり航空機産業に参入するに当たって、いわゆ

る市場調査とか、もしくはレポート、業界でど

ういうことが起きているのか、もっぱら皆さん

注目されるのは、ボーイングはどういう体制で

今後いこうとしているのか、エアバスはどうな

のか、そういうグループのお話を細かくレポー

トとして年4回くれということを、これはもう5
月に一度いただいておりますけれども、そうい

うのを4回くれというお話。
あとは、昨年度も参加しましたけれども、今

年度は名古屋に行く予定ですが、展示会に6社
以上連れていってくれと。これは、今年2月に
東京の展示会に出ましたけれども、4社出まし
て、商談をおのおのお持ち帰りいただいており

ます。展示会に出展するのも非常に有効だと考

えております。

あとは、そもそも航空機産業に参入いただく

企業様を増やしたいという思いがありますので、

県内企業を回ってそういうお話をしてくれとお

願いしております。

そういうことで、双日グループには、我々も

成果を意識して、具体的な事項をお願いしてお

ります。

あわせて、航空機クラスター全体としまして

は、マッチングも含めまして、例えば専門家を、

これは全国航空機クラスター・ネットワーク、

通称ＮＡＭＡＣと申しますけれども、大手重工

のＯＢがいらっしゃいます。そういう専門家を

各社、クラスター協議会には40社ほど県内企業
様にご加入いただいておりますが、そこに派遣

しまして、例えば新たな設備を導入しなくても、

今の部品を少し変えると航空機に使えるじゃな

いか、そういうお話もありますので、そういう

掘り起こしもやっていきたい思っております。

現時点では、そういう取組を中心にやらせて

いただいております。

【麻生委員】細かな説明をいただきまして、あ

りがとうございました。

ただ、航空機クラスターもウラノさんを中心

にやっているんでしょうけれども、聞くところ

によると、やっぱり10年以上頑張っておられた
からできると。ただ一方、県内の企業も設備が

なかなかなかったりとか、濃淡ありますよね。

1点は、ボーイング社が、要は内製を中心にや
っていこうということで、そういう方向も言わ

れている話も聞き及んでいるんですけれども、

もちろんエアバスの関係もあろうかと思います

けれども、ここでもう一回、双日さんの企画力

とかネットワーク力、これに対して、県として

もうちょっと密着をしながら、マーケットをど

う取り込むのかということを今言われましたけ

れども、しかし、足元の企業体が弱かったりと

か、ウラノさんを中心にそうでしょうけれども、

偏った状況だと思っています。

私としては、長崎が持つ溶接技術だとか、そ

ういう得意分野をもっと生かしながら濃淡をや

らないと、設備自体が結構高額といいますか、

チタンあたりを加工するのは、相当な機械が要

りますよね。だから、そこら辺の強み、弱みを

しっかり持ち込みながら、どう戦略を立ててい

くのかというのが大事だと思うんですけれども、

それについての取組とか考え方をお尋ねしたい

と思います。

【宮地企業振興課長】今、麻生委員おっしゃら

れましたように、企業様自体、設備等を含めま
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していろいろ状況が違うというのは、私どもも

把握しているところでございます。

先ほど申し上げました、今現在、私どものク

ラスターは40社程度で、実際、私どもが確認で
きている航空機産業の何らかのお仕事をされて

いるところが10社強あるという状況でござい
ます。先ほど委員からございました、例えばウ

ラノ様でありますとか、もう一つ、メッキの関

係で諫早にある企業様などは、全国から仕事を

受けられるという状況がございまして、その中

で、最近は航空機に限らず、ある程度企業群を

組んで、ある程度組み立てといいますか、アッ

センブリーした形で出さないと競争力がないと

いうことで、企業間連携をされるという動きが

出てきております。

今回の部長の説明の中にも記載しております

が、新成長ものづくり産業支援事業費、これは

平成30年度からやらせていただいている事業
でございまして、企業間連携をやって取り組む

場合に、設備投資であるとか、人材育成である

とか、そういうのをご支援しようという事業で

ございます。

昨年度、航空機では2グループ認定させてい
ただきましたけれども、そのうちの1グループ
に、新成長ものづくりに限らず、これまで4年
ぐらいにわたって本県が支援してきた企業様が

ありますが、大手重工メーカーとの取引が実際

始まりました。航空機産業に参入できたという

事例も出てきております。

これは、ちなみに、先ほど麻生委員がおっし

ゃられましたよう、ボーイングは少し米国内に

戻すという動きがある中で、エアバスが日本で

のサプライチェーンを急いでいるという話もご

ざいますので、その関連の仕事をとられたとい

う状況もございます。

先ほどから、麻生委員からありますように、

各社の状況を捉えつつ、私ども支援策をいろい

ろと講じておりますので、そういう部分を的確

にご支援しながら、航空機全体の本県の取組を

拡充していきたいと思っております。

【麻生委員】今回の双日の随意契約についてお

尋ねしたわけですが、これは1年間の予算でし
ょうから、今後しっかりと中身を充実させても

らって、企画力と参入企業が増えてくるような

仕掛づくりを、ぜひ双日とともにやっていただ

きたいと要望して、終わりたいと思います。

【赤木委員】 1,000万円以上の契約状況一覧に
ついて、私も質問させていただきます。

3番の出島スタートアップ交流拠点（仮称）
整備にかかる設計・施工業務について、こちら

も2,400万円以上の契約金額となっております
が、随意契約となった過程といいますか、そう

いったものの説明をお願いいたします。

【井内新産業創造課長】こちらは、出島交流会

館2階に整備をしましたスタートアップ交流拠
点、今年の3月26日にオープンいたしましたが、
そちらの整備に伴う設計・施工業務でございま

す。

随意契約となっている背景でございますが、

この施設につきましては、人が集まって交流が

促進される。その中から新しいものを生み出し

たいと、そういう施設にしたいと考えておりま

す。その中で独創的なデザイン等も必要であろ

うと考えておりました。

そういうこともありまして、県で仕様を決定

することは困難と判断しまして、プロポーザル

方式を導入しました。その結果、3者から応募
がありまして、内容を審査しました結果、この

吉田建設工業に決定したという経緯でございま

す。
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【赤木委員】スタートアップ、私も大事だと思

っております。今おっしゃったように、3者か
らアイデアを募ってやったということでござい

ますので、その中で一番いい内容のものが採択

されたものと認識いたしました。

今後、本当に長崎からスタートアップして、

それこそ上場できるような企業が生まれていく

ような仕組みづくりについて、これから私もサ

ポートしていきたいと考えておりますので、引

き続き、こちらについても推し進めていただき

たいと考えております。

【大場委員長】 ほかありませんか。

【山田(博)委員】 「政策等決定過程の透明性等
の確保」の資料で、質問させていただきたいん

ですが、2ページの、先ほどの出島スタートア
ップ交流拠点の整備にかかる設計・施工とあり

ますけど、具体的にどういったことを設計され

ているかというのを示していただけませんか。

資料はありますか。どういった設計をやってい

るかというのがわかるような資料はありますか。

提出していただけませんか。まず、それをお答

えいただけませんか。

【井内新産業創造課長】募集の公告をした際に、

こういう施設という定義をした上で募集をして

おりますので、そういう資料でよろしいでしょ

うか。

【山田(博)委員】 これは、今どうなっているん
ですか。終わっているんですか、終わってない

んですか。完成しているんだったら、どういっ

たようになっているかとわかる資料をもらえま

すか。

【井内新産業創造課長】 はい、提出します。

【山田(博)委員】 それを見て議論を深めていき
たいと思いますので、委員長よろしくお願いし

ます。

それで、11番と12番に雇用労働政策課で、離
職者等再就職訓練事業とありますね。これは平

成31年4月2日に契約をしているということで
ありますけれども、「離職者等」とありますけ

れども、「等」というのを説明いただけますか。

【吉村雇用労働政策課長】申しわけございませ

ん。確認をして、後ほどご報告をさせていただ

きます。

【山田(博)委員】 じゃ、確認していただけませ
んか。

吉村課長、あなたは雇用労働政策課長として

何年ですか。

【吉村雇用労働政策課長】 昨年の4月から2年
目でございます。

【山田(博)委員】 じゃ、委員長、「等」という
のを説明できないから、午後から説明していた

だくようにして、今度は、また別のところを質

問させていただきたいと思います。

松浦市から要望で来ておりますね。若者定着

課長、「外国人労働者の確保及び日本語教育支

援について」とあるんですけど、回答は、一応

文書で来ております。簡単に言うと、「国に対

して要望しております」と、そういうふうにと

られるわけでございますが、現状としてもうち

ょっと詳しく、松浦市の要望に対して、今、県

の状況というのを説明いただけますか。一言で

言うと、国に対して要望していますからという

ことで終わっているわけですが、すみませんけ

ど、よろしくお願いします。

【宮本若者定着課長】松浦市の要望につきまし

ては、まず、外国人に対する日本語の支援とい

うことで、それについては、基本的に受け入れ

側の企業が、こちらにも書いていますけれども、

しっかりやっていくというところが制度的なと

ころでございます。
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そうでありますが、やはり全国的にもこれか

ら外国人が増えていくという中で、どうしても

外国人向けの日本語教育プログラムとかそうい

ったところについては必要だろうということで、

委員もおっしゃいましたけれども、私どもも国

への政府施策要望で要望しているところであり

ます。

ちなみに、相談体制ということでいきますと、

所管が文化観光国際部のほうになるんですけれ

ども、出島交流会館の方に、外国人の相談対応

の窓口を来月設けるというようなところになっ

ております。

【山田(博)委員】 外国人労働者の確保というの
で、国に対して要望していると言っていますけ

れども、若者定着課として、外国人の労働者の

確保というのは、受け入れ体制ということで、

農林部でいろいろやっておりますけれども、受

け入れ体制として、外国人の方が来られた時に

住みやすい環境をつくるというのもあったわけ

ですね。

その中で、今回私が本会議で、ベトナム語の

自動車免許の試験の話をさせてもらったんです。

実は、あれは去年の3月に警察庁から、ベトナ
ム語の試験の例示があったんです、日本全国。

それを長崎県警がまだ取り組んでいなかったと

いうことだったんですね。そういうことだった

んです。

これは、若者定着課長、今年度から取り組ん

でいただくということになっておりますけれど

も、若者定着課として、外国人を受け入れやす

い体制としてどんな取り組みをしているのか、

まずお答えいただけますか。

【宮本若者定着課長】どういう形で外国人を受

け入れるか、それに県がどんな形でかかわるこ

とができるかについては、今まさに検討中でご

ざいまして、ベトナム、クァンナム省との友好

交流協定もございますので、友好交流協定を活

用しながら、有能な外国人材を受け入れたいと

考えております。その仕組みづくりを、現在検

討しているところでございます。

【山田(博)委員】 小林産業政策課長、あなたと
全く同じことだぞ。あなたが若者定着課長の時

に、全く同じことを言っているよ。どうなって

いるのかな。

産業政策課長が若者定着課長の時に全く同じ

質問をしたんだよ。そうしたら、現若者定着課

長と全く同じことを言ってるわけだな。進んで

ないのかな、一歩も二歩も。1ミリも2ミリも進
んでないの、全く同じことを言っているんだよ。

どうなっているんですか、産業政策課長。あな

たが若者定着課長の時に、何も動かなかったん

ですか。

【宮本若者定着課長】やはり相手が外国という

ところもありまして、もちろん検討を進めては

おります。ただ、それが具体的な成案とかそこ

の段階にまだたどり着いてはおりませんので、

当然、成案を得ておりませんので、はっきりし

たことは申し上げられないところですが、検討

については、前課長から引き継いで、私になっ

ても検討は積み重ねているところでございます。

【山田(博)委員】 じゃ、具体的にどういったこ
とを今検討しているのか、お答えいただけます

か。

例えば、若者定着課長、私は今回、外国人が

どれだけいるかと聞いたら、1万人いるんだよ。
その中に中国人は2,500人おったんだ。2,500人
の方々がおって、1年間に運転免許を新規で取
るのはどれだけおるかといったら、200人いる
とわかったんだよ。

じゃ、ベトナムはどれぐらいいるかと聞いた
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ら、ベトナム語がないからわからないと言った

んだ。そうしたら、試験をつくったらどうかと

言ったんだよ。

例えば、若者定着課、こういった議論をあな

た方はしていますか。したかしてないか、そこ

だけお答えください。

【宮本若者定着課長】例えば運転免許等の人数

でありますとか、今委員がおっしゃったような

ところの議論はしておりません。

【山田(博)委員】 人数のことを言っているんじ
ゃないんだよ。住む時に、車を運転する。要す

るに、日常生活をする時に、どういったことが

不便かとわかるじゃないですか。そうしたら、

どういったことに取り組まないといかんという

のはわかってくるでしょう。

そのときに、少なくとも若者定着課長、社会

人になりました。じゃ、何をするかと、社会人

になったら、まず、車の免許が要るだろうと。

受けようと思った時に、日本語と中国語と英語

だけだったら、ベトナム人はできないじゃない

かと言っているんだよ。

そうしたら、まず、運転免許の資格が取れる

ようにせんといかんのじゃないかと。その発想

が浮かんでくるかこないかと聞いているんだよ。

あなたたちは、今、こなかったわけだな。そこ

だけお答えください。

【大場委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午前１１時４８分 休憩 ―

― 午前１１時４８分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開します。

【宮本若者定着課長】今、委員ご指摘の部分は、

日本に入ってこられていろんな不便なところが

あるというところあたりの検討は、文化観光国

際部が主となった考えていく分野になろうかと

思っております。

ただ、私どもも庁内でプロジェクトチームを

設置しておりますので、その中で連携しながら

進めていきたいと思っているところたでござい

ます。

【山田(博)委員】 そうしたら、運転免許は、文
化観光国際部で考えるのか。

あなた方は定住でしょう。若者定着の中に外

国人労働者の定住も入っていたんでしょう。そ

うしたら、なんでそういった発想が浮かばない

のかと言っているんだよ。

私は何が言いたいかというと、しっかりそう

いったことを考えてやっていただきたいと言っ

ているわけだよ。外国人労働者を確保するんだ

ったら、普通考えたら、そういったのはわかる

でしょう。そこを、発想してしっかりやってい

ただきたいということを私は指摘しているわけ

でございまして、あなた方は別に何もしてない

と言っているわけじゃないんですよ。そういっ

たことを発想してやらないといかんのじゃない

かという指摘をしているわけでございまして、

ぜひご理解いただいて、頑張っていただきたい

なと思っているわけであります。

こういった取りまとめは、若者定着課がやっ

ぱりやらないと。じゃ、運転免許は何に使うか

というと、仕事で一番必要でしょう。遊びで使

いますか、運転免許は。そうでしょう。雇用と

いったら、この産業労働部の仕事でしょう。だ

から、そういったことを若者定着課のほうで取

りまとめて、じゃ、こういったことをやらない

といかんと。じゃ、あなたはこれをやってくだ

さい、これをやってくださいという振り分けを、

指導的な立場でぜひ頑張っていただきたいと思

っております。

これは雇用の中の重要な、労働者不足の中で
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大変重要なポジションを占めているわけですよ。

例えば、企業のコマーシャルを見てないですか。

前は、企業のＰＲだったんだよ。今はほとんど

会社で募集しています、募集していますだよ。

そこを考えたら、なおさら、若者定着課の外国

人労働者の確保というのは大変重要なポジショ

ンを占めているわけでございますから、ぜひ頑

張っていだきたなと思っているわけでございま

す。激励を込めて質問しているわけでございま

す。

さっきの資料の提出がまだできないようです

から、だんだんお昼の時間になってきています

ので、一旦終わって、午後から、委員長の采配

で、資料をいただいて、また再質問をさせてい

ただきたいと思います。

【大場委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午前１１時５１分 休憩 ―

― 午前１１時５１分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

ほかありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】ないようでございますので、ま

ずは、「政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料」のところまでで、一応午前中は

終わりたいと思います。

午前中の審査は、これにてとどめ、しばらく

休憩いたします。

午後は、1時30分より再開いたします。

― 午前１１時５２分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

次に、「政府施策に関する提案・要望の実施

結果」について、ご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】質問がないようですので、次に、

所管事務一般についてご質問はありませんか。

【山田(博)委員】 午前中質問していた回答をい
ただいた資料を配っていただいておりますが、

この説明をまずしていただけますでしょうか。

よろしくお願いします。

【小林産業政策課長】お手元にお配りしてあり

ます資料ですけれども、それぞれ担当課のほう

から説明をさせていただきます。

【大場委員長】午前中に山田博司委員より請求

があっておりました資料に関しての説明をお願

いいたします。

【吉村雇用労働政策課長】ご質問がありました

「政策等決定過程の透明性等の確保に関する提

出資料」にあります、離職者等再就職訓練事業

の「等」とは何かということでございますけれ

ども、離職者というのは、一旦就職をして職を

離れられた方ですが、それ以外の職についてい

ない無業者の方、具体的にはさまざまなケース

があろうかと思いますけれども、主婦とかニー

ト等の方を含んでいるということで、ただ、就

職の意思があるということが前提になっており

ます。

【福重新産業創造課企画監】午前中に山田博司

委員のほうから、知事専決事項報告分の中で資

料を求められました、燃料電池船建造プロジェ

クト事業に関する専決理由の部分につきまして、

資料を作成しております。

お手元の「燃料電池船建造プロジェクト事業

に関する専決理由」をご覧ください。こちらの

ほうは、平成30年度当初で予算を上げた理由と
しまして、もともと燃料電池船としてつくった

船は、今後、水素が供給できない状況になると

いうことから、電動船への改造を予定していて、

その改造費を計上したというところを書いてお
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ります。

次の項目として、減額となった理由といたし

ましては、小型船舶の検査機関である日本小型

船舶検査機構のほうに安全関係の許可を求めた

ところ、改造に関する仕様につきまして、現時

点で、こちらが考えておった規模以上の改造を

求められているというところで、仕様の決定に

は至っていないという状況で、年度内での改造

ができなかったという事態になりました。

この協議が長期化している理由といたしまし

ては、もともと燃料電池船から電動船に改造し

たという前例がなく、また、燃料電池船が水素

を利用する船舶のため、今後、水素が利用でき

ない仕様に確実に構造上しなければならないと

いう小型船舶検査機構からの要求がありまして、

そちらの安全性の審査に時間を要している状況

でございます。

以上で説明を終わります。

【井内新産業創造課長】午前中、山田博司委員

からご依頼いただきました、スタートアップ交

流拠点のＣＯ－ＤＥＪＩＭＡの概要がわかる資

料についてでございます。

カラー刷りのホッチキスどめの2枚の資料が
ございます。最初のカラー刷りの分はチラシで

ございまして、名称を「ＣＯ－ＤＥＪＩＭＡ」

としております。頭についている「ＣＯ」につ

いては、「ともに」、「一緒にやっていく」と

いう意味を込めています。この出島の地から、

新しいものを一緒に生み出していこうという思

いを込めて、この名前をつけました。

1枚目の裏をご覧ください。上半分に写真と、
右上のほうに、小さいんですが、平面図がござ

います。面積にしまして、約70坪ございます。
出島交流会館の2階でございまして、通常の会
議室みたいな感じではなくて、交流を促進する

という意味でプロポーザルを受けまして、この

案を採択した次第でございます。

2枚目のほうに写真をつけておりますが、こ
れが実際の活用の状況のイメージでございます。

上段のほう、人が集まって講演をしている様子

がございます。これは、部長説明におつけして

おりますスタートアップラウンジの状況の写真

でございます。

写真下が、入り口から入った全景が見える写

真でございます。交流の促進と、あと、個別の

ブースも設けておりまして、現在、3社が入居
しておるという状況でございます。

【宮本若者定着課長】午前中、山田博司委員か

ら資料提出の要求がありました、平成23年11月
30日付の総務大臣通知の資料をお配りさせて
いただいております。

【山田(博)委員】 理事者のほうから説明があり
ましたので、再度質問させていただきますが、

まず、出島スタートアップ交流拠点という整備

事業があったんですが、契約方法は随意契約に

なっていますけど、プロポーザルということで

ありましたけど、プロポーザルの審査の資料を

ずっと探しているんですけど、どこにあります

か。私が見つけきらないのかどうか。

「政策等決定過程の透明性等の確保に関する

資料」の中に、平成31年2月4日に契約しました、
随意契約となっていますけど、先ほど新産業創

造課長はプロポーザルをしましたということで

言っていますけど、その入札結果一覧表という

のが添付されているのかされてないのか、そこ

をお答えください。

【井内新産業創造課長】 その結果については、

おつけしておりません。

【山田(博)委員】 理由は、なぜつけてないんで
すか。本来であれば、きちんとつけないといけ
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ないと思うんですよね。忘れていたんですか。

印刷ミスですか。誰かが間違えて、どこかにや

ったんですか。「それは不思議だな、びっくり

仰天だな、僕は」というふうになるわけですね。

これは、後で考えてからお答えいただきたい

と思っておりますので、よろしくお願いします。

【小林産業政策課長】基本的に、後部につけて

いる資料というものは、総合評価方式等、競争

入札によるもののみ載せることになっておりま

すので、本件つきましては載っていないという

ことになっております。（「もう一回」と呼ぶ

者あり）

総合評価方式等、競争入札のもののみ詳しい

資料というものをつけることをなっているとい

うことでございます。

【山田(博)委員】 総合評価、産業政策課長、総
合評価だけつけるということでありましたね。

それで間違いありませんか。

いいですか、あなたみたいな立派な課長さん

が間違ったら、大変なことになるとよ。

【大場委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午後 １時３９分 休憩 ―

― 午後 １時４２分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開します。

【山田(博)委員】 それでは、若者定着課長にお
尋ねしますけれども、先ほど午前中に、「官公

庁に対する寄附金等の抑制について」というこ

とで、昭和23年1月30日に閣議決定された文書
をわざわざ平成23年11月30日に総務大臣が、昔
の昭和23年1月30日に閣議決定したことを、簡
単に言うと、官公庁が寄附金を集めたりするな

とかという、そんな文書をわざわざ、なぜか平

成23年の総務大臣が各都道府県に出している
わけだ。若者定着課長は、これは多分見てない

と思うんです、私はね。私も、体育保健課から

見せられて、「先生、これで子どもたちへの寄

附、いろんなスポーツ振興はできないんです」

と、堂々と言ったからね。じゃ、若者定着課の

アシスト事業の寄附はどうなるのかと、私は思

っていたわけですよ。

そこで、後は、若者定着課長が全庁的に、総

務大臣の通達文書をどのような扱いをするかと

いうのを、最後はあなたの関係機関と協議した

結果を、時期が来たらきちんと説明していただ

きたいなと思っているわけです。今説明しろと

言っているわけじゃないから、そんな無理難題

なことを私は言いませんよ。最近は、人間がで

きているからね。

私は、これがおかしいと思っているんだよ。

当時の総務大臣は誰かと聞きたいんだよ。若者

定着課長、頑張ってくれ。しっかり答弁。

【宮本若者定着課長】 この件につきましては、

産業労働部だけではなく、全庁にかかわること

でもありますので、総務部などとも協議をさせ

ていただきたいと考えております。

【山田(博)委員】それで、若者定着課長、まず、
大場委員長といろいろ協議しながらせんといか

んよ。これは大場委員長の大岡裁きが、最近さ

えているからね。そういうことで進めていただ

きたいと思っておりますので、よろしくお願い

します。

それでは、雇用労働政策課長、離職者等の再

就職訓練でありますけれども、「離職者等」の

「等」いうのは、「無業者のことで、具体的に

は就職の意思がある主婦やニート等をいいま

す」と言うでしょう。就職の意思がある主婦、

ニート、これはどうやって判断するんですか。

【吉村雇用労働政策課長】この訓練、県の委託

事業でございますけれども、訓練を受講するた
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めには、ハローワーク、職業安定所長の受講指

示、または自己推薦が必要ということになって

おります。ハローワークに求職登録をしてある

ということが前提となっております。

【山田(博)委員】 ハローワーク、ハローワーク
と、まず、初歩的なことですみませんけど、確

認ですけど、これは国のほうも支援が入ってい

るのか、入っているんだったら幾らの割合でし

たか、それをお答えいただけますか。

【吉村雇用労働政策課長】 この事業は100％国
庫の国からの委託事業でございます。

【山田(博)委員】 国からきているということで
ありますけど、離職者等の無業者のことで、具

体的には就職の意思のある主婦やニートという

ことで、要するにこれはハローワークで、この

人は就職して頑張る意思があるからということ

で、こういった訓練をしなさいと。受講した後

に、その人は100％就職するだろうということ
になっているわけね。追跡調査しているかして

ないか、そこだけお答えください。

【吉村雇用労働政策課長】期間に限りがござい

ますけれども、訓練終了後3カ月の間に就職し
たかどうかのフォローアップを行っております。

【山田(博)委員】 そのフォローアップした結果
は国に上げているのか、どうなっているんです

か。それをお答えいただけますか。

【吉村雇用労働政策課長】国に上げております。

【山田(博)委員】 国に上げて、この委員会への
報告はあるんですかないんですか。

【吉村雇用労働政策課長】委員会にご報告はい

たしておりません。

【山田(博)委員】 雇用労働政策課長は、国から
委託されてこの事業をやっておりますと、長崎

県の県民のために、あとどうやっているかとい

うことをやっていますけれども、この結果は国

に上げて、長崎県には公表してないと、議会に

も公表してないということですね。そういうこ

とでしょう。国に上げて県議会に報告している

んですかしてないんですかと言ったら、報告し

てませんと言ったでしょう。そういうことでし

ょう。あらっ、また自分が言っていることは何

かわからなくなったんですか。しっかりしてく

れよ。どうなっているんだ。

【吉村雇用労働政策課長】非公表で秘密事項に

しているという意味ではございませんで、積極

的に、例えばこういう委員会の場で資料提出等

の形でご報告をしたことがないということを申

し上げたつもりでございます。

【山田(博)委員】 それは、せんといかんでしょ
うが。あなたはどこの職員ですか、雇用労働政

策課長、国の職員ですか。吉村課長、長崎県の

職員だよ。それをなんで、国から予算をもらっ

ているから、これはいい事業をやっているのに、

国に上げて、なんで長崎県に上げないんですか。

上げてもいいんでしょう。公表してくださいよ、

そんないい事業は。現状はどうなっているんで

すか。

えっ、またわからない。あれっ、さっきもわ

からない、今もわからない。しっかりしてくれ

よ。

【大場委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午後 １時５０分 休憩 ―

― 午後 １時５０分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

【山田(博)委員】 吉村課長、大場委員長の大岡
裁きも何回も使われないんだから、わかってお

かないといかんよ。

もう一回言いますよ。この「政策等決定過程

の透明性等の確保に関する資料」の中で、離職
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者等再就職訓練事業があるじゃないですか。こ

れは国の事業でやっていると。これで無業者の

方々が、主婦とか何かが受けていますね。その

人が受けた後にどれだけの就職率を上げている

かというのを、統計をとっているんでしょう。

それを国に上げているんでしょう。そうしたら、

この県議会に上げてないというんだったら、私

たちにも教えてくださいと言っているのに、あ

なたが頭を抱えて、何でしょうかね、わかりま

せんね、それじゃ話にならないと言っているん

だよ。

そんなことはあるか。あなたは国の役人じゃ

ないんだろうが。長崎県の職員で、私が質問し

た時に頭をかいたりとか、首をかいたりとか、

質問していいのか悪いのか、わからんじゃない

か。私は、真面目にやっているんだよ。吉村課

長、しっかりやってくれよ。答えてください。

【吉村雇用労働政策課長】介護福祉士養成講座

の就職実績でございますけれども、これは2年
間、24カ月の訓練ですので、平成29年度と平成
30年度にかけて実施した分のデータが直近に
なりますが、23名の方が終了されて、就職者が
21名、就職率として91.3％という状況になって
おります。（「両方とも」と呼ぶ者あり）合計

で。

【山田(博)委員】 吉村課長、これは2つあるで
しょう、Ａ委託、Ｂ委託。それぞれちゃんと答

えてくださいよ。答えているのか答えてないの

か、わからんじゃないか。しっかりやってくれ

よ、吉村課長。私がだんだん頭が痛くなってき

たよ。

【吉村雇用労働政策課長】先ほど申し上げた数

字は、全体の合計額でございまして、申しわけ

ございません。今手元にその内訳数字がござい

ませんので、内訳については、後ほどご報告さ

せていただければと考えています。

【山田(博)委員】 そうしたら、今の時点でわか
ることを答えてくれよ。

大場委員長のもとで農水経済委員会をしてい

るにもかかわらず、この「政策等決定過程の透

明性等の確保に関する資料」について答えられ

なくてどうするんですか。後から持ってくるじ

ゃないぞ。しっかりやってくれよ。

【大場委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午後 １時５３分 休憩 ―

― 午後 １時５４分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

【山田(博)委員】 雇用労働政策課長、しっかり
やっていただきたいと思いますよ。

それで、新産業創造課長にお尋ねしますけど、

先ほど燃料電池船建造プロジェクトの協議が長

期化している理由というのは、きちんと文書化

されてきたわけですね。ということは、こうい

った状況が、もう何年続いておりますか。そこ

をお答えいただけますか。2年でしょう。2年ぐ
らいたっていませんかね。

【福重新産業創造課企画監】こういった状況は、

1年続いているところでございます。
【山田(博)委員】 これは平成30年、平成29年度
からやってなかったですか。よく考えてくださ

い。

【福重新産業創造課企画監】 平成29年度は、
この燃料電池船を使いまして、データどりを行

っておりました。昨年度、平成30年度にこうい
った改造の検討に入っていったというところで

ございます。

【山田(博)委員】事実上、そうじゃないですか。
2年間やってみて、データをとったと言いなが
ら、あげくの果てはこんなに、事実上2年じゃ
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ないですか。

この燃料電池船をつくる時に、データをとっ

ていたんでしょう。1年目はデータとり、2年目
はこうやったんでしょう。事実上2年じゃない
ですか。違いますか。

時間がきたので、一旦終わりたいと思います。

【大場委員長】 ほか質問はありませんか。

しばらく休憩します。

― 午後 １時５６分 休憩 ―

― 午後 １時５６分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

【山田(朋)委員】 午前中お願いをしました、市
町と産業振興財団の誘致活動について、説明を

受けたいと思います。

【佐倉企業振興課企画監】お手元に資料を配付

させていただいております。「市町と産業振興

財団の誘致活動について」、昨年度の市町との

活動連携についてご説明いたします。

まず、1としまして、市町との集中企業訪問
を行っております。

資料の訂正をお願いします。「平成31年度」
と書いてありますが、これは「平成30年度」の
間違いでございます。

期間は、昨年7月23日から8月10日まで、関東
地域、福島、群馬、埼玉、東京、神奈川の地域

を集中的に訪問しております。

参加した市でございますが、9市ございます。
長崎市が3名、佐世保市が4名、諫早市が2名、
大村市が1名、平戸市が2名、松浦市が3名、五
島市が1名、西海市が2名、雲仙市2名が参加し
て連携して企業集中訪問を行っております。

この期間、合計532社を訪問いたしておりま
す。

この集中企業訪問のほかにも、市町からの要

望において、財団と市町と同行して企業訪問を

実施しているところでございます。

2番といたしまして、県内視察への対応とい
うことで、財団等が企業誘致の中で、現地視察

に誘導する場合がございます。そこにおいて、

現地工業団地でございますとか、オフィス系の

場所につきましては、市町と一緒になって誘致

企業の対応を行っているところでございます。

それと、3番目といたしまして、市町から財
団への研修派遣という形で職員が派遣されてお

ります。

平成30年度は、長崎市から2名、佐世保市か
ら2名、平戸市から1名、川棚町から1名、計6名
となっております。

【山田(朋)委員】 説明いただきました。ありが
とうございます。

午前中の質疑の中では、1週間の集中期間と
言われましたけれども、これは休みを除くと10
日程度はあるのかなと思いました。

そして、4,000件のうちの532件を各市町と一
緒に同行いただいたということであります。必

要に応じて、市町と同行した企業訪問も別途実

施しているということでありますので、この別

途のほうの数字も、後もってまたご報告いただ

きたいと思います。来週以降で結構ですので。

それで、各市町が持っている工業団地と、産

業振興財団が動いている企業とのマッチングと

かそういったものがあって一緒に動いたりする

だろうし、事前の打ち合わせとかあると思うん

ですけれども、そういったものはどういうふう

な形で定期的に行っているのかどうか。

市町の企業誘致の担当、例えば担当課がある

ところもあるでしょうし、担当の係しかいない

ところもあるでしょう。濃淡があると思います

が、どのような形でマッチングをして同行まで



令和元年農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（６月２８日）

- 35 -

持っていって実績を上げているのか、そのあた

りをお聞きしたいと思います。

【佐倉企業振興課企画監】市町と財団の情報交

換といいますか、意見交換ですけれども、まず、

年に一度、企業誘致推進協議会というものを開

催しておりまして、それを年度初めに行います。

あと、そのほか定期的という形ではございませ

んけれども、随時、有望案件の確認でございま

すとか、情報交換をやっていると聞いておりま

す。

【山田(朋)委員】 年度当初に推進協議会を行っ
ているということであります。

当然、市町から財団に行っているところとか

は、結構密なやりとりができると思うんですけ

ど、人を出せない市町もあると思います。そう

いったところこそ、単独ではなかなか営業に行

けないと思いますので、要望があれば随時と言

っていますけれども、多分、専門の人員も十分

に置けてないような市町もあると思いますので、

そういったところには、こちらから積極的なア

プローチをかけていただき、ぜひ企業誘致のほ

う、もっと数が上がるように、当然ながら4,000
件も回っていただいているということは評価を

したいと思いますけれども、ぜひ市町ともっと

連携をとりながら、この実績というものがもっ

ともっと上がるようにしていただきたいという

ことをご要望申し上げます。

このまま、ほかのことも何点かお伺いしたい

と思います。

部長説明の7ページ、クレインハーバー長崎
ビルの件を伺いたいと思います。

大分埋まってきたとは聞いておりますが、こ

の状況をまずお聞かせいただきたいと思います。

【佐倉企業振興課企画監】クレインハーバーの

入居の状況でございます。

クレインハーバー自体は、現在5フロアござ
いますが、今、入居が決まっておりますのが、

3フロアと2分の1という状況でございます。あ
と1フロアと2分の1、1.5フロアがあいていると
いう状況でございます。

【山田(朋)委員】 ご努力をいただいているとこ
ろ、いろいろ申し上げたくないんですけれども、

民間では考えられないスタートを切ったビルで

あるということは、皆様ご存じのことだという

ふうに理解をします。

もう何年ぐらいたちますかね。（「1年半ぐ
らいです」と呼ぶ者あり）そのときに1フロア
しか決まってない中での完成というのは、民間

のビルでは考えられないところでスタートした

と思います。その後、努力をいただいているこ

とはわかりますが、あと1フロアと2分の1とい
うことですよね。近くにBizPORT（ビズポート）
ビルができました。当然ながら、オリックス生

命も移られたように、魅力的なほうに移られる

でしょうし、近さということで競合していると

思いますが、単価的には、民間の立地の場所と

同じような単価設定にしているのか、そのあた

りをお聞きしたいと思います。

【佐倉企業振興課企画監】クレインハーバーの

入居の賃料につきましては、近隣の賃料等を勘

案しまして決めているところでございます。

【山田(朋)委員】 当然ながら、民業を圧迫する
ようなことがあってはいけないので、値段を下

げろという趣旨のことではありませんが、もっ

と魅力をアピールいただいて、しっかりとこの

ビルが埋まるように、引き続きのご努力をいた

だきたいということをお願い申し上げておきま

す。

次に、8ページ、県外の大学に進学した学生
に対して、保護者宛てに知事からお手紙を出し
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ていただいたようであります。このこととキャ

リアコーディネーターの活用ですが、これは福

岡のほうとかにも設置をするとか聞いたような

気がしますけれども、この実績とかをまず教え

ていただきたいのと、その手紙なんですけれど

も、どういったルートで発送しているのか。県

外の大学に進学した学生の親にピンポイントで

届くルートというものはどういうふうにしてい

るのか、そのあたりをお聞きしたいと思います。

【宮本若者定着課長】まず、知事からの手紙の

ほうについて、お答えしたいと思います。

ルートは、県立高校につきましては、教育委

員会と連携いたしまして、保護者様の住所を県

立高校のほうで把握しておりますので、そこの

住所に手紙を送っているというルートがござい

ます。

あと、私立高校につきましても同様に、協力

していただける私立高校につきましては、同じ

ような形で、私立高校のほうから保護者の方に

送っていただくというようなルートをとってお

ります。

それから、福岡のキャリアコーディネーター

につきましては、新たに配置したところでござ

いまして、福岡県内の大学の、まずはキャリア

センター、就職課というようなところを重点的

に、毎日ではございませんけれども、訪問して、

まず関係の構築を図っているところでございま

す。

【山田(朋)委員】 保護者宛ての手紙の件ですけ
れども、卒業生の保護者だから、住所は、学校

としては管理をしているかと思います。当然、

私の息子もこの春、高校を卒業しましたので、

県外の大学に行って、4年後ぐらいにお手紙が
いただけるのかなと思いますが、私は、もちろ

ん県が積極的に行うことは非常に有効だとは思

うけれども、人によっての取り方ですけれども、

私は卒業する時に、一切、今後、自分たちの個

人情報をそういった活用するとかという旨の何

かを聞いたわけでもないし、これはあくまでも

予防的なことでお話をしておこうかなと思った

だけですけれども、もしかしたら、まかり間違

って、そういうことを何か言われるような方が

いらっしゃるかもしれないということはやっぱ

り配慮されるべきなのかなと思っております。

だから、SNSとかの登録のことも問題になり
ましたよね、卒業生に対しての。ちょっと積極

的なアプローチが強かったこととか。

今、こういった個人情報とかいろんなことが

重要視されている時ですので、「卒業後も、県

内就職促進のために、保護者の皆さんにはお手

紙が行くことがあります」ということを一言言

っておいてもらったりすると、もっと子どもた

ちにもつながりやすいのかなと思いますので、

申し上げておきたいなと思いました。

ちなみに、どれくらいの数を出したのかも教

えていただきたい。

あと、キャリアコーディネーターの件ですけ

れども、お一人の方が福岡の大学を巡回、ぐる

ぐる回っていらっしゃるのか、どのような感じ

で、今行っているのかもお聞きをしたいと思い

ます。

【宮本若者定着課長】まず、県外でお子様を持

つ保護者への手紙の数でございますが、今回、

今で言う4年生、それから3年生、2年生の県外
の大学に行っている保護者の方に、郵便という

形で手紙を送りました。

具体的には、今の4年生の保護者宛てが2,472、
今の3年生の保護者宛てが2,443、今の2年生の
保護者宛てが2,362、7,000通ぐらいを送ってい
るところでございます。
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次に、福岡担当のキャリアコーディネーター

につきましては、今回、キャリアコーディネー

ターを新しく3名増員しておりまして、1人が福
岡のキャリアコーディネーター。それから、も

う一人、キャリアコーディネーターを束ねると

いうことで、チーフキャリアコーディネーター

も配置しております。さらに、東京事務所のほ

うにも1人キャリアコーディネーターを配置し
ております。

ご質問の福岡ということでありますと、チー

フキャリアコーディネーターと動く場合もござ

います。あるいは、いわゆる県職員、私どもの

課の職員と一緒に動いたりすることもあります。

あるいは、一人で出張するということもありま

して、そこは内容に応じまして、単独で行った

り、職員と一緒に行ったりしているような動き

方をしているところでございます。

【山田(朋)委員】 わかりました。じゃ、チーフ
コーディネーターの方は長崎在住というふうに

理解していいですか。いいです。

今、福岡がメインターゲットになるかと思い

ます。大学で言うと、やはり福岡に結構、長崎

県から子どもたちが行っていますので、ぜひ効

果的な取り組みを引き続きお願いをしたいと思

います。

手紙の件なんですけれども、知事からどんな

手紙を送られたかは、後もっていただきたいと

思いますけれども、手紙を送るだけではなかな

か、親が子どもに対して、例えば私が、「長崎

県で就職せんね」と言う、何か本当にその材料、

その手紙の内容だと思うんですよね。先ほども

知事が、県内の高校や大学に行って、長崎県の

人口減少の危機的状況についての話とか、それ

に対する有効策についての話をいただいている

ようだけれども、子どもたちに、「人口のどん

どん減りよるとさね。こがん厳しかとよ」と言

ったら、かえって私は、あまりマイナスのこと

ばかりの情報を与えるのもよくないのかなとも

思う。現状ももちろん伝えないといけないけど、

その中身を見せていただきたいなと思います。

もしその子たちに長崎に帰ってきてもらいた

かったら、その子たちが夏休みとか、春休みと

かに帰ってくる時のクーポンじゃないけれども、

帰ってきて企業説明会に参加するメリットです

ね。参加して、例えば出島ワーフで生ビールが

何杯飲めるとか、例えばですけれども、子ども

たちが帰ってきて、その説明会に行こうと思え

るような何かをつけて送ったほうが、よっぽど

親も、「あんた、夏休みに帰ってこんね。こが

んとのあるごたるよ」という話もできるわけで

すよね。だから、その中身を見せていただきた

いということと、もっと子どもたちに響く手紙、

せっかく送るのならそういったものをしていた

だきたいことをご要望したいと思います。

あともう一点、陶磁器産業活性化推進事業に

ついて伺いたいと思います。

この事業は、三川内焼、波佐見焼の展示会の

開催や後継者育成等に対する支援を行っている

ということであります。平成30年が、当初で
3,438万円の予算がありましたが、補正減が行わ
れ、最後には2,803万1,000円になっておりまし
た。

今年の当初予算が2,577万9,000円です。これ
を見ますと、昨年だけでも634万円ぐらい減が
ずっと続いているんですけれども、私は、三川

内焼、波佐見焼、県内の陶磁器産業の活性化は

非常に重要とありますが、この調子でいくと、

またどんどん、今年度も減をされるのかなとい

う心配をしておりますが、この減について、ど

うしてこういうふうになったかを、まずお聞き
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したいと思います。

【宮地企業振興課長】ただいま山田朋子委員か

らお尋ねがございました、まず、減額の要因で

ございます。

陶磁器の活性化につきましては、財源としま

して、国、県と地元の組合が共同して事業を行

っております。

減額の主な内容は、波佐見焼の関係でござい

まして、従前から行っていた商談会、これはバ

イヤーさんが多くご参加される商談会がござい

まして、当初は、バイヤーとのつながりを構築

したいということで継続してまいりましたけれ

ども、一定バイヤーとの構築ができたというこ

とで、地元の負担もございますので、選択と集

中という意味から、その事業は一旦やめようと。

産地も含めて、そういうふうな取り扱いをさせ

ていただいているところでございます。

【山田(朋)委員】 もうバイヤーとの人間関係の
構築もできたということで減になったというこ

とですけれども、地元負担は、この事業費に対

してどれくらいあるんですか。

【宮地企業振興課長】手元に数字をそろえまし

て、後ほどご答弁させていただきます。

【山田(朋)委員】ほかのことで聞きたいと思い
ます。

展示会の開催や後継者育成等の支援とありま

す。展示会開催の規模とか、私が思うには、減

しなくても、展示会開催の規模、助成する基準

か何か、規模はあるかもしれないけれども、も

っと数を増やすとか、後継者育成のためにもっ

とメニューを充実させるとか、そういった方法

もあるのかなと思うんですけど、どういったふ

うな、基準とか何かがあるんだったら教えてく

ださい。

【宮地企業振興課長】今、山田朋子委員がおっ

しゃられました展示会への出展は、消費者など

に直接私どもの取り組みを訴える、非常に重要

な機会だと思っております。

波佐見焼、三川内焼もおいでいただいていま

すけれども、2月に東京ドームで、国内最大級
のテーブルウエアフェスティバルというのがご

ざいます。これを中心に続けたいということで、

大きなものとしては、そこに毎年出ています。

今年度も出る予定になっています。

あと、三川内焼につきましては、波佐見焼よ

り、いわゆるお値段も比較的高うございますの

で、富裕層のところに、もしくは若い人に売り

たいということで、例えば渋谷のヒカリエとい

う商業施設がございますが、そこでの取り組み

をここ数年、続けているところでございます。

【山田(朋)委員】 テーブルウエアフェスティバ
ルは、もちろん大きな展示会ということは理解

しています。もちろん大きな展示会に出て、幅

広にアピールをすることも大事と思いますけれ

ども、ぜひ、さまざまな展示会の規模もあると

思いますので、もう少しほかのところの大小、

ほかの部分の開催の時にもご支援をいただいた

り、先ほど言われましたヒカリエの話もそうで

すけれども、今、三川内焼の白磁がすごくきれ

いで、ワイングラスだったり、日本酒を飲む器

だったりで、結構人気が出てきていますので、

しっかりと若い方に向けてアピールをいただき

たいということを申し上げたいと思いますし、

何より、やはり業界的に非常に厳しい状況にあ

る中、私は、こんなに毎年毎年、減額されるよ

うな状況にないように、しっかりと、もっと幅

広に地元の方々のお話を聞いて、小さなもので

も支援をすることによって広がるものも出てく

ると思いますので、ぜひ強く支援のほどをお願

いしたいということを申し上げて、質問を終わ
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りたいと思います。

【大場委員長】 ほかありませんか。

【堀江委員】 農水経済委員会の概要説明、5月
20日にありました。あのときの企業誘致のこと
について質問したいんですが、委員長、委員の

認識を一つにするために資料を再度配ってもら

っていいですか。

【大場委員長】 資料を配布してください。

しばらく休憩いたします。

― 午後２時１６分 休憩 ―

― 午後２時１７分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

【堀江委員】「企業誘致について」ということ

で、雇用実績の数を私が質問した時に、雇用実

績数を明記していただいたんですが、手元にあ

る資料は、平成31年4月の雇用実績数で732名と
いうふうになっています。それが、5月20日の
時にいただいた資料は、平成30年4月の実績と
いうことで448という数字があります。つまり、
この平成28年度を見ますと、誘致企業数は10件、
これは変わりません。でも雇用計画数が1,003
人ということで、それに伴う雇用実績数という

のは、これは毎年毎年、この実績数だけが変わ

るということですか。

【佐倉企業振興課企画監】お手元の資料の雇用

実績数の意味でございますけれども、平成28年
度の欄の732という数字は、平成28年度に立地
が決定いたしました企業誘致件数10件、合計の
雇用計画数が1,003名、これに対して平成31年4
月に732名というふうな、今、現時点で雇用が
なされているということで、委員おっしゃられ

たように、昨年448という数字から732というふ
うに、ここの欄の数字が増えているということ

でございます。

【堀江委員】 そうしますと、平成28年度に誘
致した企業の最初の雇用の計画数が1,003名と
いうことですが、ちなみに、平成31年4月の段
階で732、30年4月の段階で448、では平成29年、
平成28年4月の段階の数がありますか。今わか
りますか。

【佐倉企業振興課企画監】 平成28年度の1,003
に対する平成29年4月の、平成28年度末という
感じになりますけれども、その数字は351名で
ございます。

【堀江委員】 要は、そうしますと、この企業誘

致に伴う雇用実績数というと、普通、雇用実績

数となると、その年、その時に出された数字が

もう変わらないのかと思うんだけど、この企業

誘致で出される雇用実績数というのは、毎年毎

年変わるんですよね。でも、私たちがもらうの

は、この1枚ペーパーしかもらわないから、去
年の数字は覚えてないからですね、ですよね。

そうなると、平成28年度の約1,000人の希望に
対して351人、448人、732名ということで、努
力されているわけですよね、雇用の実績。そう

すると、今度は29年度も、そういうふうに雇用
の実績数というのは変わっていくんですよね。

でも、変わっていくということを、この資料だ

けではわからないですよね。

皆さんが努力しているのは、最初の計画があ

りますと、1,000人雇用しますと言った。それを
例えば2年目、3年目、4年目ということで努力
をされている。そういうことがわかる資料にし

ないと、雇用実績数の何か意味がよく伝わって

こないんではないかという疑問を私は持つんで

すが、その点はどんなふうに考えておられます

か。

【佐倉企業振興課企画監】この誘致目標につき

ましては、総合計画期間の平成28年度から令和
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2年度までで2,700名という雇用の場を創出す
るということを目標に掲げて活動を行っている

ところでございます。

委員ご指摘の、それに応じた雇用実績数の把

握と表現方法につきましては、その経過、経年

の動きがわかるように検討をさせていただきた

いと思っています。

【堀江委員】 今回は5月20日に追加資料があっ
て、その後すぐ、今度の6月定例会が始まる前
に、一番最新の資料ということでいただいたと

いうのもあって、初めて雇用実績数がこんなに

変わっているということが見えたんです。皆さ

んは担当課だから、手元に経年的に雇用実績数

が伸びているということがわかると思うんです

けど、やっぱり委員会に出す資料は、努力をさ

れている、そうした数字がわかる数字というか、

表記の仕方というんですかね、統計的にはちょ

っとよくわかりませんけれど、努力をされてい

る、そのことが見える図表というか、表記をし

ていただきたいということを、この機会に希望

しておきたいと思います。

もう一点は、2日前ですね、6月26日に長崎県
労働組合総連合が、「長崎県最低生活費試算調

査の結果について」ということを、調査したこ

とを発表いたしました。このことについて質問

したいと思います。

2018年10月に改定された長崎県の最低賃金
は762円で、全国平均額874円を100円以上も下
回り、全国で2番目に低い賃金です。時給762円
では、一日8時間で月21日働いて月額13万円と
いう状況になります。

そこで、長崎県労働組合総連合は、具体的に

は単産の労働者を対象に生活パターンを調べる

生活実態調査、及び持ち物をどれくらい所有し

ているかを調べる持ち物調査を行って、その結

果を精査し、生活に必要な費用を一つ一つ丁寧

に積み上げていくマーケットバスケット方式に

よって、人間らしく暮らすために最低限必要な

費用を算定して、それには10代から30代の実際
にひとり暮らしをしている141名分のデータを
分析した結果についての報告がなされているわ

けですけれども、その中で試算の月額を賃金収

入で得ようとすると、ワーク・ライフ・バラン

スに配慮した労働時間で換算をして、長崎県で

も最低賃金は1,500円でないと普通に暮らすこ
とができないというふうな結論を公表されてい

ます。

もちろん、長崎県の最低賃金が協議されます

長崎地方最低賃金審議会に最低賃金の引き上げ

を求めるという方向を示されているんですが、

この最低賃金の問題につきましては、長崎県は

鹿児島に次いで2番目に低いという状況の中で、
最低賃金を上げてほしいというふうな要望はも

ちろんご承知のことだと思っているんですが、

一つの労働組合団体が出された資料ではありま

すけれども、既にご存じかと思っておりますの

で、長崎県としての見解といいますか、これに

ついての感想といいますか、お考えがありまし

たら、ぜひこの機会にお示しいただきたいと思

います。

【吉村雇用労働政策課長】委員ご指摘のとおり、

現在の長崎県の最低賃金は762円ということに
なっております。

この金額につきましては、中央最低賃金審議

会から示された引き上げの目安をもとに長崎地

方最低賃金審議会において、公益、労働者、使

用者の各代表が、それぞれの立場から、審議、

答申をして、長崎労働局長が決定をしたもので

あって、相互の合理性を有するものというふう

に考えております。
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県といたしましては、とはいえ、この762円
というのは、全国レベルで見ても低い状況にご

ざいますので、地域の活力と申しますか、誰も

が意欲を持って働くことができる多様な働き方

を選択できる社会、あるいは若い世代が家庭を

築き、安心して子どもを産み・育てる、あるい

は、やはり若者の県外流出の大きな要因として、

賃金が安いといったようなお声もお聞きしてお

るところで、最低賃金の引き上げについては重

要なことと考えておりまして、毎年、地方最低

賃金審議会に対して部長名で、慎重な、十分な

ご議論をいただくようお願いしているところで

ございます。

今回の発表されました、最低賃金の1,500円必
要だということにつきましては、県としてはコ

メントする立場にないものというふうに考えて

おります。

【堀江委員】 ごめんなさいね。私、初めてこの

委員会に来たので、ちょっと課長の言葉が聞き

取れないところがあって申しわけないんですけ

ど、県外流出云々というところはわかりました。

その後の引き上げについてはどういう見解を持

っているのかということと、1,500円については、
結局コメントする立場にないと言われたのか、

もう一度、そこのところを教えていただけます

か。

【吉村雇用労働政策課長】 現在の762円という
最低賃金、これは引き上げていくことが重要で

あるというふうに認識をしております。ただ、

水準としてどれくらいが適当なのか。これは最

低賃金審議会のほうで、それぞれの各界の代表

のご意見を踏まえて決められていくものでござ

いますので、ある程度合理性のある水準なんだ

ろうというふうに認識をしております。

では、それを引き上げることが重要、必要と

いう認識の中で、この1,500円をどう、要はどこ
まで引き上げるのか、1,500円についてどうなの
かということについてはコメントする立場にな

いものというふうに考えております。

【堀江委員】今の課長の答弁はよくわかりまし

た。最賃の引き上げは、もちろん必要だと認識

していると。じゃ、その最賃が、今、鹿児島に

次いで2番目に低いという状況の中で762円、そ
れをどれぐらいに上げるかというのは、もちろ

ん長崎県が決定する事項ではありません。私が

申し上げるまでもなく、長崎地方最低賃金審議

会というところで、これは労働者であり、雇用

者であるという関係者が、きちんとそれぞれに

選出されたメンバーで協議をされるということ

は私も存じております。

その上で、コメントとしては、1,500円必要だ
というこの一つの団体の実態調査についてコメ

ントする立場にはないということなんですけれ

ども、最賃の引き上げは重要であるという認識

は示されたというふうに思っております。

そういう意味では、鹿児島に次いで低いとい

う長崎県の最低賃金は、一方で国が中小企業の

予算を抜本的に引き上げて、それによって中小

企業の社会保険料の事業主負担分を減免し、賃

上げの応援をするということも私は必要かなと

いうふうに思っておるんですが、例えば長崎県

が国に対しさまざまな要望を行っていると思う

んですが、賃上げの応援をするという意味から、

中小企業支援の予算を抜本的に引き上げろとい

うふうな趣旨のそういう要望というのは、政府

施策要望だけではなく、あらゆる機会に国に要

望する、産業労働部の中で要望するということ

は、これはないんですか。あるいは、あり得な

いんですか。

【大場委員長】 しばらく休憩いたします。
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― 午後２時２９分 休憩 ―

― 午後２時２９分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

【廣田産業労働部長】今、最低賃金についての

ご質問でございますけれども、先ほど雇用労働

政策課長がご答弁したように、最低賃金、賃金

というのはやはり住民の生活に直結するもので

ありますので、その最低賃金を上げてもらいた

いというのは、私ども長崎県の立場として、そ

う考えております。

そういうことから、先ほどご説明したように、

長崎地方最低賃金審議会のほうに、毎年、産業

労働部長の名前で要望しているところでござい

ます。

その最低賃金を上げるに当たっての支障、こ

れはいろんな、さまざまな支障があろうかと思

います。そこについては、先ほど堀江委員のご

意見もございましたけれども、どういった手法

が考えられるかということを、いま一度検討さ

せていただいて、取るべき措置があれば検討し

てまいりたいと考えております。

【堀江委員】なかなかこの問題は、長崎県が判

断できない問題でもありますし、公的な機関、

いわゆる長崎地方最低賃金審議会で決定されて、

長崎県の最低賃金が幾らかというのが決まると

いう、きちんとした機関がありますので、もち

ろん、それに向けて、長崎県の姿勢としては、

最低賃金を上げてほしいということは言ってい

るということは、もう今確認いたしましたので、

その点については評価したいというふうに思っ

ております。

いずれにしても、私としては、一団体が出し

た実態調査といいますか、資料であっても、一

つの資料として、いわば真摯に受け止めていた

だいて、今後、少なくとも長崎県の最低賃金を

引き上げていくということでの、活用というふ

うにはならないと思いますけれども、その立場

での一つの資料として受け止めていただきたい

ということを要望したいというふうに思います。

【宮地企業振興課長】先ほど山田朋子委員から

お尋ねがございました陶磁器の関係で、数字的

にどういうふうに減じたのかというところのご

答弁でございます。

先ほど申し上げました東京ドームの取組と、

いわゆる展示会、もう一つバイヤーとのつなが

りをやる事業でございますが、平成30年度当初
予算で3,000万円程度、それに投じてございます。
それが、平成31年度当初予算で2,100万円程度
に減じております。これは、事業費ベースとし

て減じたのは、先ほど申し上げた、バイヤーと

の商談会を取りやめたということで、3分の2以
内で私どもは補助金を支出しておりますので、

補助金ベースで申し上げますと、2,000万円が
1,400万円程度で600万円ぐらい、この事業に伴
って減じているという状況でございます。

【大場委員長】先ほど山田朋子委員の中で新卒

者に対する知事からの手紙ですね、そちらの提

出要求がありましたけど、もし本委員会中に間

に合えば出していただきたいと思いますが、対

応は可能でしょうか。

しばらく休憩します

― 午後２時３３分 休憩 ―

― 午後２時３４分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

よろしくお願いいたします。

しばらく休憩いたします

― 午後２時３５分 休憩 ―



令和元年農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（６月２８日）

- 43 -

― 午後２時４５分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

【麻生委員】議案外の関係でお尋ねしたいと思

いますけれども、海洋エネルギー関連産業の創

出についてお尋ねをしたいと思います。

ここに海洋クラスターの関係の動きは書いて

いますけれども、洋上風力が、大きく今、公有

水面の30年定期借款とあわせて、国の動きが活
発になってまいりましたね。その関係で、今、

五島の崎山沖で戸田建設さんがされている、こ

れについては認知はしているわけですけれども、

県内でどのぐらいの規模の洋上風力が今後見込

まれるのか、まずその点をお尋ねしたいんです

けれども。

【福重新産業創造課企画監】まず、県内でどれ

ほどの商用事業が、現時点において洋上風力事

業で見込まれているかとのご質問でございます

が、先ほど委員ご案内がありました五島の洋上

風力、今、1基立っておりますが、同じ崎山沖
のほうで2.2万キロワット（22メガワット）の洋
上風力発電事業というのは計画されております。

また、同じく県内でございますが、西海市江

島沖のほうで、別の事業者によりますが、24万
キロワットの商用事業が予定されております。

【麻生委員】 22万キロワットとか話がありま
したけれども、戸田建設さんがやろうとされて

いる案件は、浮体風力の関係で10基ほど、これ
は500億円から600億円ぐらいと聞いています
けれども、正確な数字。

それとあと、今課題になっています江島沖で

やる話ですね。1基40億円が約25基以上になっ
てくるということであると、1,000億円以上を超
える案件があって、なおかつ、環境アセスの話

が出ていますけれども、そういうふうな動きの

実態を教えてもらっていいですか。

【福重新産業創造課企画監】先ほどご説明いた

しました発電規模に基づいて、どれほどの建設

コストであるとか、維持費などが発生するかと

いうところの見込みにつきましては、発電規模

からの固定買取価格制度の係数を用いた計算に

よりますと、2つの事業の合計で、建設費、初
期投資が1,480億円、そして、その後20年間引
き続き行われる運転保守の費用が1,179億円か
かる見込みとなっております。

そして、アセスメントの状況でございますが、

五島の崎山沖で計画されております商用事業に

つきましては、現在、既にアセスメントは終了

しております。西海市江島沖のほうの事業につ

きましては、現時点でアセスメントの手続中で

ございます。

【麻生委員】 今回国が、経済産業省、国土交通

省で動き出しています促進区域の指定が今後の

大きなテーマだと思っているところですけれど

も、果たしてこの崎山沖、また江島沖の地域が、

環境アセスが終わって選定されるかどうかとい

う観点があると思うんですけれども、これに関

して、海洋クラスターだけに任せていいのか。

それとも、先ほど要望・陳情がありましたと

いう話で、この前、国土交通大臣ところに知事

と一緒に行った時にも、知事からもこの話は出

ていましたよ。「海洋クラスターのエネルギー

関係についてお願いします」という話だったけ

ど、もうちょっと具体的に要望・陳情を上げな

がらやる話がまず1点。
あと1点は、事業体としてどこと組んでやる
のか。この前、海洋クラスターの坂井理事長と

話をしていた時には、「サプライチェーンがで

きないんですよ。今、ブレードは全部中国製、

そして、減速機は全部ヨーロッパ製、機械の中
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に入り込めるような余地がなかなかない」と。

もちろん、日立の減速機メーカーも撤退しまし

たから、こういうことについて、本当に、じゃ、

課題として今挙げていますけれども、具体的に、

県は海洋クラスターだけに任せていいのか。も

うちょっと入り込んで、まず、エリア指定の促

進を、もっと政治力も含めて活動する件と、あ

と、サプライチェーンに対して、もっと地元企

業に対してアプローチをかけながら取組を後押

しするというような展開ができないのかという

ことを思っているんですけれども、その点につ

いての考え方を教えてください。

【福重新産業創造課企画監】 先日、4月1日に
施行になりました再エネ海域利用法、こちらの

法に基づきまして、現在長崎県のほうで、候補

区域の情報を提出しております。

こちらの要望区域、新聞情報によりますと、

本県も含め9道県から情報が出されているとい
うことでございまして、最終的に国のＫＰＩが、

2030年度までに5地域で、この法に基づいて稼
働するプラントを創出するという目標になって

おりますので、現時点でなかなか狭き門のよう

な印象を受けております。

そういった中で県といたしましても、まず、

産業労働部長が五島市長、そして西海市長とと

もに経済産業省と国土交通省に参りまして、改

めて本県の海域について促進区域の候補にして

いただきたいというお願いをしております。ま

た、知事が港湾局長と面談しまして、同様の旨

の要望をしているところでございます。

今後も、引き続きこういった機会、どういっ

た方法が効果的かというところにつきまして、

内部で検討しながら取り組んでまいりたいと思

っております。

また、サプライチェーンの構築につきまして

は、現在、クラスター協議会を中心としまして、

県内の各分野におけるサプライチェーンの構築、

まずは、各分野の中核企業を育成しまして、そ

こを中心としましてサプライチェーンを構築し

ていくという支援をしておりますが、依然とし

て、動きとしては、まだなかなか進んでない分

野が多いと思っております。

メンテナンス、そして計測の部分につきまし

ては一定動きがあるものの、委員ご案内のよう

な構築物関係のところの動きは弱いところでご

ざいまして、こちらにつきましては、クラスタ

ー協議会に任せることなく、まず、大手の企業

について、県も一緒に交渉しながら、誘致も含

めて能動的に働きかけてまいりたいと考えてお

ります。

【麻生委員】促進区域の指定については、経済

産業省、国土交通省の状況でしょうけれども、

今、九州で言えば響灘、東北は青森陸奥湾とか、

そういう地域間競争になろうかと思っています

ので、こういう状況の中では、促進区域にしっ

かりと取り組んでいけるような状況、そこをお

願いしたいなと。

あと一点は、事業体ですよね。一部話を聞く

と、今言われたように、投資効果1,000億円とか、
1,500億円とかという大きなプロジェクトです
よ。これが1事業体でできるのかというと、相
当なリスクがあるということで、そこに対して

どう働きかけて、この海洋クラスターの予算と

事業体を結びつけていけるかということが大き

なキーポイントじゃないかということも言われ

ておりましたけれども、これに対して、企業体

とそういったクラスターとを結びつけるような

動きは、担当部局でどのような動きをされてい

るのか、お尋ねしたいと思います。

【福重新産業創造課企画監】電力事業者と地元
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のクラスターとのつながりをどうやってつけて

いくかというご質問かと理解しておりますが、

こちらにつきましても、電力事業者が本県の事

業をしたいという場合におきまして、クラスタ

ー協議会が窓口となっていろいろな支援をする

ということになっております。

そういった流れから、ぜひ県内の企業を使っ

ていただきたいとお願いしているところでござ

います。それは、現時点ではまだ実証事業のレ

ベルですけれど、今後行われる商用事業につき

ましても、同様の動きを行うつもりでございま

す。

【麻生委員】今後の課題でもあることでありま

すので、ぜひ、いかに取り込んで、先ほど言い

ましたように、クラスターがなかなかできなけ

れば、メンテナンス事業でしっかり取り込むと

いうことがいいんでしょうけれども、その前に、

環境アセスの問題がありますよね。選定される

一番大きな課題の中で言われているのは、地元

住民とのコンセンサスの状況ですよね。そして、

やっぱり漁業者に対する支援事業がちゃんとあ

るのかどうか。

島民の皆さんとも、もちろん漁業権の関係も

あるかもしれませんけれども、この洋上風力に

対してしっかり理解を得ているのかどうかとい

うことで、五島の戸田建設さんがされているこ

とについては、地元へ何回もお邪魔した中では、

広げてオープン的な形で、それに対してはとれ

ておりましたけれども、どうも江島と平島の関

係については、この前お話をしたとおり、地元

住民の皆さんに聞いても、一部了解を得てない

ところもあるという形も聞いております。今後

の選定事項にかかる大きな論点でもあるんです

けれども、これについてのお考え方はどのよう

にお持ちなのか、お尋ねしたいと思います。

【福重新産業創造課企画監】こういった洋上風

力の事業の促進を県内海域で行うに当たりまし

て、漁業者の方々の理解というのは必要不可欠、

さらに、地域の住民の方々の理解を得るという

ことも必要不可欠と考えております。

そして、再エネ海域利用法の促進区域の指定

のプロセスの中には、まず、促進区域の候補と

なった後に、県と国が共同で設立します地域協

議会というものの中におきまして、地元のステ

ークホルダーと申しますか、漁業など住民の

方々を交えた協議会を開催いたしまして、理解

を、合意形成をつくった上で次のプロセスに進

むという立てつけになっております。

県といたしましては、共催いたしますそうい

った地域協議会の中で、なるべく地元の方々に

事業の本質についてご理解いただきまして、ご

賛同が得られるように図ってまいりたいと思っ

ております。

【麻生委員】ぜひしっかりと細かな意見も吸い

上げていただいて、理解を得られるような取組

をお願いしたいと思っています。

現場ではいろいろ声が上がっているのも事実

だと思っていますし、この前、現地の声もお伝

えしましたとおりです。あわせて、今回、選定

に長崎が入るかどうかということが、一番大き

な視点だと思っているんですよ。だから、これ

に対して海洋クラスターだけではなくて、本当

に一緒になって取組を後押ししてもらいたい。

これだけ造船業関係が厳しい視点にあるんで

すよね。それに、じゃ、すべて置き換われるか

といったら、なかなかこれは置き換わらない事

実もあるんですけれども、再生可能エネルギー

が、昨年、エネルギー試算として、第5次が発
表されましたよね。それで、22％から24％は再
生可能エネルギーをやるということで動き出し



令和元年農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（６月２８日）

- 46 -

ましたので、長崎がこれについて洋上風力の中

でやっていけるんだということを、ぜひ、この

取組をお願いしたい。海洋クラスターだけに任

せるんじゃなくて、一緒になって後押しをして

もらって、促進区域に入るように。そして、2030
年までに何らかの形がとれるような動きをぜひ

お願いしたいなと思っておりますけれども、最

後に、産業労働部長のご意見を賜りたいと思い

ます。

【廣田産業労働部長】麻生委員からの海洋産業

関係についてのご質問でございますけれども、

私どもの認識といたしましても、やはり造船業

に次ぐ新たな基幹産業の構築ということで、昨

年度、この海洋関連、ＩoＴ・ロボット、それと
航空機産業、この3つの産業分野を今後の成長
分野として位置づけております。その中で、当

然、この海洋産業関連についても位置づけてお

ります。

やはり今後の長崎県の産業の活性化のために

は、海洋産業関連の事業構築というのは必要不

可欠だということで考えております。それで、

今年の4月に新たな法律ができまして、促進区
域の指定というところが要件となったわけでご

ざいますけれども、まずは、その指定をとると

いうことが最も大事なことかと思っております。

そのようなことから、先ほど企画監が答弁を

いたしましたけれども、知事、そして私をはじ

め、そして地元の市長とともに関係省庁のほう

にも要望に動いているところでございます。

この分についても、促進区域が指定になり、

最終的に指定になるまでがいろんなプロセスが

ございますので、その節目、節目で同様な対応

を行っていきたいと思っております。

それとあと、それに関連する地場企業の関わ

りでありますけれども、こういった事業に大手

の事業者だけでなく、やはりそこに地場企業が

どのように参画するかということが最も重要だ

と思っておりますので、現在、クラスター協議

会の中でも、県内の企業も参画しながら、人材

育成であり、また技術力の向上について、今後

検討していくようにやっておりますので、そこ

につきましても、やはり県の主要施策として位

置づけている以上、私ども県といたしましても

積極的に関わって、事業の実現に取り組んでま

いりたいと考えております。

【麻生委員】 部長の決意も聞いたんですけど、

一部お話を伺う中で、これは国が動くと国会議

員の話を聞く中で、やっぱり一つは政治力とい

うのと、あと一点は、大手が資本力、今回、江

島沖で言っているような話は、ゴールドマンサ

ックス、そういう証券会社が上におって、本当

に大きい資本を投下して、全部持っていくとい

う話なんですよね、フィットでね。そういう構

造も見えている中で、地元がどう絡めるのか、

そしてまた、一つは、言ったように、選定地域

に入れるのかどうかというのが、まず要件です

から、そういう2つの状況があるので、しっか
り構造を見ながら、担当だけに任せるんじゃな

くて、もっと入り込んでいかないと、長崎にそ

ういう洋上風力の関係が厳しいんじゃないかと

思っていますので、1点お願いしたいと、要望
しておきたいと思います。

あと一点は、海洋潮流発電ですけれど、今、

奈留島沖のところでやっていますけれども、あ

れも型式認定という形でしかなくて、オープン

ハイドロというか、あのメーカーは潰れました

から、そういうことでやっていますけれども、

これも次の大きなステップだと思うんですよ。

だから、海洋クラスターの皆さんとも連携しな

がら、産官学でとにかくしっかりと、長崎の基
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幹産業になるように、ひいては型式認定がとれ

るような状況になれば一番いいんでしょうけれ

ども、そういったことについても後押しをして

もらうように、ぜひしっかりと体制をとって取

り組んでいただきたいということを要望して終

わりたいと思います。

【大場委員長】資料を配付しますので、しばら

く休憩します。

― 午後３時 ２分 休憩 ―

― 午後３時 ３分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

【徳永委員】企業誘致について、お尋ねいたし

たいと思います。

先ほども質問が出ておりましたけれども、平

成30年度では、企業訪問が4,198、それで実績
が6社、雇用が952人、これは数字から見れば、
この訪問は、本当に一生懸命やられているなと

いう思いがありますけれども、結果6社という
ことで、この数字というものが、これが予想さ

れる数字なのか、そしてまた、他県に比べてど

うなのか、まず、この点をお聞きをしたいと思

っております。

【佐倉企業振興課企画監】昨年度の企業誘致に

つきましては6社で、一旦立地したものも含め
て9件ということでございます。
企業誘致というところを見ますと、全国的に

投資意欲が旺盛という状況がございまして、九

州各県を見ても、正確な数字というのはデータ

がとれないので、数字はお示しできませんけれ

ども、好調なのかなというところが見てとられ

ます。

本県のこの6社というのは、他県と比較して
いいのか悪いのかというのもなかなか評価が難

しいんですけれども、近年、工場だけではなく、

情報通信系、昨年度も立地が実現しましたし、

一定成果が上がってきているものと考えており

ます。

【徳永委員】 確かに、厳しいのかどうか、他県

に比べてどうなのかというのは、いろいろあり

ますでしょうけれども、私は率直に言って、長

崎県は地理的ハンディ、そして輸送コスト、い

ろんな面で厳しいのは、我々も理解をしており

ます。

ただ、そうは言いつつ、ここは競争ですから、

いかにして誘致をしていくかということ、これ

は逃げられるわけではありませんので、私は以

前もこの委員会でお聞きをしたことがあったん

です、実際、実績についていろいろと協議をし

ているのか。例えば部内で、それとやはり財団

でこの結果について検証、ここは実績の数字に

ついて検証する。他県、いろんな企業誘致の競

争が激しい中で、実際この数字がどうなのか。

そして、今後どういうものがやはり問題なのか

ということをやらなければ、毎年毎年、4,000
という数字を、たしか前に聞いた時も、大体

4,000ぐらいが訪問先なんですよね。実績も大体
一桁あるかないかということでした。

だから、私はそこをいろいろと協議をしなが

ら、その中で問題点をしっかりと出し合って、

また、次の企業訪問に結びつけると思っておる

んですけれども、その辺のことはやられている

のかどうか。

【佐倉企業振興課企画監】企業誘致につきまし

ては、やはりそのときの社会環境、経済環境に

応じてターゲットなり絞り込むところが違うと

思っております。

例えばこの10年間を見てみますと、10年前は、
やはりリーマンショックがございまして、有効

求人倍率が今のように1.2とかではなくて、0.6
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とかという状況の中、雇用の場を確保するため

に、成長産業である自動車関連産業という新し

い、県内にないようなものをターゲットにして、

平成20年代初めのころはやっておったところ
でございます。

時代が変わってきて、特に、最近では人材不

足というのが顕著になってきているという環境

の変化、それと人口減少対策、県においても、

新たな基幹産業の創出のために、ロボット・Ｉo
Ｔでございますとか、航空機関連産業というと

ころを目指すということで、それに寄与すると

いうような形で方針を立てて臨んでいるところ

であり、産業振興財団、部内でも、そういった

産業振興の方向性、県の施策の方向性と合わせ

て企業誘致の検討を進めていきたいと考えてお

ります。

【徳永委員】それはいろいろですね。その中で

の協議の中で、それはあるでしょう。しかし、

やはりずっとこれはやっていることですので、

なかなか上がってこないというのが現実的だと

思うんですね。

そうであれば、私はもっと絞り込みをするべ

きじゃないかと。やっぱり長崎県に合った企業

がどういう業種なのか。そしてまた、今一番大

きな問題は、先ほど言われた人手不足ですよね、

人材不足。それともう一つは、中小企業の後継

者がいないということで、特に都市部等でも非

常に廃業が多くなっていると。この長崎県にも

やはり、今、造船も大変不況なんですけれども、

しかし、ここは今までずっと技術を持った会社

があるわけでありますよね。航空産業にいくの

も、それはそうなんでしょうけれども、そうい

った都市部での企業の廃業ということで、もっ

とこういうところにも、Ｍ＆Ａじゃなくて、廃

業するところの仕事を逆に、長崎県がその役割

をできる企業がいるのかどうか、そういうとこ

ろもやっていかなければ、ただ、ただ企業に来

てくださいでは、全国津々浦々、ほとんどの県

が企業誘致競争でありますから、そういうとこ

ろ。

もう一つは、地理的ハンディにおいても、我

が県で逆にいいのは、中国、東南アジアには近

いわけなんですよね。船舶、いわゆる海上輸送

も強いというメリットもあります。

だから、そういったところ、ハンディもあり

ますけれども、ある意味優位性というものもあ

るわけでありますから、そういうところも鑑み

て戦略的にやっているのか、その辺はどうなん

ですか。

【佐倉企業振興課企画監】企業誘致に当たりま

しては方針、ターゲットにつきまして、先ほど

答弁申し上げましたけれども、県内の状況、誘

致のターゲットについても、県内の企業に経済

波及効果が及ぶような企業の絞り込みでござい

ますとか、今後の産業振興の方向性に応じた戦

略を持った企業誘致を行っているところでござ

います。

【徳永委員】そこで、産業政策課長、出番です。

今、国は大企業の地方移転というのも推進して

いますよね。しかし、これはなかなか進まない

ですね。しかし、先ほど言ったように、大企業

も今大変なんですね、やはり人手不足。特にそ

ういうことがあって、県外流出の大きな要因に

なっているのもそこなんですよね。

結局、いい人材が、例えば長崎県の工業高校

のいい人材がどんどん、どんどん県外に流出し

ていると。私の地元でも、すばらしい人材がト

ヨタに行って、トヨタでは非常に貢献をしてい

るということで、これはうれしい反面、そうい

った人材の流出という、ある意味歯がゆい面も
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あるわけなんです。

そういう中で、国はそういう政策をやってい

るけれども、例えば、工場の地方移転に大企業

がなかなか積極的になれないというところは何

なんですか。

【小林産業政策課長】委員のおっしゃるとおり、

国のほうにおいても大企業の地方移転、そうい

ったところを進めたいという方針自体は、確か

に出されております。この間公表されましたま

ち・ひと・しごと創生の基本方針につきまして

も、そこの文言が明記されているというふうに

把握をしております。

ただ、なかなか進まない要因分析といったと

ころまでは、国としても踏み込めていないかな

というところです。国の情報というのはしっか

りと仕入れながら、長崎県においても何ができ

るのかというのを考えていかなければいけない

かなと考えているところです。

【徳永委員】これは、一つは人口の一極集中の

是正が大きな問題なんですよ。やはり地方の疲

弊、だから、いろんな面で大企業の地方移転と

いうのは大きな意味があるわけなんですよね。

そういう中で、最後に部長にお聞きをしたい

んですけれども、これは、本当は知事に一般質

問したほうがいいんでしょうけれども、これは

全国知事会、そしてまた、九州知事会等で、そ

ういった知事からの要望というのはやっぱり出

ているんですか、そういう問題については。そ

の辺、把握されていますか。

【廣田産業労働部長】申しわけありません。確

認をしておりません。

【徳永委員】要は、これは知事も、全国知事会、

そして九州知事会も一緒にやらなければならな

い大きな問題だと思うんですけれども、私から

言えば、各県、自治体が、とにかく企業誘致の

奪い合いなんですよね、国内で。こういうエネ

ルギーが非常にもったいないわけなんですよね。

本当は国がしっかりとした、そういった地方移

転というのをもっともっとリーダーシップをと

ってやっていく、企業にもそれだけの責任を負

わせれば、かなり違ってくるのではなかろうか

と思います。

4,000件を毎年毎年、一生懸命汗を流して、頭
を下げていって、この6件ということが、数字
で見れば、「何だ6件か」と言われても、これ
は本当に大変なんですよね、この6件、950人の
雇用を持ってくるということはね。これは、我々

はそう理解するのはしますけれども、ただ、数

字だけ見れば、ちょっとなぜなのかなという思

いというか、なかなか実績が伴ってこないとい

う、そういうのが現実でありますから、今後、

ここをまたしっかり検証していただいて、言っ

ては何ですけど、数撃ち何とかじゃなくて、や

はり効率的に、そしてターゲットを絞って確実

に、企業誘致が確実とは言いませんけれども、

目標を立てて、しっかりとした企業誘致の振興

に努めてまいりたいと思いますけれども、最後

にその辺をお聞かせいただいて終わりたいと思

います。

【廣田産業労働部長】徳永委員の企業誘致を計

画性を持ってというご質問でございますけれど

も、先ほど企画監が答弁しましたように、私ど

もの企業誘致についても、一つの方針をつくっ

ております。その時代の時折のところがありま

して、以前は製造業中心であったもの、それに

加えましてオフィス系、ＩＣＴ関連であります

とか、ＢＰＯ、事務処理センター等の誘致を進

めているところでございます。

それで、国策として、そういった地方への企

業の進出というのを進めていただくということ
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があれば、非常にありがたい話でございますけ

れども、現実問題として、もう各県の地域間競

争という形になっております。

そのようなことから、国策として何らかの方

針が示されれば、それに従ってということもご

ざいますけれども、現時点においては、そうい

った方針も具体的なものとして示されてないと

いうこと。

それで、私どもが企業誘致を進めるというこ

とは、本県の人口減少に歯止めをかけるという

ことで、やはり良質な雇用の場、それをつくる

ことによって、若者の県内定着を進めていくと

いう目的のもとやっております。

そのようなこともございますので、今後とも

産業振興財団、あるいは県内の市町とも十分に

協議をしながら、効率的に、また実効性の上が

る企業誘致に努めていきたいと考えております。

【大場委員長】 ほか質問はありませんか。

【麻生委員】 所管外で、3ページの食品製造関
係についてのお尋ねと、ヘルス産業についてお

尋ねをしたいと思います。

この中に、今回、県産卵を活用した五三焼カ

ステラを海外に出すということで書いてありま

すけれども、これについての取組を教えていた

だきたい。

それとあわせて、ヘルス産業ですね。今度、

五島出身の松下さん、シックスパッドで世界的

に有名になっていますけれども、こういうこと

も企業でやっておりますけれども、具体的に何

か、県としての目的、目標、そういった動きが

あるのか、教えていただきたいと思います。

【宮地企業振興課長】今、麻生委員からお話が

ございました食料品関係のご答弁をさせていた

だきます。

部長説明でもご報告申し上げております、県

産の卵を活用した五三焼の件でございますが、

卵を生産されるところも県内で、比較的濃厚な

卵をつくられるということで、そこと、事業者

は、島原半島にいらっしゃる事業様でございま

すが、いわゆる五三焼の高品質なカステラをつ

くって規模拡大をされている企業様を、今回、

私どもの事業でもご支援するという状況でござ

いまして、ちなみに、その企業様は、直近2年
間で売上が4倍になっております。これは、例
えばギフトでありますとか、そういうところに

どんどん営業をかけられて売上が伸びておりま

す。

今回、私どもの取組もご活用いただいて、さ

らに、今後5年でそれを倍にしようという取組
でございます。その中には海外、最近は冷凍技

術が発達してきまして、冷凍してもあまり味を

損なわずに長持ちできるということもあります

ので、アジアを中心に海外にも出したいという

ことでお取り組みを考えておられます。

こういう販路を見据えたいろんな取組をこの

事業でご支援していきたいと思っているところ

でございます。

【吉田経営支援課長】ヘルスケア産業について

のお尋ねでございますけれども、現在、健康寿

命延伸という中で健康意識の高まり、あるいは

高齢化の進展という中で、産業労働部としまし

ては、これまでも個々に取り組んできた事業者

等は存在するんですけれども、なかなか大きな

産業として成功していないという状況がござい

ます中で、異業種の連携でございますとか、あ

るいは新たなサービスの提供、創出ということ

を主眼としまして取組を始めております。

現在、「運動」と「食」と「旅行」という3
つのテーマで、それぞれこれまでも取り組んで

いるところもいるんですけれども、そういう人
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たちが一緒に、もっとこういうことができたら

いいとか、あなたのサービスと私のサービスを

組み合わせるとこんなことができるというふう

なことを、今主眼として取り組んでおりまして、

もちろんその中に大手企業が入っていただけれ

ば一番いいんですけれども、まずはそういうと

ころから話をしていこうという状況にございま

す。

【麻生委員】カステラの五三焼は、ある意味で

は、長崎もカステラを含めて産業は多くあるし、

小さいところから大きいところまでありますけ

れども、一部聞いたところによると、焼かずに

生地として出すとかという話も聞いたところな

んですけれども、大手資本もそうでしたけれど

も、海外に向けて出せるというだけの資本力が

あるところであれば、もっと伸ばしていただい

て、しっかりとサポートしながら、新しい声を

うんと、島原半島でも多くの雇用をつくってい

らっしゃるところもありますから、ぜひカステ

ラという一つの、今まで国内でやったことでし

ょうけれども、これを海外、もちろんスタート

はポルトガルから来たわけでしょうけれども、

先祖帰りができるような形で展開できれば、そ

れと、やっぱり消費の上がっておりますので、

東南アジアを含めたところだと思いますけれど

も、ぜひ展開の後押しをしていただければなと

思います。

それとあと、ヘルスケア産業というのは、今

ありましたけれども、改めてしっかりとこの関

係もお願いしたいなと。佐賀県唐津市では、コ

スメティックということで化粧品メーカーさん

が多くて、ＤＨＣさんだとかやってらっしゃっ

て、健康もそうでしたけれども、化粧品と健康

ブームをセットして、そして、リゾートを大き

く買収されて展開されるという話を聞いていま

すけれども、ヘルス産業として横の連携と、あ

と、星野リゾートさんみたいな癒しの空間をセ

ットするとか、そういう拡大ができれば、また

おもしろい形になるなと思っております。

つい先日、対馬に行ってきて、対馬に40万人
韓国から来ている話で、なんでこんなに多いん

ですかという話を聞くと、やっぱり自然がいい

と体験がされているということもありましたし、

あと、サイクリングだとかあるんでしょうけれ

ども、できたら、そういうリゾートの関係と健

康という分野で、ただしターゲットを絞りなが

ら、そういう産業として育てるような取組を、

ぜひ県も後押ししていただければ、新たな雇用

が生まれるんじゃないかと思っておりますので、

ぜひ力強く応援していきたいと思いますので、

よろしくお願いします。

以上で終わります。

【赤木委員】スタートアップ企業の「ＣＯ－Ｄ

ＥＪＩＭＡ」について、再度質問させていただ

きます。

できてから3カ月たっていると思いますが、
私が前に聞いた時点では、1日当たり20名ほど
がＣＯ－ＤＥＪＩＭＡを利用されてるいるとい

うふうに伺いました。今も変わらないのか。

そして、実際、もう起業された方がいらっし

ゃるのかどうか、お伺いさせていただきます。

【井内新産業創造課長】現在、来場者数につき

ましては、部長説明の中にあるんですが、4月
から5月、この2カ月で922名で、これを開館日
当たりになおしますと、約20.5人になります。6
月の数字は、今手元にないんですが、セミナー

等も継続して開催しております。平均すると20
人程度の人数は確保できておるという状況でご

ざいます。

それから、この3カ月がたつ中で、起業に至
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った者がいるかというお尋ねでございますが、

交流を図る中で、そこから具体な起業に結びつ

いたという、そこまでの成果というのは、残念

ながらないんですが、並行しまして、県外のス

タートアップの方に、このＣＯ－ＤＥＪＩＭＡ

のほうに固定ブースをお借りいただいて、県内

の企業とも交流を図りながら事業活動をやって

いただきたいということも行っております。

現在、この固定ブースを5つ、ＣＯ－ＤＥＪ
ＩＭＡの中に設けておりまして、そのうち3つ
が埋まっております。さらに、7月、来月から
もう1社入る予定という状況でございます。
【赤木委員】ありがとうございます。やはり予

算を見ると、平成30年度は8,000万円以上が起
業、創業支援のほうで使われているようになっ

ております。その中で、やはりどれだけ費用対

効果があるのかというものを県民の皆さんにお

示しすることが大事なのかと思っておりますの

で、その数字もぜひ出していただきたいなと思

っております。

福岡のほうでよく事例として挙げられると思

うんですけれども、福岡のスタートアップ支援

施設のほうでは、私が伺った時には、大体6,000
万円ぐらいの維持管理費で、30億円以上の投資
などお金が生み出されているというふうにご説

明を受けました。そういうふうにわかりやすい

指標、お金を生み出す数字をわかりやすく見せ

ることができれば、県民の皆様に対しても、も

っともっと長崎でスタートアップを頑張れとい

う声が生み出されると思いますし、きれい事を

言ってもしようがないんですけれども、ビジネ

スは、やはりお金が集うところに人が集うと思

っておりますので、しっかりとベンチャーキャ

ピタルでしたり、あと、個人投資家、長崎では

あまりないんですが、エンジェル税制とか、個

人投資家を促す税制の啓発ですとか、そういっ

たものをもっともっと行っていただきたいと思

っております。

【溝口委員】地場企業の支援についてですけれ

ども、部長説明の中で、5月31日には、造船関
係で鉄道車両部品への参入を目指す計画や、半

導体製造装置について技術を持ち寄って、海外

競争に勝ち抜く計画を認定したということでご

ざいますけれども、その内容について、どのよ

うな内容になっているのか、教えていただけれ

ばと思います。

【宮地企業振興課長】ただいま溝口委員からお

尋ねがございました、地場企業の支援の中身で

ございます。

新成長ものづくり支援事業というのを平成

30年度に立ち上げまして、その事業は企業グル
ープ、3社以上でグループを組んで新しい分野
に取り組もうと思われている企業様を、設備投

資や人材育成などをご支援するというものでご

ざいます。

平成30年度は6グループ認定をしまして、平
成31年度にかかる分、2グループをまず認定し
て、今回ご報告を差し上げている状況でござい

ます。

グループの中身でございますが、1点目の造
船関係で鉄道車両部品というところでございま

すが、これは、いわゆる長崎の地域でこれまで

もっぱら造船関係のお仕事を行われておられた

企業を中心としまして、そこの企業様が、具体

的には、長さ12メートルぐらいの金属加工がで
きる機械をお持ちだと。その機械を使って新し

いことができないかということで、今は、以前

三菱重工であったところが日立と一緒になりま

して、いわゆるＭＨＰＳということで、日立の

仕事も長崎でとられるところがちらほら出てき
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ております。日立製作所におかれては、山口県

の工場を中心としまして、鉄道関係の仕事が非

常に活況だということで、そこの仕事をとりに

行こうということで、具体的には、車両の下に

冷暖関係の装置がぶら下がっている状況がござ

いますが、その中の装置をとりに行こうという

ことで、今回の支援は設備投資とか、県外に営

業に出る時の経費の一部をご支援しようという

ものが一つ目の鉄道車両関係という取り組みで

ございます。

2点目の半導体関係でございますが、半導体
につきましては、世界的な米中の貿易戦争もあ

りまして、動向が注目されるところでございま

すが、基本的に、これから5Ｇの世界、5Ｇにな
ると、また設備等々大変な需要が出てくるとい

うことで、足元は少し揺るんでいますけれども、

この先は堅調に推移するだろうということで、

今回これも長崎のほう、県南地域の企業様を中

心とするグループでございますが、半導体の、

例えば洗浄なんかをやる時に、ある程度大きな

部屋みたいなものをつくりますけれども、そう

いう部屋に対して、半導体装置の部品をとりに

行こうという取り組みでございまして、ある程

度グループで組み立てまでやると、中国とか韓

国の企業に勝てるという見込みをお持ちでござ

いまして、今回そういうグループでいろいろな

海外企業とのコスト競争にも勝ち抜こうという

取り組みをご支援する内容となっております。

【溝口委員】一応鉄道車両の部品に参加してい

る会社、そして、主体的にはどこがなっている

のか、聞かせられたら聞かせていただきたいし、

半導体のほうもどういう会社が、そしてまた、

主体的にやる会社はどこかというところをお尋

ねいたします。

【宮地企業振興課長】今、溝口委員からお尋ね

がございました、今回の認定の案件につきまし

ては、企業名も含めて、実はホームページにも

公表しておりますので、企業名を含めてご説明

しますと、鉄道をとりに行くところでは、長建

工業様を中心としたグループで、鉄道関係のお

仕事を取りに行こうというものでございます。

半導体関係につきましては、中野鉄構様とい

う、もともと産業機械で、半導体装置であると

かいろんな産業機械を手広くやられているとこ

ろでございますけれども、そこを中心としたグ

ループで取り組もうというものでございます。

【溝口委員】中心になった企業はわかったんで

すけれども、それぞれ何社ぐらい参加している

んですか。

【宮地企業振興課長】最初の鉄道関係のグルー

プにつきましては、長建工業を含めて3社、半
導体分野につきましても、同じく中野鉄構を含

め3社、3社ずつの2グループでございます。
【溝口委員】今回認定されて、今から事業化に

なっていくかどうか、いろいろ調査していくと

思うんですけれども、もしこれをやろうとなっ

た時には、予算的な措置としては、県のほうと

して考えているんですか。

【宮地企業振興課長】今回、先ほど申し上げま

した新成長ものづくり支援事業におきましてご

支援する予定でございまして、今の予定としま

しては、1グループ当たり、2年間で5,000万円
を県のほうからご支援する予定としております。

【溝口委員】わかりました。こういう地場企業

の支援をして、そして地場企業を強くして雇用

力を高めていただきいと、このように要望して

おきたいと思います。

それから、県内への定着促進ですけれども、

今、長崎県では人口が減少して大変厳しい状況

でございますけれども、今春卒業した高校生が、

県内就職としては61.1％、大学生が41.0％とい
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うことでございますけれども、パーセントで言

われても、どのくらい卒業して、どのくらいの

人たちが行っているのか、もしわかれば、人数

で示していただければと思います。それで、人

数が前年度と比べてどうだったのか。

それとまた、高校生としては1.1ポイント減っ
て、大学生も1.7ポイント減っているんですけれ
ども、その辺の人数についても、わかったら教

えていただきたいと思います。お尋ねいたしま

す。

【宮本若者定着課長】まず、大学生のほうから

と思います。平成30年3月卒のほうから先に言
いますと、これが前年度の分でございまして、

就職者数が3,221人、県内就職が1,375人、前年
度は42.7％というところでございました。それ
から、この春卒業された数でございますが、平

成31年3月卒業された数は、全体の就職数が
3,171人、県内就職が1,299人、41％となってお
りまして、前年度から、これが1.7ポイントの減
というところでございます。

高校生のほうですが、結論から言いますと、

今、61.1％とお示ししていますものが独自集計、
数字はまだ精査の必要があるものですから、全

体の数字ということは、61.1％については、分
子・分母が申し上げられないんですけれども、

前年度分というところでいきますと、平成30年
3月卒業者が、分母が3,785人、分子が2,342人、
これが61.9％が前年度実績というふうになって
おります。ただ、今年度の分のところについて

は61.1％ということで、若干減るであろうとい
うふうに見込みを持っております。

【溝口委員】それでは、今数字を聞いてみると、

今春卒業して就職しようという数の何％になっ

ているわけですね。卒業した人の数ではないん

ですね。それで、大学とかいろいろな形で県外

に行ったり、大学なんかに行っていると思うん

ですけれども、その3,785人は働こうと思った方
の統計ですか。

【宮本若者定着課長】委員ご指摘のとおり、働

いた人の数でございまして、ちなみに、じゃ、

卒業生が、高校3年生が毎年何人ぐらいいるか
と申し上げますと、大体1万3,000人ぐらいいる
ところでございます。その中で就職した人の数

が、平成30年3月卒業でいけば3,785人、それか
ら、大学に行かれる、あるいは専門学校に行か

れるという方もおりますので、就職した人の数

のことを先ほどの答弁では分母で申し上げたと

ころでございます。

【溝口委員】 ありがとうございます。ただ、部

長報告を見た場合、何か高校生が61％も就職し
ているのかなという感じがして、そうしたら、

数字的に何千人も就職しているのかなという感

じがしたんですけれども、先ほどのあれでは

2,342人ということで、大学生の場合は、そうし
たらどうなるんですか。平成30年3月が3,200人
ぐらいと言ったかな。それで、県内に1,375人で
すけれども、これも働こうとした方だけなんで

すか。県内の大学の卒業生の数なんですかね。

【宮本若者定着課長】これも働こうとした人の

数でございまして、県内大学を卒業する人数そ

のものは、毎年4,100人とか、大体そういった形
で、さらに大学院とかに行かれる方もおります

ので、4,100人ぐらいが卒業するんだけれども、
そのうち仕事を選んだ人が、先ほど申し上げま

したところでいけば、3,100人とか、3,200人と
か、そういった数字になるところでございます。

【溝口委員】 わかりました。皆さん方が、なる

だけ長崎県で働いていただこうということで努

力しているのはわかるんですけれども、雇用す

るのに、なかなか長崎県で働いてくれないとい

うのが、今現状になってきているのかなと思っ

て、知事や県の幹部の職員が大学や高校に出向
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いて本県の厳しい状況についてお願いをして回

ったということですけれども、どのような内容

で、知事も高校とか大学にどれくらい行ってい

るのか。これを見ると、ほとんど行っているの

かなという感じにしか見えないんですけれども、

実施している数、何日ぐらい、どういうふうに

して行ったのか、そこら辺についてお尋ねした

いと思います。

【宮本若者定着課長】どういう話の内容かとい

うところからでございますが、まず、知事講演、

私もたまたま昨日、北陽台高校で講演をしてき

たところであるんですが、本県の人口減少の状

況、人口が減っていくのでどうにかしなければ

いけないというところで県の政策、それは、い

わゆるまち・ひと・しごと創生で取り組んでい

る内容。まずは人口減少がありまして、まち・

ひと・しごと創生の話になって、それから、県

内の魅力的な企業、意外と県内も、皆さん知ら

ないかもしれないけれど、いろんなところで頑

張っている企業がたくさんある、県内の魅力企

業紹介です。

それから、特に女性向けというところもある

んですけれども、県でも、施策の一環ですけれ

ども、女性を応援している企業とかもあります

し、イクボスといいますか、理解のある上司に

なるような啓発の取り組みとか、そういったこ

とを言います。

そして、最後に、やはり大きなプロジェクト

といいまして、例えば新幹線が2022年に来ると
か、あるいはＩＲの動きがありますとか、国境

離島のほうも、有人国境離島法を使いながら元

気になっていますとか、そういった夢のあると

申しますか、そういったような話で最後を締め

るというような流れになっております。

そういう中で、長崎県内の就職も選択肢の一

つとしてほしいというような、大体大まかに言

えば、そういう流れになっております。

それから、高校、大学の講演の状況でいきま

すと、大学は知事が、今年で言えば4月26日に
長崎総合科学大学、5月15日に長崎大学、これ
は経済学部でございます。それから、産業労働

部政策監が5月9日に県立大学、県内には、佐世
保高専も含めまして11大学あるんですけれど
も、現状行っているのが3つでございます。
それから、高校につきましては、昨日の分は

入っていませんが、6月24日現在で42校で、全
体で75校を回ろうと思っているんですが、そこ
は私を含め課長とか行っているんですが、済ん

でいるところでございます。

【溝口委員】 一応42校回ったということです
けれども、対象者ですね、先生に説明しても、

高校生にそこまで説明ができるのかどうかわか

りませんけれども、学校に訪問して、対象者は

誰に県の魅力とか、長崎県で働いてくださいと

か、誰にどのような形で説明しているのか、そ

れについてお尋ねしたいと思います。

【宮本若者定着課長】対象者は、大学であれば

大学生、高校であれば高校生そのものでござい

ます。

基本的に、高校生でいきますと、今年度の話

でいきますと、高校生は、いわゆる就職が多い

高校、進学が多い高校と分かれていますので、

前半の6月ぐらいまでに、先ほど申し上げまし
た42校の中の就職が多い高校は大体もう回っ
てしまっているというような状況でございます。

ですから、対象としましては、まさに若い生徒・

学生そのものを対象として講演をしておりまし

て、先ほど答弁した内容の流れで、長崎県の魅

力を説明しているというところでございます。

【溝口委員】 わかりました。高校に行って、

42校そういう説明をして回ったということで
すけれども、大体就職をする生徒が多いところ
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を最初にやったということですけれども、そう

いう講演をする時に、1校で何名ぐらい集まっ
てきているのか。就職する人たち皆さんほとん

どに聞いていただいているのか、この事業につ

いては、事業というよりか、そういう説明をし

て回るのは、今年から始めたわけですね。

【宮本若者定着課長】大学については、昨年度

も5大学ほど実績がありますが、高校について
は初めてでございます。

それで、対象者はまさに学生あるいは生徒で

ございますが、基本的に、高校の場合でいきま

すと、先ほど申しましたように、就職年度であ

ります3年生全員が対象というところでござい
まして、高校によっては、せっかくだから、も

う2年生も1年生も一緒に聞いてもらおうとい
うようなところもございまして、全学年に聞い

ていただくというところもございます。昨日は

進学校でございましたけれど、いろいろ学校側

の都合もあるんでしょうけれども、北陽台は全

学年ということで850人程度を体育館に集めて、
私のほうで講演を45分程度させていただいた
というところでございます。

【溝口委員】 わかりました。一応45分間そう
いう話をして、例えば生徒の皆さん方が興味を

持って質疑とか何とかがあっているのかどうか、

そこら辺については、結果的にどういう内容に

なっているんですかね。

【宮本若者定着課長】 昨日でいくと、質疑は3
件ございました。1個目は、東京と長崎の違い
って何だろうというところで、私のほうもたま

たま東京に出向していたこともありますので、

その辺の話も交えながら、両方の、それはもち

ろん都会だっていいところはありますし、とい

うような形のご説明もしたところです。あるい

は、離島に移住した場合、何か補助があります

かとか、そういった話もありましたので、私が

持っている限りの知識でお答えをしているとこ

ろでございます。

【溝口委員】私は、ものすごくいい取り組みだ

なと、このように評価をしているんですよね。

ただ、やっぱり生徒の皆さん方に、特に高校生

で就職する方々には、よそに出ないで働いてい

ただけるということは大変重要なことですので、

その辺についていろんな意見がお互いにできる

ように、できれば早めに、高校に行く前に、生

徒の皆さん方に見てもらえるような資料とかな

んとかを持って、それで、1週間後に訪問して
いくとか、せっかく始めたので、75校あるとい
うことですけれども、全高校に行ってお願いを

していただければと私は思っております。

その成果が何年後に出てくるのかわかりませ

んけれども、もし来年の就職率がまたアップす

るということであれば、それは大きな成果でき

はないかと思っていますので、職員の皆さん方

には、ぜひ続けて頑張ってやっていただければ

とお願いする次第です。

【大場委員長】 ほか質問はありませんか。

【山田(博)委員】 2巡目ですけど、あまり長く
ならないようにしたいので、理事者のほうにお

かれましては、簡単明瞭な答弁をお願いしたい

と思います。

先ほど燃料電池船建造プロジェクトを、今ど

ういった状況になっているのかということで質

問させていだきまして、燃料電池船というのは

いつから始まっているかと。これは、平成28年
から始まって、今どういった状況になっている

かというのをお配りしたわけですね。

燃料電池船を、今年度は500万円余りの予算
を組んで、結局100万円しか使わなかったと。
こういった状況がほとんど続いているわけです

ね、状況としては。燃料電池船プロジェクトが、

先ほど新産業創造課長から、減額になった理由
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というのは、船舶をつくる構造が、日本小型船

舶機構が仕様の決定にまだ至ってないと。なぜ

かというと、これは初めてなものですから、進

まないと。

あげくの果てには、協議が長期化した理由と

しては、2つ、水素タンクへの水素充電を防ぐ
ための水素タンク及び水素配管の封印方法がわ

からないと、充電設備の設置及び周辺の安全確

保がないと、こういった2つのことがありなが
ら、今のところ進捗状況というのは、5年間で
これが進むかどうか、大きな瀬戸際になってい

るんだ。

担当課として、率直に言って、私は大変期待

していたんだ。期待していたけれども、実際は

どういった状況かというのを、パーセント的に

言うと、製造が本当にできるのかと。燃料電池

船プロジェクトをやったけれども、行き当たり

ばったりで本当にこれはできるのかと。企画監、

新幹線で言うと、やるやる、できるできると言

って、フリーゲージが大丈夫、大丈夫と言って、

やっぱりフル規格がよかったと言われたら困る

わけだよ。

こういうふうになっちゃいかんから、早く決

断せんといかんのじゃないかと思うんですよ。

予算だけつぎ込んで、あげくの果てできません

でしたじゃ、いかんぞ、これは。企画監、実際

どうなっているのかというのを、後からやっぱ

りできませんじゃ話にならないんだよ。どうな

んですか、お答えください。

【福重新産業創造課企画監】小型船舶検査機構

との協議状況につきましては、現時点で、最終

的に調整がつくという着地点がいまだに見えて

いない状況でございまして、正直、例えば数カ

月後に、これが決まるといった状況というのは、

まだ言えないという状況でございます。

そういった状況を踏まえまして、いつまでも

こういった改造ができないという状況で続けて

いくことはできないと我々も考えておりまして、

改造ができない場合にどうするかというところ

につきましても、あわせてその方針を決めてい

かなければならないと考えております。

具体的に考えられる方策といたしましては、

まず、他の公的機関に改造せずお渡しする、そ

れを譲渡を受ける意思がある公的機関があるか

どうか。それがない場合は、有償も視野に入れ

て、譲渡先を公募で募ると。

【山田(博)委員】 企画監、そういうことを言っ
ているんじゃないんだよ。私が今言っているの

は、要件が、長期化している理由が2つあるわ
けだろう。これは、大変技術的なことなんだよ。

専門的な技術が、産業労働部の中にあるかとい

ったら、大変難しいわけだ。そういったのをや

っているわけじゃないんだから。これを、さっ

き何度も言うように、2回目だよ。新幹線みた
いに、フリーゲージができる、できると予算を

注ぎ込んでとなったらいかんから、もう決断せ

んといかんのじゃないかと思っているわけだよ。

これは平成28年から始まっているんだよ。さっ
き言ったのと違うんだよ、去年じゃないんだよ。

平成28年から予算を組んでいるんだよ。
次長はどちらですか。これは平成28年から始
まって、こういった譲渡をすると、データをと

っていましたと言うけれども、これは、もう断

腸の思いで決断せんといかん時間にきていると

思うよ。

次長、私は本当に期待していたんだよ。だけ

ど、こういった理由があるというのを明確にし

たというのは、勇気があって、きちんと出して

くれたのは感謝しています。だから、次長、こ

れはどう思いますか、率直に。もう来たところ

に来たと思いますよ。いかがですか。

【村田産業労働部次長】燃料電池船のお話でご
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ざいますけれども、資料にお示ししましたとお

り、なかなか解決が困難な事情もございますけ

れども、現在、協議をしている状況であります

ので、そこは可能性も含めまして、協議を続け

ながら、ただ、しかるべき時期にしかるべき判

断等はすべき状況がこようかと思いますので、

それを見極めながら、委員会ともご相談しなが

ら、その辺は取り組んでいきたいと思っており

ます。

【山田(博)委員】 今までデータをとりながらや
ってきました、やってきました、できます、で

きますと言ったけれども、こういった2つの理
由を挙げられて、いや、もうちょっと時間をく

ださい、やらせてくださいと言ったって、そう

は問屋はおろさないよ。私ははっきり言って、

これは難しいと思うよ。あなた方はその研究を

やっているんですかと。技術的な配置がいます

か、技術者がいますかと言われた時に、います

か。こういった解決ができる技術者がいますか、

産業労働部に。そこをお答えください、企画監。

【福重新産業創造課企画監】燃料電池船の改造

の内容について、詳しく協議できる職員という

のは、産業労働部にはおりません。

ただ、燃料電池船の製造に関しては、委員も

ご存じのとおり、五島市離島漁業振興策研究会

において、漁船の燃料電池船に関しての研究等

を現在でも行っております。

【山田(博)委員】 そんなことはわかっているん
だ。年に2回しかやってないんだよ、この協議
会は。それで、大切な県の財政でありながら、

私はつくってほしいと思うけれども、今、この

技術的な背景があったら難しいと。別のところ

にエネルギーを注ぎ込んで、別の新しい事業を

やったらどうかと、私は言っているわけだ。

本当にやれるんだな。やれなかった場合、あ

なたが責任をとるんだな、企画監。それだけの

覚悟を持ってやるんだったら、私も応援します

よ。新幹線みたいになったら困るんだよ。やれ

るんですね。企画監、いかがですか。

【村田産業労働部次長】私のほうで所管をして

おりますので。

今回挙げております2つの項目、課題につき
ましては、こういう課題があるということで、

今機構のほうと、この辺の解決ができないかど

うかということも含めて協議をしておりますの

で、その辺の対応ついて解決ができないという

ことが明確になれば、そこは、その時点で、し

かるべき次の対処方法を考えるべきだと考えて

います。

【山田(博)委員】 じゃ、しかるべき時期と言っ
たけど、しかるべきというのはいつですか。そ

れは、タイムリミットをせんとさ。次長がおっ

しゃることはわかる。私も期待しているんだよ。

燃料電池船という名前は別としてね、名前がど

うかといって、地元の不満が出ているけれど。

これは、次長、それはタイムリミットを決めて、

いつまでもずるずるとなったら困るんだよ。い

つまでに判断するのか、そこだけ明確にお答え

いただきたいと思います。

【村田産業労働部次長】今、この時点で明確に

いつまでというのは申し上げられませんけれど

も、そういった覚悟を持って、機構のほうとは、

なるべく早い時期に判断ができるような協議を

進めたいと思っております。

【山田(博)委員】 今の答弁では納得できない。

確かに、次長がおっしゃるように、できない

かもしれないけれども、これは、平成28年から
ずっと続いているんだ。何回も言っていたんだ、

これは。初めて技術的な理由でと、こういった

のが出てきたんだよ、請求してから。

廣田部長、来たばかりで申しわけないけれど

も、実情はこうなんだ。あなたも局長として活
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躍していただいた時だったですね。それで、部

長として、今のやりとりを聞いていてわかって

いたと思うけど、部長としても、これは決断せ

んとかんよ。どうですか、見解を聞かせていた

だきたいと思います。

【廣田産業労働部長】 山田(博)委員のご指摘で、
要するに対処法の検討が長引いているというこ

とでございました。

これは、先ほどからご説明しているように、

機構との協議ということで、なかなか機構のほ

うから明確な回答を得られていないという状況

でございます。

しかしながら、こういった状況を長期間続け

るということは好ましくないと思っております

ので、できるだけ早く結論が出せるように、機

構のほうとの協議を進めさせていただきたいと

思います。

【山田(博)委員】 もう本年度やな、部長、これ
は。本年度いっぱいまでやって、だめだったら

断念せんといかんのじゃないかと思う。それぐ

らいの覚悟はあるんですか。部長、最後にそこ

だけ、この件に関しては部長の決意を聞かせて

いただきたいと思う。それぐらいやらんとやっ

ていけないよ。来年、来年じゃ話にならないん

だよ。大変難しい決断を迫られるかもしれない

けど、それくらいの思いを持って、もう一度お

尋ねしたいと思います。

【廣田産業労働部長】先ほど申し上げましたよ

うに、このような状態を長期間続けることは好

ましくないと思っておりますので、できるだけ

早く、可能であれば今年度内に判断できるよう、

機構とも話をしていきたいと思っております。

【山田(博)委員】 ぜひ、これはやっていただき
たいという思いがあるから、こうして言ってい

るんであって、機構に対して、それぐらいの長

崎県の決意を持ってやってくださいよ。私は、

新幹線のフリーゲージみたいになったら困るか

ら、あえて言っているのであって、ご理解いた

だきたいと思っております。

先ほど、産業人材育成奨学金アシスト事業費

ということで、これは平成23年の総務大臣の通
達では、簡単に言うと、官公庁によって寄附を

抑制するという通達が、昭和23年1月30日に出
された閣議決定、昭和23年よ。それをまた、時
の菅直人総理大臣の片山総務大臣という人が出

していたんだ、調べたら。通達を出しています

けれども、若者定着課長、次の委員会までにち

ゃんと結論を出してもらわないといかんよ。私

は、この通達というのはいかがなものかと。時

の総理大臣は誰かといったら、菅直人だったん

だな。やっぱりそうだったかと思ったよ。若者

定着課長、次の委員会までにこの決着をやって

くれよ。どうですか、課長、あなただったらや

れるだろう。

【宮本若者定着課長】先ほども申しましたけど、

この通知そのものが全庁につながるものになり

ますので、できるだけ早く何らかご報告できる

ように、関係部局と協議していきたいと考えて

おります。

【山田(博)委員】 やっぱりね、さすがだよ、あ
なたは。やる気があるね。

続きまして、地域の伝統的工芸品ということ

で、企業振興課長、こういったパンフレットを

つくっていますね、「長崎県の伝統的工芸品」

と。これは大場委員長なり浦川副委員長、皆さ

んに配ってくださいね。大変いいものをつくっ

ているね。この中に、ちゃんとバラモン凧だと

か、サンゴとか、こまとか、いろいろ載せてい

るんですね。大変いい資料だ。こういった地域

の伝統工芸品のパンフレットをつくっておきな

がら、こういったのをどういうふうにＰＲして

いくかというのを、これは何か財政的な支援を
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しているのか。

大体、べっ甲なんかどうなんだろう。午前中

にあったように、率直な取り組みを聞かせてい

ただきたいと思います。

さっきから、あまり前向きな答弁がなかった

から、少しぐらい前向きな答弁を頑張ってくだ

さいよ。

【宮地企業振興課長】今、山田博司委員からお

話がございました、伝統的工芸品の取り組みで

ございますが、今ご紹介がありましたパンフレ

ット等、もしくは県庁のロビーにも展示ブース

を設けて、今、ＰＲに努めているところでござ

います。

国指定の伝統的工芸品につきましては、午前

中にもご答弁申し上げました、べっ甲であった

り、国のものは国でとれる補助金も活用してい

ろいろご支援をしているところでございますが、

そのパンフレットに記載の県指定の工芸品につ

きましては、現時点ではＰＲにとどまっている

ところでございます。

産業振興の視点からすると、例えば販路開拓

の取り組みなどをご支援するのが、実際の売上

には結びつきやすいのではないかというふうに

私どもも考えておりますので、予算的な面も含

めまして、どういうご支援ができるか、検討し

てまいりたいと思っております。

【山田(博)委員】 これは大変立派なパンフレッ
トで、いいなと思う。これは、つくったはいい

が、販路拡大とか県民所得につながるようなこ

とをしなかったら、絵に描いた餅になるから、

いいのをつくっているけれども、肝心要をやっ

ていないと、企業振興課長。ここは、ちょっと

手落ちになるわけですね。頑張っていただきた

いと思います。あなたしかいないから、ちゃん

とやるべきことをやらないといかんですよ。

続きまして、絞りに絞って、あと2つで終わ

りたいと思います。

続きまして、県内高等学校の生徒の県内中小

企業への就業促進ということで、以前、県内の

工業高校に、地元企業のＰＲブースをつくった

りしたらどうかということを私は主張しており

ましたが、その後、県内の工業高校に企業のＰ

Ｒブースをつくることは進んでいるのか進んで

いないのか、進んでいるなら、どうやって進ん

でいるのかというのをお示しいただきたいと思

います。

【宮地企業振興課長】ただいま山田博司委員か

らお尋ねがございました県立高校での展示ブー

スのお話でございますが、そのような取り組み

を県内でも広めたほうがいいのではないかとい

う山田博司委員からのアドバイスもちょうだい

しまして、その話を県の工業連合会のほうにご

相談をしたところ、県工業連合会では、工業高

校のほうに設置をしようということで、平成30
年度に長崎工業高校と佐世保工業高校に設置を

したところでございます。

同様の取り組みを、今年度、大村、島原、鹿

町の各工業高校に広めたいというふうに、今考

えておられるところでございます。

【山田(博)委員】 そうしますと、そういった写
真とか何かを後で見せていただけませんか。ち

ょうどマスコミの方も来ているから、写真があ

ったら見せていただきたいと思います。

委員長から、あと2分と言われていますので、
じゃ、今から言います。ひきこもり対策事業の

取り組み及び失業対策のプログラム事業につい

て、今、取り組み状況はどういうふうになって

いるのか。

また、地域インフラである商工会の、先ほど

部長説明に統廃合とありましたけれども、県当

局の見解を聞かせていただきたいと思います。

それと、最後に、五島沖にある潮流発電の状
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況及び環境省の実証実験の状況についてという

のを後でペーパーでいただきたいと思います。

時間がありませんので、後は資料という形で

質問を終わりたいと思います。委員長のほうで、

よろしくお願いします。

今日は、大場委員長、浦川副委員長、さすが

に委員長の裁きは大したものでした。

以上で終わります。

【大場委員長】それでは、請求がありました資

料のほうは、ご準備いただきたいと思います。

ほか質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】ほかに質問がないようですので、

産業労働部関係の審査結果について整理したい

と思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後４時 ５分 休憩 ―

― 午後４時 ５分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

以上をもちまして、産業労働部関係の審査を

終了いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、7月1日は午前
10時から委員会を再開し、水産部関係の審査を
行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ４時 ６分 散会 ―



第 ２ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和元年年７月１日

自  午前１０時 ２分

至  午後 ４時５５分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 大場 博文 君

副委員長(副会長) 浦川 基継 君

委   員 田中 愛国 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 徳永 達也 君

〃 山田 博司 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 麻生  隆 君

〃 近藤 智昭 君

〃 久保田将誠 君

〃 赤木 幸仁 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

水 産 部 長 坂本 清一 君

水産 部政策 監 髙屋 雅生 君

水 産 部 次 長 西  貴史 君

水産 部参事 監 内田  智 君

漁 政 課 長 松尾 信哉 君

漁業 振興課 長 中村 勝行 君

漁業 取締室 長 松本 啓一 君

水産 経営課 長 川口 和宏 君

水産加工流通課長 岩田 敏彦 君

水産加工流通課
企 画 監

吉田  誠 君

漁港 漁場課 長 橋本 康史 君

漁港漁場課企画監 森川  晃 君

総合水産試験場長 平野 慶二 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ２分 開議 ―

【大場委員長】委員会及び分科会を再開いたし

ます。

これより、水産部関係の審査を行います。

【大場分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案及び報告議案を議題といたします。

水産部長より、予算議案及び報告議案説明を

お願いいたします。

【坂本水産部長】水産部関係の議案等について、

ご説明いたします。

お手元に、予算決算委員会農水経済委員会関

係議案説明資料 水産部と書かれた資料をご用

意ください。

1ページ目をお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第76号議案「令和元年度長崎県一般会計補正予
算（第1号）」のうち関係部分、報告第1号 知

事専決事項報告「平成30年度長崎県一般会計補
正予算（第7号）」のうち関係部分、報告第6号
知事専決事項報告「平成30年度長崎県沿岸漁業
改善資金特別会計補正予算（第2号）」、報告
第9号 知事専決事項報告「平成30年度長崎県
長崎魚市場特別会計補正予算（第2号）」、報
告第14号 知事専決事項報告「平成30年度長崎
県港湾整備事業会計補正予算（第4号）」のう
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ち関係部分でございます。

はじめに、第76号議案「令和元年度長崎県一
般会計補正予算（第1号）」のうち関係部分に
ついてご説明いたします。

歳入につきましては、合計8億3,740万円の増、
歳出は、合計16億5,940万円の増を計上いたし
ております。

次に、2ページ目をお開きください。
補正予算の主な内容についてご説明いたしま

す。

公共事業費についてでございますが、藻場機

能を有した増殖場等の事業促進にかかる経費と

して、漁場水産基盤整備費13億5,300万円の増、
また、老朽化したトンネル設備の補修を行うた

めの経費として、県営漁港水産基盤整備費2億
9,100万円の増をそれぞれ計上いたしておりま
す。

次に、先の2月定例県議会の予算決算委員会
におきまして、専決処分により措置することに

ついてあらかじめご承認いただき、3月29日付
けをもって専決処分させていただきました事項

の報告であります。

まず、報告第1号 知事専決事項報告「平成

30年度長崎県一般会計補正予算（第7号）」の
うち関係部分についてご説明いたします。

歳入、歳出予算につきましては、2ページか
ら3ページ目に記載してあるとおりでございま
すが、3ページ目に記載してあります歳出予算
の主なものにつきましては、漁港水盤基盤整備

事業における事業費の精算等に伴う減や、離島

漁業再生支援事業の事業費の精算等に伴う減な

どによるものであります。

次に、報告第6号 知事専決事項報告「平成

30年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正
予算（第2号）」についてご説明いたします。

これは、貸付金の減額等に伴い、歳入、歳出

それぞれ3,600万円を減額いたしております。
次に、4ページ目をお開きください。
報告第9号 知事専決事項報告「平成30年度

長崎県長崎魚市場特別会計補正予算（第2号）」
についてご説明いたします。

これは、管理運営に係る事業費の確定等に伴

い、歳入、歳出それぞれ862万9,000円を減額い
たしております。

次に、報告第14号 知事専決事項報告「平成

30年度長崎県港湾整備事業会計補正予算（第4
号）」のうち関係部分についてご説明いたしま

す。

収益的収入支出及び資本的収入支出、また、

その内容につきましては、記載にあるとおりで

ございます。

次に、「平成30年度長崎県一般会計歳出予算
繰越明許費繰越計算書報告」のうち関係部分に

ついてご説明いたします。

繰越額につきましては記載のとおりでありま

すが、繰越の主な理由は、計画、設計及び工法

の変更による工事の遅延、地元関係者の調整に

不測の日数を要したこと等により事業の年度内

完成が困難となったことや、国の経済対策に対

処するために先の2月定例県議会において予算
計上した事業につきまして、適正な事業実施期

間を確保するためのものであります。

以上をもちまして、水産部関係の議案等の説

明を終わります。

よろしくご審議のほどお願いいたします。

【大場分科会長】次に、水産部参事監より補足

説明を求めます。

【内田水産部参事監】それでは、私のほうから、

公共事業である漁港議場整備事業の令和元年度

6月補正予算の概要について、ご説明いたしま
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す。

お手元にお配りしております補足説明資料の

資料1を用いてご説明いたします。
1ページ目をご覧ください。
令和元年度6月補正予算は16億4,400万円を

予定しております。この内訳を表で示しており

ます。

まず、上段の漁場水産基盤整備事業費につき

ましては、こちらは7つの漁場で増殖場の整備
などの事業を促進するための経費として、13億
5,300万円を計上しております。
また、下の段の県営漁港水産基盤整備費につ

きましては、長崎漁港の臨港道路の緊急的な機

能保全対策に2億9,100万円を計上しておりま
す。

続きまして、それぞれの事業の概要をご説明

いたします。2ページ目をご覧ください。
漁場事業の実施内容をご説明します。

近年、長崎県の沿岸では、冬場の高水温の影

響等により磯焼けが拡大しております。アラ

メ・カジメ等の天然海藻が大幅に減少するなど、

沿岸の水産資源の減少が懸念される状況にござ

います。

このため、藻場機能を付加した増殖場や魚類

の蝟集、成育の場となる魚礁の整備を促進し、

水産環境の早急な改善を図っていく必要があり

ます。

このため、補正予算を活用し、増殖場15ヘク
タール、そして人工漁礁16カ所を整備してまい
りたいと考えております。

実施箇所は、左の地図に示しておりますが、

北から対馬漁場、壱岐北部漁場、長崎北部漁場、

平戸北漁場、西彼漁場、長崎南漁場、長崎半島

南部・島原半島南西漁場の7つの漁場を予定し
ております。

続いて、3ページ目をご覧ください。
漁場整備の事例として、平戸北地区の水産環

境整備事業をご紹介いたします。

この平戸北地区につきましては、平成24年度
より令和3年度までの10年間で、カジメやホン
ダワラなどの藻場礁などの整備に、現在取り組

んできているところですが、今年の冬場に高水

温が続いたことで、磯焼けの拡大が懸念されて

おります。

このため、藻場の再生を加速させるため、補

正予算にて、増殖場6ヘクタールの整備を行う
予定としております。

具体的には、下に図をつけさせていただいて

おります。水深10メートル前後の海域において
は、藻場機能を備えた保育礁を3ヘクタール、
水深20～30メートルの海域においては稚魚の
育成礁を3ヘクタール整備していくことにして
おります。

続きまして、4ページ目をご覧ください。
漁港事業の実施の内容をご説明いたします。

場所は長崎漁港でございますが、こちらの長崎

漁港は、委員の皆様方もご存じだと思いますけ

れども、全国有数の水産物の流通、そして生産

の拠点となっている漁港でございまして、日々

大量の水産物というのが大都市圏に向けて出荷

されているという状況でございますが、一方で、

施設も老朽化してきております。

下に写真をつけさせていただいております。

こちらの写真の右手が長崎漁港の埠頭でござい

まして、その背後に、緑と赤で着色している部

分がございます。こちらが長崎漁港の臨港道路

になっておりまして、令和3年度までの3カ年間
での補修を現在計画しておりますが、赤色部分

のトンネル部分については、特に緊急性を要す

るということで、消火栓等の保安施設などの更
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新を前倒しして行っていきたいということでご

ざいます。

以上もちまして、補足説明を終わります。

ご審議のほどよろしくお願いいたします。

【大場分科会長】次に、漁港漁場課長より補足

説明をお願いいたします。

【橋本漁港漁場課長】繰越明許費のうち、漁港

漁場課関係部分について、補足してご説明をい

たします。

お手元にお配りしております、右肩に資料2
と書かれております、予算決算委員会農水経済

分科会補足説明資料【繰越事業理由別調書】で

ございます。

この資料の1ページをご覧ください。
これは、令和元年6月定例県議会繰越計算書

報告のうち、3ページに掲載されております農
林水産業費の関係部分、及び5ページに記載さ
れております災害復旧費の関係部分を理由別に

整理したものでございます。

上段の表は、漁港漁場課の平成30年度から平
成31年度への繰越額について、繰越理由別に繰
越件数と繰越額を示しております。

まず、①事業決定の遅れによるものですが、

これは事業計画決定に期間を要したものなどで

ございまして、3件、2,340万4,000円でござい
ます。

次に、②計画・設計及び工法変更による遅れ

でございますが、これは新規施設の調査・設計

や関係者との協議で、施設の配置計画や規模な

どの検討により工事着手が遅れたものでござい

まして、39件、18億9,357万1,000円となってお
ります。

次に、③用地補償交渉の遅れでありますが、

これは用地補償交渉が難航しておりますこと及

び相続人多数により登記が遅れているものでご

ざいまして、1件、254万1,000円でございます。
次に、④地元との調整に日数を要したもので

ありますが、これは地元漁業者等との調整によ

り、盛漁期を避けて現地工事を行うため遅れる

ものなどでございまして、6件、3,995万8,000
円であります。

次に、⑤その他（経済対策補正、Ｈ30.10台風
25号によるもの）でございますが、昨年度の2
月経済対策補正等によるものでございまして、

10件、39億1,934万1,000円となっております。
漁港漁場課の繰越明許費は、全体で59件、金
額にして58億7,881万5,000円でございます。

1ページの下段に、参考としまして、最近5年
間の経済対策補正予算に伴うものを除いた繰越

状況及び昨年度との比較を掲載しております。

今年度は、前年度と比較しますと、件数で5件
減りましたが、金額で4億6,295万6,000円の増
となっております。

繰越事業の削減につきましては、漁港漁場課

としても最重要課題と位置づけておりまして、

年度当初の早期発注計画から執行状況の確認と

執行管理強化を図っており、今後も引き続き、

さらなる事業の執行管理の強化とともに、地元

関係者との十分な協議、調整を図りながら、よ

り一層繰り越しの縮減に努めてまいる所存でご

ざいます。

説明は以上でございます。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【大場分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案及び報告議案に対する質

疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】 まず、第76号議案、今補足説明
がありました資料1の2ページなんですが、これ
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は地元の要望を含めてされることだというふう

に理解をしているんですけれども、この漁場事

業は日々変化をする、一回補正でやったからそ

れでいいということじゃないと思っているので、

そういうときに、今回の補正は、現時点で長崎

県の要望を10とすれば、今回の補正予算で整備
される内容というのはどれぐらいとイメージ的

にとったらいいですか。

質問がわかりますか。どれぐらいの要望があ

って、今回の補正は要望に応えることができる

のかということを把握するのに、日々漁場整備

というのは変化すると思うんですけれども、現

時点で見た時に、長崎県の要望が10あるとすれ
ば、今回の補正予算の額というのはどれくらい

を整備するというふうに認識したらいいのかと

いうことを教えてください。

【内田水産部参事監】基本的には、今回の補正

予算によって、要望があり実施可能な場所とい

うのがすべて対応できることとなります。

【堀江委員】 だから、そうしますと、現時点で

の話、現時点で長崎県も要望として、この箇所

にもこういう整備をやろうということで、今回

の予算というのは10要望があるとすれば、10実
現できるという意味で捉えていいんですか。10
要望があって、今回の補正で8ぐらいまでしか
できませんよということなのか、それとも、も

っともっと、長崎県の要望はもっとあってとい

うことなのか。要は、イメージとしては、現時

点で要望した内容が、今回の補正で整備ができ

るというふうに理解をしていいんですか。

ごめんなさいね、ちょっとイメージ的で。

【内田水産部参事監】公共事業は、基本的には

長期的な計画に基づいて整備をしていくもので

ありまして、例えば、事例で示しました平戸北

地区などは、例えば10年間の計画を策定してお

り、毎年事業を計画的に進捗させておりますの

で、その都度、単年度、単年度の要望というこ

とでは動いてはおりませんが、基本的には、委

員のおっしゃられた要望どおりということで、

今回、事業の促進を図るものであります。

【堀江委員】私の質問の仕方が、ちょっと舌足

らずで申しわけありません。

理解いたしました。要は、私がお尋ねしたか

ったのは、長いスパンでやる事業ではあるんで

すけれども、長崎県として補正、公共事業を使

って、ここでこういう漁場の事業をやろうとい

う時に、素人はわからないものですから、全体

としてこれだけ整備したいと思うところがあっ

て、その中で今回の補正がどれぐらいの位置を

占めるのかということをイメージとして捉えた

くてお尋ねしたところです。理解いたしました。

もう一つ、報告第1号の平成30年度補正予算
（知事専決事項報告分）の8ページになります。
これの農林水産業費国庫負担金の後進地域補助

率差額金、これは1億3,800万円ですけれども、
通常2月補正で完結をするというふうに私は認
識していたんですが、6月補正の知事専決とな
った理由を教えてください。

【橋本漁港漁場課長】後進地域補助率差額につ

いてのご質問でございますが、後進地域補助率

差額と申しますのは、公共事業を実施する場合、

通常、国庫補助負担がございまして、補助率に

応じた地方負担が必要となってまいりますが、

財政力の乏しい地域の開発に関する公共事業の

実施を推進するために、財政力ですとか事業量

等を勘案して、公共事業にかかる国の負担割合

を引き上げるという制度になっております。

今回、専決で対応させていただいたものにつ

きましては、平成30年度の補助率差額につきま
しては、まず一つは平成28年度の繰越分、2つ
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目が平成29年度の現年分、3つ目が平成29年度
の繰越分について交付をされております。これ

は、通常、次の年度以降に配分されるというも

のでございますが、先ほど申しました、3つの
うちの3番目、平成29年度繰越分についてでご
ざいますが、例年ですと1年間の期間、具体的
に申しますと、今回の場合は平成30年12月31
日までに額が確定した事業について補助率差額

が交付されておりましたが、昨年度に限りまし

ては、この期間が平成30年3月4日まで、約2カ
月と4日間延びておりまして、3月4日までに額
が確定した工事が補助率差額の対象となったと

いうことでございます。

実はこれは、事前連絡等はございませんで、

平成30年2月7日に内示がございまして初めて
我々は承知したわけでございまして、その時点

では、2月の補正で組むことができなかったと
いうことで、今回、専決で対応させていただい

たということになっております。

【堀江委員】よくわかりました。そうしますと、

これは特例、特例というか、そうそうない事例

という理解でいいですか。

【橋本漁港漁場課長】最近ではないということ

でございまして、特例といいますか、通常です

と今年度くる部分が昨年度に前倒しで2カ月分
がきたというような状況になっているというこ

とでございます。

【大場分科会長】 ほかにありませんか。

【山田(博)委員】 おはようございます。
それでは、予算決算委員会の第76号議案にあ

ります水産経営構造改善事業費について、漁協

が実施する共同利用施設の整備に対する補助が

ありますけど、これは具体的にどちらのほうを

指すのか、まず、それを説明いただけますか。

【川口水産経営課長】この補正予算につきまし

ては、もともと平成31年度当初予算におきまし
て、国の水産業強化支援事業を活用して、上対

馬町漁協で実施予定の鮮度保持施設、製氷・貯

氷施設でございます。これを整備するために2
月定例会で承認をいただいた内容について、追

加して予算措置をお願いするものであります。

【山田(博)委員】 追加ということは、なぜ追加
せざるを得なかったのか、それを説明いただけ

ますか。

【川口水産経営課長】計画当初、想定にはなか

った施設の撤去費につきまして、補助対象とな

る国の水産業競争力強化研究施設整備事業が、

平成30年12月に補正予算として国に予算化さ
れたことを受けまして、当初、この計画につき

ましては、地元と平成30年10月ごろ計画を固め
ておりまして、水産庁からも内々にオーケーと

いうことをもらっていましたけど、事業移行に

つきまして、事業主体、市・県において検討し

た結果、撤去費が非常にかさむということにな

り、漁協のさらなる負担軽減につながる競争力

強化事業を活用することとして、県として促し

た結果、より有利な本事業に移行するというこ

とに至ったものでございます。

【山田(博)委員】 ということは、当初の予定よ
り想定外のものが出てきたということですね、

考えてみたらね。先ほどの想定外といったら、

天候とか何かはあるだろうけど、撤去費用とい

うのは、撤去せざるを得なかったのは最初わか

っていて、それがかさんできたということで、

こういった事業でやろうということになったと

いうわけでしょう。これは、もうちょっと慎重

に、要するに、撤去しないと建物が建てられな

かったということでしょう、要は簡単に言えば。

いかがですか。

【川口水産経営課長】上対馬町漁協の製氷・貯
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氷施設につきましては、貯氷と製氷の部分を改

修して、今の施設を撤去して、また新しい施設

を入れるというものが基本で、あとは、氷を砕

く機械、それとシャーベット氷をつくる機械を

新設するということになっておりまして、この

撤去をする既存の施設の部分が、対象となる国

の事業につきまして、非常に要件が厳しゅうご

ざいまして、当初そこまで想定して事業費を組

んでなかったということでございました。委員

おっしゃるように、こういう中身につきまして

は、より有利な事業を活用できるように、当初

から地元とも十分検討する必要があるというこ

とで認識をしております。

【山田(博)委員】 認識というよりも、ちょっと
反省せんといかんところがあるんじゃないかと

思うんですけどね。いかがですか、それは。認

識じゃなくて、反省せんといかんというのがあ

ったんじゃないかと思うんですけど、いかがで

すか、それは。

初めてこういった施設をつくるわけじゃない

んですから、何回もつくったでしょう。どうで

すか。今後は、気をつけていただきたいと思っ

ております。よろしくお願いします。

補正予算の関係で、公共事業の中で、先ほど

の補足説明資料で内田参事監から説明がありま

したけれども、参事監、説明を受ける中で、事

前に私に話がありましたけど、平戸北地区とか、

長崎北地区とか、長崎南地区とか、西彼地区と

かいろいろありますけれども、ここはそれぞれ

増殖場とか、人工魚礁とかいろいろしています

けれども、人工魚礁とか何かというのは、大体

どういったのをつくるというのを、最初に大体

想定はされているかされていないか、そこだけ

お答えください。

【内田水産部参事監】大まかな設置位置である

だとか、規模であるだとか、こういったものに

ついては計画を立てております。

【山田(博)委員】 ということは、例えば平戸北
地区に増殖場をつくるという時に、保育礁とか

育成礁という時には、あらかじめコンクリート

製ブロックとか何かをいろいろと設置するとい

うふうに決めているということで理解していい

わけですね。そういうことですね。

事前の資料をいただいた時には、大体どうい

った魚礁をつくるとかというのをつくっており

ますけれども、これは、参事監、私にいただい

た資料というのはありますね、どういったのを

つくるかということでね。整備イメージ、どう

いったブロックがあるかというのをいただいて

おりますけれども、参事監、ほかの委員の皆さ

ん方にぜひご理解いただかないといかんので、

これを配っていただけませんか。いいですか。

それを配ってから、またいろいろと質問を続

行したいと思いますので、よろしくお願いした

いと思います。

委員長、そういったことでお取り計らいをい

ただいて、次の質問に移りたいと思いますので、

よろしくお願いします。

【大場分科会長】 しばらく休憩いたします。

― 午前１０時３１分 休憩 ―

― 午前１０時３１分 再開 ―

【大場分科会長】 分科会を再開します。

【山田(博)委員】 それでは、補正予算の横長資
料の16ページを皆さん見ていただけますでし
ょうか。

16ページに漁業取締費というのがあります
ね。この中で漁業取締船維持管理費とか、取締

費に関連してお尋ねしたいと思うんですが、漁

業取り締まりというのは、船は365日動いてい
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るのかどうか、また、漁業取締室は365日動い
ているのか、その2つをお答えいただけますか。
もう一度言いましょうかね。船は365日動く

のか、取締室は365日動くのか、その2つをお答
えください。

【松本漁業取締室長】 漁業取締船は5隻保有を
しておりまして、その5隻を、連日2隻以上稼働
できるように365日稼働させるようにしており
ます。

それともう一つの漁業取締室のほうでござい

ますが、月曜から金曜までの勤務時間中は違反

情報等を受理しておりまして、休日、土日にな

りますと携帯電話を2台、24時間体制で受ける
ようにしておりますので、その電話で休日は取

締室は情報を受けるように稼働しております。

【山田(博)委員】 ということは、じゃ、お尋ね
しますけれども、漁業取締室というのは、土日

というのは携帯電話ということになりますけど、

この携帯電話はどなたがご存じなんですか。

【松本漁業取締室長】 取締機関の海上保安部、

警察、それと漁協の組合長さん方、それから自

警船を動かす船長さんという方々に携帯電話の

連絡先を教えております。

【山田(博)委員】 そうしたら、漁業取締室の代
表番号はオープンにしていますよね。それは間

違いありませんね。それに、例えば土日とかに

電話したら、つながるかつながらないか、そこ

だけお答えください。

【松本漁業取締室長】代表電話は、土日はつな

がりません。

【山田(博)委員】 一般の漁業者が電話した時に
つながらなかったら困るわけですね。代表電話

は、土日はつながらない。

じゃ、お尋ねしますけれど、違反操業という

のは土日はあるのかないのか、お答えください。

【松本漁業取締室長】土日関係なく、違反情報

はございます。

【山田(博)委員】 でしょう。それだったら、や
っぱり土日であろうが、携帯電話に転送できる

ようになっているんだからね。私の携帯でも、

土日は事務所から転送になっているんですよ。

次長か政策監、漁業取締室の担当はどちらで

すか。携帯電話に転送できるというのは、最近

じゃないんだよ。10年以上前からやっているん
だから。こういった取締体制が、私は最近わか

ったんだよ。しっかりやってもらわないといか

んな。

参事監、水産庁は土日はどうなっているんだ。

ちょっとお答えいただけますか、土日は。

【大場分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１０時３５分 休憩 ―

― 午前１０時３５分 再開 ―

【大場分科会長】 分科会を再開します。

【山田(博)委員】 参事監、どこからどういうふ
うな質問がくるかわからないから、勉強してお

いたほうがいいですね。

そういうことで、水産庁は365日やっている
はずだよ。だから、こういったのをしっかりや

っていただきたいと思うんです。

漁業取締室長どうですか、365日代表電話で、
携帯電話は個人情報もあるから、一般の漁業者

とか何かは知らないというのはあると思うんで

すよ。しかし、代表電話からすぐ転送できるよ

うに、明日からでもできるんだよ、明日からで

も。漁業取締室長、明日からでも、ぜひやって

いただけませんか。そこだけお答えください。

【松本漁業取締室長】携帯電話の番号につきま

しては、以前にせ情報で、取締船が情報海域で

ないところに走ったりというふうなこともあり
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ましたので、信頼できる組合長さん方のみに携

帯番号を教えていたところでございますが、今、

山田(博)委員からご指摘がありましたとおり、
代表電話にかかってきたものにつきましては、

転送電話として携帯につながらないかというの

は、至急検討してまいります。

【山田(博)委員】確かに、携帯電話を教えたら、
いろんなにせ情報があっていかんというのはあ

りますけど、携帯電話を教えろと言っているわ

けじゃないんだからね。代表電話が土日でもし

っかりと使えるようにやっていただきたいと思

いますので、よろしくお願いしたいと思います。

こういったところは、なかなか気づかないと

ころがあったと思うんですね、水産部長。部長

は知っていましたか。部長は知っていたけどそ

れをしなかったというと、また問題なわけよね。

知っていたけど、取り組まなかったということ

であったでしょうか、どちらかわかりませんけ

れども、答弁は求めませんから。漁業取締室長

からぴしゃっと答弁いただきましたので。

お尋ねしたいんですけど、今度は、魚市の特

別会計についてお尋ねしたいと思います。

これは31ページを見ていただけますか。
これで長崎魚市場運営費の中で、年間所要見

込みに基づく補正ということで800万円余りし
ていますけれども、具体的に説明いただけます

でしょうか。

【岩田水産加工流通課長】委員ご存じのとおり、

長崎魚市場は、今建て替えをずっとやっており

ます。古い施設を建て替えている部分につきま

しては、公共事業を利用させてもらってつくっ

ております。それが完成した場合、用地の占用

料については支払わない、免除ということで対

応しております。

ですから、これまでは全部用地占用料を払っ

ておったんですけれども、公共事業でつくって

いる新しい施設につきましては、用地占用料は

もう払わないということで整理をさせていただ

きまして、その分が予定よりも860万円ほど下
がっているということでございます。

【山田(博)委員】 払わないということになって
いるんですかね。県に払わないということにな

っているんですね、県のほうに。

そうすると、今どんどん魚市は整備していく

わけですね。全部整備していくと、当初3億円
ぐらいのお金が入ってきていましたけれど、将

来は、整備してもらったら、これは最終的に県

の収入に入ってこないということで理解してい

いんですか。

【岩田水産加工流通課長】用地の占用料につき

ましては、これまで支払っていた部分につきま

しては、開設者としての県が、用地を持ってお

ります漁港漁場課、同じ県に払うという形をし

ておりました。これを公共事業でつくっており

ますので、その分については払わないと。

今後ゼロになるかというところですけれども、

例えば今回、建て替えをしない関連棟ですとか、

仲卸というところはそのまま残りますので、そ

の用地占用料は払うということになっておりま

す。

【山田(博)委員】 ということは、最終的にどう
なるんですか、金額的には。わかりますか。

それが、今後はどういうふうな影響が出るの

かというのは、説明もいただけますか。

時間がかかるでしょうかね。

【大場分科会長】 引き続いて、どうぞ。

【山田(博)委員】 繰越事業理由別調書というの
を見ていただけますでしょうか。

2ページ、全体を見させていただきますと、
これは事業決定の遅れが、全体の構成の0.4％に
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なって、計画、設計及び工法の変更による遅れ

が全体の32％になっておりますが、ここで、実
際よくよく見てみたら、繰越理由に、関係者と

の協議というのが結構多いんです。

何が言いたいかというと、繰越明細には、地

元との調整に日数が要したものというのは

0.7％になっているけど、よくよく見たら、関係
者との協議というのは、地元の人との協議なん

ですよ。つまり、私が何が言いたいかというと、

この説明資料というのをよくよく見たら、理由

をすり替えてやっているとしか思えないわけで

す。

例えば、言いますと、2ページの計画、設計
及び工法の変更による遅れとあるでしょう。2
番、奥浦漁港、水産流通基盤整備工事とある。

五島市平蔵町、ここに関係者との協議とありま

すけど、関係者じゃないんだよ。これは地元で

すよ、関係者じゃないんですよ。地元の地権者

との調整がつかないから、こうなっているんだ。

なぜ関係者というのを書いているのか、お尋ね

したいと思います、逆に。関係者とは、誰を指

しているのか。

つまり、私は何が言いたいかというと、この

資料において、大場委員長のもとで、こういっ

た資料をいいかげんに書いているんじゃないか

というのを指摘しているんです。大場委員長の

人間性は、大変かっているんです。どうですか、

これは、漁港漁場課長。まさか、この委員長の

もとでこういったことをしていたら、大変なこ

とになりますよ。私は許しませんからね。

【橋本漁港漁場課長】ご指摘の奥浦漁港の水産

流通基盤整備工事の繰越理由につきまして、繰

越理由の欄に、「関係者との協議（道路法線）」

と書いておりまして、委員ご指摘のとおり、こ

こは道路の拡幅工事をする予定のところでござ

いまして、用地交渉が出るというようなことも

ございまして、現在、ルート等について関係者、

この関係者には地元の地権者等も含んだ意味で

「関係者等」と書いておりまして、そこでの地

権者等とのルートの詳細な検討について、まだ

理解が得られていないということで繰り越した

ということで、ここに関係者については、地元

の地権者等も含んだ意味で書いておるところで

ございます。

【山田(博)委員】 地元の地権者を含んだと言う
けれども、そうしたら、誰がいるんですか。関

係者の中に地元の人は含んでいますと、そうし

たら、あとは誰がいるんですかとお尋ねしたん

ですよ。それをお答えください。

【橋本漁港漁場課長】地権者、あるいは地区の

区長さんですとか、そういった方でございます

が、そこら辺をひっくるめて、ここでは関係者

と表現させていただいていたところでございま

す。

正確に申しますと、関係地権者並びに地域の

代表者等と、詳細に書けばそういったことにな

ったのかと思います。

【山田(博)委員】 そうしたら、橋本課長、私は
字が読めるんですよ。それは関係者じゃないよ、

地元じゃないか。

だから、2ページにある奥浦漁協の水産流通
基盤整備工事というのは、「計画、設計及び工

法の変更による遅れ」じゃなくて、④番の「地

元との調整に日数を要したもの」のところに入

らないといかんと言っているんだよ。

つまり、何が言いたいかというと、あなた方

は、この一つだけ事業をとってみれば、工法と

か何かで遅れているから仕方ないんですよと、

繰越明許費を認めてくださいということで、変

更してご理解いただくように、そういったこと
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を委員会で出したらいかんと私は言っているわ

けよ。これは大問題よ。大問題。参事監、そう

思いませんか。国でこんなことはありますか。

絶対せんでしょう、こういうことは。しちゃい

かん。子どもたちにうそをつくのと一緒だよ。

参事監、どう思いますか。国ではせんでしょう

が。今のやりとりを聞いていて、あなたはどう

思いますか。これが許されるか許されないか、

そこだけお答えください。

【内田水産部参事監】基本的に、しっかり真意

が伝わるように区分していくということが大切

なんだろうと思っております。

奥浦漁港のほうは、計画は既に立っていて、

それを実施する段階で地元との調整というのを

いろいろしていかなければいけないということ

で、ここにはこういう表現で書かれているとい

うふうに理解しております。

【山田(博)委員】 参事監、そこまでおっしゃる
んだったら、あなたはこの奥浦漁港の道路計画

の現場は見に行きましたか。見に行った上で今

のことを言っているんだったら、私も納得する

よ。行ったか行ってないか、見たか見てないか、

そこだけお答えください。

【内田水産部参事監】道路については、見てお

りません。

【山田(博)委員】 見てないのに、行ったことも
ないのに、そういうことを言っちゃいかんよ。

私、山田博司は地元選出の県議会議員だよ。あ

そこの地区は何十回も行っているんだよ。拡幅

に当たる方も、私は何回も面談しているんだ。

面談しているから、これを言っているんですよ。

いいかげんに言っているんじゃないんですよ。

私は、この資料を提出する時には、きちんと

精査した上で出さないといけないということを

指摘しているわけですよ。そこは、やっぱり認

めるところは認めて、こういったところは、訂

正するべきは訂正しないといかんと私は言って

いるわけですよ。

本来であれば、今、私が一つ、あえて言いま

したけれども、このほかにも、長崎地区の水産

流通基盤整備工事も関係者との協議とか、ほか

にも、平戸の生月もあるじゃないですか、関係

者の協議とかね。これは、要するに「地元との

調整に日数を要したもの」に入るんじゃないか

と言っているわけですよ。それを、工法とか何

かでこういうふうにするというのはどうかと、

私は言っているわけですよ。これは、ずうっと

同じことをやっていたんだよ。

私は、今回、あえて一つだけ言わせていただ

いたのは、こういったのはきちんと整理をして

提出しないと、これは議会と理事者との信頼関

係が薄れるから、以後気をつけていただきたい

ということを言っているわけでございまして、

政策監、まとめていただけませんか。私が言っ

ていることをご理解いただけますよね。

【髙屋水産部政策監】 十分理解いたしました。

仕分けをする時に、②もしくは④というのは、

単独でない場合もあるんだと思います。両方と

も要素が含まれていることもあろうかと思いま

すが、やはりそこは、ここに記載するべき、ど

ちらに記載するべきかという判断は、今ご指摘

がありましたように、どこに記載すべきかとい

うことは十分に見極めた上で、そこは整理して

記載すべきと、それはそのように考えます。

【山田(博)委員】 私は、地元の水産業の発展と
いうことで、県当局がこういった事業をやって

いただくというのは十分理解しているんです。

理解していて、頑張っているけれども、こうい

った要素で遅れているということをきちんと議

会の皆さん方に理解してもらうためには、そう
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いった区分をしっかり、先ほど髙屋政策監が言

われたように、区分を正確にしないと、やっぱ

り委員の皆さん方、議員の皆さん方にご理解を

いただけないから、しっかりとやらないといか

んと言っているわけです。

橋本課長は、五島振興局にいたんだよ。優秀

な河港課長でやっていたんだよ。それが、こう

いったことになっているものだから、指摘させ

ていただいているわけでございます。

髙屋政策監が、さすが、まとめましたね。す

ばらしいまとめでした。

続きまして、「6月補正予算による漁場整備
概要」というのを委員の皆さん方にお配りして

いると思うんですが、これを見ていただくと、

参事監、委員の皆さん方に言っておきたいのは、

つまり、何が言いたいかというと、この人工魚

礁とか何かというのは、あらかじめどういった

のをつくるかというイメージができているとい

うことなんです。

これはこれとして、お尋ねしたいんですが、

参事監、海の中も陸上と同じで、天候が荒れれ

ば、こういった魚礁というのは、砂とか何かが

きて、将来的には魚礁が砂に埋まってしまうと

いうことを私はお聞きしているんです。また、

写真撮影でも見ました。そういったことで間違

いないかどうか、見解を聞かせていただきたい

と思います。

【内田水産部参事監】魚礁につきましては、海

の中に沈めているものですので、どうなるのか

というのは、なかなか目視はできませんけれど

も、昔整備したものなんかは、そういうふうに

砂に埋もれたりであるだとか、転倒したりであ

るだとかあって、機能が低下しているという事

例は聞いております。

【山田(博)委員】 聞いているというか、認識し

ているかしてないか、そこだけお答えください。

【内田水産部参事監】 認識しております。

【山田(博)委員】 そうしますと、私が皆さん方
に言いたいのは、予算を組んだ時には、どこに

どういった魚礁をつくるかというのは、既に決

まっているというふうに思われるわけですね。

これは、あくまでも地元の漁業者と調整して、

こういった魚礁でやるということで決まってい

るのか決まってないのか、そこだけお答えいた

だきたいと思います。

【内田水産部参事監】整備の詳細につきまして

は、まず測量を行い、測量の結果に基づいて設

計します。設計があって初めて詳細が固まると

いうことでございます。計画段階では、まだ測

量しておりませんが、イメージについては、地

元漁業者などの意見を聞きながら、計画をつく

っており、測量して設計があって初めて詳細な

形が決まるというものだということでございま

す。

【山田(博)委員】 じゃ、設計したら、魚礁の形
は変わるんですか。深さとか何かで変わるんで

すか。

この前、事前説明会したら、「魚によって違

うんですよ」と言うから、「じゃ、あなた達は

魚に聞いたんですか」と、「魚に、自分はこれ

がいいとか何か聞いたんですか」と。はいとか、

うんとかはわからんけれども、そういったのを

全部、漁協組合長と話しながら決めたんですか。

参事監、どうなんですか。

もう一度言いますよ。今、委員の皆さん方に

お配りしている魚礁の整備イメージというのは、

漁協組合長さんと協議して、こういうふうにな

っているかなってないかというのを聞いている

んですよ。そこだけお尋ねしたいと思います。

【内田水産部参事監】詳細なブロックの形であ
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るだとか、こういったものについては、現在決

まっておりませんけれども、設置位置であるだ

とか、ブロックの高さであるだとか、それと、

大まかな材質であるだとか、こういったものに

ついてはご意見を聞いて、想定はしております。

【山田(博)委員】 そうしたら、委員の皆さん方
にお配りしている整備イメージというのは、こ

の補足説明資料でも、ある程度コンクリートブ

ロックとか何か、こういったイメージとかでき

ているわけですね。

ということは、組合長さんとも話しながら、

イメージはできている、イメージはできている

と言うけれども、こういうふうな段取りで、漁

港漁場課長、今までこういったやりとりをずっ

とやってきたでしょうということを確認してい

るんだ、私は。このやり方でずっときたでしょ

うと。今始まったわけじゃないでしょう。最初

に、予算を組んだ時に、魚礁はどういうふうに

するかというのは、もうほとんど県当局で大体

イメージをつくって、あとは、漁協組合のほう

に、これでいいですねという段取りでやってい

るのが今までのあり方だったでしょうというこ

とを聞いているわけです。漁港漁場課長、それ

はいかがですか。

【橋本漁港漁場課長】確かに、要求の段階では、

まだ未確定でございますが、内示がついた後に、

そういったものは漁協の組合長、あるいは漁業

関係者等から話を聞いて、こちらのほうで選定

をして、それを地元のほうに最終確認をすると

いうことは、以前からやっておりました。

【山田(博)委員】 そうしたら、漁協組合長さん
が、皆さん方のお手元に配っている、魚礁はこ

ういうふうにしなさい、ああしなさいというふ

うに言われたんですね。言ったから、こういう

ふうにイメージができたんですね。

この整備イメージの魚礁というのは、形が全

然違うからね。これは、どちらのほうで発案し

たかというのを私は聞いているんです。組合長

側からこういった魚礁にしてもらいたいと言っ

たのか、県当局から、国から言ってきたのか、

どちらかというのを言ってるんです。

【橋本漁港漁場課長】ブロックの具体的な形に

ついては、具体的な細かいところまでの要望と

いうことは受けておりません。大まかにこうい

ったもの、例えばここはコンクリートがいいん

じゃないかとか、あるいは鋼製がいいのではな

いかとか、あるいはもっと中が密度が濃くて、

小さな魚が逃げ込みやすいような構造のものが

いいとか、そういった大まかな要望を組合長、

あるいは実際に漁をされている方々からお話を

聞いて、その意見を総合的に本庁のほうで取り

まとめて、最終的に案をつくって、それをまた

漁協に、こういったことでいきたいという了解

をとるという手順を踏んでやっております。

【山田(博)委員】 ということは、委員の皆さん
方も、今、答弁を聞いたらおわかりのように、

つまり、漁協組合長さんから、魚礁はこういっ

た形がいいとか、こういった構造がいいとかと

いうのは、構造は言わないと。言わないけれど

も、材質はこれがいいんじゃないかと、魚はど

ういった対象ですと言われたけれども、整備イ

メージの魚礁はこういった形を持ってくるとい

うことが明らかになったんです。

私としては、漁港漁場課長、この整備イメー

ジというのは、あくまでも漁協組合長さんとし

っかり話をしながら決めていただかないといか

んと言っているわけです。なおかつ、さっき参

事監がおっしゃったように、魚礁というのは、

数年たったら砂が入って使えなくなるわけです。

という話だったでしょう、今。砂に埋まってし



令和元年農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（７月１日）

- 75 -

まってと、機能が低下するということでお話が

あったから、そうしますと、それが低下をしな

いように、しっかりとそういった対策をしなが

ら機能の充実を図ってもらいたいと思います。

参事監、その認識はあるということでありま

したけれども、コンクリート魚礁をして砂に埋

まったところを水中カメラで撮った写真は持っ

ていますか持っていませんか、そこだけお答え

ください。

【内田水産部参事監】そのような写真も見たこ

とはあります。

ただ、数年で魚礁の機能が損なわれるという

ものについては、拝見したことはありません。

【山田(博)委員】 私としては、数年とか言わな
くても、じゃ、何年たったら低下するかという

のを、私ばかり質問できないので、一旦これで

終わりますけれども、私としては、こういった

魚礁というのは、十分漁協組合長さんと話をし

た上で決めていただきたいと、機能の低下がな

いように、きちんとした構造を組合と協議しな

がらやっていただきたいということを言ってい

るわけでございますので、ぜひご理解いただき

たいと思います。

【岩田水産加工流通課長】先ほどの魚市場特別

会計の件につきまして、答弁させていただきた

いと思います。

先ほど申し上げましたとおり、用地の占用料

につきましては、少し下がっていくんですけれ

ども、一方で、施設を新しくつくった部分につ

きまして、市町への交付金、いわゆる固定資産

税のようなものなんですけれども、県から長崎

市のほうに交付するというものがだんだん増え

ていくという状況になります。

それを含めまして、施設の管理運営につきま

しては、これまでどおりやっていきます。魚市

場を運営される皆様に支障がないように、不足

する部分につきましては、県議会の承認を得た

上で、一般会計からの繰入金をいただいてきっ

ちりと運営をしていこうと考えております。

【大場分科会長】 ほかありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案及び報告議案に対する質疑・討論が

終了しましたので、採決を行います。

第76号議案のうち関係部分、報告第1号のう
ち関係部分、報告第6号、報告第9号、報告第14
号のうち関係部分については、原案のとおり、

それぞれ可決、承認することにご異議ございま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【大場分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案及び報告議案は、原案のと

おり、それぞれ可決、承認すべきものと決定さ

れました。

【大場委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

水産部においては、今回、委員会付託議案が

ありませんので、所管事項についての説明及び

提出資料に関する説明を受けた後、陳情審査、

所管事項についての質問を行います。

まず、水産部長より所管事項説明をお願いい

たします。

【坂本水産部長】資料は、農水経済委員会関係

説明資料と、同資料の追加1がございますので、
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お手元にご用意いただければと思います。

まず、関係資料の1ページ目をお開きくださ
い。

はじめに、水産部関係の議案外の報告事項に

つい、ご説明いたします。

和解及び損害賠償の額の決定についてでござ

います。

「法律上県の義務に属する損害賠償」につき

ましては、平成31年1月16日、長崎漁港臨港道
路で発生した県の管理瑕疵により車両に損傷を

与えた事案について、和解及び損害賠償の額の

決定を地方自治法第180条の規定に基づく軽易
な事項として専決処分させていただいたもので

あります。

当案件は、長崎漁港臨港道路において、フォ

ークリフトが走行していた際、側溝グレーチン

グの蓋の跳ね上がり防止用金具等が破損してい

たことから、通過中のフォークリフトの車輪が

グレーチングの蓋を跳ね上げて車体底部に巻き

込んだことにより、当該車両に損傷を与えたも

ので、27万2,306円を賠償金としたものでござ
います。

次に、「県有自動車事故に係る事項」につき

ましては、公用車での交通事故により車両に損

傷を与えた事案について、和解及び損害賠償の

額の決定を地方自治法第180条の規定に基づく
軽易な事項として専決処分させていただいたも

のであります。

当案件は、平成31年4月5日、総合水産試験場
職員が島原市新田町の島原漁業協同組合陸上養

殖場駐車場にて公用車を移動させる際、駐車し

ていた車両に損傷を与えたもので、22万円を賠
償金としたものであります。

続きまして、議案外の主な所管事項について、

ご説明いたします。

今回、ご説明いたしますのは、平成30年海面
漁業・養殖業生産量について、説明資料追加1
に記載しております、有明漁協について、クロ

マグロの資源管理について、漁業所得向上対策

について、平成30年のクロマグロ養殖について、
平成30年度のノリ養殖について、水産物の輸出
実績について、総合水産試験場における取組成

果について、「長崎県行財政改革推進プラン」

に基づく取組についてであります。

このうち、主な事項についてご説明いたしま

す。

まず、平成30年海面漁業・養殖業生産量につ
いてでございますが、農林水産省は、去る4月
25日に「平成30年の海面漁業・養殖業生産量の
概数」を公表いたしました。

本県の海面漁業・養殖業生産量は、31万3,000
トンで、前年の34万トンから2万7,000トン
（8％）減少し、全国における生産量の順位は、
前年同様、北海道に次ぐ2位でした。
海面漁業の生産量は、29万トンで、前年から

2万7,000トン（9％）減少しております。主な
減少の要因は、まき網の前年から2万5,000トン
（10％）減少でありまして、主要な漁種といた
しましては、あじ類が1万3,000トン（21％）、
いわし類が5,000トン（7％）、ぶり類が4,000
トン（22％）減少しております。
海面養殖業の生産量は、2万4,000トンでござ
いまして、前年から500トン（2％）増加してお
り、主要魚種では、ぶり類がやや増加しました

が、クロマグロは横ばいとなったものの、前年

同様に全国1位でございました。
続きまして、説明資料の追加1をお手元にご

用意ください。

1ページ目です。有明漁協についてでござい
ます。
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有明漁協につきましては、平成30年6月に開
催すべき通常総会が開催されず、その後、同年

9月20日までに役員と職員の全員が辞任・退職
し、翌日から事務所が閉鎖されました。

県は、組合員への影響を最小限にするため、

県漁連等の漁協系統団体等の協力の下、必要な

各種措置を講じるとともに、同年11月21日には
水産業協同組合法第124条第1項に基づく役員
選任に関する命令を発令し、これまで十数回に

わたり、直接現地に赴いて指導を続けてまいり

ましたが、本年6月19日の三地区代表者による
協議において、漁協の再開に向け、各地区の役

員推薦委員を選出することが確認されました。

一方、事務所が閉鎖された状況において、6
月22日までになされるべき招集通知が発出さ
れず、今年度も6月中に通常総会が開催されな
いことが明らかになったことから、通常総会を

招集する権利義務を有する代表理事職務執行者

に対し、6月24日付で水産業協同組合法第122
条第1項に基づき、通常総会開催までのスケジ
ュール等について報告を求める文書を発出しま

した。

県としましては、速やかに新役員が選任され、

漁協運営の正常化が図られるよう、引き続き、

島原市及び漁協系統団体と連携し、強く指導し

てまいります。

続きまして、再度説明資料のほうに戻ってい

ただきまして、2ページ目をお開きください。
マグロの資源管理についてでございます。

平成30年7月から平成31年3月までの第4管理
期間における沿岸漁業の漁獲枠の消化状況は、

全国におきましては30キロ未満の小型魚が漁
獲枠1,528.7トンに対し78.9％、30キロ以上の大
型魚が漁獲枠1,125.2トンに対し52.7％でござ
いました。本県におきましては小型魚が漁獲枠

629.7トンに対し85.7％の消化率、大型魚が漁獲
枠155.6トンに対し40.3％の消化率となってお
り、いずれも漁獲枠を残す結果となりました。

これはクロマグロの来遊規模が前期ほど大きく

なかったこと、回遊海域に偏りがあったことな

どが原因と考えています。

平成31年4月から1年間の第5管理期間では、
本県の漁獲枠は小型漁688.8トン、大型漁158.3
トンとなっております。第5管理期間の改善点
といたしましては、漁獲枠に残余が生じた場合、

国際ルールとして漁獲上限の最大5％が翌期に
繰り越し可能となり、また、国においては大臣

管理漁業や都道府県間での漁獲枠の融通ルール

も整備されました。

県としましては、これらの繰り越しや融通ル

ールの活用により、引き続き漁獲枠の有効活用

を図りながら、クロマグロ資源の回復が着実に

進むよう適切な管理に努めるとともに、今後と

も国に対して漁獲枠の拡大や資源管理に取り組

む本県漁業者の負担軽減を要請してまいります。

次に、漁業所得向上対策についてでございま

す。

平成27年度から、経営改善や新たな事業展開
を目指す経営体を対象として、県や市町、系統

団体で構成する経営支援協議会と長崎県中小企

業診断士協会に設置した「経営指導サポートセ

ンター」が連携して、個別の経営指導を行い、

これにより3年間で102件の経営計画が策定さ
れ、計画具体化に必要となる機器整備等の支援

を行ってまいりました。

しかしながら、県内の漁業経営体全体に対す

る指導数の割合は低かったため、平成30年度か
ら所得向上対策の加速化を目的に、市町、漁協

等との連携を強化し、国の「浜の活力再生プラ

ン」や県の「地域別施策展開計画」を基軸とし
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て、先駆的な漁法や漁労技術などの導入を支援

するとともに、これまで経営指導・支援で育成

した収益性の高いモデル経営体の取組事例の普

及を図るなど、優良経営体の育成をスピード感

をもって進めてまいりました。

この結果、平成30年度は、199件の経営計画
を策定することができ、多くの経営体が県事業

のほか国事業を有効に活用しながら所得向上に

取り組まれており、今後とも経営指導の加速化

を図るとともに、経営計画策定のフォローアッ

プを丁寧に行いながら漁業者の所得向上を進め

てまいります。

次に、4ページ目をお開きください。
水産物の輸出実績についてでございます。

本県の水産物の輸出につきましては、これま

で同様、県と関係団体が連携し、東アジアや北

米を中心に積極的な取組を進めております。

中国向けには、現地でのニーズが高い大型の

養殖マグロや季節に応じた旬の天然魚、米国向

けには大型のマアジやハマチフィーレを輸出す

るなど、輸出先のニーズに応じた魚づくりや、

安定供給のための出荷体制づくり等を通じて、

水産物の輸出拡大に努めた結果、輸出量・額と

もに前年を上回り、平成30年度の輸出金額は、
前年度より約12億円増の約33億円となってお
ります。

今後とも、安全・安心で高品質な本県水産物

の輸出を促進し、適正な魚価の形成による生産

者所得の向上に取り組んでまいります。

その他の事項の内容につきましは、記載のと

おりでございます。

以上をもちまして、水産部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【大場委員長】 次に、提出のありました「政策

等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料」及び「政府施策に関する提案・要望の実施

結果」について、説明をお願いいたします。

【松尾漁政課長】 それでは、まず、「政策等決

定過程の透明性等の確保及び県議会・議員との

協議等の拡充に関する決議」に基づきまして、

本委員会に提出いたしました水産部の資料につ

いてご説明いたします。資料は、少し厚い縦長

の資料になっております。

まず、補助金内示一覧表につきまして、平成

31年2月から3月の直接補助金の実績は、1ペー
ジに記載のとおり、養殖産地育成計画総合推進

事業費補助金など計7件となっております。
また、平成31年4月から令和元年5月までの直
接補助金の実績は、2ページから17ページにか
けて記載のとおり、悪質密漁連携監視事業費補

助金など計128件、間接補助金の実績は、18ペ
ージに記載のとおり、新水産業経営力強化事業

費補助金など計10件となっております。
次に、1,000万円以上の契約状況につきまして、

平成31年2月から3月までの実績は、19ページに
記載のとおり、建設工事以外が4件、21ページ
に記載のとおり、建設工事に係る委託が4件、
27ページから30ページにかけて記載のとおり、
建設工事が24件となっております。
また、平成31年4月から令和元年5月までの実
績は、69ページに記載のとおり、建設工事以外
が2件、70ページに記載のとおり、建設工事に
係る委託が1件、72ページに記載のとおり、建
設工事が4件となっております。
なお、このうち入札に付したものは、入札結

果一覧表をそれぞれ添付しております。

次に、陳情・要望に対する対応状況につきま

して、知事及び部局長に対する陳情・要望のう
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ち、県議会議長宛てにも同様の陳情・要望が行

われたものにつきましては、対馬の漁業者の所

得向上を実現する会など計2件となっており、
これに対する県の対応は、資料の81ページから
96ページにかけて記載のとおりであります。

1点、資料が重複しているところがございま
す。90ページと91ページ、それから92ページと
93ページ、これは同じ資料が記載をされており
ます。申しわけございませんでした。

最後に、附属機関等会議結果報告につきまし

て、平成31年2月から令和元年5月までの実績は、
97ページから108ページに記載のとおり、長崎
漁港管理会など、計11件となっております。
続きまして、政府施策に関する提案・要望の

実施結果につきまして、ご説明いたします。

資料3です。「令和2年度政府施策に関する提
案・要望について」という資料でございます。

去る6月12日及び13日に実施をいたしました
「令和2年度政府施策に関する提案・要望につ
いて」、水産部関係の要望結果をご説明いたし

ます。

1ページをご覧ください。
水産部におきましては、外国人材の受け入れ

について、水産基盤整備等の促進についてなど

7つの重点項目について、要望を実施いたしま
した。

要望実績といたしましては、要望先が農林水

産省、水産庁、法務省であり、吉川農林水産大

臣ほか6名に対し、知事、議長、水産部長等よ
り要望を行いました。

3の一般項目につきましては、5項目について、
農林水産省、水産庁、国土交通省の関係部課長

等58名に対し要望を行いました。
4の特記事項のほうをご覧ください。
まず、水産基盤整備等の促進についてでござ

います。吉川農林水産大臣への要望に際しまし

ては、知事から「引き続き予算の確保と着実な

整備の促進をお願いしたい」との要望に対しま

して、大臣から「（必要な予算が）有効活用で

きるようにしたい」との回答をいただきました。

2ページをご覧ください。
同じく水産基盤整備等の促進についてでござ

いますが、長谷水産庁長官からは「水産制度改

革に関連して拡充した予算について、継続確保

していきたいと」との回答をいただきました。

また、外国人材の受け入れにつきましては、

長谷水産庁長官への要望に際しまして知事から、

「魚市における荷さばき・選別作業への外国人

材の受け入れについて、可能となるよう協力い

ただきたい」との要望を行いました。それに対

しまして、長官から「長崎県が中心となって業

界から声を上げていただきたい」との回答をい

ただきました。

以上が、水産部関係の要望結果でございます

が、今回の政府施策に関する提案・要望の実現

に向けて、引き続き取組を行ってまいります。

以上で報告を終わらせていただきます。

【大場委員長】次に、漁政課長より補足説明を

お願いいたします。

【松尾漁政課長】有明漁協の状況について、ご

説明をいたします。

本日、机の上に配付させていだきました資料

4をご覧ください。
6月28日、先週の金曜日まで、地元のほうで

協議等がなされておりましたので、本日の配付

とさせていただいているところでございます。

有明漁協の状況につきましては、昨年の9月
定例会以降、毎議会報告をさせていただいてお

りますけれども、今回初めて説明をさせていた

だく委員もおられますまので、当初からの経過
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を含めてご説明いたします。

まず、平成29年度の経過でございますが、本
来、6月に開催すべき通常総会が遅延をし、8月
31日に開催をされましたが、会計処理上の問題
により、平成28年度決算報告は否決をされまし
た。

これを受けまして、県は直ちに常例検査を実

施すると、通常総会の早期開催を指導したとこ

ろ、12月21日に通常総会が開催をされ、平成28
年度決算報告等が承認をされました。

平成30年度に入り、県は5月と6月に常例検査
を実施し、通常総会開催について指導をしまし

たが、決算を確定できず、6月中の通常総会が
断念をされました。その後も、通常総会開催に

向け指導を続けましたが、平成30年8月に、組
合員から役員の改選請求が行われ、9月には役
員全員が漁協に辞表を提出、職員も退職をし、

漁協が閉鎖をされるという事態となりました。

それを受けまして、県といたしましては、ま

ずは新役員の選出について強く指導をいたしま

したが、進展がなかったということで、11月21
日付で、水産業協同組合法に基づき、代表理事

職務執行者である前組合長に対し、役員選任に

向けた命令書を発出いたしました。

さらに、期限内に回答がなかったことから、

代わりに、前監事に役員選任を着実に履行する

よう指導を行いました。その後も、県は直接現

地に赴きまして、各地区代表者との調整を続け

てまいりましたが、役員選任に関する各地区の

意見の相違等によりまして、役員推薦委員が決

まらない状況が続いておりましたが、去る6月
19日に、三地区代表者による協議が行われまし
て、漁協の再開を第一とし、各地区で推薦委員

を選出するということが確認をされ、6月28日
までにそれぞれの推薦委員が決定をしたところ

でございます。

今後、役員推薦会議と役員選任の臨時総会が

早急に開催されるよう、指導を行ってまいりま

す。

一方、昨年度に続き、通常総会が6月中に開
催をされなくなったということから、6月24日
付で代表理事職務執行者に対し、通常総会の開

催に向けた対応等について、水産業協同組合法

に基づく報告を求めております。

県といたしましては、一刻も早い役員の選任

とその後の通常総会の開催、さらには、漁協運

営の正常化に向け、引き続き島原市や漁協系統

団体とも連携を密にしながら指導を継続してま

いります。

説明は以上でございます。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【大場委員長】午前中の審査はこれにてとどめ、

しばらく休憩します。

午後は、13時30分より再開いたします。

― 午前１１時２３分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開します。

午前中に説明が終わりましたので、次に、陳

情審査を行います。

お手元に配付いたしております陳情書一覧表

のとおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧いただきたいと思います。

対象番号が、10番、12番、15番、17番でござ
います。

陳情書について、何かご質問はありませんか。

【山田(博)委員】陳情番号17番の海興水産の会
社のほうから要望書が出てきておりますが、こ

ういった背景になった経緯というのを、まずは
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説明をいただけますでしょうか。

【橋本漁港漁場課長】海興水産から出てまいり

ました要望書の背景について、ご説明いたしま

す。

これは五島の奥浦漁港、樫ノ浦地区というと

ころの漁港の施設用地の使用に関する陳情でご

ざいまして、この樫ノ浦地区にはもともと用地

がございまして、その用地の一画を海興水産様

が網干場として使っていました。かつ、その一

画に、同じようにタフコ（ＴＡＦＣＯ）、大洋

エーアンドエフという会社が使用しておりまし

たコンテナも3基ほど同じ敷地、用地の中にご
ざいまして、まき網の網干場、あるいは、この

ＴＡＦＣＯのコンテナは、マグロ養殖の餌を保

管しておくために置いておったんですが、網干

しと餌の保管が同じ区画で混在をしていたとい

う状況がございました。

こういった状況を解消する目的もありまして、

五島振興局では、その用地の対岸のほうに新し

い岸壁をつくりまして、新しい埋立地を整備い

たしたところでございます。

そこの埋立地の用途といたしましては、そう

いったマグロの餌の保管用地ということと、あ

と、マグロ養殖のいかだの補修をする用地とい

うことで新しい用地をつくったわけでございま

すが、この用地が最終的にできたのが、今年の

3月でございまして、用地ができたわけでござ
いますが、ＴＡＦＣＯのコンテナがそのままの

状態で、以前から使用許可をとって使用してお

ったところにずっとあったということで、海興

水産のほうからは、早くそのコンテナを新しい

用地のほうに移動していただけないかというよ

うなことで出てきた陳情というふうに認識をし

ております。背景は、そのような背景になって

おります。

【山田(博)委員】 移転が遅れた理由というのは、
なぜ遅れたんですか。

【橋本漁港漁場課長】移転が遅れたと申します

か、用地が完成したのが今年の3月でございま
して、五島振興局のほうが、今年の5月13日に
海興水産のほうからそういった意向を受けたと

いうことになっております。

移転が遅れたということではないと認識して

おります。

【山田(博)委員】 漁港漁場課長、お尋ねします
けれども、物揚場が完成したのは今年の3月と
言いますけれども、間違いありませんか。物揚

場は以前にきちんと完成したんですが、部分的

な補修工事が重なってそうなったんであって、

以前からもう完成されているんですよ。委員会

できちんとした報告をいただきたいと思う。し

っかりとした調査、事業はそちらがやられてい

るんですから、きちんとした報告を上げていた

だきたいと思うんですが、もう一度お尋ねしま

す。

そうかもしれませんけど、当初、物揚場とい

うのは今年の3月以前から、マルハさんなんか
は荷物とか何かに使われているんですよ。そう

すると、マルハさんは事業が完成をしてない時

に、物揚場を事前に使っていたんですね。えっ、

そうしたら大変なことになりますね。完成もし

てないのに、マルハさんが勝手に使ってたんで

すね。これまた、そっちが問題だ。あららら、

大きな問題が発生しちゃったな、これは。どう

しましょうか、参事監。

私は地元だから、見たんですよ。3月に完成
したというのであれば、3月に物揚場が使える
のはわかる。しかし、その以前から移動してい

たんですよ。ということは、県当局は、この事

業が完成したという以前にマルハさんが使って
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いたというのは、問題になるわけですよ。どっ

ちがどっちなのかよくわからないから、もう一

度お尋ねしたいと思います。

【橋本漁港漁場課長】 大変失礼いたしました。

私の勘違いでございまして、用地が完成したの

は、昨年の5月でございまして、その5月から使
用されておりました。先ほどの今年できたばか

りというのは、私の間違いでございました。失

礼いたしました。

【山田(博)委員】 ということは、昨年の5月に
完成しておきながら、まだ移動されてなかった

というのは、どっちが悪いんですか。当初の漁

港漁場課長の答弁では、今年の3月にできたん
だから、移転するのは、まだ2カ月たってない
から、それは遅れているんじゃないですよと。

今聞いたら、昨年の5月に完成しているんだっ
たら、すぐ移転しないといけなかったのが移転

されてなかった。そうしたら、どっちが悪いん

ですかとなるんですよ。

一部はもう移転しているでしょう、マルハさ

んは、施設は。なぜ、肝心要なこれが移転して

なかったという理由を説明していただきたいと

言っているんです。

【橋本漁港漁場課長】移転していなかった理由

というか、そもそもこの奥浦漁港の樫ノ浦地区

は、先ほど申しましたように、網干場と餌の保

管が混在をしておったということで、それをす

み分けをしようということで整備したのは、間

違いはございません。

したがいまして、今、海興水産が網干場に使

っている用地も、全面網干場に利用していただ

ければいいんですが、用地ができた新しいとこ

ろにも建っておりますし、必ずしもそちらにす

ぐに移動するというようなことを、時期的なも

のも確約をとっていたわけでもございませんし、

実は、目的外使用を今年の4月1日から1年間許
可をしておったということもあって、昨年の5
月に完成してから、この1年間あそこに残って、
結果的に残ったということになっておりますが、

特別こちらからすぐに移動してくれというよう

なことも言ってなかったということもあって、

移動が今年度になってしまったという状況でご

ざいます。

【山田(博)委員】 じゃ、漁港漁場課長、お尋ね
しますけど、物揚場というのは、何年ぐらいの

期間でどれだけの事業費をかけてつくったのか

というのを、なおかつ、つくった経緯というの

は、私が記憶しているのは、地元の市と漁協組

合長から要望がきてつくったと記憶しているん

ですが、それで間違いないかどうかを含めてお

答えいただきたいと思います。

【橋本漁港漁場課長】樫ノ浦の新しくつくりま

した岸壁でございますが、こちらにつきまして

は、岸壁とか護岸とか道路などを含めますと、

全部で9億円ほど事業費を要しておりまして、
平成24年度から着手して9億円をもって整備を
いたしております。（「要望は」と呼ぶ者あり）

失礼いたしました。要望につきましても、地

元の五島ふくえ漁協のほうからの手狭な用地を

拡張してほしいという要望を受けて整備をした

ところでございます。

【山田(博)委員】 ということは、地元の漁協組
合というのは、漁港漁場課長、要するにマルハ

さん等を含めて用地をつくってくれと言うから、

つくったわけでしょう。そうしたら、いついつ

と確約するとかというよりも、要望を受けて完

成したのであれば、そこに速やかに移るという

のが自然なあり方じゃないんですか。

移らなかった理由とは何かというのがあるん

ですよ。移らなかった理由というのはあったん
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じゃないですか。それを含めて、答弁いただけ

ませんか。

【橋本漁港漁場課長】この整備が、先ほどから

申しますように、網干場と漁具保管のすみ分け

を目的とした整備になっていることから、本来

ですと、委員ご指摘のとおり、速やかな移動と

いうのも、漁港の適切な管理運営上必要だった

かもしれませんが、1年間ほど遅れてしまった
ということで、特段の理由というのが、私ども

ではっきり確認はいたしておりません。

【山田(博)委員】 確認をしてないといって、当
初完成した時に、手狭だったから移転してくだ

さいと、要望を受けたからつくったんでしょう。

現地の状況も確認せずに、いいですか、10万円、
20万円の事業じゃないんですよ。9億円ですよ。
長崎県は、9億円の総事業費でつくる時には、
どれだけこれが必要かということ、きちんと必

要性を検討した上でつくるんでしょう。それで、

できたら、どこがどういうふうに移転するかと

いうのをきちんと調査した上でやるんでしょう。

つくったけど、どこが移転するかわかりません

とか、移転する理由がわかりませんとか、そん

な形で漁港施設というのをつくるわけじゃない

んでしょう。そうじゃないと、水産庁が認める

わけないじゃないですか。そんないいかげんな

事業計画で、水産庁は認めますか。

【内田水産部参事監】 9億円というお金を投入
してつくったものでございますので、効果を早

期に発現させるためにも、整備後というのは、

速やかにいろいろな調整というものを図ってい

かなければいけないということを思っておりま

す。

今回、1年近く遅れたということでございま
すけれども、できた暁には、速やかに効果が発

現できるように、我々もしっかりフォローして

いかなければいけないと思っております。

【山田(博)委員】 あなた方が言わないから、こ
れは、委員長、実は、私は地元の調査をしたん

ですよ。そうしたら、要はここに物揚場がなぜ

移転できなかったか、移転できない理由があっ

たんです。

それは何かというと、物揚場をつくったんで

すけど、潮位の関係で、ここに海水が上がって

くるんですよ。海水が上がってきたら、こうい

った施設を移設できないんですよ。そういった

移設ができないという状況をきちんと、この海

興水産なりにご説明しておけば、この海興水産

の関係者は、ここまで要望書を上げなかったと。

事情を説明していただければ、こんなのは上げ

なかったという話だったんですよ。

漁港漁場課長、これは委員の皆さん方にご理

解をいただかないといかんから、現状の漁港の

施設のあり方というのをまとめているでしょう。

今、どういった問題があるかというのをね。海

興水産から言うと、随分ご協力をいただいたん

だけれども、工事期間中も協力する、いろいろ

していたけれども、いざ、移転しようかと思っ

たら、移転させてくれないという理由が明らか

になったんだよ。

漁港漁場課長、ここの漁港施設の整備の問題

点というのをきちんとまとめていますよね。ま

さかこの場にあって、まとめていませんとか、

そんな言うわけないでしょう。それを委員の皆

さん方に明らかにして、反省すべきは反省して、

きちんと皆さん方にご理解いただいて、ご協力

いただくところはいただくことにしたほうがい

いと私は思うんです。

人間ですから、なんでもかんでも100％完璧
にいきません。しかし、失敗は失敗で、失敗は

成功のもとと言うんだから、これを機会にまた
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新たに事業展開をどんなにするかということを

きちんと、大場委員長のもとでご理解いただく

ようにせんといかんわけだから、そこは委員長

のもとでしっかりと資料提出して、この問題を、

また陳情を、これは大変奥が深いんだよ。びっ

くり仰天だよ。知っているだろう、参事監、こ

の問題は。

水産庁に聞いたら、あなたは大変知識も経験

もあるとお聞きしているから、あなたは随分わ

かっているはずだ。だから、こういった問題は、

図面を見て、書類で皆さん方にご理解を深めて

いただかないといかんから、委員長のもとで資

料の提出をしていただいて、ほかの陳情の質問

もありますので、まずはこの資料に基づいて、

陳情17番の質問を再度したいと思いますので、
よろしくお願いしたいと思います。

【大場委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 １時４５分 休憩 ―

― 午後 １時４６分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開します。

【山田(博)委員】 大場委員長のもとで資料を提
出していただいて、また、この陳情番号17番の
質問をしたいと思います。

それで、もう一つだけ、陳情番号15番の「マ
イクロプラスチックごみについては、生態系に

及ぼす影響が懸念されることから、その実態・

環境に及ぼす影響の解明と発生抑制対策を講ず

ること」といった陳情が県の町村会のほうから

出てきておりますが、これについて、現状の認

識なり取組をご説明いただけますか。

【森川漁港漁場課企画監】マイクロプラスチッ

クの調査研究につきましては、国の調査につい

ては、環境省が平成26年度から保有するマイク
ロプラスチックの分布や有害物質の分析などに

ついて、平成30年度からは海洋プラスチック汚
染の実態解明と地球規模での将来予測について

の研究に取り組まれております。

また、水産庁では、平成30年度から海洋プラ
スチックを摂食した魚介類の生態的な情報など

について調査を開始したというふうに伺ってお

ります。

県といたしましては、国が行っているマイク

ロプラスチックの影響に関する基礎的な調査研

究の結果も含め、国の動きを注視してまいりた

いと考えております。

【山田(博)委員】 環境省が平成26年と平成30
年、また、水産庁が平成30年からこういったマ
イクロプラスチックの生態系の調査を行ってい

るとありますけれども、環境省が、それぞれや

った分の経過なり状況をどういうふうに把握し

ているのか、それをお答えいただけますか。

【森川漁港漁場課企画監】 平成26年から平成
28年までの調査で、環境省はマイクロプラスチ
ックの分布について調査をしているというふう

に聞いております。

その結果につきましては、日本周辺の沖合海

域で全体的にマイクロプラスチックが分布して

いると。東北の日本海側や太平洋沖周辺、四国

及び九州の太平洋側沖の周辺で高い密度を示す

傾向であるというふうな結果になっております。

【山田(博)委員】 水産庁のはまだ出てないんで
すか。

【森川漁港漁場課企画監】 水産庁は平成30年
度から調査を実施しておりまして、平成30年度
の結果では、マイクロプラスチックの摂取量及

び体内滞留時間の解明というふうなことで、魚

にマイクロプラスチックを摂食させて、その排

泄までの時間等を調べているようですが、結果

で言えば、マダイなどを使ってした結果は、
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95％以上のマイクロプラスチックが25時間以
内に排泄されるというふうなことがわかったと

いう結果が出ております。

詳細については、まだ今のところオープンに

なっておりません。

【山田(博)委員】 ということは、水産庁もした
ら、結論から言うと、企画監、問題なかったと

いうことでしょう。詳細は見てないけれど、現

状はわかったと。今のは、どっちがどっちか、

よくわからなかったですね。結果は聞いている

けれど、詳細はわかりませんとか、どこまで調

べて勉強しているんですか。企画監がわからな

かったら、参事監に聞いたほうが早いから、参

事監に聞きますよ。

【森川漁港漁場課企画監】 平成30年度から調
査を実施しておりまして、今年もまだ続けてや

っている調査でございます。

先ほど申しましたのは、平成30年度の結果と
いうことで示されているものを答弁させていた

だきました。

今年もまだ調査は継続中ですので、その辺の

結果を見てまいりたいと考えております。

【山田(博)委員】じゃ、お尋ねしますけれども、
今、マイクロプラスチックというか、ＦＲＰ船

が魚礁に使えないかということで、地域の皆さ

ん方から、以前要望がありましたね。企画監は

記憶にあると思うんですけどね。

そういったＦＲＰ船を魚礁に使ったら、マイ

クロプラスチックが生態系に影響を及ぼすこと

から、できないという話がされていましたね。

水産庁は生態系を調べているということであり

ましたけれども、水産庁は、この五島沖でＦＲ

Ｐ船を魚礁として投下しているわけですね。そ

うしたら、水産庁が今年も調査するのであれば、

水産庁が自ら魚礁として使ったところをちゃん

と調査してもらうように話をしていただきたい

と思うんですが、いかがですか。

【森川漁港漁場課企画監】 先ほど申しました、

魚にマイクロプラスチックを食べさせる実験と

いうのは、これはまだ室内規模での実験であり

まして、本当に始まったばかりで、それはマイ

クロプラスチック自体が魚介類にどれだけ影響

があるかというふうな結果というのは、まだま

だ全然見えていないという状況であります。

昨年もいろいろ、やはりＦＲＰ船の魚礁化に

ついての議論はありましたけれども、現時点で

は、ＦＲＰ漁船の魚礁自体が魚にどれくらい影

響を及ぼすかというのはわからなくて、やっぱ

り慎重に考えるべきだろうというふうな結論で

あったかと思います。今、現実に調査している

のは、あくまで室内実験でございまして、それ

の結果を踏まえて、これからどういうふうな対

応が必要なのかということを考えていくのかな

と思っております。

五島に沈めております沈船魚礁につきまして

は、まだ魚礁としての機能は果たされていると

いうふうに聞いておりまして、あれを入れたの

が5年ぐらい前だったかと思いますけれども、
それは直ちにマイクロプラスチック化している

かどうかというふうな状態ではなかろうという

ふうに考えております。

【山田(博)委員】 確認ですよ。企画監、今、重
大なことを言われたんですよ。水産庁が投下し

たＦＲＰ漁船は魚礁として使っておりますけど、

それがマイクロプラスチック化になってないと

いうことで理解していいということでいいんで

すね。企画監は、今そういった答弁をされまし

たけれど、そういうことでよろしいんですね。

まさか撤回しませんよね。さっき、10秒前に言
ったことですよ。いかがですか。
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【森川漁港漁場課企画監】まことに申しわけご

ざいません。そこまで知識があって確信が持て

る答弁ではなかったと思います。もう少し詳細

にその辺を調べさせていただきたいと思います。

【山田(博)委員】 ということは、さっき言った
のは、水産庁が魚礁として使ったＦＲＰ船がマ

イクロプラスチック化になっているかなってい

ないかというのを、よくわかってないから、さ

っきは「なっていません」という答弁したけれ

ども、よくわからないから、やっぱりその話は

答弁を撤回するということで理解していいんで

すか、企画監。あなたみたいな立派な人が、さ

っき言ったことを撤回するんですか。ちょっと

よくわからないから、それをお答えください。

【森川漁港漁場課企画監】まことに申しわけご

ざいません。不確かな答弁をさせていただきま

した。

そこら辺の経過については、今の時点でどう

だというふうなことが把握できておりませんの

で、いろんな研究機関等の情報を集めさせてい

ただいて検討させてもらいたいと思います。

【山田(博)委員】 企画監、このＦＲＰ船をぜひ
魚礁化してもらいたいという地域の声がたくさ

ん寄せられていますので、ぜひ、マイクロプラ

スチックになっているかなっていないかという

のを、水産庁と調査をしっかりやっていただき

たいと思うんです。この要望書に関連して、水

産庁に対して申し入れをして、またその経過を

報告していただきたいと思うのですが、いかが

ですか。

【森川漁港漁場課企画監】申し入れといいます

か、どういう状態なのかというふうなのは、い

ろんな専門家の話とかも聞きながら、今後どう

するべきなのかというふうなことは検討させて

いただきたいと思います。

【山田(博)委員】 私は、専門家にしてくれと言
うんじゃなくて、水産庁に聞いてくれと言って

いるんです。水産庁でやってくださいと。

水産庁は、今、このマイクロプラスチックの

研究をやっているんでしょう。ましてや、水産

庁が五島沖にＦＲＰ船の廃船を魚礁として投下

しているわけだから、それを一緒に調査しても

らえないだろうかということを、企画監のほう

から水産庁に言ってくれと言っているわけです

よ。参事監、私の言っていることはわかるでし

ょう。わかりませんか。どうですか、参事監。

【内田水産部参事監】水産庁が沈めたＦＲＰ船

の魚礁というのは、恐らくこれから魚礁をつく

っていく上で、ＦＲＰ船を沈めた時にどれだけ

の蝟集効果があるのかと、こういうものを確認

するために実験的に沈めたのではないかという

ふうに認識しております。ですので、それはＦ

ＲＰ船の蝟集効果を確認するための試験という

ことを認識しております。

もう一つ、要するにＦＲＰ船を沈めた時に、

どれだけのマイクロプラスチックがそこから出

るのか、こちらについては、実際にどれだけ、

どういうふうに出るのかというのは詳細はわか

らないと思います。

それと、出たマイクロプラスチックがどうい

うふうに魚に影響を与えるのかということにつ

いては、今、水産庁のほうでまだ評価中である

ということを聞いております。

いずれにしても、これから魚礁をつくってい

く時に、リサイクル材を使っていこうというの

は、そういう流れだとは思いますけれども、一

方で、環境に悪さをする可能性があるというの

であれば、その影響というのをしっかり調べて

いく必要があるのではないかと思っております。

【山田(博)委員】参事監、私が言っているのは、
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水産庁はＦＲＰ船の廃船を魚礁で使ってみたら、

効果があったといって報告が出てるんです。そ

れは魚礁としてできたと。しかし、マイクロプ

ラスチックとして生態系に影響を及ぼすか及ぼ

さないかというのは、まだ調査をしてないので、

水産庁が、特定の空間でやっているというので

あれば、実際に今やっているので、それをこう

いった長崎県でやっているので、生態系に影響

がないかどうかという調査を国のほうに、参事

監のほうから言ってもらいたいと私は言ってい

るわけです。それを、イエスかノーかというの

をお答えいただきたいと言っているわけでござ

います。

企画監のほうも、なかなか言いにくいと思い

ますから、参事監のほうで、すみませんけれど

も、お答えいただきいと思いますので、よろし

くお願いします。

【内田水産部参事監】国のほうには、私のほう

から、ＦＲＰ船を利用した魚礁について、環境

にどれぐらい影響を及ぼすのかということにつ

いて調査をしてほしいという話については、伝

えていきたいと思います。

【山田(博)委員】 ぜひそれをお願いしたいと思
います。

なぜならば、水産庁がやったんだから。当時

の担当の大臣は誰かとは言いませんけれど、そ

れを推進した大臣は誰かとは言いませんけれど

も、その人がやったんだ。そういうことで、ぜ

ひよろしくお願いしたいと思います。

私ばかり質問できないので、一旦終わりたい

と思います。

【大場委員長】ほか、陳情書についてありませ

んか。

しばらく休憩します。

― 午後 ２時 ０分 休憩 ―

― 午後 ２時 ０分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開します。

ほか質問はありませんか。

【麻生委員】 陳情15番の16、22ページですけ
れども、この中で「運搬船等の補助要件の緩和」

とありますけれども、水産業の振興対策です。

この前、対馬に行った時、要は今回の国境離

島新法を活用して、対馬から活魚を運搬する時

に2分の1の補助が出るということで活用して
いるんですよ。今度、壱岐も調整をするとかと

いう話を聞いていましたので、今、どこまで浸

透されているのか。離島であれば、五島、壱岐、

また対馬も活用できるんですけれども、実際、

活魚がある時に、だから、2,000万円水揚げした
時に7％の運賃がかかると。それで、145万円か
かるんだけれども、その分の50％が後で返って
くるという制度を、今対馬は取り入れてもらい

ましたという話があっているので、こういうこ

とになると、離島についてのそういう制度があ

るということについての徹底を再度確認しても

らってやるべきじゃないかと思いますけれども、

これについての認識はどうなのか、お尋ねした

いと思っています。

【大場委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ２時 ２分 休憩 ―

― 午後 ２時 ２分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開します。

【岩田水産加工流通課長】運搬費の補助につき

ましては、制度上は地域づくり推進課のほうの

所管になっておりますので、細かいことはわか

らないんですけれども、離島につきましての漁

協関係、漁業者の運賃補助につきましては、す
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べての漁協で補助を受けている状況でございま

す。

【麻生委員】 これは、昨年地元から、対馬の高

浜漁協からあって、うちの市議会議員が動いて、

国会議員と連携してやったんですよ。そして、

それを具体的に、今回補助をもらうようになっ

て、さっき言いましたように、2,000万円あった
時に7％ですよ、この運賃がね。その分の5割の
補助をもらったということでやっているんです

よ。

こういうことを、まだ壱岐は知らなかったん

ですよ。今からやりますとかという話をしてい

ました。だから、離島新法の関係で、もうちょ

っと細かくやってもらったほうが、だから、状

況的には活魚運搬ですよ。

そこら辺があるので、今、魚価が安いので、

状況的には、運搬する時も、量が集まらないと

持っていけない。そういうのがありますけれど

も、ここに運搬船等について書いてあるから、

そういった補助も活魚についてあるから、やっ

ぱり認識をよく調べてもらってやってください

というのが、要望なんですよ。

だから、そこら辺のことが、今、国境離島新

法があると具体的に言うけど、もうちょっと聞

いてもらって、どういうところに適用できるの

か、こういう適用ができるんですよということ

をやっていますので、それを多くの離島の皆さ

んに徹底されたらどうですかということの提案

を今やっているわけですよ。それについて、も

う一回答弁をください。

【岩田水産加工流通課長】所管は違うというふ

うに申し上げましたけれども、漁業者にかかる

分につきましては、水産部のほうでも責任を持

って、情報をちゃんと漁協のほうにお伝えして、

使えるものは使ったらどうですかということで

情報提供していきたいと思っております。

【大場委員長】 ほかありますか。

【山田(博)委員】 「大村湾栽培漁業の推進につ
いて」、お尋ねしたいんですが、現在、大村湾

に放流事業をやられている魚種を説明いただけ

ますか。

【中村漁業振興課長】大村湾で現在放流されて

いる魚種は、ヒラメ、カサゴ、オニオコゼ、ク

マエビ、ウニ類、ナマコといったところが主な

魚種となっております。

【山田(博)委員】 ここに、あとカニとかエビと
かありますけど、実際、町村会から来ているの

は、放流をされているのとされてないのと若干

あるんですけれども、これは、実際、漁業振興

課として、ほかの魚種のほうは放流ができるの

かできないのか。できるのであれば、いつから

するのか。できないのであれば、なぜできない

のかというのをお答えいただけますか。

【中村漁業振興課長】栽培漁業を推進するため

には、種苗を購入して放流するということで、

一定やはり地元の経費負担がかかっております。

ですので、大村湾では、栽培漁業推進協議会と

いうのを、市、それから漁協と町が入って組織

して、毎年度計画的に放流をしておりますので、

その中で重点的なもの、漁業者の要望が強いも

のから放流されているということでございます。

新たな魚種等についてご相談がございました

ら、県のほうとしては、いろんな情報提供をし

ていきたいと考えております。

【山田(博)委員】 ここに、「大村湾内各漁協の
漁獲高がピーク時の半数以下となる」というこ

とになっていますけれども、そうすると、これ

は組合の方にある程度、一定の負担があるわけ

ですね。しかし、負担を強いられると、なかな

かこれは漁獲高が上がってない状況の中で厳し
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いということが、この陳情書にあるわけですが、

今、放流事業の補助率というのは、県内全域一

律になっているんですかね。一律になっている

のであれば、どういうふうな制度になっている

か、補助率を説明いただけますか。

【中村漁業振興課長】放流種苗につきましては、

地元に定着性が強い魚種、それから広く回遊す

る魚種、あるいは県外まで回遊していくような

魚種と、いろんな種類がございますが、大村湾

では、まずヒラメにつきましては、ヒラメは大

村湾の中では育成の場になっているということ

もございまして、大村湾、橘湾、有明海に集中

して放流する事業を県が全体で取り組んでいる

ところでございます。その分については、2分
の1の補助の助成をさせていただいているとこ
ろでございます。

それから、その他につきましては、県の栽培

漁業センターで種苗を供給しているわけですが、

ここの種苗につきましては、おおむね生産原価

の6割で種苗提供をしている。格安で安定的に
供給するというようなことをやっております。

以上によって、地元の体制を推進していると

いうことでございます。

【山田(博)委員】それじゃ、お尋ねしますけど、
大村湾内の漁協組合の経営状態というのはどう

いった状況になっているのか、把握されていま

すか。これは、漁政課長。

【松尾漁政課長】大村湾内の漁協につきまして

は、7漁協ございます。それぞれの組合により
まして、経営状況は異なるかと思いますが、ま

ず一つは、今回、大村湾漁協と川棚漁協と多良

見漁協が合併をいたしまして、新しく大村湾漁

協ということになりました。そういった形で、

合併によりまして、経営の基盤の強化を図って

いる漁協もございます。

それから、ここで申し上げるのはなかなか難

しゅうございますが、極端に経営が悪化してい

るというところは把握はしておりません。

【山田(博)委員】 漁業振興課長、例えばリース
漁船でもそうでしたけど、県内の漁協組合は、

経営が厳しいところといいところと同じ補助率

であれば、組合のほうでこういった栽培の放流

事業というのは、できるところとできないとこ

ろがあるわけです。

漁政課長も今年の4月に来たばかりで、ほか
の漁協組合の経営はどうなんですかと言った時

は、隣にいるんだよ。西次長は詳しいんだから。

西次長、あなたはそういう時は答えないといけ

ないんだよ。あなたはずっと漁政課長として、

長年手腕をしてきているわけだから、あなたが

一番詳しいでしょう。私より詳しいもんね、あ

なたは。だから、そういったときは西次長がぴ

しゃっと答えないといけないわけです。そのた

めにあなたはいるわけだから、そこに。

そこで、私が思うには、漁協組合でも経営が

厳しいところと経営がいいところと、補助率と

いうのは水産部でも見直しをせんといかんと思

うんですよ。県内全部同じような補助率でやっ

たら、水産振興はやっていけないんだから。

国だってそうじゃないですか。財政が厳しい

ところと厳しくないところには、地方交付税を

やったりやらなかったりしているじゃないです

か。こういった制度を、大村湾栽培漁業の推進

という中で、大変厳しいところには手厚く補助

率の支援とか何かを考えるべきだと思うんです

よ。どうですか、これは。ここはやっぱり西次

長でしょう。あなたが答えるしかないんだよ。

まさか、隣の漁政課長に答えさせたらいかんで

すよ。

【西水産部次長】各漁協の経営状況につきまし
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ては、常例検査、それから日常の指導によりま

して把握をしているところでございます。

経営状況による県事業の補助率の調整につき

ましては、他の事業への影響も考えられますの

で、まずは漁協の経営をしっかりしていくとい

うことで指導をしていくというのが第一だと思

いますけれども、県事業についての補助率の調

整については、慎重に何ができるかというのは、

部内で検討させていただきたいと思っています。

【山田(博)委員】 西次長、漁協組合の経営は、

常例検査とか言うけれども、私が以前言った時

に、あの時ぴしゃっとやっておけば、こんなに

ならなかったんです、有明漁協は。今さらそん

な答弁をするんですか。それはいかがなものか

と思いますよ。

私は、「有明漁協は大丈夫ですか」と、あな

た方は、答弁で何と言ったかな。今になったら、

こういうふうになったでしょう。地元の県議会

議員の先生方に大変迷惑をかけて。今、その事

態が起きながら、そういった答弁はどうかと思

いますよ、私は。常例検査をやっていますから、

ちゃんとやっていますから、漁協組合の経営は

把握しておりますよと。把握していたら、なん

で有明漁協みたいになったんだよ。私は委員会

できちんと指摘したじゃないか。その結末が、

今こうなっているでしょう。常例検査をやって

いるから、漁協組合の経営はしっかりやってい

ますと、そんな答弁はやめてほしいよ。

これは、水産部長、いいですか、ここに書い

ているじゃないですか、漁獲高はピーク時の半

数以下で大変厳しいんだ。だから、何とかして

くださいというふうに書いているじゃないです

か。涙で訴えているんです。ひしひしと伝わっ

てくるんです、これは。

だから、水産部長、今ここで、ああだこうだ

となかなか議論できませんけど、結論出せない

かもしれませんけれども、組合の経営状況を把

握しながら、厳しいところと厳しくないところ

といろいろ考えてやるべきだと思うんですよ。

もっと言いますと、公共事業の工事だって、

ランクをつけていろいろやっているじゃないで

すか。公共事業でも経営が難しいところとか何

かというような整理をしてやっているじゃない

ですか。そういった形で、今からこの漁協組合

も、全部一律で県内で同じような補助率でやる

というのは、もう時代がそうじゃなくなってき

たんですよ。そういった制度も考えて取り組ん

でいくのが必要な時期にきたと私は思っている

から、今言っているわけです。どうですか、水

産部長。

【坂本水産部長】漁業等が行う営利事業につき

ましては、一定の受益者負担を求める点から、

所定の補助率を対象施設ごとに設定していると

ころでございます。

しかしながら、一方で漁協経営の厳しいとこ

ろもございますので、こういったところにつき

ましては、合併を促していくとか、そういう方

向で県のほうでは施策を打っていきたいと思っ

ています。

特に漁協合併につきましては、漁協合併が受

けられる特別な支援メニューもございますので、

そういったところの活用を図りながら、漁協合

併の推進と漁協の経営強化に努めてまいりたい

と考えています。

【山田(博)委員】 漁協合併は合併でいいと思う
んですよ。合併をしながら、その経営を支えて

いくのは、指導していくのは大切ですけれども、

こういった放流事業も残る中で、例えば合併し

て経営基盤をすると同時に、こういった補助率

も、また漁協組合の負担の軽減につながるそう
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いった施策も、推進の一環として取り組んでい

ただきたいということを私は言っているわけで

すよ。

水産部長、もう一度見解を聞かせていただき

たいと思います。

【坂本水産部長】先ほど申し上げた施設整備以

外にも、さまざまなソフト事業もございますの

で、そういった事業につきましても、漁協の体

質強化につながるようなことであれば、そうい

った点も配慮しながら、適切に事業を実施して

まいりたいと考えています。

【山田(博)委員】 ということは、こういった放
流事業にしたって、きちんと漁協組合の経営実

態に合わせながら、また、合併等を推進しなが

ら応援していくという制度も、補助率の見直し

も、今から見直しの検討をしていくということ

で理解していいということですね、水産部長。

そこだけお答えください。

【坂本水産部長】漁協の経営強化につながるよ

うな漁協合併の取組に際しましては、どのよう

な支援ができるか、水産部としても、今後検討

してまいりたいと考えています。

【山田(博)委員】 ぜひそういったのを含んで取
り組んでいただきたいと思っております。

特に私は、水産行政と農林行政、長崎県の基

幹産業ですから。水産部長、今まで長崎県は、

私が県議会議員になった時は、長崎県の水産行

政の売上は1,000億円を超えていたんだよ。今、
だんだん、だんだん減っているんだよ。ここは、

ぜひ頑張ってもらいたいんですよ。「水産県長

崎」と言って、1,000億円を超えて、わぁ、すご
いと言っていたんです。今は逆だから、減って

いるんだよ。

ところがどっこい、農林部はどんどん、どん

どんやっているんだから。農林部の鼻息が荒い

荒い。ここは、水産部長、頑張らないといかん

よ。水産部長、あなたはやれるんだから、応援

しているんだよ。ましてや、あなたの隣には優

秀な人がいるじゃないか。この二人は、長崎県

でも大変優秀な人なんだよ。ぜひ、水産行政を

しっかりとやっていただきたいと思います。

ということで、大場委員長からいただいた資

料が届いたので、説明を求めたいと思います。

【橋本漁港漁場課長】奥浦漁協樫ノ浦地区の概

要についてご説明いたしますが、お手元にただ

いま配付いたしました、整備計画平面図をご覧

ください。

まず、今回の陳情の件に関してご説明をさせ

ていただきます。

今回、陳情いただいております海興水産が利

用されているまき網の網干場というのは、この

図面の一番左側に黒く塗った三角形といいます

か、台形といいますか、そういった箇所が、す

みません、丸でもすればよかったんですが、あ

るかと思います。この一画が、今、海興水産が

借りてらっしゃる土地でございまして、ここに

網を干されていると。その中にＴＡＦＣＯが使

用しているコンテナが3基あったという状態が
長く、この奥浦漁港は続いておりました。

そういうことで、漁港管理者といたしまして

は、すみ分けを図ってほうがいいのではないか

と。用地自体も手狭になってきましたし、マグ

ロ養殖が非常に盛んになってきたということも

あって、用地が不足する、あるいは岸壁が不足

するということで、それを解消するために、長

期計画を立てまして、平成24年度から着工をし
たところでございます。

新しくつくりました用地は、先ほど申しまし

た、黒い部分の用地から右下のところに赤く塗

った部分がございますが、ここは新しくつくっ
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た岸壁、それから用地でございます。3つの丸
が書かれておりますが、ここが用地でございま

して、その全面に－3m岸壁Ｌ＝50mと－4m岸
壁Ｌ＝45m、それと護岸Ｌ＝170mをつくりま
して、背後を埋め立てて用地をつくったと。広

さにしますと、7,600平方メートルの用地をつく
ったということでございます。

それと、もう一つ、あわせまして、図面の一

番左の細く延びている防波堤の先端に、防波堤

Ａ（改良）Ｌ＝20mというのが載っているかと
思いますが、防波堤Ａと申しますが、これも20
メートル延ばす計画になっておりました。

これはなぜかと申しますと、先ほど申しまし

た3m岸壁、あるいは4m岸壁が、このままの状
態ですと、静穏度が確保されないということか

ら、この防波堤もやはり20メートル延ばさない
といけないということで、防波堤もあわせて計

画をいたしたところでございます。

しかしながら、防波堤の延伸については、ち

ょうどこの防波堤の根っこのところに、先ほど

申しました用地のところですが、ここはまき網

の船が係留をするところでございますが、海興

水産のほうからは、この防波堤Ａを延ばすと、

船の出入港に非常に支障が出るというようなお

話がございまして、現在のところ、この防波堤

の20メートルの延伸は実現に至っておりませ
ん。いまだ協議中でございます。

しかしながら、岸壁あるいは用地が手狭にな

っているので、そういったものが必要だという

ことにつきましては、海興水産のほうからも理

解をしていただいたところでありまして、暫定

的に、岸壁と用地を先行して施工いたしまして、

防波堤はできておりませんが、暫定的に供用開

始するということに至ったものでございます。

なお、この3m岸壁と4m岸壁の天端高につき

ましては、ここはマグロの養殖船が使うという

ことでございますので、そういった利用形態を

もとに、五島振興局のほうで天端の高さについ

ては決定をしたところでございます。

ですが、最近の地球温暖化等で潮位が上昇し

ているというようなこともあって、この岸壁に

つきましては、大潮の時に岸壁すれすれまで水

がくるというような状況が、年に1～2度発生を
いたしておりまして、その程度まで潮が上がり

ますと、そこに係船している船が岸壁に乗り上

げる心配があるということから、それを解消す

るために、岸壁の高さを一部40センチ嵩上げす
ることで利用者の了解を得まして、これについ

ては、既に工事が終わっております。

なおかつ、当初から予定しておりました防波

堤の延長20メートル、これはなかなかご理解い
ただいておりませんが、あるいはこれにかわる

ものができれば、さらに港内の静穏度は確保さ

れ、波が岸壁やエプロンに押し寄せることはな

いというふうに考えております。

私どもとしましては、右の岸壁用地につきま

しては、先ほど申しましたように、平成30年5
月に完成をいたしておりますので、こちらにつ

いては、既に利用をいただいているところです。

あと残されました防波堤Ａの延伸につきまして

は、延伸にとらわれることなく、静穏度確保の

ために、沖のほうに防波堤を出すとか、いろい

ろ代替案がございますので、今それを検討して、

地元と調整を進めているところでございます。

以上で、概要についてご説明を終わらせてい

ただきます。

【山田(博)委員】 今、漁港漁場課長の説明があ
りましたけれども、これは、幾つか違うところ

がありますね。

まず一つは、何かというと、大潮の時にすれ
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すれまできているという話がありましたけれど

も、私は見に行きましたけれども、ここの物揚

場に海水というか潮がきて、半分以上は湿るわ

けです。こういった状況があるということ、大

潮以外でもあるんですよ。ましてや、先ほど防

波堤Ａというのが、海興水産の理解が得られな

いというよりも、海興水産は当初から反対して

いたんです。ここにすると、船の航行に支障を

来して入れないと。どうしても長崎県がつくる

というのであれば、海興水産としては、本社を

移転せんといかんと。そこまで大きな問題であ

りながら、つまり、私が何が言いたいか、きち

んと事業計画を練ってやってなかったというこ

とは、つまり海興水産、大洋エーアンドエフに

大変ご迷惑をおかけしているんです。こういっ

た現状があるということなんです。

これが今日までずうっときていたから、関係

者の方が大変迷惑しているんです。これを県当

局がしっかりと調整すれば、ここまで至らなか

ったんです。これが至らなかったから、こうな

っているんです。

ましてや、防波堤Ａというのは、20メートル
というのは、当初から私は言っていたんです。

いまだに防波堤を延長するという計画があるこ

と自体が問題なんです。

ましてや、私がもっと言いたいのは、地元選

出の県議会議員がこんなに言っていて、地元の

海興水産も言っているのに、なぜ、いまだにこ

んな計画を上げてくるのか、この委員会に対し

て。あなた方は地元の声を聞いているのか、聞

きたい。こういった計画であれば、漁業振興が

できないんだよ。

確かに、地元の方々の意見を聞いてこういっ

た整備をするというのは大変ありがたいことな

んです。しかし、つくっては困る、つくらない

でほしいというのを、なぜここまで計画を上げ

るのかと。

結果的に、何が言いたいか。つまり、あなた

方はつくればいいんだと、つくってしまえばい

いんだというふうに捉えてしまうんです。いい

事業が台なしになるわけだよ。

ということで、今のこの状況というのは深く

反省して、真っ正直に、県当局はこういった失

敗をしてしまいましたと、大変申しわけござい

ませんけど、ご理解とご協力をいただけません

かというのをきちんと両方に言っておけば、こ

んな問題はなかったんだよ。

これは、漁港漁場課長も今年4月に来たばか
りで、いきなりこういった問題が降って湧いた

ように起きて、大変ご苦労があると思うんです

よ。課長も総括も、また参事監も大変ご苦労だ

けれども、そこはきちんと地元の方と話ししな

がら、こういった問題を皆さん方にご理解いた

だくように話し合いをしてもらいたいと。

もっと言いますと、こういった陳情が上がる

前に、県当局でしっかりとした対処をしてほし

かったというのが、私の思いでございます。

それについて、どうですか、漁港漁場課長。

来たばかりで大変ご苦労もあると思うんですけ

れども、見解を聞かせていただきたいと思いま

す。

【橋本漁港漁場課長】この図面に関しましては、

現在の計画のままのものを出してしまっており

ます。

私どもとしましては、この防波堤Ａ（改良）

20メートルは、このまま延伸できるとは思って
おりません。やはりなかなかご理解がいただけ

ない。また、その理由も私どもも十分承知して

おります。

ですから、今、この中身といたしましては、
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この防波堤を20メートル延伸するのではなく、
もっと沖側に一文字堤をつくるとかというよう

なことで、何か対応できないかということを考

えておりますが、すみません。この図面自体は、

現計画をそのまま出してしまったものでござい

ます。

我々も地元の理解なくして事業を強引に進め

ようというつもりは毛頭ございません。皆さん

方、利用者が気持ちよく利用していただく港づ

くりを目指しております。今後とも、関係者の

意見を十分踏まえて港づくりを行っていきたい

と考えております。

【山田(博)委員】 ぜひそういうふうにしていた
だきたいと思うんです。

漁港漁場課長、今回、資料は前の資料を出し

たというのであれば、最初に説明せんといかん

かったと思うんですよ。本来なら、この計画は

できないという計画図を出しちゃいかんわけだ

から。

そういったことを深く反省しながら、今後、

しっかり取り組んでいただきたいと思っており

ます。

地域の人は、県当局はいろんな細かい対応を

していただいていると感謝しているんですよ。

一方で感謝する声があって、こういった事業の

あれは、せっかく頑張っているという声が台な

しになってしまいますから。地域の皆さん方は

大変感謝している一方で、こういった事業、し

ょせん人間がすることですから、完璧にはでき

ませんけれども、ぜひ、皆さん方のいろんなご

意見を聞いて、対処をしていただきたいと思っ

ております。

私が言いたいのは、今回こういった海興水産

の要望書が上がらないうちにしっかりと対処を

してほしかったというのが私の思いでございま

して、ご理解いただいて、今後こういった漁港

なり漁場の整備にしっかりと取り組んでいただ

きたいと思いますので、よろしくお願いしたい

と思います。

終わります。

【大場委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時３１分 休憩 ―

― 午後 ２時４０分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開します。

次に、所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はありません

か。

【堀江委員】「政策等決定過程の透明性等」の

部分で補助金の内示一覧表でお尋ねしたいと思

います。

資料の3ページ、次代を担う漁業後継者育成
事業で、まず、事業の概要はここに書いてある

んですが、市町が研修生に支払う漁業実践研修

期間中の生活費等に対し助成ということなんで

すけれども、この事業のもう少し詳しい中身を

まず教えてください。

【川口水産経営課長】この事業につきましては、

漁業に就業したい方が、就業前に2年間、市町
と県と連携をしまして、その間は生活費がござ

いませんので、その間の生活費を支援するとい

う仕組みでございます。

【堀江委員】当初予算の主要施策の概要の中で、
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新次代を担う漁業後継者育成事業の中で、今言

われた就業前研修で、例えば研修生であれば月

12万5,000円、指導者であれば月15万円とか、
研修生であれば、いろんなコースがあるんです

けれども、1年目は月10万円とか、2年目は月8
万円という、このことの内容ですか。

【川口水産経営課長】委員おっしゃるとおりで

ございます。

今年度から、新たに事業を組み直しまして、

3コースつくっております。その中には、経営
者育成コースということで、これが最長2年間、
月12万5,000円の助成をするという形でござい
ます。

従業者育成コース、これはまき網とか定置網

等々に就業したい方への支援でございますが、

これが最長1年間、これも月12万5,000円の支給
をするという仕組みでございます。

もう一つ、漁家子弟コースというのを今年度

から新たに設けまして、漁家の2親等以内の子
弟であって、後継者として漁業就業を目指す者、

要するにおじいちゃんとかお父さんから漁業を

習って、そのまま漁業に就業する方につきまし

ては、最長2年間、これは生活費というわけに
はいきませんので、奨励金という形で、1年目
が月10万円、2年目が月8万円という支給をする
仕組みでございます。

【堀江委員】 そこでお尋ねします。同じ5ペー
ジの3段目、対馬市に市町が研修生に支払う漁
業実践研修期間中の生活費等に対し助成をする、

これは12万5,000円ですよね。そうしますと、
これは1カ月分しか渡さないんですか。今回の
平成31年4月から5月の直接補助になるんです
けれど、これは最長で2年なんですけど、直接
的には、じゃ、1カ月単位というのもあるんで
すか。例えば1年とか、2年とかじゃなくて。こ

の12万5,000円という意味はどういう意味です
か。

【川口水産経営課長】この県の内示額にばらつ

きがございますのは、結局2年間の研修期間が
設けられるということで、例えばこの方につき

ましては、もう既に1年10カ月研修を終えられ
て、今年度は残りの2カ月とか1カ月とか、そう
いうものでこの内示額にばらつきがあるという

ものでございます。

【堀江委員】 そうしますと、でも、一番最初に

言ったじゃないですか。今年度初めてのコース

を設けてということを言われましたが、結局、

この次代を担う漁業後継者育成事業というのは

新年度の予算で、前年度がゼロで、今年始めた

ということですけど、実際には名前を変えて、

これはやっていた事業ということですか。だか

ら、この対馬のように、3年目で1カ月分の12万
5,000円というのが出るということですか。
【川口水産経営課長】委員おっしゃるとおりで

ございまして、この研修事業につきましては長

年取り組んでおりまして、それを引き継いで、

今年度、また新たに衣替えをして、漁家子弟コ

ースについては、今年度から新たに設けたコー

スということでございます。

【堀江委員】 わかりました。

ちなみに、これは毎年の目標があるんですか。

例えば国だと、国が2分の1補助するんですが、
毎年2,000人でしたか、調べたところによると、
そういう目標で育成をすると、国は毎年2,000
人を目標にしているというふうに私の認識には

あるんですが、長崎県としては、経営者育成コ

ース、従業者育成コース、漁家子弟コース、そ

れぞれのコースで、今年は何人育成しようと目

標に掲げてやっているというのがあるんですか。

この機会に教えてください。
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【川口水産経営課長】委員ご指摘のとおり、国

につきましては、1年間で2,000人の新規就業者
を確保しようということで事業を組み立てられ

ております。

県におきましては、平成28年から水産振興計
画に取り組んでおりますが、この計画では、1
年間で180人の新規就業者を確保しようという
ことで、いろんな事業を使いながら就業を推進

しているところです。

先ほどおっしゃった、この事業についてそれ

ぞれ目標があるかということでございますが、

事業の活動指標としましては、45名の方に研修
を受けていただくということで目標にしており

ます。

この資料にあるとおり、25名の方に内示をし
ておりますが、今年度につきましては、50名以
上の方がこの事業を希望するということで、現

在希望をお受けしているところです。

【堀江委員】 わかりました。

【大場委員長】 ほか、ありますでしょうか。

【山田(博)委員】 それでは、「政策等決定過程
の透明性等の確保に関する資料」に基づいて質

問させていただきたいと思いますので、よろし

くお願いします。

まず最初に、81ページの「対馬の漁業者の所
得向上対策について」ということでありますけ

れども、対馬に公設市場の開設についてという

ことでありますけれども、今、一言で言うと、

これは県のほうが何とか取り組んでいこうかと

いう前向きな回答があるわけでございますが、

それについて、今状況というのは、今後のスケ

ジュールを、見解を聞かせていただけますか。

【岩田水産加工流通課長】この件につきまして

は、要望の中で、未利用魚などを島内で流通さ

せるためにということもございましたので、対

馬振興局のほうから、陳情された会長、副会長

のほうに、少し具体的にお話を聞かせてもらい

たいということで聞き取りをさせてもらったと

ころです。

その結果、未利用魚を売るということもある

んですけれども、もっと大きな構想といいます

か、例えば長崎魚市場とか、松浦の魚市とか、

ああいうレベルのことを考えているんだという

ことをお聞きしたところです。

もしそうであれば、ちょっと話が大きくなっ

てきまして、直売所的なものではございません

ので、第一義的には、公設市場であれば、対馬

市と相談することも必要ですということも話し

ているんですが、その中で会長のほうからは、

もうちょっと中身を自分たちで詰めて、組合長

会とも相談をさせてもらいたいというふうにお

話を伺っている現状でございます。

【山田(博)委員】 じゃ、そのようにしっかりと
取り組んでいただきたいと思います。

あと、燃油高騰対策とか、大型漁業の操業に

対する取り締まりの強化についてとか、あと、

ＴＡＣ制度による沿岸漁業者負担の見直しとか、

日本海・対馬近海で操業する対馬イカ釣漁業の

対策とか、これは国に関係することになってく

るんですね。そうしますと、国にやはり実情を

しっかりとわかっていただかないといけないと

いうことで、これは私の提案ですけれども、漁

業者が言ってもなかなかご理解いただけないの

で、アンケートなりとって、これだけの漁業者

の声があるんですということを、単なる要望じ

ゃなくて、アンケートをとって、そういった声

があるということでされたらどうかと思うんで

す。これは、どうでしょうか。

要望書、この前5,000人余りの署名を持って陳
情したわけでございますが、国に対してもうち
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ょっと実情というのをご理解いただくために、

単なる文書で要望するんじゃなくて、漁業者の

声ということで、それとアンケートなり調査し

て、実態を国のほうにご理解いただくようにし

たらどうかと思うんです。

私はこの委員会に3年在籍させていただいて
おりますが、クロマグロ漁の規制によって、漁

業者の生活困窮がありますから、皆さん方、な

んでこういった要望をしたかと、大変生活が苦

しいと。資源管理と言いながら、わかるんです

けれども、資源管理の中で、これに伴う漁業規

制によって漁業者の所得、つまり生活が大変厳

しいということになっていますので、それをぜ

ひともご理解いただくためにも、そういったア

ンケート調査を。

具体的に言いますと、資源管理することによ

って、漁業者の所得がどれだけ下がったかと。

生活は今後どうするかとか、そういったことを

踏まえた上のアンケートをとって、国に対して

しっかりと漁業者の所得補償というのは、共済

で賄うんだと言うけれども、共済に払うだけの

お金も大変厳しいという状況の中で、だから私

はこれを主張しているわけでございますが、こ

れは、漁業振興課長、私はそういうふうに訴え

たらどうかと思うんですが、いかがですか。

【中村漁業振興課長】資源管理によって漁業者

が受ける負担、あるいは現場、現場のお声につ

きましては、クロマグロの事例のように、その

都度、都度ご意見を伺いまして、国のほうに伝

えてきているところでございますし、国のほう

の計画の策定時にはパブリックコメントが募集

されますので、その折に、県としても文書で意

見を申し上げているところでございます。

今回の、今出ている要望の中で、例えば大型

漁業の操業違反に対する取り締まりであるとか、

イカ釣漁業者の対策につきましては、日ごろか

らたくさんご要望をいただいておりますので、

これまでも政府施策要望なりその他の機会を通

じて要望をしてきているところでございますし、

引き続き要望していきたいと考えております。

特に取り締まりにつきましては、国のほうも

漁業取締課というのをつくっていただき、取締

船の増隻などの対応もしていただいているとこ

ろでございまして、日ごろの活動の一つの成果

ではないかと思っておりますが、これからも漁

業者の声を伺いながら対応をしていきたいと考

えております。

【大場委員長】アンケート等をしたらどうかと

いうのを聞かれているので、それに対する答弁

をお願いします。

【川口水産経営課長】委員ご指摘のとおり、ク

ロマグロ規制につきましては、非常に漁業経営

に影響があるということは認識をいたしており

ます。

県におきましては、クロマグロ漁業者も含め

まして、漁業者自身の経営実態等を聞き取りで

調査をしましたり、いろんな資料を提出してい

ただいて、経営を見直して経営改善をしていく

という業者につきましては、漁協、系統団体と

支援をいたしております。

クロマグロ漁業者につきましても、平成27年
から平成30年までの4年間で20件の方が計画を
つくりまして、その中身につきまして把握をい

たしておるところでございます。

【山田(博)委員】今、大場委員長が言ったのは、
わかりますか。私が質問したのは、クロマグロ

規制に基づいて、漁業者が大変厳しいと。国の

ほうで施策を、もっとスピードを上げてやって

もらいたいということで、これだけ漁業者の経

営が厳しいんだということを訴える手段として
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アンケート調査をしたらどうかということを言

っているわけだ。

それをするかしないかと言っているのに、さ

っきから言っているのに、それをのらりくらり

と、どっちがするのかしないのか、答えてくだ

さいよ。それを言っているんだよ。こういった

答弁のやり方というのは、時間の無駄だよ。お

答えください。

【川口水産経営課長】先ほど申し上げましたと

おり、20名の方につきましは、計画の中身を詳
細に把握しております。

まずは、アンケート調査というご提案もござ

いますが、わかっている漁業者の経営状況を丁

寧に国に対して説明したいということでござい

ます。

【山田(博)委員】 じゃ、わかっているんだった
ら、どれだけの漁業者の経営がわかっているん

ですか。長崎県の漁業者は何人おって、今言わ

れたのは20人だよ。
水産経営課長、あなたが今把握しているのは、

20人と言ったんだよ。じゃ、長崎県の漁業者は
何人いるんですか。お答えください。

【川口水産経営課長】個人経営体で言いますと、

7,420経営体ございます。
【山田(博)委員】 7,420件があって、そのうち
の20件はわかっているから、あとはいいんでし
ょうという、そんな乱暴な言い方はありますか。

そういった漁業者の経営の実態を知ってやられ

たらどうかと。

もっと言いますと、水産経営課長、今度日本

はクジラの調査捕鯨をやめたんだよ。商業捕鯨

に変わったんだよ。日本の方針は変わったんだ

よ。大転換したんですよ。なぜかといったら、

今の状態では道が開けないから。

そういった状況がある中で、7,000余りの漁業

経営体がありながら、20世帯がわかっているか
らもういいとか、そんな乱暴なことはあります

か。

もう一度お尋ねします。漁業者の経営が厳し

いというのを国に対して要望する手段として、

アンケート調査に取り組むのか取り組まないの

か、それをお尋ねしているんです。いかがです

か。

【川口水産経営課長】 まずは、今の経営実態、

県下7,421ございますが、クロマグロにつきまし
ては、そのうち漁獲されている方が何名という

のは県のほうでも把握をいたしております。そ

の経営を反映するような形で国に要望してまい

りたいということでございます。

【山田(博)委員】 じゃ、7,000余りの中でクロ
マグロの漁をされているのは、ピーク時何人お

って、今どれだけおるのか、お答えいただけま

すか。そのうちの20世帯しかわからないんでし
ょう。20世帯わかっているから、それで十分だ
と、そんなことが言えるんですね。それはすご

いな。聖徳太子でも、そんなんできないと思う

よ。

【川口水産経営課長】クロマグロに依存が高い

経営体につきましては、県のほうで推測してお

りますが、（「推測？」と呼ぶ者あり）推測で

す。県全体で約400経営体余りだということで
ございます。

【山田(博)委員】 それはピーク時ですか。平成
24年の時にどれだけおったんですか。
今のは推測でしょう。今、ピーク時は平成23
年とかあったんです。そのときに幾らあったん

ですか。例えば400世帯あったとしても、今、
20世帯わかっているから、それで十分把握でき
るんですか。わぁ、すごいね。びっくりしたよ。

水産部長、国でもこういうふうな調査のやり
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方をしているんですね。400あったら、20世帯
あればわかるんですね。政策をやっているでし

ょう、国も、長崎県も。水産部長、びっくりし

たよ。間違いないんですね、これは。

【大場委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ２時５９分 休憩 ―

― 午後 ２時５９分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開します。

【坂本水産部長】クロマグロの経営につきまし

ては、委員ご指摘のように、漁獲規制もかかり

厳しい経営にあるということは、県水産部とし

ても認識はしているところでございます。

さまざまなご要望をちょうだいしているとこ

ろでございますが、どのような手法をとるかは、

また部内のほうでは検討したいと思いますけれ

ども、いずれにしろ、沿岸漁業者の中でクロマ

グロに依存している方々の経営実態については、

きちんと把握した上で、国のほうに要望等は行

っていきたいと考えています。

手法につきましては、部内のほうで検討させ

ていただきたいと思います。

【山田(博)委員】 そういうことですね。そうい
ったことを、やっぱりしっかりと取り組んでい

きながらやっていただきたいと思っております。

委員長の休憩中の大岡裁きでおさまったわけで

ございます。

もう一つ、長崎魚市の高度衛生化施設整備検

討委員会の資料が104ページにあるんですが、
ここに、東棟の1期の床塗り替えの対応状況を
尋ねられ、今春の対応予定を報告したとありま

すけど、塗り替えというのは、どういうことが

あったんですか。この説明をいただけますか。

【大場委員長】 続けてどうぞ。

【山田(博)委員】 時間かかるみたいですので。

では、隣の105ページの漁協組合が定める遊
漁規程についてということでありますけど、遊

漁船の制限とかいろいろあるみたいですから、

資料を後でいただきたいと思うんですが、いい

ですか。資料を提出していただきたいと思うん

ですが、この漁協組合が定める遊漁規程という

のを後でひな形をいだきたいと思います。よろ

しいですか。もらえますか。それをお答えいた

だけますか。

【中村漁業振興課長】これにつきましては、遊

漁規程を発出するための漁業調整委員会の指示

というのが出ております。それにあわせて遊漁

規程を各漁協がつくっておりますので、その例

示をご提出したいと考えております。

【岩田水産加工流通課長】 東棟1期の塗り替え
の件ですけれども、床が、作業中に濡れた時に

滑りやすいということで、滑り止めが何とかな

らないかということで対応状況を聞かれており

ます。

現在、上から滑り止めのスプレーをするため

に、スプレーを入手している最中で、近々上の

ほうから滑り止めの作業をしたいと思っている

状況でございます。

【山田(博)委員】 これは何か施設の床がはげた
とか、この前も視察に行った時には、魚市の床

がはげたりとか何かしていましたけど、はげた

跡はどうしているんですか。はげているでしょ

う、ここは。そういったことを関連してお尋ね

したいと思います。

【岩田水産加工流通課長】現状、ところどころ

がはげているんですけれども、試しに我々も塗

ってみたんですが、またはげるという状況にご

ざいました。

現在は、はげたところの対応というよりも、

とにかく滑って危ないということですので、そ
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ちらの対応を現在急いでやっている状況にござ

います。

【山田(博)委員】 床というのは、高度衛生上、

大切なところなんですね。ここはきちんと、次

の委員会までにどんな対応をしたらいいかとい

うのを、これは建築課といろいろ協議されてい

るんですか。協議して、次の委員会までに対応

策を、はげたのはそのままにしておいて滑り止

めをしたといったって、はげたらどうするんで

すか。どうしようもないでしょう。床塗りとい

うのは、高度衛生のために床を塗っているわけ

ですからね。滑り止めをすれば、後はどうでも

いいといわけにはいかんでしょうからね。これ

は建築課と担当課と協議して、次の委員会まで

に報告していただきたいと思いますが、いかが

ですか。

【岩田水産加工流通課長】高度衛生化で必要な

ことでございますので、どういうことができる

か、検討させていただきたいと思います。

【山田(博)委員】 それで、先ほどの105ページ
の遊漁船に関連してお尋ねしたいと思うんです

が、先般、6月26日の新聞等で、6月1日に上五
島の沖で巨大伊勢エビが捕れたとなっていまし

たけど、これは遊漁船で捕れたんですか。遊漁

船の関係で捕れたかどうか、それをまずお尋ね

したいと思います。

【中村漁業振興課長】これは上五島に他県の方

が渡って、上五島の磯で釣りをしていた時に伊

勢エビが釣り糸に絡まって揚がってきたものだ

というふうに伺っております。

【山田(博)委員】 そうすると、遊漁船関係にな
っているんですね。それはどうなんですか、遊

漁船関係でしょう。

【中村漁業振興課長】平戸から遊漁船案内業に

よって上五島に渡られたというふうに伺ってお

ります。

【山田(博)委員】 委員長、これは大変な問題を
起こしているんですよ。これはなんでかという

と、巨大伊勢エビを誰が捕ったか、佐賀県の人

が捕っていると。佐賀県の人は、長崎県で伊勢

エビを捕ったらいけないという長崎県の漁業調

整規則を知っているか知っていないか、知って

いたらこんなことはしなかったはずで、知って

いたら、また、海きららに持っていく必要はな

かったんです。これは、知らなかったというこ

とですね。どうなんですか、これは、漁業振興

課長。

【中村漁業振興課長】水族館、それからご本人

に伺いましたところ、存じ上げてなかったとい

うふうに伺っております。

【山田(博)委員】 そうしたら、遊漁船の方も知
らなかったということですか。もう一度お尋ね

したいと思います。

【中村漁業振興課長】県内の遊漁船業につきま

しては、県のほうからいろんな通知・指導を日

ごろからしておりますので、こういう長崎県漁

業調整規則上の禁止というのはよくご存じだと

思っておりますが、実は磯釣りで伊勢エビが釣

れるということ事態があまりないことで、遊漁

案内業の方がその時点でどういう対応をしたか

というのは承知しておりませんが、まれな事案

が発生したということでございます。

【山田(博)委員】 まれ、まれだから、これは問
題ないということですか。びっくりするな、こ

んな。まれだから問題ないということですか、

漁業振興課長。あなたは何かあったら、漁業調

整規則、漁業調整規則と四六時中やっているじ

ゃないか。そんなことを言ったら、漁業取締室

の松本室長の立場がないじゃないか、という声

も出てくるわけです。まれというのは、ちょっ
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とまずいと思うよ。いかがですか。

【中村漁業振興課長】実は、この件については、

6月24日に佐世保市の水族館のほうから県のほ
うにお問い合わせがあって、我々も詳細を初め

て知ったわけですが、実は水族館のほうには、

大きなイセエビが手に入って展示をするという

インターネット上のニュースが、21日に出まし
た。それを見た方の中でお詳しい方が、禁止期

間中のものではないかというご指摘が直接水族

館にあったということです。水族館の館長から、

我々のもとにご相談がございました。私たちと

しては、そういう制度をもう一度説明をし、水

族館としても、県の漁業調整規則を確認してい

なかったことを非常に深く反省をしております

ということでございました。

それから、それに合わせまして、禁止期間中

以外だとしても、共同漁業権の対象魚種という

ことで、漁協が管理している魚種にもなってい

ますので、場合によっては、漁業権の侵害に当

たるというおそれもございますので、そのこと

についても水族館のほうに説明をし、現在飼育

しているということでしたので、それを放流し

たらどうかということで指導をしたわけでござ

います。

ちょうど6月26日の時に、実は山田(博)委員の
ほうからもこのお話を伺いまして、こういう事

案が二度と起こらないように、釣った本人にも

きちんと指導しておくべきだというご助言をい

ただきましたので、私たちのほうからも、同日、

ご本人に電話をいたしまして、事情を聞いたと

ころでございます。

その事情というのは、上五島にクエを釣りに

行っていたそうですが、釣り糸に大きな伊勢エ

ビが絡まって揚がってきたと。珍しいと思った

ので持って帰って、そのまま水族館に寄贈して

しまいましたということなので、改めて法律上

の問題、制度の問題をご本人様に指導いたしま

して、ご理解をいただいたところでございます。

あわせて、仲間内の釣り大会を開催していた

ということもございましたので、釣り仲間の方

にも、このような制度があるということをもう

一度改めて周知してくださいということで、快

くご協力をいただいたということでございます。

それで、実は28日、先週の金曜日には、県も
立ち会いのもとでもとの漁場に放流をさせてい

ただいたという結果になっております。

【山田(博)委員】 委員の皆さん方、ちょっと誤
解があったら困るので、釣った本人にちゃんと

指導しなさいと言ったと言うけど、私は、確か

にそれは言いましたが、本人に言ったってだめ

だから、佐賀県の山口知事に言ったらどうかと、

佐賀県の県民はよくご存じなかった人がいるみ

たいだから、佐賀県の山口知事にちゃんと申し

入れをしなさいと私は言ったわけでして、ただ

単に個人だけじゃなくて、それをしなさいと言

ったわけでございますので、漁業振興課長、そ

れはちょっと訂正していただかないと、私が個

人攻撃をしていると思ったら、大間違いだから

ね。そこは、ちょっと誤解ですよ。

私はそれも言いましたから、後で答弁してい

ただきいと思うんですが、これは県当局も、6
月26日に初めて知ったと言うけれども、その前
に長崎新聞やいろんな新聞でも、上五島で釣り

上げて、それを水族館で展示しましたと新聞に

載ったんだよ。それで、今初めて知りましたと

言った。じゃ、漁業振興課長は長崎新聞とか地

元紙なんか全く見てないということですか。そ

ういうことになるわけだよ。何かね、海きらら

からあったから初めて知りましたとか、そうい

うことじゃないでしょう。長崎新聞でもいろん
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な新聞でも、漁業に関することは見ているでし

ょう、あなたみたいに立派な人は。見てないと

いうわけじゃないでしょう。それはちょっとど

うかと思いましたけど、それは指摘をさせてい

ただきたいと思っております。

それで、遊漁船もよくご存じなかった、佐賀

県の人もご存じなかった、海きららも知らなか

ったということは、それを知らなかったという

のはあるけれども、今後は周知徹底をせんとい

かんというのは、改めて、これは大きな問題だ

とわかった。

そうしますと、遊漁船の方々にしっかりとご

理解いただくように周知せんといかんと。とこ

ろが、今回わかったのは、わざわざ佐賀県から

来るということであれば、長崎県と佐賀県は新

幹線でいろいろやっていますけれども、新たな

火種が漁業で出てきたということですから、今

回は上五島、次は、ひょっとしたら五島市に行

くかもしれないから、大変なことになるから、

佐賀県の山口知事に対して、こういった事例が

発生しましたから、二度とこういったことがな

いように、佐賀県民に対して周知徹底をしてい

ただきたいということを要望していただきたい

と思うんですが、いかがですか。

【中村漁業振興課長】 山田(博)委員がおっしゃ
いますとおり、ご本人と佐賀県にも伝えたらど

うかということでアドバイスをいただいており

ます。

今週中には、佐賀県の水産担当者にも、こう

いう事案があったという事実をきっちりお伝え

して、再発防止に向けて、遊漁者対策というの

は、長崎県も佐賀県も同じでございますので、

お互い協力して対応していきたいと考えており

ます。

それから、長崎新聞は6月25日に出ておりま

して、私どもが電話を受けたのは6月24日とい
うことで、新聞が出る前の日に状況を聞いたと

いうのが事実でございます。

【山田(博)委員】 これは、巨大伊勢エビを釣り
上げたといって展示をする予定というのは、6
月24日の以前に出ていたんですよ。ただ、長崎
新聞を見ているか見てないかと言っただけであ

って、だから、長崎新聞でもどこでもよかった

わけですよね。だから、それを言っているわけ

であって、漁業振興課長も大変でしょうけど、

本当に漁業振興課は守備範囲が広いから、大変

だと思うんですよ。それを髙屋政策監もしてい

たから、漁業振興課長というのは一番ご苦労が

ある。

今、佐賀県の漁業担当と言っていましたけど、

だめだよ。山口知事に持っていってくださいよ、

山口知事に。あなたが持っていかなかったら、

委員会で持っていってもいいんだよ。ぜひお願

いしたいと思います。それはいかがですか。

【中村漁業振興課長】まずは、水産担当同士で

きちんと共有して、お互い協力していく体制を

とっていきたいと考えております。

【山田(博)委員】 いきなり山口知事に持ってい
くといろいろ差し障りがあるかもしれませんか

ら、そこはしっかりと、今後こういった事件が

二度と起こらないようにしていただきたいと思

っております。ご苦労さまでございます。

一旦終わります。

【大場委員長】 ほかありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】次に、「政府施策に関する提案・

要望の実施結果」について、ご質問はありませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】質問がないようですので、次に、
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所管事務一般についてご質問はありませんか。

【麻生委員】議案外でお尋ねしたいんですけれ

ど、今、山田(博)委員からあったヨコワの問題
で、壱岐とか対馬でも大変な状況と聞いている

んですけど、その中で、この前高浜漁協の方た

ちと話をしていたら、中には、いろいろな魚種

を捕るので、水産高が6,000万円とか、4,000万
円とか、高所得をとっている方もおられるんで

すね。

その中で、やっぱり漁業者もいろいろ工夫さ

れて、自分たちでいろいろな魚種を捕るという

ことで収益を上げているんですよという話があ

っていて、今回、3ページに先進的な漁法とか、
漁労技術の導入とか支援をしていますよという

話なんだけれど、やっぱり勝ち組み、負け組み

が対馬でも結構多いんですよという話が出てま

した。

その前に、壱岐にお邪魔した時には、もう死

活問題なんだと。イカも釣れない、その日の生

活も困るとか、ないしは、油も高くなっている

ので沖に出られない、そういう声も上がってい

るんです。

だから、現場の漁協組合の皆さんはいろいろ

されていると思うんですけれども、県としては、

いろいろ補助金だとか話があっている中で、今、

私がお尋ねしたいのは、漁業の政策として、漁

協だけに任せていいのかと。今後、漁業のあり

方として、魚価が低迷している。漁民が7,000
名近くおって、高齢化している。そういった中

で抜本的に漁業施策はどうするのかと。

そして、ここに書いてあるような先進的な漁

業法だとかモデル事業をつくって、どう育成し

ていくかという根本的な青写真を、きちんとさ

れているとは思うんだけれど、これについての

考え方をお尋ねしたいんです。

【川口水産経営課長】委員ご指摘のとおり、県

内漁業者は厳しい経営を強いられているという

ところは認識しております。

そういう中で、ここに書いてありますとおり、

平成27年から、それまでは漁協の施設整備とい
うところに補助金を投入してきたわけですけれ

ど、個々の漁業者の経営も見ていかないといけ

ないということで、平成27年から平成29年まで
第1期ということで、3年間具体的な経営指導を
させていただきました。

その中で、委員がおっしゃるように、漁協任

せではなくて、県、系統団体、それと、我々は

経営分析の専門家ではございませんので、中小

企業診断士にも入っていただいて、そういう仕

組みをつくって3年間取り組みまして、昨年、
平成30年度からは第2期ということで、今年度2
年目になりますけれど、平成27年から3年間で
102の経営計画をつくらせていただきました。
それと、昨年度は、それをより加速化して指

導していかないと、なかなか経営が立ち行かな

いという状況でございますので、これにつきま

しては、昨年度は1年間で199件、経営の指導を
させていただいて、これはもちろん県の事業だ

けでは予算が足りませんので、国の事業も、い

ろんな事業を活用しながら、経営計画の策定に

支援をし、また、計画をつくられた方が平成27
年からいらっしゃいますので、そういう方たち

のフォローアップも、現在やらせていただいて

いるところでございます。当然個別に、我々は

直接漁業者のところに出向いて、いろんな話を

聞かせていただいて、所得が下がった方につい

ては、どういう方策があるのか、上がった方に

ついては、それを広く普及できるようなことが

できないかというところも含めて、現在第2期
ということで取り組んでいるところでございま
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す。

【麻生委員】私も漁業関係は素人なので、お話

を聞いた中での話を組み合わせながら話をさせ

ていただいているんですけれども、やっぱり勝

ち組みと言われるはえ縄とかやっている人たち

は、仕事量は2倍働いているんだと言うんです
ね。イカ釣りとどうなんですかとお話しすると、

イカ釣りは簡単なんだと。だけど、はえ縄とか

やっているのは技術も要るし、専門的な機材も

要りますと。そして、イカを釣ってきて、それ

を餌にしてやるんですよという話だったから、

普通の2倍ぐらい働いて収益を上げているんだ
という話があって、そういう意欲のある人たち

と、あまり意欲がないと言ったらおかしいんだ

けど、先ほど申し上げましたように、勝ち組み、

負け組みが明確に出てくる中で、今後、魚価も

そういう意味では低迷している状況の中で、そ

ういう際立った優秀な人たちをどう育成するか、

若い人たちが魅力ある形で。

この前、高浜にお邪魔した時は、結構若い人

たちが多いんですよという話を言われてました。

見ると、売上も約3割落ちて、7億何千万円ぐら
いしかないので、状況的にも、やっぱり零細の

集まりかなという感じがするんですけれども、

今後、こういう離島がいっぱいある中で、特徴

を生かしながら、漁法を確立しながら、特産品

をどう戦略的に売っていくかと、県としてのこ

ういう取組をもっと高めてもらわないといけな

いんじゃないかなと。

先ほど、片一方では、ヨコワの関係で、今、

入れたら、結構ヨコワが揚がるんですよと。イ

カも食べられてしまって、なかなかイカは釣れ

なくなっているんですよという話も、現場で聞

くわけですよ。だから、そこら辺のことの対策

をきちんとしてもらいたいなと。

先ほど、新しい関係でやっていますよという

話だけど、やっぱりもっと現場に入っていただ

いて、今後、将来の水産業を担ってもらう人た

ち、組合、組合の単位もありますし、漁協は、

さっき対馬の話をしたんだけど、7漁協あると
書いてありますけれども、そういったものを個

別単位でしっかりと指導してもらうということ

が大事じゃないかと思っているんですけど、も

う一回、答弁をお願いしたいと思います。

【川口水産経営課長】対馬の事例ということで、

委員からいろいろお聞かせいただきました。

対馬につきましては、委員おっしゃるとおり、

はえ縄漁業でありますとか、まだまだ伸びしろ

があるという漁業者もいらっしゃって、頑張る

漁業者はやっぱりもうかっているというふうな

ことも聞いておりますので、そこはより一層伸

ばすような指導、支援をしていきたいというと

ころでございます。

ただ、まだイカ釣り等々は、スルメイカとか、

イカの不漁が続いておりまして、非常に厳しい

状況だということもございます。それと、マグ

ロにつきましても、先ほどいろいろやりとりが

ありましたけれど、マグロも非常に厳しいとい

うところで、そういう方々が儲かるような漁法

とか、魚種とか、そういうものに転換できるよ

うな指導も、現場に入りながらやっていきたい

と考えております。

さらに、県のほうでは、国策の「浜プラン」

で、地域別にいろんなプランをつくって、先ほ

どおっしゃられた流通対策でありますとか、そ

ういうものを盛り込んだ計画もつくっておりま

す。

それに加えて、県のほうでは、昨年度から地

域別施策展開計画ということで、その中には、

先ほど来お話をしております、頑張っている漁
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業者、「重点的な漁業者」と我々は呼んでいま

すけど、そういう方たちはより伸ばしていって、

地域を支えている高齢者の方とか、いろんな漁

業を細々とやられている方もいらっしゃいます

ので、そういう方につきましても、藻場対策と

か、漁場造成とかそういうものを組み合わせな

がら、全体的に地域を支えていきたいというこ

とで考えております。

【麻生委員】私も現場に入って思ったのは、今

後、漁業はこういうふうに漁獲高の厳しい状況

がある中で、漁業の皆さんも、行ったら捕れる

時代から、自分たちで工夫してやる時代、生き

残りをかけてやってもらわないといかんのだな

と。逆に言えば、淘汰されていくということに

ついても、仕方ない反面もあるかもしれません

けれど、ただ、離島の現状を見ると、漁業が基

幹産業ですよね、壱岐も、対馬もね。そういう

中で、そういう生業があって成り立っているわ

けですね。だから、ある反面、淘汰されても仕

方ないと思うんですけれども、やっぱりしっか

りとした支援を、できるところはお願いしたい

なと。

ただ、壱岐に行った時に勝本町あたりを回っ

た時も、もうイカは釣れないからということで、

死活問題になっているということも聞くわけで

すね。そこら辺のことについても、県が何らか

の対策をきちんと打ってあげるような形がとれ

れば、だけど、イカがだめならほかの魚種をち

ゃんと展開するような、そういう指導も、ぜひ

必要じゃないかと思うんですよね。

だから、そこをきちんと、それぞれ配分いた

だいて、やっぱり意識改革も漁民の方にお願い

したいなと思うんですよ。漁民の方たちと話を

した時に、こういう話が出ていたんですよ。今

までやった自分のプライドがあると、だから、

お知恵をかりて新しい魚種に入ろうという気力

もなかなかないんですよねと。だから、今まで

やってきたことで十分やってきた経験値がある

から、そういうこともあるんですよという話が

出てましたよ。私も素人で、その辺のことは現

場の皆さんから教えてもらわないといかんなと

思ったところだったんだけれど、今後淘汰され

る中で、どう漁業の生業をしていくのかという

ことは、皆さん入っていただいて、専門ですか

ら、ぜひお願いしたいなと思います。

あと一点は、実は今回、前の水産部長の志岐

さんが、全国の海区漁業調整委員の会長になら

れました。こういう現場の声も一番わかってお

られるんですから、うまく活用していただいて、

長崎が事務でしょうし、前の水産部長ですから、

2年間ということで、この方を使いながら、長
崎としてメリットがあるようなものが何かない

のか、政策がないのか、お尋ねしたいと思いま

す。

【中村漁業振興課長】このたび、元水産部長の

志岐様が、全国の漁業調整委員会の連合会の会

長ということで、2年間の任期でご就任をされ
ました。これは、全国の漁業調整の問題をお互

いに共有し、そして、国や関係機関に改善等を

要望していくというふうな大きな役割がござい

ます。事務局が漁業振興課ということになりま

す。その関係上、全国のいろんな情報を私たち

は知ることもできますので、志岐会長を通じ、

また相談しながら、そのような情報を持って長

崎県の水産業の振興に役立てるように、全国の

調整委員会の連合会の事務局としての役割、連

合会としての要望、陳情の作業の円滑化に努め

ていきたいと考えております。

【麻生委員】志岐さんも長年、長崎大学水産学

部から県の水産行政と一本化されておりますの
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で、ある意味では、やっぱり生え抜きですよね。

県内のことはよくご存じですから、やっぱり先

ほど申し上げましたような課題がいっぱい足元

にあるわけですから、いかにしたら、長崎の水

産業、先ほど山田(博)委員からお話がありまし
たように、生産額も落ちていると。だけど、そ

ういう中での予算をしっかり確保しながら、国

とのパイプをしっかり固めてもらいながら、持

ってくるという業務をぜひお願いしたいと思い

ますので、要望しておきたいと思います。

現場を歩くと、本当にいろいろ声が聞けます

ので、私も素人ですけど、何とか皆さんと一緒

になって、長崎県の水産業を盛り上げていきた

い。そして、皆さんが本当に離島で生活してよ

かったと、若い人たちが漁業に従事してよかっ

たと言えるような施策をもっと後押ししてもら

いたいと思います。要望にかえたいと思います。

よろしくお願いします。

【大場委員長】 ほかありませんか。

【久保田委員】農水経済委員会関係説明資料の

5ページの真ん中よりちょっと下のほうに、水
産加工分野において、養殖マグロの卵巣を活用

して「からすみ」云々、それで新しい製品がと

いうふうに書いてあるんですけれども、非常に

おもしろい取組だと思うんですが、実際にこれ

はどこでやっていて、商品名とか、あるいは実

際に販売をされておるのか、教えていただけれ

ばと思います。

【平野総合水産試験場長】これは、水産試験場

が長崎大学とか、あと、実際、長崎県はからす

みが全国的に有名でございますので、長崎市内

の加工業者さんと組む中で、3カ年間事業を展
開したということで、平成30年度まで事業を行
いました。

そういった中で、いろいろな製品が、実際3

つの製品が試作品という形でできておりまして、

一部売っているところもあるといったようなと

ころでございます。

【久保田委員】マグロなんですけれども、どこ

の養殖マグロを使われているんでしょうか。

【平野総合水産試験場長】実際、これは事業を

始める中で、養殖業者さんにも少し関わりを持

っていただいて、はっきり確信を持って言えな

いんですけど、たしか五島の養殖業者さんであ

ったというふうに認識しております。その辺は

はっきりさせたいと思います。

【大場委員長】確認をお願いしたいと思います。

【久保田委員】 何度もすみません。あと、その

試作品ですが、一部売られているということな

んですが、私は見たことがないんですけれども、

多分、県民の方も知らない方が多いと思うんで

すが、よかったら、そのＰＲも兼ねまして、ど

ういうものか教えていただければ。後でも構い

ません。写真でもいいですので。

それと、それはからすみと同じで高級なもの

なんでしょうか。高級な値段なんでしょうか。

【平野総合水産試験場長】マグロの卵巣という

のは、からすみと比べて、からすみはボラの卵

巣なんですけれども、卵巣のサイズが大きいと

いうことで、たしか値段的には半分ぐらいだっ

たというふうに聞いております。現に、試作品

というよりも、一部しっかり売っているところ

はありますし、試験場の成果事例の中に写真を

入れておりますので、その辺の写真は、またご

提供したいと思います。

【久保田委員】売られているというのは、どこ

で販売をされておるのか。

【平野総合水産試験場長】長崎市内の業者でご

ざいまして、具体的に名称が、すみません。そ

こまで控えてなくて、これも後日ご提供します。
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【久保田委員】それで聞きたいのが、からすみ

業者さんがそういうことをされているというこ

となんですけれども、からすみ自体は、近年、

生産量とか売上ですね、このあたりの推移とい

うのが、もしわかれば、教えていただければと

思います。

【岩田水産加工流通課長】すみません。こちら

の方の売上については、うちのほうでは把握を

しておりません。

【久保田委員】 というのが、今、なぜそういう

質問をしたかと申しますと、「養殖マグロの卵

巣の有効活用を目的として」というふうに書い

てあるんですけれども、例えばからすみ業者さ

んはたくさんあると思うんですが、近年、から

すみ自体がだんだん売上が減ってきていると。

そういうことで、新規の事業をしないといけな

いということで、こういうことを考えられたも

のなのかどうかというのを聞きたかったので、

そういう質問をしたんです。

【平野総合水産試験場長】試験場がこの事業を

始めた理由としましては、マグロ養殖というの

が、鹿児島を抜いて日本一なんですけれども、

冷蔵で内蔵とかを抜いて県外に出荷されるとい

う事例が多いんですけれども、実際、心臓とか

卵巣というのが、廃棄物として、お金をかけて

処分されているというような非常にもったいな

いような状況がございまして、その節減につな

がるのではなかろうかといった背景が一つと、

長崎はからすみで日本一と、そういう技術があ

るということで、そういう何とか廃棄物の処理

が、経費の節減といいますか、そういったとこ

ろができないのかなというような考えに基づい

てこの研究が始まったといった経緯でございま

す。

【久保田委員】今のお話を聞く限り、非常にい

い取組だと思うんですよね。今まで処分してい

たものを商品として、また、業界としても新し

い雇用も生み出すだろうし、もっともっと長崎

県全体を知っていただくということで、私自身、

正直これを知らなかったものですから、もっと

ＰＲをして、そういうことも広められたらどう

かなというふうに思います。

【大場委員長】 ほかありませんか。

【赤木委員】 もう既に審議された第76号議案
について、私の地元であります、まずは鳴鼓ト

ンネル、臨港道路の整備について、こちらは大

変ありがたいことだと認識しております。

ですが、こちらの道路は、周辺環境が、でき

たころと大分変わってきているのではないかと

感じております。人口で言いますと、三重地区

になるんですけれども、できたころと5,000人ほ
ど住民の方も増えておりますし、使われる方も

大分増えているのではないかと思っているんで

すが、水産部として、こちらの道路整備につい

て、今回、令和30年度にかけてきれいにしてい
くということですけれども、拡充とかそういっ

たこと、この道路についてどのような認識をさ

れているのか、お聞かせいただきたいと思いま

す。

【橋本漁港漁場課長】臨港道路畝刈時津線でご

ざいますけれども、これは昭和の終わり、新長

崎漁港が開港する当時にできておりまして、そ

れからもう30年たっております。延長にしまし
て約7キロ、その中には橋梁が5基、トンネルも
2カ所で、鳴鼓トンネルは2,046メートルという
ことで、日本の漁港のトンネルで一番長いトン

ネルとなっております。非常に長い延長の道路

でございまして、委員ご指摘のとおり、臨港道

路とはいえ、一般の方も通る主要な国・県道に

匹敵するような交通量の道路となっております。
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現在、この道路を適切に管理していくために、

今回、今年から令和3年度までにかけて補修を
していこうということを考えておりますが、拡

幅とか、さらなる4車線化というようなことま
では、今のところ念頭にございませんが、なか

なか財政も厳しくて、そこまで今のところ予定

はしておりませんが、適切に維持管理をして、

機能を十分果たしていくように努めたいと思っ

ております。

【赤木委員】本当に私もよく利用する道路でし

て、通勤・通学の時間帯は、ふだん10分ぐらい
で行くような道が、やはり2倍、3倍とかかって
しまうような時間もありまして、それこそ、本

来の目的である水産物の迅速な搬出というもの

ができない事態に陥っているのではないかとす

ごく危惧をしております。

今の水産部としての回答ということで、拡充

というのはなかなか難しいと、予算も限られて

いる中で難しいということもわかりますが、き

れいに整備していただいて、また別の方法も考

えないといけないのかなと、私自身は認識をし

ているところであります。

今年度から、まずは鳴鼓トンネルからしっか

りと整備をされるということで、一般の方も使

う道路ですので、影響がないように、できるだ

け最小限に抑えるように、まずはきれいにして

いただきたいと思っております。

あと、もう一点なんですけれども、先ほど遊

漁の件が結構出ておりましたけれども、長崎県

においても、レジャーとして釣りをされる方は

たくさんおられますし、県外からもたくさんの

方が来られております。私はまだ、水産のレジ

ャーとしてやられている部分、水産については

勉強中でございますが、ネット上では、よく、

レジャーで釣った魚が売れたというような事案

が、私も見てとれますが、漁業関係者から見る

と、そういったものはなかなか許し難いものな

んじゃないかと認識しております。法律上難し

い部分があるのかもしれないですけれども、そ

こら辺の認識というものを、県として何かお持

ちなのかどうかというのをお伺いしたいです。

【中村漁業振興課長】漁業の中にも自由漁業と

いう漁業がございまして、許可や免許が必要な

くて、どなたもできるといったような種類がご

ざいます。ですから、釣りというのは、そうい

う範疇にございまして、制限をかけていくのは

なかなか難しいというような状況でございます。

そういうことで、釣った魚を売っているとい

う例もありますし、あるいは逆に、最近では、

釣った魚を買い取って流通に回していこうなん

ていう新しいご商売を始める方もいらっしゃる

と思います。

いずれにしても、海は両者が利用していきま

すので、両方がお互い譲り合いながら、円満に

漁場の利用をしていくということが一番だと思

いますが、水産部といたしましては、漁業者が

迷惑をこうむることのないように、日ごろから

遊漁者への周知、あるいは、先ほど出ました遊

漁船案内業者への指導等々に努めてまいりたい

と考えております。

【赤木委員】 ありがとうございます。私は、度

が過ぎたら、今の漁業関係者にとってすごく困

るのではないかという認識を持っております。

今、答弁でもあったように、売る仕組みが少

しできつつある、ビジネスとして成り立ってい

る部分があるというのも私は認識しておりまし

て、そこが、今の漁業関係者とのコラボレーシ

ョンによって、新しいビジネスを長崎県として

生み出すことができれば、さらに、水産県とし

て発展できるのではないかという認識を持って
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いますので、さらに勉強して、いろいろ考えて

いければと思っております。

【大場委員長】 ほかありませんか。

【溝口委員】クロマグロの資源管理について質

問したいと思っております。

先ほど言いましたように、全国では30キロ未
満の小型魚の漁獲枠が1,528.7トンもあって
78.9％、また30キロ以上の大型魚が漁獲枠
1,125.2トンあって52％、約半分ということで、
全国的にも、やはり漁獲枠を完全に全うして捕

れているという感じじゃないんですね。本当に

魚が少なかったんじゃないかなと、そういう意

識を受けるんですけれども、国の施策として、

今後この漁獲枠を完全に使いこなしていくため

の制度というか、そういうものをどのように考

えているのか、県のほうからどういうお願いを

しているのか、お聞かせいただきたいと思って

おります。

【中村漁業振興課長】ただいま溝口委員からお

話いただきましたように、前期、第4管理期間
につきましては、全国の沿岸漁業の小型魚が約

300トン残余が生じております。
それから、実はこれは大臣管理の沖合漁業、

これは1月から12月が管理期間になっています
が、それについても小型魚が500トン強残余が
生じているというような事実がございます。

これは、日本全体へのマグロの来遊が非常に

まばらであったと、偏りがあったというふうな

ことが原因とされております。ただ、全体とし

ては、管理の成果もあって、小型魚そのものは、

年々、増えてきているというような評価を国際

組織の中ではいただいているところでございま

す。

我々としましても、これだけ全国でも余って

おりましたので、なんとか長崎県に回してくだ

さいというお願いを漁業関係者と一緒になって

やってまいりましたが、それぞれの県が持って

いる枠については、やはりぎりぎりまで、どう

なるかわからないので持っておきたいという、

なかなか融通が難しかったと。

そうであれば、大臣管理漁業が持っているも

のについても融通してもらえないかというよう

なお話もしたんですが、これも沖合漁業の理解

を得るのがなかなか難しいということと、それ

から漁期の後半、1月から3月が西日本が盛漁期
になるわけですが、その時点で配分してしまう

と、既に漁期が済んだ東日本の人たちにとって

はちょっと不公平な感もあると。そういうよう

な説明も国からあって、第4管理期間について
はうまく融通ができなかったというふうに聞い

ております。

しかしながら、国際ルールでも、今期からは、

余った分の5％は翌期に繰り越すことができる
というふうなルールも決まりましたので、余っ

た分の一部は来期で使えるということになりま

した。

それから、国のほうでもこのまばらな状況、

ムラのある状況を是正するために、大臣管理分

と知事管理分のお互いの融通であったり、それ

から都道府県間にお互いのやりとりであったり

ということについて、より柔軟にできるように

水産庁としてもルールを定めていただいたとこ

ろでございます。

長崎県としても、これらのルールを積極的に

活用しながら、より消化が進むように、これか

らも努力をしていきたいと考えております。

【溝口委員】国の漁獲枠が残ったということは、

国際的には評価されていると、そういう感じを

今受けたんですけれども、漁獲枠を満杯に捕る

ことができなかったら、反対に、魚が少ないん
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じゃないかと、そういう懸念も出てくると思う

んですけれども、その辺について、国としては

国際会議でそれを払拭できるような意見を出せ

るんですかね。どこの海区も捕れてないという

ことになっているわけでしょう、これでは。

【中村漁業振興課長】国際的なクロマグロの資

源の評価の仕方の詳しいところは私もよくわか

らないんですが、漁獲量ではなくて、親の量と

か、子どもの加入量といった科学的な手法で資

源量が評価されておりますので、単年当たりで

漁獲が少なかったからといって、直ちにそちら

に影響するものではないというふうに認識をし

ているところでございます。

【溝口委員】ただですね、やっぱり漁業として

は、国の枠をできるだけ増やしてくださいとい

うことでお願いをしてきているわけですね。そ

の中でこのような数字を見ると、ちょっと不安

でならないんですよね。なんで捕れる時に捕ら

せられないのかなという感じがするんですけれ

ども。それで、本県の漁獲枠を見ても、やっぱ

り全体で小型魚が85.7％ということで、90トン
余り捕れてないんですよね。それで、大型魚を

見たら40％、半分も捕れてないんですよね。
これがなぜ捕れなかったかというと、皆さん

方は来遊してくる規模が少なかったということ

ですけれども、漁師の皆さん方に言わせたら、

イカ釣りの灯にマグロが着いても釣られないと。

イカも釣れないし、魚も釣れないと、そういう

状況の中できているんですよ、漁船漁業の方々

は。だから、来てるんですよ、魚は。でも、皆

さん方は認識が違うんですね、ここが。そうい

う声が私たちのところには聞こえてくるんです

よ。だから、皆さん方が捕れるようにしてやら

ないといけないと思うんですよ。

もう一つ、一般質問で言いましたけれども、

定置網に入ってくるのは、網を敷いとって、入

ってくるのを待っているわけですね。その入っ

たのを捨てなさい、そういうことをしていって

枠が余ってきたという状況なんですよ。

だから、私は満杯に捕れるような、そういう

施策を県としても、国としても考えていかなけ

ればいけないと思うんですよ。水産部長、どう

ですかね。

【坂本水産部長】マグロの漁獲状況につきまし

ては、先ほど漁業振興課長が申し上げたように、

確かにムラがあったのは事実であると考えてい

ます。

一方でまた、漁獲枠が細分化されて、なかな

か円滑に融通がいかなかったというところも、

消化率が100％に達しなかったというその原因
の一つではないかというふうに考えています。

県といたしましては、さらに枠、枠の融通を

加速するように、県も中に入って、枠の有効活

用を進めるとともに、今回、漁獲の枠を余らせ

れば5％繰り越しができるというような制度も
ございますので、そういったルール変更により

増えた漁獲枠の有効活用についても検討しなが

ら、枠の最大限の有効を図って、漁業への影響

回避に努めてまいりたいと考えております。

【溝口委員】 わかりました。ぜひそこは、漁獲

枠を満杯に使えるように、県のほうとして施策

を考えてみてください。

それと、やはり今回5％、第5管理期間では、
改善点で5％増えるということですけれども、
昨年と比べて60トンぐらいかな、小型魚で増え
ることになるんですね。だから、その配分につ

いてはどうするんですか。

【中村漁業振興課長】今期に残余が生じた場合

に、当初漁獲枠の5％まで繰り越せるというこ
とでございますので、今期はまだ終わっており
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ませんので、残余が生じた場合にはそういうふ

うになるということになります。

そして、これから関係漁業者と意見交換をし

ていかなければなりませんが、やっぱり余った

海区が繰り越すということが前提になりますの

で、繰り越した分も余ったところに優先的に配

分をしていくというような格好になるんだろう

というふうに考えているところでございます。

【溝口委員】 それは、ちょっとおかしい。

第5期間で60トンぐらい増えるとやろう。629
トンだったのが688.8トンになるとやろう、60
トン増えるんですよね、今年は。

【中村漁業振興課長】 実は第4管理期間といい
ますのは、漁期を変える移行期間で、平成30年
7月から3月までの9カ月間の割り当てでござい
ました。今回第5管理期間、現在割り当てるの
は1年間という割り当てになりましたので、漁
獲実績そのものが増えたというのが一つでござ

います。

【溝口委員】 先ほど5％増えた分については、
使ってないところに配分するという形ですけれ

ども、そうしたら、使えないところが増えてい

って、使ったところは全然増えていかないこと

になりますよね。北松の場合は、9トンか、11
トンか超過したんですよね。県の持っている留

保分をもらったのに、足らなかった。そうした

ら、足らないところはますます足らなくしてい

くんですか。そういうことだったら、ものすご

くおかしな形で、捕らないところに余計枠をや

って、捕ったところは減らすという今の考え方

ですけれど、おかしいんじゃないですか、それ

は。

【中村漁業振興課長】やはり管理を徹底して残

余が生じた分については、今現在、長崎では5
つの海区に分けて配分しているわけですが、や

はりまずは、余った海区で次期活用していただ

くというのが基本だろうと思いますが、先ほど

申しましたように、全体で余った分が5％繰り
越せることに加えて、都道府県間の融通、ある

いは漁協間、海区間の融通、あるいは大臣管理

と知事管理の融通措置が、今期から整理をされ

ておりますので、そういうルールを最大限に活

用しながら、ムラがある漁獲についてはなるべ

く平準化をしていくように、漁業関係者の方と

お話を進めていきたいと考えております。

【溝口委員】ただ、今回の北松の場合もあれで

すけど、そうしたら、どこかが捕れたら、そこ

の分については減らしていくという形になって

くるので、最初の分け方がおかしいんですよ。

平成23年か24年ですかね、そのときの漁獲で分
けているでしょう。そうしたら、今捕れている

ところが漁獲枠を超えるというのはわかりきっ

たことじゃないですか。そうしたら、魚がきて

も捕らないで一生懸命努力しても、何の効果も

ないんでしょう。捕らなかった分について国と

か県が補償するならわかるんですよ。そういう

ことを何もしないで、自然におる魚を捕らせな

いというのは、やっぱりおかしいと思うんです

よ。特に定置網については、入ってくる魚を逃

がすと、そういう無責任なことはできないんで

すよ。

だから、長崎県でこんなに余っているのにそ

れをさせなかったというのが、私としては、漁

協長の皆さん方は大変困っているんですよ、そ

こら辺について。県が強い指導力を持ってしな

いから、おかしくなるんじゃないですか。

【中村漁業振興課長】 全国の漁獲枠の配分は、

国も基本的には漁獲実績に基づいて割り当てて

いると、やっぱりそれがベースになっていくだ

ろうと、県としても、過去の漁獲実績を基本に、
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それぞれの組合長会とご相談しながら、これま

で割り当てをしてきたわけでございます。

確かに、今期のようにこういうムラがあって、

一部の海区に相当来遊をしてくるというような

事態もございます。そのためには、県は一部留

保枠というのを持っておって、それで若干調整

をしたり、先ほどから何度も申し上げますが、

それぞれの融通措置というのも今度できていま

すので、そういうことを基本的に考えながらう

まく調整していきたいと思います。

それから、全体としましては、やはり長崎県

の漁業者の要望は、長崎県の枠全体を増やして

くれというのが一番強いです。これについては、

これまでも何度となく要望をしてまいっており

ます。国のほうとしても、今年の秋に行われる

国際会議においても、改めて増枠の要望をして

いただけるということでございますので、無事

増枠になった折には、いろいろまた対応を考え

ていきたいと思っております。

【溝口委員】 やはり漁獲枠を平成23年の時、
一番ピーク時を参考にしていたら、長崎県全般

に対して平等な形での枠というのができないん

ですよ。だから、ここ3年間とか、2年前とか3
年前とか近いうちでするならですけど、平成24
年とか平成25年の分を今もまた続けて、そうい
う漁獲枠として確保していくと、そういう考え

方は見直していかないといけないんじゃないで

すか、3年に一回とか。そこら辺がおかしいと
言っているんです。

だから、県については、漁獲枠もですけれど

も、留保枠もちゃんととって、捕れるところに

出せるように、少し施策をしっかりともんでい

ただきたいと思うんですけれども、次長、どう

考えておられますか。私、一般質問で言いまし

たよね。そちらの関係については、どちらが責

任を持ってするんですか。

【髙屋水産部政策監】枠の配分につきましては、

繰り返しになりますが、やはり国の国際ルール

で定められている枠に基づいて各県が配分をい

ただいているというベースの数字がございます

ものですから、やはり配分をいただいたベース

と違う年度を使うと、そこには不整合がやはり

生じるものと私は認識をしております。

ただ、これは長崎県に配分された後は、ある

程度長崎県の裁量、あるいは各海区の組合長さ

ん方の漁業者の皆さん方の意見を尊重しながら

配分することは、国も認めていただいておりま

すので、そこのところは、先ほどから出ており

ます県の留保枠の増加であるとか、あるいは海

区ごとのその辺の融通のやり方等々の工夫の余

地はまだあるかと思っております。

そこで組合長さん方、あるいは現場を預かっ

て実際に海に出ておられる各漁業者の方々と話

し合いの中で、いい方法が見つかれば、それは

国がどうこうということではなくて、長崎県内

の調整の問題だと思っておりますので、そこは

いい案を見つけ出せれば、それはやぶさかでは

ないと私は考えております。

【溝口委員】 国が定めたからそれに従ってと、

それはわかるんですよ。でも、それを3年とか
幾らかで県のほうから上げて、やっぱり3年に
一回見直してくださいとか、そういうことはで

きないんですか。

【髙屋水産部政策監】ただいまのご意見も、実

際に基準のとり方というのは、やはり現場から

当初から出ている話でございまして、この話も、

私どもは国に上るたび、あるいは会議の折に現

場の意見として、実際こういう意見もあります

ということはお伝えしておりますが、やはり私

は、先ほども申し上げましたとおり、国のほう
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の見直しが、3年に一回とかそういうところで
見直しが行われておりませんので、そこで長崎

県だけがそこの基準を動かすと、やはりそこは

不整合が出ると思います。

だから、国のほうもそこがわかったというこ

とで国際ルールとして見直しがもしできれば、

今委員がおっしゃったようなことにもつながっ

てこようかと思いますが、現状ではかなり難し

いと思います。ただ、そのご意見は現場にある

ということはお伝えしていきたいと思います。

【溝口委員】政策監、私は県に早くしろと言っ

ているんじゃないんですよ。3年なら3年の見直
しとかそういうことは国に言って、国を動かし

なさいということを言っているんですから、で

きるだけ現場の声を吸い上げて、できるだけ捕

れるような形をつくっていただきたいと思いま

すので、このことについては、ぜひ県としてい

ろいろな施策を、いろいろな皆さん方から聞い

て、漁獲枠については留保枠をたくさんとると

かいろんなことを考えてやっていただきたいと

思っております。

それと、水産政策の改革が、それこそ何十年

ぶりかであったんですけれども、特に漁業権制

度の見直しということで見直しがされていると

思うんですけれども、この主な内容について聞

かせていただきたいと思います。

【中村漁業振興課長】水産庁では、「水産改革」

と称しまして、最近の漁業をめぐる諸情勢の変

化に対応していくために、漁業生産力の発展と

か、水産資源の保存及び管理のための措置、あ

るいは漁業許可、免許に関する基本的な制度の

見直しを行っております。昨年の12月14日に法
律が公布されております。

溝口委員おっしゃったとおり、漁業制度の根

幹をなす漁業法は、70年ぶりに改正をされたと

いうふうに言われているものでございます。

その中で、特に沿岸漁業の基本となります漁

業権制度についてでございますが、これまでの

改正漁業法に関する国の資料や説明の内容を見

ますと、漁業権を取得するまでの一連の手続に

ついては、基本的にはこれまでと同様というふ

うにされております。

免許の申請ができる者としまして、漁村の地

先漁場を共同で利用する共同漁業権、これにつ

いては、地元の漁業者を組合員とする漁業協同

組合に限定されて免許されると、これは、従来

と同様となっております。

一方で、定置網漁業を営む定置漁業権、それ

から、養殖業を営む区画漁業権につきましては、

これまで免許申請に競争が生じた場合の処理と

して、免許の優先順位と、誰に免許を出すかと

いうそういう優先順位が細かく法律で規定をさ

れていましたが、今回の改正法では、その部分

が削除されているところでございます。免許を

すべき者としては、今度の新しい法律では、免

許漁場を現在利用している者が、その漁場を有

効かつ適切に利用している場合は、その者に優

先して免許をするというふうに変わっておりま

す。すなわち、既存の漁業権者の権益の保護が

明確化されたということでございます。

また一方で、新たに設定する漁業権につきま

しては、生産の増大、所得の向上、就業機会の

確保など勘案しまして、地域の水産業の発展に

寄与するかどうかという観点を持って県が判断

をして免許をするということになっております。

ただし、改正法におきましても、知事が漁場

計画というのを立てるわけですが、これも従来

と同様に、利害関係を有する地元の漁業者とか、

漁協の意見をきちんと聞いた上で、漁業調整上

の支障がないという場合に限って免許をすると
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いうふうになっておりますので、地元の了解が

得られないような状況で、組合員以外の方に漁

業権の免許が行われるということがないという

仕組みになっておるというふうに伺っておりま

す。

【溝口委員】 わかりました。ただ、私たちが報

道関係で知る段階の中では、今までと違って、

大きな会社が漁業権のお願いをすれば、知事が

それを認可することができると、そういうよう

な新聞の報道関係を私たちは見てきたんですけ

れども、それで、内容的に、今の説明では、や

はり漁業権者の許可を得なければできないとい

うことで認識していていいわけですかね。知事

としては、認可を出す前に、やはり漁業権者の

皆さん方に一応許しを請うということになるわ

けですか。

【中村漁業振興課長】一般的には、養殖とか定

置の漁業権は、先ほど言いましたように、漁協

が持つ共同漁業権の上に設定をされるというこ

とになる場合が多いので、当然県が漁場計画を

設定する際も、そういう方々のご意見をきちん

と伺って、支障がないというものについて、漁

場計画をつくっていくということになります。

それから、もう一つは、民間からの希望もあ

りますが、長崎県がやっておりますように、民

間の方に漁協の組合員になっていただいて、う

まく協調しながらやっていくという方法もござ

いますので、それらをうまく組み合わせながら、

調整を図っていきたいと考えております。

【溝口委員】わかりました。組合長の皆さん方

も、改正された部分をなかなか勉強する機会が

なくて、大変不安に思っているんですよね。だ

から、組合として、漁業権を国がとって、新し

い人に、都道府県知事が印鑑を押せばそれでい

いと、そういうような感じで思っているので、

今日説明をちゃんと聞いてわかりましたので、

そのことについては、組合長さん方にぜひ伝え

ていきたいと思っております。ありがとうござ

いました。

【大場委員長】 ほかありますでしょうか。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時 ３分 休憩 ―

― 午後 ４時１５分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

【堀江委員】ＦＲＰ漁船の廃船対策について質

問したいと思います。

まず、県内の漁船の廃船総数を教えてくださ

い。

【森川漁港漁場課企画監】廃船総数は、年ごと

にすべて把握できておりません。

【堀江委員】 2015年、平成27年に県下一斉調
査をしているんですが、把握していませんか。

【大場委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時１６分 休憩 ―

― 午後 ４時１６分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

【森川漁港漁場課企画監】今、堀江委員からご

指摘がございましたけれども、登録隻数等につ

きましては、当然把握できておりますけれども、

年間に何隻廃船できているかというふうな数は、

正確には把握できておりません。

ただ、漁船登録を抹消登録する場合に、解撤

する隻数につきましては、年間大体200から300
隻程度となっております。

【堀江委員】 私が平成28年の離島・半島地域
振興特別委員会で、「漁船の廃船ついて総数が

わかるか」という質問をしましたら、当時の漁

港漁場課長が、「平成27年度、県の地方機関に
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おきまして、県下一斉に調査をしております。

その中で、漁港の分につきましては、漁港区内

全体で295」とかというふうに数字を出してお
りまして、その中で所有者が判明しているもの

と所有者が不明のものがあってというふうな、

それは違うんですかね、私がお尋ねしたことと。

【森川漁港漁場課企画監】それは、漁港の放置

廃船の数であろうかと思われます。これは、実

際放置廃船というふうになっておりまして、そ

れが大体200隻程度となっておりますけれども、
その中に所有者がわかっているもの、あるいは

所有者が不明なものというふうな仕分けは確か

にありますけれども、これがすべて県内での年

間のＦＲＰ漁船の廃船かと言われれば、そうい

うふうになっていないということです。

【堀江委員】ごめんなさい。私の質問の角度を

変えましょう。

今の時点で、いわゆる放置廃船、この漁船は

もう廃船すべきですよということがわかってい

る漁船の数というのがわかるんですか、では。

【橋本漁港漁場課長】県内の放置廃船の数でご

ざいますが、先ほど平成27年度の一斉調査の数
字、漁港においては295隻でございましたけれ
ども、平成30年12月現在では363隻となってお
りまして、そのうち所有者が判明しているもの

が145隻、所有者不明が218隻というふうになっ
ております。

【堀江委員】ごめんなさい。どれだけ抹消した

かというか、廃船にしたかということではなく

て、放置廃船と言うんですね。

じゃ、放置廃船の漁船の数が363隻で、所有
者の判明している数が145隻、不明が218隻とい
うことなんですが、問題は、所有者については

お願いをするわけですよね、何とか廃船してく

ださいと。廃船と言うんですか、処理してくだ

さいということをお願いするんですよね。

そうしますと、逆に、放置廃船の数が増えて

いるんですけど、ここの対応をもう少し、どう

いうふうにしているのかというのを教えてくだ

さい。

【橋本漁港漁場課長】放置廃船の処理につきま

しては、漁港管理上重要なことと認識しており

まして、毎回その対策をとっているところです。

具体的には、現地をパトロールいたしまして、

放置廃船を見つければ、まずは所有者を確知す

るというところから入ってまいります。所有者

を確知するためには、漁協に聞き取りですとか、

廃船の近くに住んでいる方への聞き取り等をし

て、所有者を確知していくことをやっていると

ころでございますが、なかなか確知できない船

もございます。

しかしながら、こういった地道なこと以外に、

あと、漁船登録されている船であれば、その登

録簿をもとにさかのぼって調べることもできる

んですが、当時の所有者がその漁船を転売いた

しまして、さらに転売ということになっている

状況が多々ございまして、正確に現在の持ち主

を確定するというのはなかなか困難な状況にな

っているところでございます。

【堀江委員】結局、長期的に放置状態にあれば、

漁業活動に支障が出てくるので、この放置廃船

を何とかしなければいけないということになっ

てくるわけですけれど、所有者がわかっていれ

ばお願いをして、何とか自主的にやってくださ

いとするんですけど、大体、子どもたちは島外

に行っていなかったりする例が多くて、廃船す

るためにも何十万円もかかりますよね。もちろ

ん漁船の大きさによって違うんですけれども、

何十万円というお金がかかるということで、実

際に島外にいる子どもたちが、あなたのお父さ
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んの船が、今こういうふうに廃船状態になって

いるので、それを何とかしてくださいと言われ

ても、いきなり何十万円も出して処理をすると

いうのはなかなか難しいと思うんですが、その

中で、このときの離島・半島地域振興特別委員

会で、当時の漁港漁場課長が、「今後5年間を
めどに、例えば簡易代執行等も視野に順次撤去

したい」というふうに答弁しているんですけど、

この間の動きの中では、そうした動きがあって

いるわけですか。

【橋本漁港漁場課長】簡易代執行まで視野に入

れながら検討するということですが、放置廃船

にもいろいろございまして、特に一番問題にな

るのが、沈みかけている船でございます。これ

は、中に油等が入っている場合がございまして、

港の中で沈没をいたしますと、周りに油が流出

して大変なことになるということで、今、簡易

的に漁港管理者のほうでやっておりますのは、

そういった沈みかけている船、このまま放置す

ると、例えば今日のような大雨が降った時に、

もう沈んでしまうというような非常に危機迫っ

た船については、行政のほうで引き揚げるとい

う処分は行っておりますが、所有者もわかって

いて、ただ、経済的に費用の負担が難しいとい

う船に対してまで代執行をやったことは、恐ら

くないと思っております。

【堀江委員】そうしますと、例えば所有者がわ

かっているという放置廃船については、結局経

済的な理由で撤去が困難という場合には、当時、

所有者に長期計画を作成させて、計画的な撤去

指導を行っていきたいという考えも示されてい

るんですが、実際にそういうふうに、島外にい

る子どもたちに長期的な計画を立てて廃船して

くださいというふうな、そういう指導をされて

いる例もあるんですか。そういう把握をしてい

ますか。

【橋本漁港漁場課長】 私も4月に赴任してまい
りましたので、県全体がどういう状況かという

のは、申しわけありません、把握しておりませ

んが、私は3月まで対馬のほうにおりまして、3
年間おりましたが、対馬のほうでは、確かにそ

ういった問題がありますが、所有者が確知でき

たものについて長期的な計画を立てて指導をし

たという実績は、私がいた3年間ではございま
せん。

【堀江委員】要は、私がどうしてこの質問をし

ているかというと、リサイクルシステムをつく

るというふうに言ったって、なかなか難しいと

ころがありますよね。要するに、どうしても負

担が出てくる。これは所有者の負担になるので、

あるいは子どもたちの負担であったりと、ある

いは所有者がわからなくても高額な負担になっ

てくるので、そこがどうしてもネックになるん

ですよね。産業廃棄物で処理しようと、リサイ

クルシステムを活用しようと。

ここの部分を、その後どういうふうに進展し

ているのかなというのがあって、3年前のやり
とりをもとに、今日質問しているわけですが、

長崎県としては、廃船処理は処理費用が高額で

手間もかかるので、この問題については、国が

何とか支援体制をしてほしいというふうなこと

を国に要望しているんですけれど、国の対応と

いうか、長崎県が要望していることについては、

今回初めてではないので、見通しはあるのです

か。

【森川漁港漁場課企画監】先日の政府施策要望

におきまして、国土交通省の海事局等に対しま

して、ＦＲＰ船の廃船処理にかかる処理費用の

預託・積立制度等、法的な整備を行うこととし

て、ＦＲＰ船所有者や造船所、解体業者等の関
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係者に対して、リサイクルや適正処理に向けた

義務を明確化してくださいというふうなことと

か、ＦＲＰ船所有者には、リサイクル料金の預

託義務づけというふうなことができないのかと

いうふうな要望を行いました。

この回答につきましては、自動車のリサイク

ルは、年間500万台が処理されており、制度と
して成り立っております。ただ、ＦＲＰ船の廃

船は、全国ですけど、年間2,000隻程度で、しか
も耐用年数が、ＦＲＰ船の場合は30年以上とい
うふうな長期にわたっているということで、そ

の間の資金管理などのコストがかかり過ぎて現

実的じゃないというご回答で、恐らく制度の確

立は難しいというふうな回答をいただきました。

【堀江委員】国の対応は、今のところ難しいと

いうふうな見通しだというお話がありましたが、

長崎県の水産業振興基本計画の中でも、ＦＲＰ

漁船の廃船対策の推進というのが掲げられてい

て、今後10年ほどで使用を終え、廃船として大
量に排出されると予測されるということでの、

まずはリサイクルの体制をつくりましょうとい

うふうなことなんですが、そうであっても、予

算的というか、経費をどう対応するかというの

は非常に難しいので、ぜひここは国に、国の言

い分は言い分としても、クリアしていかないと、

本当に難しいんじゃないかなというふうに思い

ます。

私は奈留出身なので、奈留島に放置廃船とい

うのが結構、53隻ぐらいあるんですね。そうい
う中で、要は家族というか、所有者が判明して

いるんだけれども、できませんと。実際できな

いんですよ。父親が80代になると、子どもはも
う60代に入ってきますので、そうするともう年
金暮らしになっていけば、これは子どもが対応

することはできません。まだ現役で働いている

ということであれば、それは対応の道もあるか

と思うんですが、実際に対応はできないという

のが事実なので、そこはやっぱり国の支援なり

がないとこれはできないというふうに思います

ので、私はこの点については、ぜひ今後も強く

求めて対応をしていただきたいと思っているん

ですが、改めて見解を求めます。

【森川漁港漁場課企画監】先ほど申しましたけ

れども、今年の要望につきまして、預託制度の

確立は難しいというふうな回答をいただきまし

た。ただ、非常に重要な問題ですので、来年度

の要望に向けては、昨年度は事業をちょっとし

ていますけれども、その事業の結果を検証した

りとか、五島で昨年、リサイクル協議会という

のをつくりましたし、今年は壱岐と対馬でもそ

のような協議会をつくるというふうな予定にし

ております。

ということで、さまざまなリサイクル協議会

の方たちのご意見を踏まえて、どのような提案

ができるかというのを検討してまいりたいと考

えます。

【堀江委員】 この問題は、今日、明日にどうこ

うなる問題ではないというふうに思っておりま

すので、今後も、このＦＲＰ漁船の廃船対策に

ついては注目していきたいというふうに思って

おります。終わります。

【近藤委員】お伺いしますけれども、今のは漁

港の問題であって、港湾も一緒の感覚で数とか

なんとかは当たっているわけですか。

【橋本漁港漁場課長】港湾における放置廃船の

数も把握はしております。

【近藤委員】じゃ、港湾に配置されている漁船、

そういう対応も水産のほうでやっているわけで

すね。港湾のほうでやるんじゃなくて、水産の

ほうでやっているわけですね。
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【橋本漁港漁場課長】放置廃船につきましては、

港湾法で定められた港湾、それから漁港漁場整

備法で定められた漁港と区域が2つありますが、
基本的には、放置廃船対策、例えば先ほど申し

ましたように、パトロールを行って所有者を確

知すると、それから撤去指導をするというよう

なことは、これは港湾は港湾というか、地方機

関は、一応管理班というところがございまして、

ここは港湾も漁港も一緒になってやっておりま

すので、一体的にやっているところでございま

す。

ただし、予算等については、港湾と漁港の予

算ということで、別々に対応はしていくことに

なります。

【近藤委員】もう一回確認ですけれども、廃船

ということに関しては、港湾も漁港も、そこに

あった場合には漁船として、建設会社の廃船だ

ったら、それはすぐ撤去させることが、港湾だ

ったらできると思うんですよ。でも、漁船の廃

船が港湾にあろうが漁港にあろうが、それはも

う水産がしっかりした形で港湾との横串の関係

でやっていると考えていれば、よろしいですか。

【橋本漁港漁場課長】指導については、地方機

関は、港湾も漁港もございませんので、一緒に

なってやっておりますが、例えばそれに予算が

伴うような場合について、港湾の部分も水産部

の予算でやるということにはなっておりません。

例えば、先ほど申しました沈没船の引き揚げと

かは、それは港湾であれば港湾の予算というこ

とで、水産部のほうで全部見ているということ

ではございません。

【近藤委員】 だから、言っているのは、予算と

かなんとかが生まれてくるケースがありますよ

ね。そのときに、例えば港湾で漁船が沈没して

揚げる時は、それは港湾が港湾の予算で責任を

持って揚げるわけですか。そこら辺の連携はし

っかりできているわけですね。港湾と漁港のそ

ういうふうな廃船に関しての連絡事項というの

は、もうできているわけですね。

【橋本漁港漁場課長】そこら辺はしっかり漁港

は水産部の予算で、港湾は土木部の予算で対応

していくという方針はきちんとなっております。

【近藤委員】 どうもありがとうございました。

【山田(博)委員】 今回、有明漁協の状況につい
て、資料が提出されているわけですね。つまり、

やはり有明漁協の組合長が、いまだに総会を開

けないということというのは、組合長の存在と

いうのは大変大きいということで理解していい

のかどうか、そこをお答えください。

【松尾漁政課長】組合長の役割につきましては、

まずは、代表理事、組合長につきましては、組

合を代表するということ、それから、業務を総

括するということで、それは大事な役割を担っ

ているということでございます。

【山田(博)委員】 そうですね。漁協組合法にお
きましても、理事のうち一人は組合長として、

理事会の議決によって理事から選ばれると。組

合長は組合を代表し、組合の業務を統括すると

ありますのでね。

そこで、県内の漁協組合の中に国会議員がし

ていると聞いたんですけど、どこの漁協組合の

どなたが組合長をされているのか、そこをお答

えください。

【松尾漁政課長】館浦漁協の金子組合長でござ

います。

【山田(博)委員】 金子組合長といったら、国会
議員の、今、参議院の予算委員長をしている金

子先生ですか。間違いありませんか。

【松尾漁政課長】委員のおっしゃるとおりでご

ざいます。
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【山田(博)委員】 私は、金子先生は、今、国会
で忙しいから、大変ですね。業務多忙の中で漁

協組合の経営をしっかりと支えていただかない

といけないとなるわけですよ。これは、漁政課

長、第二の有明漁協にならないようにしっかり

と金子組合長さんには、金子組合長さんは非常

勤ですか、常勤ですか、どっちですか。

【松尾漁政課長】 非常勤でございます。

【山田(博)委員】 非常勤、ほかのところは常勤
でやっているけど、先ほど漁政課長は、組合長

さんは大変な役職だと、漁協組合法にも書いて

いるし、あなたの答弁もそうだけれども、漁協

組合長として役職を全うしてもらうように、し

っかりやっていただきたいと思っております。

それは、理解しているわけですね。漁政課長は

来たばかりでわからないだろうから、西次長、

そうでしょう。見解を聞かせていただきたいと

思います。

【西水産部次長】漁業協同組合の組合長につい

は、先ほど漁政課長が申し上げたような、大変

重要な役割を担っているところでございますの

で、その立場が常勤であっても、非常勤であっ

ても、その役割はきっちり果たせるように県と

してもしっかり指導をしてまいりたいと思って

おります。

【山田(博)委員】 国会議員だろうが、県議会議
員だろうがしっかりとやっていただくようにお

願いしたいと思います。

あの人のことだから、そういったことは、ミ

スはないと思うけど、万が一のことがあっては、

そういった声があったから、お伝えしているわ

けであって、全く何の思いもないんですよ。そ

ういった声があったから、今委員会で質問して

いるわけでございます。

続きまして、お尋ねしますけれども、先ほど

溝口委員からもマグロの件に関していろいろ話

がありましたけれども、今、県内でクロマグロ

の養殖をされている方々の、例えば餌とか、稚

魚とか何かというのは、基本的に長崎県内の稚

魚または餌を購入していただくように、そうい

った方向性であるのかないのか。

これは、各漁協組合とか、マグロ業者の協定

書に必ず書いているところは、「本事業を円滑

に行うために便宜供与を努め、お互いに地域振

興のため、可能な限り協力を行うものとする」

とありますけど、これで間違いないかどうか、

そこをお答えください。

【吉田水産加工流通課企画監】マグロ養殖の餌、

種苗の購入についてでございますが、マグロ養

殖に企業が参入しましたのは、平成20年当時、
ここが一番多くございました。

その際、マグロ養殖をさらに地域で円滑に推

進していくために、県のほうは地元の漁協、企

業とお話し合いをしまして、参入に当たりまし

ては漁業振興への配慮、地域との共存への配慮、

地域振興への配慮ということで、例えば種苗に

つきましては、ひき縄漁業者が、夏場の夏枯れ

の時期に、マグロ養殖の稚魚を販売されていま

すので、できるだけ可能な範囲でそういうふう

な種苗の購入をお願いしたいとか、そういうふ

うな経緯がございました。

また、餌につきましても、そもそも長崎県は

サバとか、アジとか、市場でたくさん揚がって

おりますけれども、それについても、可能な限

り漁協のほうから購入することも検討していた

だきたいということで、そういうふうな配慮事

項を、平成20年当時、県も入った中で、話し合
いで取り決めておりました。

【山田(博)委員】 実は、これは委員の皆さん方
にぜひ聞いていただきたいんですが、先ほどお
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っしゃたように、県内でマグロ養殖を行うに当

たっては、マグロの稚魚も、要するに種苗です

ね。種苗も餌も、地域振興のために地元の漁協、

または県内のものを使っていただきたいとなっ

ているんですが、一部、私が調べてもらいまし

たら、県内のマグロ業者の中で、何とクロマグ

ロの種苗を県外から100％とっているんです。
県外ですよ。あげくの果ては、餌なんかは県外

から50％もとっていると。企画監、この現状を
どう思われますか。これが地元の漁業振興、そ

れを十分賄っていると思えるか思えないか、そ

こだけお答えください。

【吉田水産加工流通課企画監】マグロの種苗の

購入につきましては、マグロ養殖の伸張に伴い

まして、購入する尾数も増えております。

平成30年度の現状を申しますと、県内全体で
17万5,556尾、生け込み尾数はそういう数にな
っておりますけれども、そのうち県内産は10万
2,116尾、これが58％というふうな状況でござ
います。

ただいま委員がおっしゃられました、100％
依存するというところにつきましては、参入当

初から、地元で種苗がとれないような本土地区

というのもございますし、また、漁業と養殖業

が一つの会社経営になっているような会社もご

ざいます。そういったところの中で、そういう

事態は発生しているものと認識しております。

【山田(博)委員】 企画監は言われたけれども、

もう一度お尋ねしますよ。県内のマグロ養殖の

中で、県内の種苗と餌をそれぞれどんな取り扱

いをしているか、もう一度お尋ねします。餌も

お答えいただけますか。

【吉田水産加工流通課企画監】県内の餌の購入

状況でございますけれど、主要な養殖会社から

の聞き取りによりますと、餌の仕入れ地別割合

は、地元が5％から30％、県内が10％から90％、
県外が5％から60％。県内と申しましたのは、
主に長崎魚市、佐世保魚市、松浦魚市の各市場

が主要なところでございます。

【山田(博)委員】 じゃ、もう平均してですね、

これは。企画監、主要なマグロ養殖の中で、県

外から60％もとっているとか、種苗も県外から
とっているとかというのは、県当局としては、

それを、今回私が質問するに当たって初めて調

査されたんでしょう。初めて調査したというこ

とで間違いありませんね。そこだけお答えくだ

さい。

【吉田水産加工流通課企画監】先ほど申しまし

たマグロ養殖の振興につきましては、その技術

開発の当時から、県のほうも深く関わりを持ち

ながら、また、平成20年3月には、マグロ養殖
振興プランというものを定めて、県のほうでさ

らにマグロを伸ばすということで推進を図って

きております。

マグロ養殖の種苗につきましては、当時から

データのほうは把握させていただいております。

養殖用餌料につきましては、例えば餌料が高

騰したりとか、入手が難しいと、そういうふう

な時には、随時調査をさせていただいていると

いうふうな状況でございます。

【山田(博)委員】 そうしたら、調査していて、

県外の種苗が多いとか、県外の餌が多いとか、

じゃ、企画監はわかっていたということですね。

じゃ、わかった時は黙っていたんですか。黙

っていたんですね。それはいかんな。わかって

いて、それを黙っていたんですね。これはいか

んよ。

髙屋政策監、県内の企業から、漁協組合から

種苗とか餌も取り寄せてくださいというふうに、

長崎県が協定を結ぶ中で、それをわかっておき
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ながら、今までそれを黙っていたとはどうかと

思う。

今後は、しっかりとそこの地域振興の一環と

して取り組んでいただきたいと思っております。

なぜかというと、これは長崎県も海面利用権と

いうのは、マグロ業者の方々には海面利用権を

とらないようになっているじゃないですか、免

除しているじゃないですか。そこの便宜を図っ

ているにもかかわらず、県外から堂々と餌を買

ったりとか、稚魚を買ったりとか、そういうこ

とでは、何のために長崎県の水産部というのは

そういった配慮をしているかというのはあるじ

ゃないですか。

そういうところで、政策監、私はそう思うわ

けでございますが、見解を聞かせていただきた

いと思います。

【髙屋水産部政策監】地元の漁協あるいは地元

そのものと企業との関係につきましては、ただ

今、企画監のほうから説明をいたしましたよう

に、参入当初から地元と協調しながらマグロ養

殖を進めるということは基本でございまして、

それは年数がたっても変わらないものと、私も

認識をしております。

ただ、年度によりまして、地元のひき縄漁業

の種苗を入れたんだけれども、企業的にまだ要

るという場合には、やはり県外から入れること

も、これはやむを得ずあるということで、数字

的にその比率が逆転するということもあろうか

とは思います。

ただ、精神的なことを申しますと、やはり申

しましたように、地元と連携をしながら密着し

て養殖を振興するというのが基本でございます

ので、今委員がおっしゃいましたような精神の

もとに、今後とも地元で企業と漁協の、あるい

は地元の漁業者の方と連携して地域振興が図れ

るように配慮してまいりたいと思います。

【山田(博)委員】 それでは、気持ち的とありま
すけれど、政策監、もう一度お尋ねしますけど、

そうしますと、餌が足りないとか、どうしても

地元で手に入らないとか、それはきちんと県当

局に事前に相談なり連絡があって、県外から購

入した上で、今こういった数字で県外が多いと

ころもあるということで理解していいのかどう

か、そこだけお答えください。

【髙屋水産部政策監】マグロの種苗につきまし

ては、ご承知のとおり、生け込みの尾数が決ま

っておりますので、地元配慮、県の了解をとる

というよりも、マグロの現在の国際的な規制の

枠の中でそういう仕組みができておりますので、

必然的に私どもはその中身を把握することにな

っております。（「餌は」と呼ぶ者あり）

申しわけございません。餌につきましては、

どこから入れていいでしょうかというようなこ

とは報告はございません。

【山田(博)委員】 ここは大事なところですから、
企画監、今回明らかになったでしょう。種苗の

ほうはちゃんと把握はできますと。しかし、餌

のほうはわかりませんというのがわかったんで

すよ。

だから、今後はしっかりと地域振興、漁業振

興、長崎県の振興のために、ちゃんと種苗だけ

ではなくて、餌もどこから買っているかという

のをしっかりやっていただかないと、ただ単に、

漁協組合の経営は厳しいんですよ。マグロ養殖

をしているから、どこで餌をとってもいいとい

うわけではないんですよ。漁協組合はどれだけ

漁業調整をしながら、組合員の調整を図りなが

らこの養殖事業をやっているわけですから、企

画監、しっかりと取り組んでいただきたいと思

っております。
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今日は髪型が決まっていますよ。答弁ももう

ちょっと決まった答弁をしてもらわないと、力

が入らないから、もう一度お願いします。

【吉田水産加工流通課企画監】本県の基幹養殖

業でありますマグロ養殖につきましては、さら

なる振興を図る必要があると考えております。

そのため、種苗のみならず、餌につきまして

も、県として可能な限りで把握してまいります。

【山田(博)委員】 可能な限り把握して、きちん
と指導していくということで理解していいんで

すね。企画監、頑張ってくださいよ。あなたに

期待しているんだから。もう一つ決意を聞かな

いと、何かいまいち、ちょっと迫力なかったか

ら、いかがですか。

【吉田水産加工流通課企画監】マグロ養殖事業

者につきましては、本県で水揚げされる餌、か

なりの割合で使っていただいていると思ってお

ります。

ただ一方、地域によりましては、漁協あたり

が小さいところは冷凍庫がない。そういうふう

なハード施設がなくて、なかなか漁協のほうで

も対応できないという実情がございます。

そういう実情も踏まえながら、県としても可

能な限り対応してまいります。

【山田(博)委員】 ぜひそれをお願いしたいと思
います。これは地域振興のためだから。

それと、先ほど、赤木委員が質問した時に漁

港漁場課長は何と答弁したかというと、畝刈臨

港道路の件を言ったでしょう。あのときの答弁

は何と言ったかというと、「国道、県道に匹敵

するぐらいの大変重要度がある」と言ったんで

すよ。そうしたら、漁港漁場課としては、水産

部としては、それだけの、国道、県道に匹敵す

る使用があるのであれば、国道、県道に昇格す

るぐらいの働きかけをしないといかんというこ

とになるわけだよ。そういう答弁があったんだ

よ。赤木委員、聞いているか。（「はい」と呼

ぶ者あり）だから、君はいい質問をしたんだ。

がしかし、漁港漁場課長はそう言いながら、

すうっと流したわけね。これはいかんなと思っ

て、私は今、指摘しているわけです。そんなに

言うのであれば、県道、国道に昇格するぐらい

の運動をせんといかんのじゃないかと。必要性

をさんざん言っておきながら、整備は、守って

いきますと、長崎県の限られた予算なんだよ。

それで、漁港漁場課長、あなたが言ったこと

はごもっとも。そうであるんだったら、県道、

国道に昇格するぐらい頑張らないといかんとい

うことを言っているわけだよ。臨港道路だって

予算が限られているんだ。その臨港道路の予算

は別のところに使って、県道、国道に昇格する

ように頑張らないといけないということを言っ

ているんだよ。そういうことをあなたは暗に言

ったんだよ。私にその質問をしてほしいという

ことを言ってくれたんだなと思って、私は今言

っているわけだ。どうぞ見解を聞かせていただ

きたいと思います。

【橋本漁港漁場課長】臨港道路畝刈時津線につ

きましては、新長崎漁港と時津の交差点との間

を結ぶ重要な路線と認識しておりまして、漁港

施設としてしっかり管理をしていきたいと思っ

ております。

【山田(博)委員】 そうしたら、赤木委員に言っ
た時は何だったんですか。県道、国道に匹敵す

るぐらいと言っていたでしょう。そうしたら、

赤木委員には適当なことを言ったということで

すか。失礼じゃないか、君は、というふうにな

るんですよ。

ここは誰がおさめるか、参事監。この取りま

とめはあなたしかいないんだよ。どうするか、
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取りまとめをやってくれないか。

【内田水産部参事監】今申し上げましたとおり、

この道路は非常に重要な道路です。現在、こち

らの道路は漁港施設として、道路だけではなく

て、埠頭などと一緒にこれまでも整備をしてき

ましたし、これからの必要な整備については、

順を追ってやっていくこととなります。

長崎漁港では、現在、岸壁の耐震化や荷捌き

所などの整備に取り組んでおり、また、道路も

含めて、今、施設全体が老朽化をしている整備

を進めていくことが、まず第一だと思っており

ます。

ただ、この次、さらにその先と課題はいっぱ

いあると思いますので、もうこれで終わりだと

いうわけではなくて、今後の課題についてどう

対応していくのかというのは、しっかり検討を

進めていかなければいけないと思っております。

【山田(博)委員】参事監、そういうことですね。
参事監が言ったから、この質問は終わりたいと

思います。

もう時間が限られているので、あと、資料と

して、未開発の水産資源による漁業者の経営支

援について、五島沖におけるサクラエビの資源

調査について、大村湾におけるヘドロの除去に

よる底質改善について、あと、磯焼け対策事業

の取り組み状況について、また、地域の漁業の

あり方について、県当局の取り組み状況を後で

ペーパーとして提出していただきたいと思いま

すので、どうぞよろしくお願いしたいと思いま

す。

これはよろしいでしょうか、参事監。取りま

とめは参事監ですか、漁政課長ですか。今言っ

た資料を、もう時間が限られているので、後で

提出していただけますでしょうか。よろしいで

しょうか。

【松尾漁政課長】整理いたしまして、提出させ

ていただきます。

【山田(博)委員】 ぜひよろしくお願いしたいと
思います。

特に、大村湾におけるヘドロの除去に関して

の状況を、細かい資料を提出いただくようお願

いしたいと思います。

時間がきましたので、私の議案外の質問を終

わらせていただきます。ありがとうございまし

た。

【大場委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】ほかに質問がないようですので、

水産部関係の審査結果について整理したいと思

います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時５４分 休憩 ―

― 午後 ４時５４分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、水産部関係の審査を終了

いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10
時に県庁を出発し、諫早市内での現地調査を実

施いたします。雨天の場合でも、よほどのこと

がない限りは決行したいと思っておりますので、

よろしくお願いいたします。

委員会は午後1時30分から再開し、農林部関
係の審査を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れ様でした。

― 午後 ４時５５分 散会 ―



第 ３ 日 目



令和元年６月定例会農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（７月２日）

- 124 -

１、開催年月日時刻及び場所

  令和元年７月２日

自  午後 １時３０分

至  午後 ３時５４分

於  委 員 会 室 4

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 大場 博文 君

副委員長(副会長) 浦川 基継 君

委   員 田中 愛国 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 徳永 達也 君

〃 山田 博司 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 麻生  隆 君

〃 近藤 智昭 君

〃 久保田将誠 君

〃 赤木 幸仁 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

農 林 部 長 中村 功 君

農林 技術開 発
セン ター所 長

荒木 誠 君

農 林 部 次 長 岡本 均 君

農 林 部 次 長 綾香 直芳 君

農林 部参事 監
（農村整備事業・
諫早湾干拓担当）

山根 伸司 君

林 政 課 長
（ 参 事 監 ）

内田 陽二 君

農 政 課 長 吉田 弘毅 君

農山村対策室長 川口 健二 君

団体検査指導室長 村岡 彰信 君

農業 経営課 長 宮本 亮 君

農地利活用推進室長 村里 祐治 君

農産 園芸課 長 渋谷 隆秀 君

農産加工流通課長 長門  潤 君

畜 産 課 長 山形 雅宏 君

農 村 整 備 課 長 土井 幸寿 君

諫早湾干拓課長 藤田 昌三 君

森林 整備室 長 永田 明広 君

６、審査の経過次のとおり

― 午後 １時３０分 開議 ―

【大場委員長】委員会及び分科会を再開いたし

ます。

これより、農林部関係の審査を行います。

【大場分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案及び報告議案を議題といたします。

農林部部長より、予算議案及び報告議案説明

をお願いいたします。

【中村農林部長】農林部関係の議案等について、

ご説明いたします。

予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明

資料の農林部の1ページ目をお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第76号議案「令和元年度長崎県一般会計補正予
算（第1号）」のうち関係部分、報告第1号 知

事専決事項報告「平成30年度長崎県一般会計補
正予算（第7号）」のうち関係部分、報告第3号
知事専決事項報告「平成30年度長崎県農業改良
資金特別会計補正予算（第2号）」、報告第4号
知事専決事項報告「平成30年度長崎県林業改善
資金特別会計補正予算（第2号）」、報告第5号
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知事専決事項報告「平成30年度長崎県県営林特
別会計補正予算（第4号）」であります。
はじめに、第76号議案「令和元年度長崎県一

般会計補正予算（第1号）」のうち関係部分に
つきましては、歳入総額は14億5,015万3,000円
の増となっております。

2ページ目をお開きください。
歳出総額は22億6,822万3,000円の増となっ

ており、歳出の内容につきましては、畜産クラ

スターの構築に要する経費及び公共事業に対す

る国の内示に伴う調整について補正しようとす

るものであります。

3ページ目をご覧ください。
次に、先の2月定例会において、知事専決処

分による措置をあらかじめご了承いただき、3
月29日付けをもって専決処分させていただき
ました事項について、ご報告いたします。

はじめに、報告第1号 知事専決事項報告「平

成30年度長崎県一般会計補正予算（第7号）」
のうち関係部分につきましては、歳入面で国庫

支出金等が最終的に確定したこと、及び歳出面

で年間執行額が確定したことなどに伴うもので

あり、歳入総額は5億149万6,000円の減、歳出
総額は12億2,116万1,000円の減となっており
ます。

次に、4ページ目をお開きください。
報告第3号 知事専決事項報告「平成30年度

長崎県農業改良資金特別会計補正予算（第2
号）」につきましては、事業の決定に伴うもの

であり、歳入、歳出それぞれ176万4,000円を減
額いたしております。

報告第4号 知事専決事項報告「平成30年度
長崎県林業改善資金特別会計補正予算（第2
号）」につきましは、事業の決定に伴うもので

あり、歳入、歳出それぞれ66万6,000円を減額

いたしております。

報告第5号 知事専決事項報告「平成30年度
長崎県県営林特別会計補正予算（第4号）」に
つきましては、事業の決定に伴うものであり、

歳入、歳出それぞれ1,190万9,000円を減額いた
しております。

次に、「平成30年度長崎県一般会計歳出予算
繰越明許費繰越計算書報告」の関係部分につき

ましては、5ページ目にそれぞれ記載のとおり
であり、繰越の主な理由は、事業決定の遅れ、

計画、設計及び工法の変更による工事の遅延、

地元関係者との調整に不測の日数を要したこと

等により、事業の年度内完成が困難となったこ

とによるものであります。

次に、「平成30年度長崎県県営林特別会計歳
出予算繰越明許費繰越計算書報告」につきまし

ては、記載のとおりであり、繰越の理由は、事

業決定の遅れにより、事業の年度内完成が困難

となったことによるものであります。

以上をもちまして、農林部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【大場分科会長】次に、農政課長より補足説明

をお願いいたします。

【吉田農政課長】私のほうからは、繰越事業に

ついてご説明をいたします。

補足説明資料の【繰越事業理由別調書】とい

う資料をお手元にお願いいたします。

繰越額につきましては、11月定例会及び2月
定例会においてご承認をいただいておりますが、

その後の事業の進捗に伴い繰越額が確定したこ

とから、改めてご説明を申し上げます。

それでは、説明資料の1ページ目の中段の表
をご覧ください。
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課別に繰越額を記載しておりますが、その表

の一番下、合計欄でございます。農林部の繰越

額の合計は560件、91億1,709万5,000円でござ
います。

そのうち経済対策が58件、57億6,038万5,000
円、災害復旧分が429件、6億62万4,000円でご
ざいまして、経済対策と災害復旧の2つで、件
数で全体の87％、金額で70％を占めているとこ
ろでございます。

次に、繰越理由の主なものでございますが、

上段の表をご覧ください。繰越理由につきまし

ては、左側に記載をいたしております。

まず、①の事業決定の遅れによるものが一番

多くなっておりまして、件数で411件、金額で
72億8,055万6,000円となっています。件数では、
全体の73％、金額で80％を占めており、その多
くは、先ほど申しましたが、経済対策分、災害

復旧分によるものでございます。

そのほかの繰越理由といたしまして、②計画、

設計及び工法の変更による遅れが件数で23件、
金額で7億8,474万3,000円でございます。主な
理由といたしましては、林政課の育成林整備造

林事業費におきまして、森林所有者の同意に基

づく着手が境界の確定作業などに不測の日数を

要し、年度内の完成が困難になったものなどで

ございます。

次に、⑤のその他でございます。件数として

118件、金額で9億6,767万4,000円でございます。
これは、主に畜産クラスター構築事業費におき

まして、特許工法による建設資材の調達が遅れ、

年度内の完成が困難になったものでありますと

か、平成29年度の豪雨災害復旧工事の人夫不足
による入札不調などが主な理由となっておりま

す。

2ページをご覧ください。

これは、表の中段にありますが、11月議会、
右側の2月議会において繰越の承認をいただい
た繰越額に課ごとの内訳を記載している表とな

っております。

それから、3ページ以降につきましては、事
業ごとに繰越の件数、金額を記載しているとこ

ろでございます。

恐れ入りますが、1ページ目にお戻りくださ
い。

ページの一番下に四角で囲んで、参考とあり

ますが、前年度の繰越額との比較でございます。

合計欄の一番下になりますが、昨年と比べて、

件数で11件、金額で13億3,573万1,000円の増と
なっています。増加した主な理由でございます

が、災害復旧費については減少いたしておりま

すが、経済対策分で16件、10億7,476万3,000円
増加していることが理由となっております。

また、経済対策、災害復旧費以外で25件、4
億6,801万9,000円増加しておりますが、先ほど
説明いたしました、畜産クラスター構築事業費

繰越による増が主な理由でございます。

今後は、残る事業の早期執行に向けて最大限

努力してまいります。

以上で説明を終わります。

【大場分科会長】次に、畜産課長より補足説明

をお願いいたします。

【山形畜産課長】私のほうから、畜産関係の事

業につきまして、1点補足の説明をさせていた
だきます。

資料につきましては、「令和元年度6月補正
予算計上事業一覧」で説明したいと思います。

お手元にございますでしょうか。

1ページでございます。
今回計上しておりますのが、畜産事業費で1

件、1億5,255万円となっております。これは畜
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産課所管のクラスター構築事業費につきまして、

国庫補助相当の増額分について補正予算を計上

するものであります。当事業は、地域の中心的

な畜産経営体の育成を目的に、国の基金事業を

活用して、牛舎等の施設整備を支援するもので

ございます。

2ページをご覧ください。
今回予算計上している事業の整備内容を右側

に示しております。今回、繁殖経営を実施して

いる経営体に対し、ＩＣＴを活用した地域の核

となるモデル的な一貫経営への移行を目的とし

た牛舎等の施設整備に対する支援の一部につい

て計上しております。

以上でございます。

【大場分科会長】次に、農村整備課長より補足

説明をお願いいたします。

【土井農村整備課長】私のほうから、農村整備

課関係の事業につきまして、お配りしておりま

す補足説明資料に基づきまして説明をいたしま

す。

3ページから5ページに記載されていますの
が、今回補正予算で計上しております農村整備

課分の事業及び地区の一覧でございます。

農村整備課事業における国の令和元年度当初

予算は、対前年度比12％増の4,963億円となっ
ており、農地の大区画化や競争力強化事業及び

重要インフラの緊急点検等を踏まえた臨時・特

別の措置に係る予算となっております。

本県においても、農地の基盤整備事業、防災

事業を中心に予算配分がなされており、今回、

国の内示額により増額となった事業について、

これを有効活用し、農業農村整備事業の推進を

加速化したいと考えております。

補正の内容としましては、県営畑地帯総合農

地整備事業、経営体育成基盤整備事業や基幹農

道整備事業などの15地区に、合わせて17億
2,518万1,000円補正予算を計上させていただ
き、令和元年度は、平成30年度補正予算42億円
と合わせた、年間実質予算113億円で事業を推
進することとしております。

次に、今回補正予算を計上させていただく主

要事業につきまして、写真などを用いまして説

明させていただきます。

資料の6ページをご覧ください。
諫早市・雲仙市で実施中の田尻地区の写真に

なります。かんがい排水事業のメニューの一つ

である新生産調整推進排水対策特別事業は、水

田の汎用化を図るために、農業用用排水路の新

設または更新を行う事業でございます。

今回の補正予算では、田尻地区において、排

水の附帯工事を実施するために1億3,027万
4,000円を計上しております。
続きまして、7ページをご覧ください。
南島原市で実施している空池原地区の写真に

なります。担い手育成畑地帯総合整備事業は、

畑作農業経営の体質強化のために区画整理、農

業用かんがい施設などを総合的に整備するもの

です。

今回の補正予算では、空池原地区ほか4地区
において区画整理などを実施するために、合計

3億8,315万9,000円を計上しております。
続きまして、8ページをご覧ください。
川棚町で実施しています川棚西部地区の写真

になります。基幹農道整備事業は、農業生産の

近代化及び流通の合理化を図るために農道の改

良または新設を行うものです。

今回の補正予算では、川棚西部地区ほか2地
区において農道工などを実施するために、合計

4億9,460万2,000円を計上しています。
続きまして、9ページをご覧ください。
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五島市で実施しています寺脇地区の写真にな

ります。経営体育成基盤整備事業は、主に水田

地域の大規模経営が可能となるよう、区画整理

や農地の汎用化のための暗渠排水などを実施す

る事業でございます。

今回の補正予算では、寺脇地区ほか2地区に
おいて区画整理などを実施するために、合計3
億2,927万6,000円を計上しています。
続きまして、10ページをご覧ください。
南島原市で実施しています有馬2期地区の写

真になります。海岸保全事業は、農地を波浪や

高潮などの被害から守るために、海岸の護岸や

堤防などの整備を行うものであります。

今回の補正予算では、有馬2期地区において
消波工、被覆工を実施するために、合計2億
3,625万円を計上しています。
以上で説明を終わらせていただきます。

ご審議賜りますようよろしくお願いいたしま

す。

【大場分科会長】次に、森林整備室長より補足

説明をお願いいたします。

【永田森林整備室長】私のほうから、森林整備

室関係、治山事業について概要をご説明いたし

ます。

今回の補正予算をお願いするものは、国の内

示に伴う公共事業費の追加でございます。同資

料の11ページから12ページに、計上事業の一覧
表を記載しております。

13ページをご覧ください。
予防治山事業でございます。南島原市北有馬

町田平地区でございます。写真の右側をご覧く

ださい。平成28年6月の集中豪雨により、集落
に近接する山腹斜面の一部で表層崩壊が発生し

ました。斜面には、依然として不安定な土塊や

亀裂が多く、今後、豪雨等による斜面崩壊や落

石による人家への被害が発生するおそれがあり

ます。このため、崩壊等を防止するため、法枠

工を計画しております。左下の写真が完成のイ

メージの写真となっております。8,235万円を計
上しております。

このほか、予防治山事業費として9カ所、全
体で10カ所、事業費としまして3億9,049万
2,000円の補正予算を計上しているところでご
ざいます。

よろしくご審議のほどお願いいします。

【大場分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案及び報告議案に対する質

疑を行います。

質疑はありませんか。

【山田(博)委員】 それでは、質問させていただ
きたいと思うんですが、まず、今回の資料の中

の横長資料を見ていただけますでしょうか。

21ページに植物防疫費ということで、これは
減額補正で、病害虫防除対策費として2億円余
り減額になっていますけど、これはなぜこうい

うふうになったのか、お答えいただけますか。

【川口農山村対策室長】 山田(博)委員からご指
摘がございました、病害虫防除対策費について

でございます。

これは、長崎鳥獣被害防止総合対策事業の予

算でございまして、約2億2,000万円減額してお
りますが、そのうち1億8,000万円が捕獲事業、
いわゆるイノシシを捕獲した場合の捕獲報奨金

の予算でございます。

この事業につきましては、3月31日までの捕
獲頭数を目標に捕獲を進めてまいりますので、

どうしても予算を3月の補正まで持っておきま
すので、この時期の専決で減額をさせていただ

いております。捕獲頭数が減少したために、予

算を専決させていただいたということになって
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おります。

【山田(博)委員】 じゃ、イノシシの捕獲頭数が
目標頭数にならなかったと。じゃ、お尋ねしま

すけど、過去3年間、捕獲頭数はどれぐらい目
標を持って、実績はどれだけあったのか、それ

をお答えいただけますか。

農山村対策室長、時間がかかるでしょうから、

調べてわかったら、後で教えていただけますか。

委員長、続いて、繰越事業理由別調書を拝見

させていただいて、今回、経済対策分というこ

とで公共事業の予算が上がっているわけでござ

いますが、今回の公共事業の経済対策分の金額

で、じゃ、どれだけの経済波及効果をもたらす

予定をしているのか、それをお答えいただけま

すか。

よくわからなかったみたいですね。もう一度

言いましょうかね。

今回、国のほうから経済対策の補正というこ

とでしているわけですね。じゃ、経済対策とい

うことであれば、今回の経済対策は、公共事業

でどれだけの波及効果を農林部としては見込ん

でいらっしゃるのか、それをお答えいただきた

いと思いますので、よろしくお願いします。

時間がかかるようであれば、次の質問にまた

移っていきたいと思うんですが、農山村対策室

長、わかりましか。

【川口農山村対策室長】まず、イノシシの過去

3年間の捕獲頭数でございます。平成27年が3万
8,386頭でございます。平成28年が4万3,488頭
でございます。平成29年が3万6,779頭でござい
ます。平成30年が3万4,935頭でございます。
修正をさせていただきたいと思います。先ほ

ど、私はイノシシと申しましたが、シカとか鳥

等の捕獲報奨金も合わせた金額を減額しており

ます。

平成30年度の捕獲の目標頭数というご質問
がございましたが、これにつきましては、獣種

すべて合わせまして6万7,363頭分を予算とし
て確保しておりました。

【山田(博)委員】そうしたら、お尋ねしますが、
目標の幾らぐらいを予定していて、充足ができ

たんですか。

例えばイノシシが平成27年では3万8,000頭
でしたけど、目標で大体どれだけの充足率でき

ていたんですか。

【川口農山村対策室長】 平成30年度のイノシ
シとシカであわせてお答えさせていただくんで

すが、これにつきましては5万1,266頭分の予算
を確保しておりまして、補正後では、3万4,463
頭分の予算を執行した形になっております。し

たがいまして、1万6,000頭分の予算を、今回専
決で減をさせていただいた形になっております。

【山田(博)委員】 ちょっとわかりにくいので、

じゃ、過去3年間の頭数、例えばイノシシなり
カラスとかあるでしょう。目標の金額、どれだ

けの目標ができたのか、達成率です。それをパ

ーセントで答えられますか。

【川口農山村対策室長】お時間をいただいてよ

ろしいですか。

【山田(博)委員】 お時間くださいって、あさっ
てになるわけじゃないでしょう。じゃ、大体ど

れくらいを見込んでしていたのかというのを教

えていただきたいと思いますので、よろしくお

願いします。

それでは、繰越事業理由別調書の4ページを
見ていただけないでしょうか。造林費の中で花

粉発生源対策促進事業費ということで、これは

2月に3,000万円上がっていますけれども、計
画・設計及び工法変更による遅れになっている

ということでありますけれども、今、実際に事
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業としてどういった形でやられているのか、説

明いただけますか。

【永田森林整備室長】花粉発生源対策事業でご

ざいますけれども、これは、現在植わっている

スギ、ヒノキを伐採し、無花粉・少花粉のスギ、

ヒノキを植えていくという事業でございます。

今回、計上させていただきました、この繰越

事業につきましては、工法の変更による遅れと

いうことでございますけれども、調達しようと

していた無花粉・少花粉の苗木の調達が間に合

わずに繰り越しということでしております。

現在の状況でございますけれども、繰越事業

については、すべて完了済みということでござ

います。

【山田(博)委員】 スギの花粉対策というのは、

要するに花粉の発生するスギの木を伐採して、

そのかわりに別のスギを植えるということです

ね。今回、繰り越しになったのは、スギが間に

合わなかったということですね。そうしたら、

繰越理由の中に、計画・設計及び工法の変更に

よる遅れとありますけど、これに入るんですか。

入らないでしょう。私だったら、ちょっと入ら

ないんじゃないかと思うんですけど、そうした

ら、その他に入るんじゃないかと思ったんです

けど、いかがですか。

【永田森林整備室長】当初調達する予定の計画

の苗木が調達できなかったということで、いわ

ゆる計画の部分で遅れが生じたということで、

ここに入れさせていただいております。

【山田(博)委員】 これは計画じゃなくて、資材
の調達の遅れになるんじゃないかと思ったんで

すけど、見解の相違でしょうから。

これは、お尋ねしますけど、花粉発生源対策

とやっていますけど、今後やっていく予定をし

ているんですか。花粉対策というのは県内一円

とありましたけど、じゃ、どこにしたのか。

永田室長が、ここがいいと思ってそこにした

のか、戦略戦術を持ってやっているのかどうか

というのをお尋ねしたい。まさか、自分が住ん

でいるところを真っ先にするわけじゃないでし

ょう。どこに、どういうふうにしたかというの

は、戦略戦術を持ってやっていくんでしょう、

花粉対策だから。花粉症の人はたくさんいるわ

けだからね。どうですか、室長。

【永田森林整備室長】この事業につきましては、

農山漁村交付金を活用した事業でございまして、

そういった中で、皆伐をしたいという要望地に

おいて実施しているというのが現状でございま

す。

現在のところ、木材の生産量をしっかり増や

していくにおいては、搬出間伐のみならず、主

伐・再造林も必要だということでございますの

で、先ほど言いましたとおり、森林所有者の要

望だけではなくて、委員、今おっしゃったよう

に、主伐・再造林を、どういうふうに進めてい

くかというのを含めて、今戦略的に進めるよう

に検討しているところでございます。

【山田(博)委員】 じゃ、それを披露してくださ
い。どういうふうに考えているのか。今、披露

できますか。今、検討しているけど、今、披露

できないんですかね。もうあるんだったら、披

露できますか。どっちですか。今、ちょっと事

情があって披露できないのか、もうちゃんと持

っていて披露できるのか、どちらですか。

【永田森林整備室長】具体的にこうというのは、

まだ持っていませんけれども、皆伐するに当た

っては、当然伐るのにも経費がかかりますので、

条件がいいところじゃないとなかなか採算に合

わないというところがございますので、道掛か

りがいいとか、傾斜が緩やかであるとか、そう
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いったところと、あと、再造林をいたしますの

で、再生産ができる場所というのを現在ピック

アップしながらやっているところでございます。

具体的にここだというところは、すみません、

そこまで持ち合わせておりません。

【山田(博)委員】 ないじゃないですか。戦略戦
術を持ってやっているかと思って、はいと言う

から、期待をしていて聞いたら、はっきりしな

いところがあったからね。永田室長、期待して

いたんだよ。私は花粉症ではないけれども、花

粉症の人がたくさんいるところを中心にやって

いるかと思ったら、今から検討ということです

ね。それを早く言ってくれれば、この質問はし

なかったんですよ。

【土井農村整備課長】先ほど山田博司委員のほ

うから質問がありました、補正予算にかかる経

済波及効果はということなんですが、農村整備

課の補正予算でいきますと、42億円繰り越しを
させていただいた補正予算があります。

これについて、2018年3月28日の長崎県産業
連関表を用いて算定しますと、算定基礎額の

1.65倍ということで、波及効果は68億2,259万
円という算定結果になっております。

【山田(博)委員】 農村整備課におかれましては、
42億円余りの工事が、68億円の経済波及効果を
もたらすということでありますので、しっかり

と取り組んで頑張っていただきたいと思ってお

りますので、よろしくお願いします。

川口室長、待っているんだよ。

じゃ、一旦終わりましょうかね。

【大場分科会長】 ほか質疑はありませんか。

【堀江委員】 私も報告第1号、今質疑がありま
した、鳥獣害に強い地域づくり推進事業費で2
億2,179万円の減なんですが、これは国庫支出金
が2億649万円減なんですけど、それは歳入のと

ころの3ページ、鳥獣被害防止総合対策交付金
の2億649万円の減ということで見ていいんで
すかね。まず、そこから教えてください。

【川口農山村対策室長】委員おっしゃるとおり

でございます。

【堀江委員】そうしますと、今のやりとりの中

で、なんでこれは減になったのかといったら、

いわゆる捕獲件数が減ったということですよね。

ですが、この鳥獣被害防止総合対策交付金とい

うのは、予算を増やしてくれということで、今

年の6月の政府施策に関する提案・要望書の中
でも、この鳥獣被害防止総合対策交付金を十分

な予算を組んでくださいと国に要望しているん

だけれど、長崎県としては、結果として2億円
の予算が多かったということですか。

要望する割には、減になっているということ

が、ちょっとつじつまが合わないのではないか

と思うんですが、そこら辺の説明をいただけま

すか。

【川口農山村対策室長】県の予算を作成する段

階で、大体11月に市町の要望を受けまして予算
を作成いたします。その額を国のほうに予算要

求するわけでございますが、それに対して、今

回、鳥獣被害の交付金でまいりました金額につ

きましては、令和元年度については87％にとど
まっておりまして、当初予算で県が国に要望し

た金額に対しては、当初予算で国は配分を行っ

ていただいておりませんので、その予算を十分

市町が活用できていない、時期が遅れてきてお

りますので、予算額としては、十分充足できて

いない部分があると考えております。

今回の1億8,000万円につきましては、やはり
捕獲頭数が伸びなかったというのが一番の原因

でございまして、年次変動もございますので、

その分、我々といたしましては、当初でしっか
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り配分いただいて事業を進めていきたいと考え

ております。

どうしても市町の要望に対しては予算が十分

きていない。予算がきてない時期で執行してし

まうので不足してしまうということが起こって

います。

【堀江委員】国の予算との関係で言えば、いわ

ゆる国からの内示の額というのが、どうしても

現場で活用する予算に比べたら、やはり内示の

額が少ないということなんですね。だからこそ、

今回は、結果として捕獲の数が少ないというこ

とで減になったけれども、実態としては、国か

らくる内示以上に市町で活用すれば、予算が足

りないということの認識でいいんですか。

【川口農山村対策室長】 11月の市町の要望額
としては、県の予算とほぼ同額でございますの

で、今、堀江委員おっしゃられたとおりでござ

いまして、国の内示は市町の要望額には達して

いないところで、県としては政府施策要望で要

望いたしておるところでございます。

【大場分科会長】 ほかありませんか。

【山田(博)委員】 農山村対策室長、堀江委員と
のやりとりを聞いていたら、確認ですけど、要

はイノシシとか何かを捕獲する時に、簡単に言

うと、当初にそれだけの想定した予算をもらえ

れば、こういうふうに返還することはないと。

途中できたからこういうふうになったというこ

とで理解していいのかな。

【川口農山村対策室長】捕獲に関して申します

と、ものをつくっていくというような事業では

ございませんで、自然にいるものを捕獲してい

く事業でございますので、当然年次変動が起こ

ってしまいますので、平成28年度、平成29年度
につきましては足りませんでしたし、平成30年
度につきましては、捕獲が少なかったので、余

っております。こういった専決で落とすことに

なっております。

予算を積む段階におきましては、11月に、現
場に一番近い市町の意見をいただいて、その金

額を固めて国に要求をするということで、これ

まで、捕獲頭数を県が勝手に推計とか出してい

るわけではなくて、現場に一番近い市町の方が

一番詳しいと思いますので、市町の方々の予算

要求等を参考にしながら、捕獲の予算について

は、県の予算を固めて国に要求をするというこ

とにしております。

【山田(博)委員】 要は、当初から金額はこれで
やりますよと、別に後から追加とか何かでくる

わけじゃないけれども、当初でしていたけれど

も、捕獲したら、こんなに余ったということで

理解していいわけでしょう。

そうしたら、お尋ねしますけれども、200頭、
300頭だったらわかるわけだよ。こんなに何千
頭も違うとなれば、それはやり方とか何かとい

うのがいろいろ工夫をしないといかんのじゃな

いかと。

いいですか、イノシシやシカというのは、増

えているんですか、減っているんですか、どっ

ちなんですか。

【川口農山村対策室長】頭数については、正確

な頭数というのは把握できておりません。その

手法は、現在研究中ということでございます。

【山田(博)委員】 そうすると、どれだけか頭数
はわからないと。そうしたら、わからない中で

やっているということだね。どれだけ今、長崎

県にいるかというのはわからない状態で、個体

数も、年間どれぐらい増えているというのはわ

からない状態で、とにかくこれだけお金をやっ

てみてやろうということでやっているというこ

とですね。
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【川口農山村対策室長】 生息頭数については、

これは正確に推測する手法がございませんので、

これを目標とせず、農林部につきましては、イ

ノシシにつきましては被害金額の減少を目標と

して施策を組み立てております。平成16年度の
過去最も被害が多かった年の3分の1以下とい
うことで、1億5,000万円以下にするということ
を施策の目標といたしまして、施策を展開して

おるところでございます。

【山田(博)委員】 被害総額を減少するとあるけ
れども、これはまず、捕獲頭数を増やさないと

いかんわけでしょう。そのために予算を組んで

いるんでしょう、違いますかね。捕獲頭数を増

やすためにやっているんでしょう。被害総額を

減らすために捕るんですか。

まずは、この予算というのは、捕獲頭数を増

やすための予算なんでしょう。そうすると、大

体目標はこれぐらいで捕ろうといって、まずそ

れを達成しないと、お金だけ、さっき堀江委員

が言ったように、予算をどんどんください、く

ださいと言って、余りましたから返しますと、

言ってることとやってることが違うじゃないか

というわけだよ。

だから、今年はこれだけ捕ろうとかという目

標を持って、やっぱりやっていかないといけな

いんじゃないかと私は言っているわけですよ。

お金が余りましたから、はい、返します。翌年

になったら、やっぱりそのお金が欲しいですと

言って、それはいかんから、やっぱり予算が余

らないように、やはりいろんな工夫もせんとい

かんということを私は言いたいわけですよ。農

山村対策室長、ということを言いたいわけでご

ざいます。ご理解いただけましたでしょうか。

【川口農山村対策室長】この鳥獣被害防止総合

対策交付金につきましては、いわゆる3対策、

防護、すみ分け、捕獲と3つの対策をしっかり
進めるということで組ませていただいておりま

して、委員ご指摘のとおり、捕獲というのは非

常に大切な事業と考えておりますので、しっか

りと捕獲も進めていかなければならないと考え

ております。

【山田(博)委員】 そうしたら、捕獲だけのお金
が2億円余ったから返したんじゃなくて、防護
とか何かも含んでいる予算なの、そうしたら。

そうしたら、これは違うじゃない、農山村対

策室長。私は、今、捕獲する数が少なかったか

らこうなったと思っていたら、違うんだ。防護

とか、防除とか何かをするための予算が余った

のなら、そうしたら、これは問題だよ。捕獲す

るための頭数で、1頭当たり幾ら足りなかった
からというのはわかるけど、防護とか何かをす

るお金が余ったからこんなに返したと。それは

農山村対策室長、その分をずっと皆さんと、こ

の予算を、毎年毎年、予算を増やしてください、

増やしてくださいと言って、100万円、200万円
返すのならわかるよ。2億円だよ。あなたはい
つも東京に行って、予算くださいと言うでしょ

う。そうして、また2億円返します。この人は、
お金が欲しいのかどっちなのかとなるじゃない

ですか。

私が、例えば農林水産省の担当だったら、あ

らっ、おかしいなと思うわけだよ。やる気があ

るのかないのかわからんとなってくるわけよ。

クエスチョンマークになるわけよ。あなたはい

つもやる気満々だろうが。そこを、捕獲頭数の

予算で2億円余ったというのはわかるけど、ほ
かの分で、防護とか何かの対策のお金が2億円
余るというのは、それは話が違うから、別次元

だから、そこはしっかりとやってもらわないと

いけないということを言っているわけです。川
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口室長、あなたしかいないんだから、ここの担

当は。あなたがトップリーダーよ。頑張ってほ

しいから、私は言っているわけだ。

【川口農山村対策室長】 失礼いたしました。2
億円のうち1億8,000万円が捕獲事業の専決部
分でございまして、整備事業、いわゆる防護柵

の分が1,254万7,000円の専決をいただいてお
ります。推進事業と申します、わなとか免許の

試験の国庫事業の部分が1,266万1,000円、今回
専決をいただいておりますが、整備事業、いわ

ゆる防護柵を設置していくのは、20の市町でず
っとやりとりしながら、最後の1円までなるべ
く使おうということでやっておりますが、どう

しても最終的には入札減とかで、市町間の調整

ができなくて余ったというか、専決せざるを得

なかったと。3月まで、実際入札をかけていま
すので、これはしっかりやっていると思ってお

ります。

【山田(博)委員】 川口室長、最初に予算の内訳
を早く言えば、こんなにならなかったわけだよ。

そういうことだったんですね。わかりました。

事情はわかりましたので、引き続き、鳥獣対策

をしっかりと頑張っていただきたいと思ってお

ります。

ありがとうございました。

【大場分科会長】 先ほどの過去3年間の対比で
すが、もういいですか。出ますか。もうちょっ

とかかりますか。（「はい」と呼ぶ者あり）

ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案及び報告議案に対する質疑・討論が

終了しましたので、採決を行います。

第76号議案のうち関係部分、報告第1号のう
ち関係部分、報告第3号ないし報告第5号につい
ては、原案のとおり、それぞれ可決、承認する

ことにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【大場分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案及び報告議案は、原案のと

おり、それぞれ可決・承認すべきものと決定さ

れました。

【大場委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

議案を議題といたします。

まず、農林部長より総括説明をお願いいたし

ます。

【中村農林部長】 農林部関係の議案について、

ご説明いたします。

農水経済委員会関係議案説明資料農林部の1
ページ目をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第92号議案「長崎県畜産関係手数料条例の一部
を改正する条例」、第93号議案「長崎県森林環
境譲与税基金条例」、第100号議案「財産の取
得について」であります。

議案の内容についてご説明いたします。

まず、第92号議案「長崎県畜産関係手数料条
例の一部を改正する条例」につきましては、他

県の状況等を踏まえた見直し及び消費税率の改

定に伴い、所要の改正をしようとするものであ

ります。

次に、第93号議案「長崎県森林環境譲与税基
金条例」につきましては、森林環境税及び森林



令和元年６月定例会農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（７月２日）

- 135 -

環境譲与税に関する法律の施行に伴い、市町が

実施する森林の整備及びその促進に関する施策

の支援等に要する経費の財源を適切に管理する

ため、基金を設置しようとするものであります。

次に、第100号議案「財産の取得について」
につきましては、長崎県立農業大学校の学生寮

整備のため、長崎県農協研修所の建物を取得し

ようとするものであります。

続きまして、議案外の主な報告事項について、

ご説明いたします。

農水経済委員会関係議案説明資料並びに同資

料追加1及び追加2をご覧ください。
今回、ご報告いたしますのは、新規就農者・

新規雇用就業者の確保について、農業分野にお

ける外国人材（特定技能）の受入れについて、

「長崎みかん」の販売実績について、「いちご」

の販売額100億円達成について、本県歴代1位の
但馬系県有種雄牛「美津洋」号の誕生について、

平成30年度農業農村整備優良地区コンクール
の農林水産大臣賞受賞について、長崎県農業農

村整備事業推進大会について、農畜産物輸出の

取組について、長崎和牛生産者登録制度の創設

について、諫早湾干拓事業の開門問題について、

諫早湾干拓農地の排水対策等について、対馬農

業協同組合の不祥事件と県の対応について、

「長崎県行財政改革推進プラン」に基づく取組

についてでございます。

そのうち主な事項につきまして、ご報告いた

します。

農水経済委員会関係議案説明資料の2ページ
目をお開きください。

新規就農者・新規雇用就業者の確保について

でございます。

新規就農者・新規雇用就業者の確保につきま

しては、「新ながさき農林業・農山村活性化計

画」において、毎年新規就農者250名、新規雇
用就業者250名、合計で500名を目標として取組
を進めているところです。

平成30年度におきましては、本県農業の儲か
る姿を示すとともに、就業機会創出に向けた農

業所得1,000万円以上農家の育成など農業所得
向上対策に取り組みながら、長崎県新規就農相

談センター、ながさき移住サポートセンター等

の関係機関と連携し、東京、大阪、名古屋、福

岡で開催された就農相談会への参加や帰省時の

相談会等を通じて、就農後の品目別農業所得等

がイメージできる地域版の就農シミュレーター

の活用などにより、就農情報の提供・相談を行

ってまいりました。

その結果、新規就農者232名、新規雇用就業
者301名、合計で533名の実績となりました。
今後とも、本県農業者の儲かる姿を情報発信

しながら、中学生を対象にした農業高校への一

日体験入学、県内農業高校や農業大学校等との

連携による地元の農家子弟等を対象とした先進

農家研修や、農業法人等への就農相談会など「地

域にとどめる」対策、技術習得や農地・施設等

などの受入態勢を整えた受入団体等登録制度の

充実、ＵＩターン者等を対象とした実践的な技

術習得支援研修、無料職業紹介事業の取組や県

内外の後継候補者に就農情報を提供していく

「地域に呼び込み、呼び戻す」対策に取り組み、

就農・就業意欲を喚起し、受入態勢を整備する

ことで、新規就農者や新規雇用就業者の更なる

確保・育成につなげてまいります。

次に、農水経済委員会関係議案説明資料追加

2の1ページ目をお開きください。
諫早湾干拓事業の開門問題についてでござい

ます。

潮受堤防排水門開放差止請求事件については、
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平成23年4月19日、旧干拓地農業者188名、新干
拓地農業者36名の合わせて224名、漁業者41名、
住民186名、県農業振興公社の計452名が原告と
なって、国に対し排水門の開放差止を求めて長

崎地方裁判所に提起した訴訟であり、平成29年
4月17日、長崎地方裁判所において地元が求め
ていた排水門の開放差止請求を認める判決が出

されました。

これに対して国は、当時の山本有二農林水産

大臣が、平成22年の開門を命ずる福岡高裁確定
判決の事実認定を実質的に否定する判断を含め、

開門しない方向での判断が重ねられてきたこと、

開門によらない基金による和解について真摯か

つ前向きな議論が重ねられたこと、こうした経

緯とともに、我が国の司法制度の下では必ずし

も最高裁判所による統一的な判断が行われると

は限らないこと等を総合的に考慮した結果、地

元が抱える将来の農業経営や日常生活の安全・

安心に対する不安を払拭するとともに、有明海

の再生を速やかに進めるため、国として開門し

ないとの方針を明確にして臨むこととし、今般

の判決を受け入れ、控訴しないこととした旨の

談話を発表されました。

一方、開門を求める方々は、訴訟当事者とし

て参加することを求めた「独立当事者参加申出」

を行うとともに、控訴手続きをとられましたが、

平成30年3月19日、福岡高等裁判所において、
「独立当事者参加」の申出を認めないとする判

決が出されました。

この判決に対し、開門を求める方々は判決を

不服として上訴されておりましたが、去る6月
26日、最高裁判所から上告を棄却し、上告受理
申立てを受理しない決定が出されました。

また、小長井・大浦漁業再生請求事件につき

ましては、平成20年4月30日、国に対して小長

井町漁業者が求めた排水門の即時開門請求並び

に小長井町漁業者及び大浦漁業者が求めた損害

賠償請求訴訟であり、平成27年9月7日、福岡高
等裁判所において、いずれの請求も認めないと

する控訴審判決が出されました。

この判決は、国と佐賀県及び本県の開門を求

める者や開門に反対する者が揃った場において、

しかも、平成22年12月の開門を命じた福岡高裁
確定判決の勝訴原告が含まれる中、開門を下し

た福岡高裁によって、開門を認めないという新

たな判断がなされたものであり、事実上、先の

確定判決に、開門請求を棄却する判断が上書き

された、極めて重要な判決でありました。

この判決に対して、開門を求める方々は判決

を不服として上訴されておりましたが、去る6
月26日、最高裁判所から上告を棄却し、上告受
理申立てを受理しない決定が出されました。

今回の決定により、平成29年4月17日、長崎
地裁の排水門開放差止請求を認める判決、及び

平成27年9月7日、福岡高裁の開門請求等を認め
ない判決が、それぞれ確定したものであります。

これらの決定は、最高裁判所が「開門を認め

ない」との方向性を示した重要な司法判断であ

ると受け止めております。県議会並びに関係者

の方々のこれまでのご尽力に対し、心から感謝

を申し上げます。

次に、国が、開門を命じた前訴の福岡高裁判

決（確定）の勝訴原告に対して、その執行力の

排除を求めて提訴した請求異議訴訟の控訴審に

つきましては、平成30年7月30日、福岡高等裁
判所において、国の請求を認める判決が出され

ました。

しかしながら、開門を求める方々がこの判決

を不服として、上訴の手続きをとられたことに

より、現在、最高裁判所で審理されております
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が、去る5月22日、最高裁判所は、憲法違反等
を理由とする上告は棄却したものの、法令解釈

に関する重要事項を理由とする上告受理申立て

については、「福岡高裁判決（確定）は、漁業

権の期間前後を問わず、開門請求権を認めるこ

とを含んだ判決であり、請求異議訴訟の控訴審

判決は民事訴訟法の解釈、適用を誤っている」

旨の原告の申立て理由を認め、上告審として受

理することを決定し、口頭弁論が7月26日に行
われることとなっております。

この決定に対し、吉川農林水産大臣は、「引

き続き、関係省庁と連携しつつ、適切に対応し

ていきたい。この裁判の帰趨について、予断を

持ってお答えすることは差し控えたいと思うが、

今後もしっかり対応していきたい」旨の発言を

なされております。

県としては、今後、最も重要なことは、有明

海の漁業環境の改善を図っていくことにあると

考えており、引き続き、開門することなく真の

有明海再生に向けた具体的な方策が講じられる

よう、県議会並びに関係者の方々とともに、適

切に対処してまいります。

最後に、農水経済委員会関係議案説明資料追

加1の1ページ目をお開きください。
対馬農業協同組合の不祥事件と県の対応につ

いてでございます。

去る6月7日に、対馬農業協同組合が、元職員
による共済金の不正流用等の不祥事件について

公表したところですが、県においては、3月15
日に同組合から当該事件について第一報を受け

て以来、実態の把握及び原因の究明を指示して

きたところであり、6月10日付けで、同組合か
ら被害状況や事件発生を防げなかった管理上の

問題点等についての報告書を受理いたしました。

このため、今後、県は同組合に対し、事件の

全容解明と責任の所在を明らかにすること及び

法令等遵守態勢の確立等再発防止に向けた業務

の改善を求めることとしております。

併せて、県内の各農業協同組合長に対しても

法令等遵守態勢の強化など、健全な事業運営の

確保を指導してまいります。

県といたしましても、これまでの県の検査で、

このような事案を確認できなかったことは誠に

遺憾であり、今後、今回の反省を踏まえ、共済

契約締結時や共済金請求の際の契約者への意思

確認の実施状況を重点的に検証するなど、検査

手法の改善を図ってまいります。

その他の事項の内容につきましては、記載の

とおりであります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【大場委員長】次に、農業経営課長より補足説

明をお願いいたします。

【宮本農業経営課長】私のほうから、長崎県の

農業分野における外国人材（特定技能）の受入

れについて、ご説明いたします。

お手元に配付しております補足説明資料、「長

崎県の農業分野における外国人材（特定技能）

の受入れについて」をご覧いただけますでしょ

うか。

1ページ目をお開きください。
県の指導によりまして設立しました株式会社

エヌにつきましては、昨年12月に成立した改正
出入国管理及び難民認定法に基づく「特定技能

制度」を活用し、受入機関としての手続を進め、

速やかな人材派遣を目指し、本県の農業分野に

おける外国人就労の実現を図ることとしており

ます。

活動状況2のところになりますが、エヌは、
本年2月の設立後、13日に本社を平戸市田平町
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に開設し、5月1日には労働者派遣事業の許可を
取得したところでございます。

エヌでは、ベトナム国立農業大学と技能実習

生ＯＢ受け入れのための面接等の準備を進めて

まいりましたが、5月に入り、同大より、ＯＢ
の紹介については、ベトナム国政府の指導によ

り、日本国との「特定技能」に関する「二国間

取り決め」の締結後になるという連絡がありま

したことから、先月の政府施策要望において、

知事より、ベトナム国との二国間取り決めの早

期締結を要請いたしました。

この二国間取り決めにつきましては、昨日、

7月1日付けでベトナム国との協力覚書が山下
法務大臣とベトナムの担当大臣の間で交換され

たとのプレスリリースがあったところでござい

ます。

また、エヌでは、これと並行して、既に二国

間取り決めを締結し、「国家戦略特区」等で他

県において実績のあるカンボジア国の送り出し

機関とも、受け入れに向けた準備を行っている

ところでございます。

3になりますが、今後の予定につきましては、
送り出し国との関係機関と条件面で整い次第、

必要な手続を経て、当初は早期受け入れ要望の

あるＪＡ島原雲仙への派遣からスタートし、秋

以降の本格的な受け入れにつなげることとして

おります。

このほか、4のところになりますが、県の取
組といたしまして、農業分野での派遣開始に合

わせて、市町やＪＡ等関係機関を構成員とする

「受入市町連絡協議会」をブロックごとに設置

し、会員間の役割分担や情報の共有化、県で設

置を準備しております、長崎県外国人相談ワン

ストップセンターなどとの調整を行い、外国人

材が安心して安全に暮らし、就労できる環境づ

くりに取り組んでまいります。

以上でございます。

【大場委員長】次に、畜産課長より補足説明を

お願いいたします。

【山形畜産課長】私のほうから、長崎県畜産関

係手数料条例の一部を改正する条例について、

補足説明をさせていただきます。

お手元の資料、令和元年6月定例県議会農水
経済委員会補足説明資料「長崎県畜産関係手数

料条例の一部を改正する条例について」をご覧

ください。

1ページをご覧ください。
今回の見直しにつきまして、家畜精液取扱手

数料について、消費税率の改正及び製造コスト

の上昇に伴い、県内価格につきましては、1本
当たり、検定成績が特に優秀なＡランクを、現

行1,250円から1,400円に、Ｂランクを830円か
ら910円に、Ｃランクを520円から600円に見直
すものでございます。

県外価格につきましては、さらに他県の状況

等を踏まえまして、1本当たり、検定成績が極
めて優秀で、全国に需要が見込まれるＥxラン
クを現行7,840円から1万円に、ＳＡランクを
4,700円から6,000円に、Ａランクを3,130円か
ら4,000円に、Ｂランクを2,080円から2,700円
に、Ｃランクを520円から600円に見直すもので
ございます。

引き上げの時期は、令和元年10月からを予定
しております。

なお、県内各ＪＡ、家畜人工授精師協会など

に趣旨等の説明を行い、ご理解を得られたとこ

ろでございます。

また、県内譲渡価格の増収分につきましては、

県内の生産者に還元することを基本に、肉用牛

の改良や長崎和牛の生産拡大などに充当するこ
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ととし、今後、生産者団体等の意見も踏まえて、

畜産振興に活用してまいりたいと考えておりま

す。

引き続き、県内の生産者の需要に応えるべく、

優秀な種雄牛の造成に努めていくとともに、県

外にも、長崎県種雄牛をしっかりＰＲすること

で、販売拡大に努めてまいりたいと考えており

ます。

【大場委員長】次に、諫早湾干拓課長より補足

説明をお願いいたします。

【藤田諫早湾干拓課長】諫早湾干拓事業の開門

問題について、補足説明をさせていただきます。

お手元の令和元年6月定例県議会農水経済委
員会補足説明資料「諫早湾干拓事業の開門問題

について（追加分）」をご覧ください。

資料の1ページ、現在の訴訟の状況をご覧く
ださい。

先ほど部長の説明にもございましたが、これ

まで最高裁において開門問題に係る審理が3件
行われてまいりました。まず、右端中央部でご

ざいますが、平成29年4月17日、地元の開門に
反対する農業者、漁業者、住民等が原告となっ

て、排水門の開放差止を求めて長崎地裁に提訴

した訴訟において、排水門の開放差止請求を認

める判決が出され、国は、控訴しない方針を示

しました。

一方、その左側、赤い部分でございますが、

同4月17日、同19日に開門を求める方々は判決
結果を不服といたしまして、正式な当事者とな

り、訴訟の結果によって権利が害されることを

主張できる独立当事者参加申出を行うとともに、

同25日、控訴手続を行ったところでございます。
その下、平成30年3月19日、この独立当事者

参加を認めないとする高裁判決が出され、同28
日、開門を求める方々は最高裁に上訴の手続を

行ったところでございますが、一番下、先月26
日、最高裁は上告を棄却する決定を出されまし

た。これにより、平成29年4月17日の長崎地裁
における開門を認めないとする判決が確定いた

しました。

次に、資料の左側中央部でございますが、平

成27年9月7日、漁業者が開門請求等を求めた開
門請求訴訟の高裁判決において、1審に引き続
き、開門請求等を認めないとする判決が出され

ました。原告は、最高裁に上訴の手続を行って

いましたが、一番下、先月26日、最高裁は上告
を棄却する決定を出されました。これにより、

平成27年9月7日の福岡高裁の開門請求等を認
めないとする判決が確定いたしました。

次に、資料の中央、黄色部分、「国」と書い

てあります請求異議訴訟の黄色の部分から左側

に矢印が伸びております赤色部分でございます

が、平成22年12月6日に福岡高裁において開門
を認める判決が出され、判決が確定いたしまし

た。その下、平成25年12月24日、この開門判決
の勝訴原告の方々は、国が開門義務を履行しな

いため、間接強制の執行申立てを行い勝訴いた

しました。このため、敗訴した国は、間接強制

金の支払いを開始いたしました。

黄色部分に戻りますが、これに対しまして、

平成26年1月9日、国は請求異議訴訟を提起し、
確定判決後に新たに生じた事実関係の変動によ

り、開門請求権による強制執行を許さない旨の

請求を裁判所に求めておりましたが、昨年7月
30日、福岡高裁から国の請求を認める判決が出
され、同日で強制金の支払いはストップしてお

ります。同年8月10日、開門勝訴原告の方々は、
この判決を不服とし、最高裁判所へ上告し審理

が行われておりましたが、先月22日、最高裁が
上告審として受理することを決定し、一番下に
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なりますが、口頭弁論が7月26日に行われるこ
ととなっております。

資料の6ページをご覧ください。
今回、最高裁が上告受理申立てを認めたポイ

ントでございます。資料の下の緑色の矢印部分

でございますが、福岡高裁確定判決は、旧共同

漁業権が期間満了となる平成25年8月31日以降
も開門を認めるとする判決であり、この既判力

を否定した請求異議訴訟の控訴審判決は、民事

訴訟法の既判力の解釈・適応を誤っているとす

る開門勝訴原告の主張を認めたものでございま

す。

なお、弁護士に確認したところ、福岡高裁へ

の差し戻しの可能性が一番高く、可能性として

は低いものの、最高裁が自ら審理する可能性も

あるとのことでございます。

また、一般論といたしましては、最高裁が口

頭弁論の期日を指定した場合、福岡高裁への判

決がそのまま維持される可能性は極めて低いと

伺っております。追って和解協議を進める可能

性もあり、この場合は、福岡高裁に差し戻した

後となる可能性が高いのではないかと伺ってお

ります。

資料の2ページから5ページの訴訟の状況等
の説明は省略させていただきます。

県としては、引き続き推移を見極め、関係者

の皆様と適切に対処してまいります。

簡単ではございますが、以上で説明を終わり

ます。

【大場委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時３８分 休憩 ―

― 午後 ２時４９分 再開 ―

【大場委員長】それでは、委員会を再開いたし

ます。

以上で説明が終わりましたので、これより議

案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堀江委員】 まず、第100号議案「財産の取得
について」、質問いたします。

現地を見せていただきました。それで、農業

大学校を含めたそれぞれの施設が老朽化や耐震

性の問題から整備が必要であるということ、そ

の中で学生の安全性を確保する観点から、学生

寮が特に緊急性が高いので、先行して整備をす

るという説明をいただきました。

そこで質問ですが、これはもう事前にこの議

案を提案する段階で、長崎県農協研修所、ＪＡ

との協議がいろいろ行われているということで

すが、ＪＡとしては、こうした研修所は、今年

3月まであそこを利用していたということでし
たけれども、今後は、こういう研修所はどうい

う計画なんでしょうか、教えてください。

【吉田農政課長】 ＪＡ中央会におきましては、

今後の対応をお聞きしましたところ、通常の研

修につきましては、出島にあります農協会館の

会議室等を利用するということですが、従来か

らも新規採用職員の研修等は、今までＪＡ研修

所で1週間ないし2週間の宿泊研修ということ
でやっておりまして、そういった研修について

はＪＡ会館では厳しいだろうということで、例

えば、青年の家等の民間も含めた宿泊施設等を

活用した研修を実施することも検討していると

いうふうにお伺いいたしております。

【堀江委員】 ありがとうございました。

それともう一つ、これから改修設計をされる

ということですけれども、現在の学生寮は、男

性と女性と建物が違うという形になっています

が、今回、研修所を改築して使うという場合に

は、同じ建物ということになりますけど、男性、
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女性の別といいますか、そこら辺のセキュリテ

ィーといいますか、そういうことについては、

現段階どのように考えていますか。

【吉田農政課長】今日、午前中ご覧いただきま

して、宿泊棟につきましては全個室で36室ござ
います。現在、農業大学校の学生寮につきまし

ては、総数として、その倍ぐらいの部屋は必要

だというふうに考えておりまして、現時点では

部屋数が不足しておりますので、本館棟を宿泊

できるようなものに改修するということにして

おります。

その中で、当然、女性の学生の部屋は分けな

ければいけませんので、例えば1階と2階でフロ
アを完全に区切ってしまって出入り口を別にす

るとか、女生徒が2階のフロアに上がる時には、
例えば指紋認証システムみたいなものを入れて、

その方しか解除できないとか、そういった形で

セキュリティーについては万全を期して取り組

みたいと考えております。

【堀江委員】 第100号議案についての最後です
けれども、もちろん今回の財産の取得とは直接

関係ないんですが、どうしても学校から寮まで

距離があったりとかという時に、実際に歩いて

みても、街灯であったりとかそういう整備も今

後必要になるのではないかというふうに思って

いるんですが、そういう点での現段階の考えを

お示しください。

【吉田農政課長】今日、研修所まで歩いていた

だいたんですけれども、当然木のほうも生い茂

っておりまして、委員のほうからは、緊急車両

の通行等についても差し支えがあるんじゃない

のかというようなご指摘もいただいております

ので、そういった木の伐採関係も含めて、あと、

ご指摘のように、学生、特に女子学生がそこを

通るということになると、当然、そこは安全性

の面からも街灯等の設置を増やして、明るく見

通しをよくするというようなことも検討してま

いりたいと考えております。

【堀江委員】課長の答弁を了としたいと思いま

す。

次に、第92号議案の畜産関係手数料について、
質問したいと思います。

これは、手数料が変わりますよということな

んですけれども、資料として出されております

県外譲渡価格なんですけれども、県内譲渡価格

に比べて、価格としては割高といいますか、要

するに、値上げの幅が大きいようにも思うんで

すけど、それはどう理解したらいいですか。

【山形畜産課長】 今回、見直しの中で、県内価

格につきましては消費税の分、それから製造コ

ストのアップ分のみということで、県内の生産

者には極力負担をかけないでということで、こ

の見直しにさせていただいておりますが、一方、

県外につきましては、一定長崎県で生産された

優秀な種雄牛を県外でも使いたいという方に対

しては、他県の県外の販売価格と比較をいたし

ましても、1ページに出していますけれども、
他県でも1万円を超えるような事例もございま
すので、ここは実勢を踏まえて上げさせていた

だいて、なお、上げたことによって収入が増え

るわけですけれども、その分を畜産振興のほう

にしっかり活用させていただくということで、

今回、県外を厚く値上げをさせていただくとい

うことにしております。

【堀江委員】課長の答弁をお聞きすると、心苦

しく値上げをしますというふうにも聞こえてく

るんですけど、そうであれば、消費税の増税に

伴う値上げでもありますので、そうした部分は

見送ってもいいのではないかというふうに思う

んですが、そういう見解はお持ちではありませ
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んか。

【山形畜産課長】 今回、価格の算定に当たり、

実際に使用する資材の価格とかを調べておりま

して、当然これが、今年の10月以降消費税が値
上がりしますと、その分も当然値上がりがあり

ますので、その分については、この価格のほう

に上乗せさせていただくのが適正だというふう

に判断しております。

【堀江委員】ちなみに、今回の畜産関係手数料

としては、増収見込みの額というのが出ていま

すか。どれぐらいあるという予想をされている

のか、わかっていたら、教えてください。

【山形畜産課長】 今年度につきましては、10
月以降からの値上げということでございまして、

昨年の状況を見まして、本数につきましては、

改定後に、県内、県外合わせまして2万5,625本
程度、10月以降販売するという見込みを持って
いまして、それに各値上げ幅を掛け合わせます

と、865万2,000円というふうに試算しておりま
す。

【堀江委員】 865万円ほどの増収を見込んでい
るということで認識をいたしました。

次に、第93号議案、森林環境税の問題なんで
すが、これは新たに森林環境税及び森林環境譲

与税なんですけれども、この法律の施行は、現

在、国民が東日本大震災の復興財源ということ

で、住民税に1,000円プラスして納めているわけ
ですけれども、その期限が終了するのが2023年
ですね。それを、結局そのまま目的を変えて、

国民には1,000円、そのまま森林環境税として負
担してもらいますよというそのお金を基金に設

置しようと、こういう内容ですか。

【内田林政課長】少し森林環境税についてご説

明をしたいと思いますが、住民税の均等割に県

民税と市町村民税と2つございます。その基礎

額が、県民税1,000円のところ、東日本大震災が
平成26年から令和5年まで500円が加算されて
います。それから、市町村民税にも同じく平成

26年から令和5年まで500円が加算されて、合計
が1,000円ということでございまして、これが終
了した令和6年から、これを国の森林環境税と
して課税する、上乗せするということが、今国

会で成立をしております。

【堀江委員】 そうしますと、国民が、今、東日

本大震災の復興財源として納めている分を目的

を変えて、じゃあ1,000円、もちろん区別は詳し
く課長がおっしゃってくださいましたが、それ

をそのまま森林環境税として納めますよという

ことになりますね。

そうしますと、長崎県は、平成19年4月から
「ながさき森林環境税」が導入されていて、長

崎県民は既に500円、森林環境税を納めていま
すね。これはどうなりますか。

【内田林政課長】 平成19年度に創設をいたし
ましたながさき森林環境税、これは先ほどの均

等割の県民税に500円が上乗せをされておりま
す。平成19年度から開始をいたしまして、条例
では、5年を終期として評価検証を行い、その
都度見直すということでスタートしておりまし

て、平成23年までの5年間で事業を評価検証い
たしまして、さらに5年間延長しました。
それから、平成28年度にまた事業の成果、評
価を検証しまして、さらに5年間延長して、現
在は、平成29年から令和3年まで5カ年間の課税
期間ということで課税上乗せをしている状況で

す。

当然、5年間の目標あるいは成果というとこ
ろを、今、一生懸命進捗状況を管理しながら、

目標達成に向けて取り組んでいますので、これ

は一定、5年間は続けていこうというふうに考
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えております。

【堀江委員】 そうしますと、5年過ぎたら、こ
れまた500円、今のながさき森林環境税という
のは継続するという方向ですか。

【内田林政課長】継続ということを、当然決め

ているわけではございません。また、5年間の
成果を検証して、国税との仕分けをどうするの

か、減額するのか、あるいはやめるのかといっ

た議論も、また県議会あるいは県民の皆様に伺

いながら、これから決めていこうと考えており

ます。

国税については、市町が主体になって取り組

んでおります。県税のほうは県が主体となって

取り組んでいる、そこが大きな違いがあって、

市町が国税を対象にして森林整備を進めようと

思っても、なかなか人材がいないということで、

私どもは、進捗状況が上がってくるのは、まだ

時間がかかるという想定をしておりまして、そ

の部分では、県の森林環境税もうまく使いなが

らソフトランニングする。移行期間ということ

で、しばらくは続けていきたいなというふうな

考えでおります。

当然、使途についても、対象の森林について

も、一定整理をしていく必要がありますので、

そこは来年、令和2年度から令和3年度にかけて、
また整理をいたしまして、皆様方にご報告をし

たいと考えております。

【堀江委員】 今、ながさき森林環境税が5年ご
とに見直しをされていて、5年の区切りがどう
なるかということは、今の時点で言えないけれ

ども、選択肢としては、そのまま継続というこ

ともあり得るということですね。

そうしますと、市民・県民は一人ですから、

市民・県民から見たら、1,000円納める今度新た
につくろうとしている部分と、そして、今、長

崎県で納めている500円と二重に森林環境税を
納めるという事態も、これはあり得るというこ

とですね。

【内田林政課長】今後その議論は皆様方と、ま

た報告をしながらやっていきたいと思いますが、

現在、県の森林環境税は、国庫補助の対象とな

る部分の個人負担分にながさき森林環境税を継

ぎ足して、所有者が100％でできるような仕組
みにしております。

今回の国税は、国庫補助の対象とならない部

分に重点的に手当てをしようということで、森

林の対象が明らかに違っているというのはご理

解いただきたいと思います。

その上で、平成29年度のながさき森林環境税
の県税の実績を分析しましたところ、国税の使

途と一部重なっている部分がございますが、9
割以上は国税と重なっていないという状況で、

森林環境税を活用させていただいていますので、

また、その内容も改めてご報告しながら、皆様

方のご意見を伺いたいと思っております。

【堀江委員】 討論は別の機会にやりますけど、

私としては理解できません。森林を整備するた

めに財源が必要ということは、もちろん大事で

すし、県でも森林は約6割を占めるので、整備
することはもちろん大事だと思っておりますけ

れども、それを課税してするというのはいかが

なものかと。国がやるんだったら、私は、それ

こそ軍事費を削ってでもそれは可能なことだと

いうふうに思っておりますので、理解はできな

いということは申し上げておきたいと思います。

【山田(博)委員】 まず最初に、長崎県の畜産関
係手数料条例に関してお尋ねしたいと思います。

先ほど話がありましたけど、10月以降の予算
の見込みが860万円ぐらいですかね。増収分に
ついては、生産団体の意見を踏まえて畜産振興
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に活用していくということでありましたけれど

も、じゃ、具体的にどのように活用されていく

のか、そういったことをお尋ねしたいと思って

いるんですが、その前に、畜産振興に活かすと

いう中で、長崎県の農産物の輸出額は、前年か

ら38％増えたとありますけれども、4億3,000万
円になったというんですね。その内訳も含めて、

関係しますので、それを一緒にお答えいただけ

ますか。

【長門農産加工流通課長】本県の農産物の輸出

の状況ですが、品目ごとにご説明いたしますと、

4億3,000万円のうち、牛肉が約1億3,000万円、
いちごが約9,500万円、鶏卵が約6,400万円、び
わが2,300万円が、主な農産物の輸出状況となっ
ております。

【山田(博)委員】 それはパーセンテージも答え
られますか。パーセンテージがわかりやすいで

しょうから、お答えしてもらいたいと思います。

畜産課長、今、長崎県の財政が厳しい中で、

畜産振興というのは、長崎県の県民所得の向上

で、取り組んで実績がわかりやすく、農業産出

額の伸び率というのは全国一ですね。岡本次長、

そうでしょう。農産物の伸び率が全国1位とい
うことで聞いています。

それで、私は、そういった中で、畜産の財源

を何とか確保せんといかんということで、以前

から何らかで確保として、精液の県外の譲渡価

格を上げるべきだと主張してきたわけで、今回

上がってきたわけですね。これは大いに結構だ

と思うんですよ。県内の農家の方には、消費税

分を据え置きして、県外の分は高く売るという

のは、これは当たり前のことで、よく踏み切っ

ていただいたなと思うんです。

それで、今回、800万円ぐらいが年度内で手
数料が増えるということで、通常1年間でする

と予算はどのくらい増える見込みがあって、先

ほど4億3,000万円の中で1億3,000万円が牛肉
が占めたとあれば、輸出額の中に大きなウエー

トを占めるというのは間違いない事実であるわ

けですから、これをさらに伸ばすというのが、

戦略的にも一番伸び率が高くなる可能性もある

んじゃないかと思うんですが、それを含めて、

畜産課長に見解をお尋ねしたいと思います。

【山形畜産課長】先ほど、今年度の見込額につ

いてもご報告させていだきましたけれども、今

年度につきましては、実際に値上げをした後、

どれくらいの販売実績になるか、まだ見込みが

ありませんので、今年度分については、具体的

な活用について、特に決めているところではご

ざいません。

今ありました1年間、来年以降、この値上げ
した分がどれくらい見込まれるかということで、

そういう試算もしております。県内、県外を含

めて年間6万本販売したとした時に、約1,700万
円程度の増収になろうかというふうに試算をし

ております。

来年度以降、この財源を見込みながら、肉用

牛の改良の対策であるとか、生産拡大、流通販

売対策など、関係者のご意見も伺いながら、ど

のような活用が一番いいのか議論した上で、ま

た新しい施策等に盛り込めればと考えていると

ころでございます。

【長門農産加工流通課長】先ほどの輸出のパー

センテージの件ですが、牛肉については1億
3,000万円で31％、いちごにつきましては9,500
万円で約22％、鶏卵につきましては6,500万円
で約15％、びわにつきましては、先ほど2,300
万円ということでお話ししましたけれども、

2,400万円で約6％という状況でございます。
【山田(博)委員】 農産加工流通課長、お尋ねし
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ますけど、今、牛肉が31％占めていますね。よ
く頑張っていると思うんですよ。本当に少ない

人員の中でね。

お尋ねしますけど、今、輸出額の中で伸び率

がこれだと思うのがありますか。31％は牛肉で
しょう。あなたが実際やってみて、例えばいち

ごは伸び率が今からあるとか、見解を聞かせて

いただいて、私は、多分牛肉がまだまだ伸びる

んじゃないかと。その予算を、この1700万円ぐ
らいが通年したら入るのであれば、そちらのほ

うにしっかりと予算を配分してもらわないとい

かんというのを、大体この手数料を上げるべき

だと主張したのは私なんだから。どうですか。

【長門農産加工流通課長】各品目ごとの前年の

伸び率を比較しますと、牛肉につきましては、

平成29年度から比較しますと、約31％ほど伸び
ております。同じくいちごにつきましは約

109％伸びております。びわにつきましては
20％ほど伸びている状況でございます。鶏卵に
つきましても27％伸びているということで、先
ほどご紹介した4品目につきましては、今後も
増えていくのではないかと考えております。

【山田(博)委員】 その中で、やっぱり金額が張
るのは牛肉なんだな。凍結精液の譲渡手数料の

価格を見直してもらって、これは直結するよう

な形です。席も隣じゃないか。だから、しっか

り連携してやってもらいたいと思うんですが、

それはどうですか、部長。これは、長崎県の財

政課からいろいろ言われることもなく、財源を

確保して、堂々と農林部で使える財源ですから

ね。それを私としては、ぜひ、この輸出のほう

にしっかりとやっていただきたいなと思ってい

るわけでございます。

先ほど伸び率も、いちごが、これはどこのい

ちごか知らないけど、多分雲仙のいちごじゃな

いかと思っているんです。牛肉は五島じゃない

かな、壱岐かなというふうに推測しているわけ

でございますが、そこのところを踏まえながら、

戦略戦術を、多分農林部長は考えていらっしゃ

ると思うんです、間違いなく。それを確認して

おきたいと思っておりますので、よろしくお願

いします。

【中村農林部長】 今、山田(博)委員からご指摘
がございましたけれども、やはり全体の単価を

上げていくとか、それから、販路を拡大して単

価を維持させるとか、そういった意味で輸出と

いうのは重要かと思っております。

そういった意味で、牛肉のニーズも海外では

高いということでありますので、できるだけ牛

肉の輸出についても取り組んでまいりたいと思

いますし、その他の品目についても同様でござ

いますけれども、ただ、今回の一つの考え方、

精液の手数料で収入を上げてといった中で、一

つ、改良対策もしっかりやっていかないと、逆

に言ったら、国内で改良が進んだもの、いい精

液じゃないと売れないものですから、その点に

ついてもしっかりやって、全共に向けていい子

牛を生産していく、そういったことにもしっか

りと手を入れていかなければいけない。

あわせて、流通対策といった面で販売対策、

おっしゃった輸出にも、生産・流通・販売の中

でどこに力を入れるのか。やっぱり改良と販売

だろうと私も思っておりますので、その点につ

いて、ＪＡグループだとか、生産地の皆さんと

しっかりと意見交換をしながら、どういう方策

が一番いいのか、どこにこの資金を集中させる

のかといったことを検討してまいりたいと思っ

ております。

【山田(博)委員】 ということは、今回の凍結精
液の譲渡手数料を得た財源で、要するに選択と
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集中をしながら、特に輸出ですね、県民所得の

向上につながる輸出のほうに力を入れていくと

いうことで理解していいわけですね。農林部長、

改めて選択と集中ということで理解していいん

ですね。そこはしっかりとあなたの力強い答弁

を聞いておきたいと思っていますので、もう一

度よろしくお願いしたいと思います。

【中村農林部長】 先ほども申し上げたとおり、

輸出も含めた販売対策と改良対策にしっかりと

力を入れてまいりたいと思います。

【山田(博)委員】 ぜひお願いしたいと思ってお
ります。財政当局に堂々と、農林部として戦略

戦術をしながら、輸出戦略ができるわけですか

ら、頑張っていただきたいと思っています。

続きまして、第100号議案の財産取得につい
て、先ほど現地視察をさせていただいたんです

が、取得に当たっての経過というのは、もとも

と農業大学校の寮で事件があったんですね。事

件は、もう一度お尋ねしますけれども、いつ、

どういった事件かというのを覚えていらっしゃ

いますか。

【吉田農政課長】 事件は2012年だったと記憶
しておりますが、今回の寮ではなくて、有明の

畜産学科の寮で起きまして、男子学生が女子学

生の部屋に入ろうとして、かぎを盗みに入った

ところを職員が居合わせて、そこで事件が起き

た。女生徒もけがをされたということだったと

いうふうに記憶しております。

【山田(博)委員】 今回の財産取得のこういった
経過というのは、ああいったまことに残念な事

件を踏まえて、こういった財産取得のことにな

って、寮の大規模な改修になったということで

理解していいのかどうか、そこを含めてお答え

いただきたいと思います。

【吉田農政課長】 今回の改修につきましては、

今日視察の際に、最初に農業大学校の寮を見て

いただきましたけれども、かなり老朽化してお

りまして、耐震性もないということで、学生が

安心して生活できる場所の確保ということが、

まず第一なんですけれども、委員、今おっしゃ

たように、今回の改修に当たっては、有明寮を

きちんと、セキュリティー改修をやったという

ことも踏まえて、そういったことが二度とない

ようなきちんとしたセキュリティー体制の整備

をしたいというふうに考えているところでござ

います。

【山田(博)委員】 そうですよね。それで、私は
一つだけ、今回、この議案で指摘しておきたい

のは、あれだけの事件があったので、もっと速

やかにできなかったんだろうかと。確かに、財

政的に厳しいというのはあったと思うんですけ

れども、しかし、農林部長、長崎県の今取り組

む課題というのは何かというと、人口減少対策

と県民所得の向上です。県民所得の向上で農林

部はどれだけ貢献していますか。財政当局に言

って、俺たちはこれだけ頑張っているんだから、

もっとしっかりやってくれよというのを、農政

課長、頑張ってほしいわけよ。そういったとこ

ろをね。

財政が厳しいから、なかなかこういった事業

ができなかったというのは十分わかるんですけ

れども、あなた方はそういった錦の旗があるん

だから。ほかの部にはできないことをやってい

るんですから、そこで、しっかりと頑張ってい

ただきたいと思っているわけでございます。

参事監、あなたは国の役人だったらこんなこ

と言うだろう、農林水産大臣に対して。多分、

言うと思うんだよ。今日は、そこは置いておい

て、そういったところを一つ指摘しておきたい。

もう一つは、今回のスケジュールですね。今
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回スケジュールは、令和元年から改修設計が始

まりますね。そうすると、寮の供用開始という

のは令和4年ということで、えらい時間がかか
るなと。これは何とか短縮できないものかと。

だから、先ほどの事件のこともあったから、な

おさら、本当は一日も早くやってもらいたいと

思うんですが、ここをどういうふうに考えてい

らっしゃるのかというのを、見解を聞かせてい

ただきたいと思っております。

【吉田農政課長】今の学生寮については、我々

としては、学生が生活するに当たっては厳しい

状況にあるというふうに考えておりまして、当

然、一刻も早く改修をし、新しい寮に移っても

らいたいというのはありますが、寮にします、

今日見ていただいたＪＡ研修所については、寄

宿舎棟につきましては個室になっていまして、

部屋数が36室しかございません。学生寮は、全
体の部屋を確保すると、その倍ぐらいというこ

となので、今日、説明をさせていただいた本館

棟を学生寮にするということで、かなり大規模

な改修が必要になると考えておりまして、その

時間を含めてこういったスケジュールで今考え

ておりますが、できるだけ早く供用開始ができ

るように、設計の段階から協議をしていきたい

というふうに考えております。

【山田(博)委員】 ああいった事件があって、こ
の農業大学校の寮というのは速やかにやってい

かないといけなかったのに、財政が厳しい中で

は、財政当局がなかなかうんと言ってくれなか

ったというのはわかるんです。その中で頑張っ

ている中で、何とかこういった議案は、委員の

皆さん方も、多分ご理解いただけると思うんで

すが、一日も早い学生寮の供用開始が進むよう

に取り組んでいただきたいと思っておるわけで

ございます。

もう一度言いますけど、農林部というのは、

長崎県の中の各部の中で、県民所得の向上と人

口減少対策にどれだけ貢献しているかというの

を胸張ってやってもらいたいと思うんですよ。

だから、農林部長、財政当局に堂々とやっても

らいたいんですよ。俺たちはこれだけ貢献して

いるんだから、予算をこれだけくれと。あげく

の果ては、今回の畜産の凍結精液の、これを財

源として、また戦略戦術をやるんですよ。こん

な部はほかにありますか。水産部だってないよ、

産業労働部だってないよ、こんなぴしゃっとや

っているのは。だから、ぜひ堂々とやっていた

だきたい。農林部長を筆頭に、財政当局にしっ

かりとやっていただきたい思うわけでございま

す。

何か農林部長が一言、二言言いたいそうです

ので、言いたかったら、どうぞ言っていただき

たいと思います。

【中村農林部長】私どもは農林業ということで

所管をしておりますけれども、やはり県全体で

人口減少対策に取り組む、所得向上に取り組む

といったことで、関係部局とも連携してやって

いきたいと思っていますけど、まずは、私たち

の範疇でしっかり頑張ってまいりたいと思って

おります。

予算折衝に当たりましても、しっかりと物申

すところは物申していきたいと思いますし、特

に、少ない財源の中で選択と集中といった中で、

しっかりと話をさせていただきたいと思ってお

りますので、どうぞよろしくお願いいたします。

【山田(博)委員】 ぜひしっかりと取り組んでい
ただきたいと思っております。

今回の凍結精液の手数料を上げながら新たな

財源をつくって、それで農林部の戦略戦術で、

選択と集中でやるというのは、ほかの部として
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大変模範になるやり方と思いますので、ぜひ今

後も頑張っていただきたいと思っております。

私ばかり質問してはいけませんので、一旦終

わりたいと思います。

【山田(朋)委員】 私も第100号議案について伺
いたいと思います。

先ほど来の質疑の中で、耐震診断のほうは済

んでいるということでありますが、耐震化の工

事の予定と、私も山田博司委員と同じ思いであ

りまして、令和4年まで相当あるということと、
今日視察をさせていただいて本当によかったな

と思ったんですが、あそこまで老朽化が進んで

いて、学生が暮らす環境としては、私はちょっ

と今の世の中の一般的なものとはすごくかけ離

れていて、環境としては非常に、劣悪とまで言

ったら申しわけないけれども、私は少なくとも

ちょっと厳しい環境だなということを実感した

ので、今から4年間も学生に学びながらあそこ
で暮らさせるということは、ちょっといかがな

ものかなと思うので、財政状況は厳しいことは

よくよく理解をしておりますが、まずは耐震性

の問題があるので、安全を最優先ということを

考えた時に、このタイムスケジュールでは、当

然、私は時間がかかり過ぎるというふうに思っ

ております。

耐震工事、令和4年までの間に学生の安全を
どうやって確保するつもりでいるのかをお聞き

したいと思います。

【吉田農政課長】スケジュールにつきましては、

先ほど山田博司委員の際にご答弁させてもらい

ましたけれども、一日も早く供用ができるよう

に、今後、設計業者等が決まっていったら、そ

こは話をさせてもらいたいというふうに思って

おります。

そこまでの安全性の確保につきましては、大

変申しわけないんですけれども、今の寮しか、

代替施設がないものですから、我々としてはで

きるだけ早く新しい寮の完成を目指すというこ

とで努力をするということでございます。

【山田(朋)委員】 代替施設がないから、今まで
ああいう状況のまま学生がいたんだと思うんで

すけれども、例えば佐世保の県北振興局とかも、

耐震化の対策で工事をしたりしました。多分、

各振興局もしたと思うし、県有施設であればほ

ぼほぼというか、100％耐震化は完了している
かと思うんですけど、あと、皆さんが住む住宅

のほうも、恐らくこういう危険なところは、多

分1カ所もないのかなと私は理解をします。
それで、令和4年までそのような状況のまま

でいいと私は思っておりませんし、農林部とし

ては、このことを本当にどのように、私は事情

はわかるんですけど、じゃ、熊本でもあんな地

震もあったし、いつどこでどんな災害が起きて

もおかしくない中、もしも長崎県の農業大学校

を選んでくれた子たちに何かがあったら取り返

しがつかないと思うんですけど、何か耐震化の

補強工事とかそういったものをする考えがない

のか、そもそもできないのかどうか、そのあた

りを教えてください。

【吉田農政課長】今の寮につきましては、建築

年次が相当古くて、男子寮についてはもう57年
ぐらい経過していることでございますので、改

修をやろうとすると、かなり大規模な改修にな

るというふうに思っています。今回、移転改修

することによって、基本、現在の寮はもうそれ

以後は使えないというふうに思っていますので、

そこで大規模な経費をつぎ込むというのは、財

政状況からなかなか厳しいというふうなことも

あって、全体として、我々としてはあそこの貝

津地区、農技センターも含めて、農業大学校の
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本校も含めて改修をやらなきゃいけないんです

が、なかなかそこが厳しい。

そういう中で、どこに一番手をつけるかとい

うと、委員おっしゃったように、学生の安全を

まず第一に確保するということで、何らかの手

だてということでＪＡ研修所、ＪＡさんにご相

談しご了解いただいたので、今回そこにまず手

をつけるというふうな判断をしたところでござ

います。

全体の事業が、学生、あと職員も含めてそう

いった状況にあるというのは、我々としては、

この事業がなかなか進んでこなかったというの

は、当然反省しなきゃいけないんですけれども、

できるだけ早く、新しい寮の改築で供用ができ

るように努めていきたいと考えております。

【山田(朋)委員】令和4年まであと4年くらいあ
ります。それで、事情はよくわかるんですけど、

例えばの話ですけど、これは全寮制ですよね。

全寮制でみんなで暮らさないといけない何か理

由があるんだと思いますけれども、私も今から

あの古い施設にお金をかけて耐震化の工事をし

ろというのは、多分合わない話だというふうに

思うけれども、例えば、近くに民間のアパート

とかいっぱいあると思うんですよね。本当にも

うちょっと、この4年の間に大災害があって、
万が一のことがあったら取り返しがつきません。

私は、もしかして、ここだけが県有施設であり

ながら耐震がきいてないところを使っていると

いうことであれば、本当に大きな問題と思って

おりますので、しっかりと代替策を考えてくだ

さい。

そのことについて、これ以上、農政課長も同

じ答弁しかできないと思うから、農林部長、答

弁を求めます。

【中村農林部長】委員からご指摘のことは、私

も重々理解をいたします。といいますか、こう

いう状況になってしまったということについて

は、学生はもとより保護者の皆様にも大変申し

わけない状況になっているというふうに思って

おります。

ただ、先ほど課長からも話があったとおり、

できる限りということで、このようなスケジュ

ールということで対応せざるを得なかったとい

うことは、私たちとしても非常にじくじたるも

のもございますけれども、こういう状況で何と

かやらざるを得ないということです。

ただ、委員からご指摘のあった、何らかの対

応策はないのかといったことについては、再度、

私たちも何かできることがないか、それは検討

させていただきたいと思っております。

【山田(朋)委員】 代替策について検討いただく
ということでありました。

あともう一つですけれども、耐震化の問題だ

けではなく、非常に老朽化をしておりました。

例えば学生にアンケート等をきちんとしていた

だいて、学生の不自由を改善することができる、

そう大きなコストがかからずにできることもや

ってほしいと思いますので、あわせてご要望し

たいと思います。

【大場委員長】 要望でよろしいですか。

【山田(朋)委員】 はい。
【大場委員長】 ほかありませんか。

【麻生委員】私は、森林環境税の関係について

お尋ねしたいと思います。

先ほど堀江委員から話がありましたけれども、

今回の創設に当たって、国は新たな森林管理シ

ステムを立ち上げようとしていますね。それの

詳細がわかれば教えていただきたい。

あと一点は、各市町村に約8割、県が2割とい
うことが言われていますけれども、私たちは市
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におった時は、個人の私有林も境界線がよくわ

からなかったりとか、今、所有者の所在がわか

らなかったりとか、いろいろ課題が出てきてい

ますけれども、これについても、国は今回の予

算をとって進めていこうとされておりますけれ

ども、一つは、水源涵養の問題も含めてそうで

すし、路網の整備も一応されておりますけれど

も、まだまだ足りないという状況だと思ってい

ますので、今回のこういうことについてしっか

り取り組みをされると思いますけれども、そう

いう観点から、県としてどのように市町を指導

され、また、課題に向き合っていこうとされる

のか、確認したいと思います。

【内田林政課長】 今、麻生委員から、新たな管

理システムの詳細を伺いたいということで、ま

ず1点目ですが、お答えをしたいと思います。
まず、国が想定しているのは、森林所有者が

わからない、それから境界がわからないといっ

た、これまでの根元的な課題はあるということ

で、それは県も国ももうどうしようもないとい

うことで、森林現場に一番近い市町村に役割を

担っていただこうというのが創設の趣旨でござ

います。

何をやっていくかというと、市町が持ってい

るいろんな所有者情報があるはずなんで、そこ

を市町の中で総合的に利用いただいて、まずは

所有者を探索する。それから、探索したら所有

者の意向を確認するというのが、まず最初の仕

事になってきます。「あなたは森林整備をやり

ますか、やる意思がありますか。それとも、も

う市町に預けますか」と、そこがまず出発点で

す。

自らやると言った分は、どうぞやってくださ

い。でも、ちゃんと責務があります。それはし

っかりやってくださいと。やれないと言った部

分は、もう市町が預かることになります。その

市町が預かった森林は、木材生産がきちんとで

きるところは、県で認定いたします意欲と能力

のある事業体に再委託をして、木材生産をやり

ながら森林の環境保全をやっていこう。それは、

国の環境税を使わないで国庫補助を使ってやっ

ていこうというシステムです。残る経営が難し

い山については、市町が事業主体となって発注

をして整備をしていくというのが大きな流れに

なります。

それからもう一点、市町が対象の市営林ある

いは町営林もなかなか境界がわからないという

ことなんでしょうけれども、一応国の制度の中

では、管理主体が明確なものは対象外になって

いますので、まずはわからないものから攻めて

いくというところが原則になっていくんだろう

と思っています。

【麻生委員】 今回、国は1,000円取れば、6,000
万世帯と言われていますから、600億円という
ことで言われておりますけれども、長崎県とし

て、落ちるお金が大体どのくらいなのかという

こと。

あと一点、今、500円でもらっている中で、
私も、県の森林環境税500円を納めた時に、長
崎は今17万世帯ぐらいあって、そういう世帯は
あるんだけど、森林が少ないので、おりてこな

いじゃないかと。均等に納めているんだから、

もっと活用すべきだという話をしたところなん

ですよ。今回、住民が多いところ、少ないとこ

ろで、もちろん対馬なんかは森林が結構あって、

管理しなくちゃいけない。相当大きな状況です。

しかし、3万くらいしか住んでない。
そういう状況と、県下振り分けてみると、バ

ランスよくすべて使えるかというと、そうじゃ

ない面もあるんだけど、そういったところで、
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いっぱい住民が住んでいるところについても恩

恵だとか、せっかく納めてもらうわけですから、

理解してもらって協賛してもらうといいますか、

理解してもらうことについての取組という形で

の考えがないかどうか、お尋ねしたいと思いま

す。

【内田林政課長】まず、国の森林環境税の県へ

の配分でございますけれども、今のところ想定

では、初年度2億円が配分される、譲与される
予定です。そのうち8割が市町、2割が県ですの
で、県が4,000万円、それから市町が1億6,000
万円ということになります。

譲与税の算定基準が、まずは森林面積が5割、
林業従事者が2割、それから、それぞれの自治
体の人口割りでも3割の配分がされるというこ
とで、5・2・3で配分が決まっています。
けれども、全国の人工林の森林面積が約1,000

万ヘクタールです。長崎県の場合が約9万ヘク
タールございますので、約1％です。600億円の
1％で、最終的には6億円ということで、ほぼ森
林面積に見合った配分はなされるというふうに

私どもは想定をしております。

それから、もう一点、先ほど答弁し忘れまし

たが、市町の支援をどうするのかということで、

県の予算は、担い手の育成というところを念頭

に置いていまして、まずは、市町村の森林を担

当するセクションの研修をやっていきたいなと。

それから、境界の確定であったり、あるいは森

林所有者の探索であったり、それぞれの段階で

いろんな課題があると思うので、そこを段階的

にマニュアルをつくるとか、研修を実施してサ

ポートをしていこうというふうな考えでおりま

す。

それから、もう一点は、「地域林政アドバイ

ザー」という制度があるんですが、森林に詳し

い人たちを人材育成して市町にお手伝いに行っ

てもらうというところも、同時にやっていこう

と考えています。

それから、先ほど市町が探索をして、経営が

できる山を意欲と能力のある事業体に受け渡す

という説明をしましたが、その意欲と能力を持

っている事業体の育成が喫緊の課題ですので、

その辺も含めて県のほうで予算を組んでいると

ころでございます。

【麻生委員】わかりました。各市町にも人口割

りで10分の3が配分されるということでありま
すので、長崎市で言えば、水源涵養の関係につ

いても、やっぱりしっかり取り組まなくちゃい

けないということは再三申し上げておったんで

すが、公共施設についての木質化ということも、

今進められておりますので、ぜひこういったこ

とを利用しながら、木質化も含めて、森林を使

いながら取り組めるということができればいい

かなと思っています。

冒頭言いましたように、今、所有者不明の森

林があってなかなか手がつけられない。なおか

つ、これをどうするかということで、前もいろ

いろ言ったんですけれども、地籍調査といいま

すか、そういったことをやるけれども、財源が

ないということで、大変な状況にありましたか

ら、こういうのが導入されてきちんと管理がで

きるようになれば、森林としての価値も上がっ

てくると。

そして、後継者育成といいますか、今まで森

林に対する取組の中で、山に入る人たちは少な

かったんですけれども、倍増計画もしてもらい

ながら、そういう意味での住民の皆さんの山に

対する思いが出てきているんじゃないかと思っ

ていますので、ぜひこういうことを広く周知徹

底していただくことによって、森林に対する皆
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さんの意識改革ができるんじゃないかと思って

おりますので、ぜひ取り組んでいただきたいと

思っておりますので、よろしくお願いしたいと

思います。

【大場委員長】 ほかありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】ほかに質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【堀江委員】 第92号議案「長崎県畜産関係手
数料条例の一部を改正する条例」については、

消費税率の改定に伴う条例改正です。

消費税率10％への引き上げは、県民の暮らし
や中小業者の営業、地域経済に深刻な打撃とな

ります。消費税10％に反対の立場から、増税を
前提とした手数料改正は認められません。

第93号「長崎県森林環境譲与税基金条例」に
つきましては、国土保全や地球温暖化等のため

の森林整備は重要ですが、あまりにも安易な増

税であり、広く、薄く国民に負担を求めるのは、

まさに大衆課税の強化です。

国の予算の戦闘機を購入する予算があるので

あれば、森林整備に回すべきだと考えます。し

かも長崎県民は、ながさき森林環境税を目的と

する負担を既にしておりますので、同じ目的税

を何重にも課税をするということも意味します

ので、私としては認めることはできません。

【大場委員長】 ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

まず、第92号議案について、採決を行います。

第92号議案については、原案のとおり可決す
ることに賛成の委員の起立を願います。

〔賛成委員・起立〕

【大場委員長】 起立多数。よって、第92号議
案は、原案のとおり可決することに決定されま

した。

次に、第93号議案について、採決を行います。
第93号議案については、原案のとおり可決す
ることに賛成の委員の起立を願います。

〔賛成委員・起立〕

【大場委員長】 起立多数。よって、第93号議
案は、原案のとおり可決することに決定されま

した。

次に、第100号議案について、原案のとおり
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、第100号議案は、原案のとおり可決
すべきものと決定をされました。

しばらく休憩します。

― 午後 ３時４３分 休憩 ―

― 午後 ３時４４分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開します。

次に、提出のありました「政策等決定過程の

透明性等の確保などに関する資料」及び「政府

施策に関する提案・要望の実施結果」について

説明をお願いいたします。

【吉田農政課長】 私のほうから、「政策等決定

過程の透明性等の確保及び県議会・議員との協

議等の拡充に関する決議」に基づき、本委員会

に提出いたしました農林部関係の資料について、

ご説明いたします。

まず、農水経済委員会提出資料と追加分とい

う2冊の資料がございます。お手元に2冊の準備



令和元年６月定例会農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（７月２日）

- 153 -

をお願いいたします。

まず、厚いほうの提出資料の1ページをご覧
ください。

補助金の内示状況につきまして、平成31年2
月から令和元年5月までの実績についてご説明
いたします。

直接補助金は、1ページの長崎県鳥獣被害防
止総合対策事業費補助金から、18ページに記載
の分まで、合計169件となっております。それ
から、申しわけありません。追加分もあわせて

見ていただきまして、1ページ、農地等災害復
旧事業費（過年災）補助金から8ページ、番号
は通しにしておりますが、合計249件が、今回、
直接補助金分になります。

また、もとの資料に戻っていただきまして、

厚いほうの資料の19ページから間接補助金に
なります。新構造改善加速化支援事業費補助金

から、42ページに記載の長崎県畜産クラスター
構築事業費補助金まで268件に加えまして、追
加分の資料の9ページに記載の農業経営高度化
支援事業補助金の6件、合わせまして274件とな
っております。

直接補助金と間接補助金の合計で523件にな
っております。

次に、分厚いほうの資料の43ページをご覧く
ださい。1,000万円以上の契約状況でございます。
これについても、平成31年2月から令和元年5月
までの実績でございます。

まず、委託につきましては、43ページに記載
しています4件と、追加分の資料の10ページに
記載の3件、合わせまして7件ということになっ
ておりまして、それぞれ次ページ以降に、入札

結果一覧表を添付いたしております。

次に、分厚いほうの資料の48ページをご覧く
ださい。工事以外の委託につきましては、48ペ

ージに記載のとおり2件となっておりまして、
49ページ以降に、その入札結果一覧表を添付い
たしております。

51ページをご覧ください。1,000万円以上の
工事になります。工事につきましては、この51
ページから53ページに記載しておりまして、47
件となっておりますが、申しわけございません

が、ここで訂正をお願いいたします。

番号の2番、諫早湾干拓堤防の事業でござい
ますけれども、これと52ページの番号の24番、
これにつきましては全く同じ事業でございまし

て、重複しておりますので、2番のほうの削除
をよろしくお願いいたします。これで、通し番

号としては47件としておりますけれども、実際
は46件ということになります。それから、薄い
ほうの追加分の12ページに、先ほど言いました
2番のほうを削除しておりますが、ここに加え
ています7件と合わせまして、工事の合計とし
ては54件と通しでしていますが、1件削除して
53件というふうになっておりまして、次ページ
以降にその入札結果一覧表を添付いたしており

ます。

次に、厚いほうの資料の123ページをご覧く
ださい。陳情・要望に対する対応状況でござい

ますが、知事及び部局長に対する陳情・要望の

うち、平成31年2月から令和元年5月までの間に、
県議会議長宛てにも同様の要望が行われたもの

に関しまして、123ページから144ページに県の
対応を記載いたしております。

資料の145ページをお願いいたします。附属
機関等会議結果報告につきまして、これも平成

31年2月から令和元年5月までで、実績といたし
ましては、長崎県森林審議会の1件でございま
して、その内容については、146ページに記載
のとおりでございます。
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また、県議会から離島・半島地域振興特別委

員会及び観光振興等対策特別委員会に対してい

ただきました意見書につきまして、農林部の該

当部分がございましたので、それらに対する処

理状況につきましても、提出をさせていただい

ているところでございます。

引き続きまして、補足資料で、「令和2年度
政府施策に関する提案・要望について」と表題

に記載しております資料をお手元にお願いいた

します。

去る6月12日及び13日に実施いたしました
「令和2年度政府施策に関する提案・要望」に
つきまして、農林部関係の要望結果をご説明い

たします。

1ページをご覧ください。
農林部関係におきましては、国営諫早湾干拓

事業について、外国人材の受入についてのほか、

5項目の重点項目について、要望を実施いたし
たところでございます。

主な要望実績といたしましては、 川農林水

産大臣ほか5名に対し、知事、議長、農林部長
から要望を行いました。

また、重点項目に加えて、農業の生産対策の

充実強化など一般項目11項目につきましても、
農林水産省75名、法務省3名、環境省2名に対し
まして、農林部長、参事監、農林部各課長・室

長から要望を行ったところでございます。

このうち、重点項目として、まず、特記事項

にございますが、①の国営諫早湾干拓事業につ

きましては、知事から農林水産大臣に対しまし

て、国においては開門しないとの方針のもと開

門問題の早期解決を図ること、効果的な水産振

興策等を実施し、真の有明海再生を目指すこと

などを強く要望いたしたところでございます。

次、2ページをお開きください。

②外国人材の受入につきましては、知事から、

ベトナムをはじめ日本との二国間取り決めが未

締結の国との早期締結などを強く要望したとこ

ろ、佐々木出入国在留管理庁長官からは、「ベ

トナムとの二国間取り決めについては、遠くな

いうちに発表できる見込み」とご回答いただい

たところでございます。

また、④の農業生産基盤整備の促進につきま

しては、知事から、農業農村整備関係事業費の

十分な当初予算の確保、強い農業・担い手づく

り総合支援交付金や産地パワーアップ事業、畜

産クラスター事業の予算確保を強く要望したと

ころ、農林水産大臣からは、「重要な課題であ

り、しっかり応援させていただく」旨の回答を

いただいたところでございます。

このほかの事業については、記載のとおりで

ございます。

今後も、今回の提案・要望の実現に向けて、

引き続き国へ働きかけを行ってまいります。

以上で、農林部関係の報告とさせていただき

ます。

【大場委員長】それでは、本日の会議はこれに

てとどめ、明日は、午前10時より委員会を再開
いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ３時５４分 散会 ―



第 ４ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和元年７月３日

自  午前１０時 ０分

至  午後 零時１７分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 大場 博文 君

副委員長(副会長) 浦川 基継 君

委   員 田中 愛国 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 徳永 達也 君

〃 山田 博司 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 麻生  隆 君

〃 近藤 智昭 君

〃 久保田将誠 君

〃 赤木 幸仁 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

農 林 部 長 中村 功 君

農林技術開発
センター所長

荒木 誠 君

農 林 部 次 長 岡本 均 君

農 林 部 次 長 綾香 直芳 君

農林部参事監
（農村整備事業・
諫早湾干拓担当）

山根 伸司 君

林 政 課 長
（ 参 事 監 ）

内田 陽二 君

農 政 課 長 吉田 弘毅 君

農山村対策室長 川口 健二 君

団体検査指導室長 村岡 彰信 君

農業経営課長 宮本 亮 君

農地利活用推進室長 村里 祐治 君

農産園芸課長 渋谷 隆秀 君

農産加工流通課長 長門  潤 君

畜 産 課 長 山形 雅宏 君

農村整備課長 土井 幸寿 君

諫早湾干拓課長 藤田 昌三 君

森林整備室長 永田 明広 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【大場委員長】 おはようございます。

それでは、委員会を再開いたします。

なお、久保田委員から、所用により本委員会

への出席が遅れる旨連絡があっておりますので、

ご了承をお願いいたします。

それでは、昨日に引き続き、農林部関係の審

査を行います。

まず、陳情審査を行います。

お手元に配付いたしております陳情書一覧表

のとおり陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。

審査対象は、12番、15番でございます。
陳情書について、何かご質問はありませんか。

【山田(博)委員】 おはようございます。
それでは、陳情12番の34ページを見ていただ
きましょうか。「鳥獣被害防止対策及び助成措

置の拡充について」ということで、この要望項

目の2番目にあります「シカ、アライグマ、ア
ナグマ等に対する捕獲報奨金の新設」というこ

とで要望書が佐世保市からきているわけでござ

います。
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もともと、この要望の、こういうふうになっ

ている経緯を担当課長から説明をいただけます

でしょうか。よろしくお願いします。

【川口農山村対策室長】委員から今ご質問がご

ざいましたアライグマ、アナグマ、シカ等の被

害の状況についてでございます。

まず、捕獲頭数等を申しますと、シカでは約

1万1,000頭、県内で捕獲しております。アライ
グマにつきましては県内で1,216頭、捕獲してい
る実績がございます。シカにつきましては、対

馬市、五島市、長崎市、佐世保市で捕獲がなさ

れております。アライグマにつきましては、県

北を中心に発生が見られておりましたが、現在

では県央地区をはじめ、雲仙市の方まで生息域

が広がっている状況でございます。

【山田(博)委員】 いいですか、私が聞いている
のは、こういった要望がなぜ上がったかという

こと。捕獲頭数を聞いているんじゃないですよ。

【川口農山村対策室長】失礼いたしました。獣

種別の被害金額を述べさせていただきます。

【大場委員長】室長、陳情を出された経緯とい

うか、その背景をお願いします。

【川口農山村対策室長】佐世保市におきまして

は、シカ、アライグマ等の被害が発生してきて

おるということから、このような要望がなされ

ております。

【大場委員長】 しばらく休憩します。

― 午前１０時 ３分 休憩 ―

― 午前１０時 ３分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

【山田(博)委員】 農山村対策室長におかれまし
ては、ちょっとお茶を一服飲んで気持ちを新た

にしてから後で答弁していただきたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。特段難し

い質問をしているわけじゃありませんので、ご

く当たり前のことを聞いているわけでありまし

て、実は、昨日、事前に言ってますからね。

続きまして、陳情15番、26ページを見ていた
だけますか。新規就農者に対する事業要件緩和

ということであります。こういった要望が現在

きているわけでございますが、現状としてはど

ういった形で今要件がなされているのか、お答

えいただけますか。

【宮本農業経営課長】新規就農者に対しまして

は、経営開始に対して150万円の補助金などが
あります。これまで45歳未満が対象になってい
たところでございますけれども、今年の政府施

策要望で知事より対象年齢引き上げ要望などを

させていただいておりました結果、50歳未満と
いうことで対象年齢が引き上げられたことにな

ります。高齢の方も増えている中で新規就農者

が増えておりますので、本県の新規就農者は、

平成30年度で232人が入られていますけれども、
さらなる新規就農者の拡大の手だてになるので

はないかと考えております。

【山田(博)委員】 今、どういったことが問題に
なっているか、細かく説明していただけません

か。補助要件の緩和とあるでしょう。実際、年

齢の引き上げというのはわかりますが、年齢の

引き上げだけなんですか、これは。

【渋谷農産園芸課長】 チャレンジ園芸1000億
推進事業において要件がありまして、受益戸数

が、本土地域で3戸以上、それから離島地域に
おいて2戸以上ということになっておりまして、
町村会からは、この戸数要件が緩和できないか

ということで要望を受けているところでありま

す。

【山田(博)委員】 そういうことですね。そうす
ると、これ、規模が小さい産地とかなんかとあ

りますけど、実際、そういった規模が小さい産

地ということで、県当局はどういったことを把
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握されているか、ご説明いただけますか。

【渋谷農産園芸課長】実際に一つの町内だけの

産地であると、どうしても新規就農者等がいな

い場合もあるんですけれども、チャレンジ園芸

1000億推進事業につきましては、市町を越えた
エリアでも産地をつくっていただくことで3戸
以上、あるいは離島では2戸以上の要件で事業
ができるということで取り組んでいるところで

あります。

【山田(博)委員】 それでも、こういった要望が
上がっているということは、これ、陳情の中身

がわからないので、わかりにくいんですけど、

これは規模が小さい産地とかですね。というの

は、市とか町をまたがって要件緩和できるよう

にしているということ、それでもこういった新

規就農者に対する事業の要件緩和ということに

ついて、県当局はどういったことを要望されて

いると理解しているのか、説明いただけますか。

【渋谷農産園芸課長】 このチャレンジ園芸

1000億推進事業については、例えば、いちごに
炭酸ガス発生装置を入れたりとか、そういう事

業でありますけれども、新規就農者が新しくハ

ウスをつくる場合等については、新構造改善加

速化支援事業等で1戸でもできる要件とか、ほ
かの事業を使うこともできますので、こういう

要望があった場合については、できるだけ丁寧

に要望がある方に説明していきたいと考えてお

ります。

【山田(博)委員】 ということは、新規就農者の
方が補助が受けられないということじゃないん

ですよと。いろんな情報がうまく伝わってなく

て、こういった要望の形で上がっているという

ことで理解していいですか、これは、そういっ

たことですか。

今聞いたら、新規就農者の方は、規模が小さ

い産地では、あと農家数が少ないところでは、

そういったことができないということでありま

すけれども、市とか町をまたがってできますと

いうことになっていますのでね。例えば、離島

の場合、下五島と上五島でもいいのか、そうい

ったことも含んでできるんですね、これは。海

をまたがってもできるんですね、これ。それは

どうなんですか。

【渋谷農産園芸課長】ここで要望が上がってい

るのは、佐々町から、佐々町の内部だけででき

ないかというお話だったんですけれども、例え

ば、いちごであれば隣の佐世保市の同じいちご

部会等で共同要件を満たせます。それから、離

島でも出荷を共同でやっているとか、そういう

ことがあれば作業等を一部共同でやることで要

件を満たすことができます。まず、個別のそれ

ぞれの案件をご相談いただいて、どのような支

援ができるのかということは相談に乗っていき

たいと考えております。

【山田(博)委員】 こういった要望が上がってい
るので、懇切丁寧に対応していただきたいと思

います。よろしくお願いいたします。

農山村対策室長、落ち着きましたか。どうぞ。

【川口農山村対策室長】 シカ、アライグマ、ア

ナグマ等に対する捕獲報奨金の新設の要望につ

きましては、県では、県単独事業といたしまし

て捕獲報奨金制度がないものですから、このよ

うな要望があっております。

【山田(博)委員】 県単独にシカとアライグマと
アナグマが入ってないということですか。国の

方はシカは入っているんですね。どうなんです

か、そこをもっと詳しく説明いただけますか。

【川口農山村対策室長】県の単独制度は、平成

30年度までにつきましては、イノシシが被害額
の7割を占めますので、特にイノシシを対象と
いたしました捕獲報奨金制度を県単独事業とし

て実施しておりました。シカ、アライグマ、ア
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ナグマ等につきましては、このような県単独の

捕獲報奨金制度はございませんが、国の捕獲報

奨金制度の対象となっておりますので、こちら

の方で対象として実施されております。

【山田(博)委員】そうすると、国ではイノシシ、
アライグマとかいろいろ入っているわけですね、

リスとかも入っているんでしょう。リスも入っ

ているんですね、農山村対策室長。県で入れて

くれということは、国と県だったら上乗せがあ

るわけですか、そうすると。

これは、報奨金の新設をしてくれというのは、

県の方で入れてくれというわけでしょう。国の

方ではあるんでしょう。お答えいただけますか。

【川口農山村対策室長】国の制度につきまして

は、市町が独自に被害防止計画というものを立

てます。その中で獣種を、例えば、先ほどおっ

しゃられましたクリハラリスとか、アナグマと

か、そういうふうに獣種を指定して、それを被

害防止計画の中で指定することによりまして国

の事業の対象となることができますので、市町

それぞれの被害防止計画の中では、被害実態が

異なりますので、獣種の指定はばらばらになっ

ております。ですので、クリハラリスが全ての

地区で対象になるかというと、そうではなくて、

ばらばらで指定を行っております。国の制度に

ついては、そういった指定をしております。

【山田(博)委員】そうしますと、佐世保市では、
シカとアライグマとアナグマが、この防止計画

の中に入ってなかったから、入ってないんです

か、入ってるんですか。入っているけど、県の

方でまたやってくれというんですか。そうする

と、二重になるということですか、これ。二重

に補助金制度をつくってくれということですか。

【川口農山村対策室長】具体的に国の制度と市

町の制度と独自に運営しているわけでございま

すが、この意見につきましては、国の制度とは

別に県独自の制度を新たに創設して上乗せをお

願いしたいという話になります。

【中村農林部長】ただいまの説明が十分でない

ところがございますので、私から補足をさせて

いただきます。

まず、長崎県の鳥獣対策は、3対策の中で捕
獲対策といった面で国の交付金制度とあわせて

県が単独で捕獲報奨金を支出してきた経緯がご

ざいます。それについては先ほど室長から説明

があったとおり、イノシシの被害が一番大きい

ということで、そこに集中するということでイ

ノシシに対して捕獲報奨金を支出してきたとこ

ろでございます。

そういった中で、県の財政見直しの中で本年

度から県の単独で出しておりました捕獲報奨金

については廃止をさせていただきました。とい

いますのは、これまで対策を進めてきてイノシ

シの被害額が1億4,000万円まで下がってきて、
私たちの目標であります1億5,000万円をまず
達成をしたということ。それから、鳥獣対策に

ついては、鳥獣被害防止特別措置法という法律

に基づいて対策を行っているところでございま

して、その中で市町と県の役割分担を明確にし

てありまして、市町は実際に被害防止計画を作

成したり、それに基づいて実際に捕獲対策を実

践するというような位置づけ。県は、計画を策

定したり実施するための助言、指導であります

とか、広域的な取組、それから新しい知見、新

しいシステム、こういったものを役割として行

うというようなことです。

こういった役割分担があるということから、

市町に対しては国の特別交付税制度がございま

すが、県に対しては、そういう制度がないと。

実際、特別交付税制度については、市町が講じ

た対策に対して8割の交付税制度があるという
ことから、市町で捕獲報奨金については支出を
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していただきたい、予算化をしていただきたい

ということで廃止をさせていただいた経緯がご

ざいます。

そういった経緯の中から、今回、町村会から

要望がありましたイノシシ捕獲報奨金制度の復

活といった面は、こういった面で市町で国の特

別交付税制度を活用してやってくださいといっ

たことに対する復活という要望になっておりま

す。

さらに、これまで県が取り組んでおりません

でしたシカやアライグマ、アナグマ等に対する

制度についても、復活した上で、さらに制度を

つくってもらいたいというご要望だというふう

に理解をしております。

【山田(博)委員】 農山村対策室長、反省せんと
いかんよ、あなた。あなたは来て2年目だから、
こういった答弁をしっかりせんといかんという

ことですよ。いい勉強になったですね、今日は。

それで、今わかりました。こういった状況が

あるということで、現状からすると、鳥獣被害

防止特別措置法で国、県と市町の役割を明確に

している以上は、これ以上の対応はできないと。

また、法律のみならず、予算的にも市とか町の

実践的な役割分担が鳥獣被害防止特別措置法で

うたわれている中、特別交付税が80％ももらえ
るのに、長崎県はないのに、そこまでするとい

うのはいかがなものかという状況が、苦しい実

情があるということですね。そういったことで

理解できました。いずれにしても、今後ともし

っかりとこういったことに取り組んでいただき

たいと思います。

農山村対策室長、いいですか。今、アライグ

マとかアナグマ等、実際に県内で、離島も含め

て、どれだけ被害があるかということは把握し

ているんですね。相当な被害があるから、こう

なっているんでしょうから。これは県が報奨金

を新設するよりも、さらに報奨金を国の方でし

てもらわんといかんということ、そういう方向

がよろしいんじゃないかと私は理解するわけで

すね。

国としては、こういったアライグマなんかも

全部含んでいるんでしょう。鳥獣というのは、

どういったものを含んでいるんですか。全ての

鳥や獣を含んでいるんですか。今、長崎県で被

害が出ている鳥獣の中で含まれてないのもある

んですか。そこを名誉挽回のためにお答えいた

だかないと、いいですか。名誉挽回のために頑

張ってください。

【川口農山村対策室長】対象となる鳥獣につき

ましては、先ほど申しました市町が定めます被

害防止計画に定めた獣種を全て対象とするよう

になっておりますので、先ほど申されました、

例えばクリハラリスですとかアライグマ、アナ

グマ等も市町によって被害防止計画の中にきち

っと位置づけていただければ国の事業の対象と

なります。

【山田(博)委員】 だから、全部入っているんで
すね、間違いないんだな、そうなんですか。

【川口農山村対策室長】現状、全ての獣種が入

っているというわけではなくて、市町の被害防

止計画の中にしっかりとその名前を記載してい

ただければ、国としては対象とするとなってお

りますので、対象にできるというふうにお答え

させていただきたいと思います。

【山田(博)委員】 それは年度途中でもできると
いうことですね。例えば、2年とか3年とかの期
間じゃなくて、これは途中でも計画の見直しが

できるということで理解していいですか、そこ

だけお答えいただいて、終わりたいと思います。

【川口農山村対策室長】毎年、計画変更は可能

となっております。

【大場委員長】 ほかに質問はありませんか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。

次に、所管事務一般に対する質問を行います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はありません

か。

【山田(博)委員】 政策等決定過程の資料の132
ページを見ていただけますでしょうか。ここに

現時点での外国人就労に向けた状況ということ

で、株式会社エヌの方で労働者派遣の許可を2
月13日に申請して5月1日に許可を取得したと
いうことであるんですが、この受入体制という

ことで、県の公舎の整備予定ということでござ

いますけれども、この整備はいつ頃を予定され

て、どういった経緯でこういうふうになったの

か、説明いただけますでしょうか。

【宮本農業経営課長】外国人材の住居につきま

しては、派遣先が確保するということを基本に

しております。一方で、公舎の空いているとこ

ろについては、広く地域農業に貢献するという

観点から各JAにお貸しするということもスキ
ームとして考え、それは農協などの関係者につ

いてもお話をしているということでございます。

こうした中で、県公舎につきましては、県内

の遊休公舎を調べた中で、一つは島原地域につ

いては梅園公舎があるということで、2棟のう
ち1棟を活用するということで、地元のＪＡ島
原雲仙さんとか島原市などとも協議をして、こ

ちらにつきましては少し遅れておりますけれど

も、既に今年秋以降の受け入れに対応できるよ

う、関係者と準備をしております。また、地元

の自治会などともお話をしてご理解をいただく

というような手続を進めている状況でございま

す。

それから、もう一つ、ここに記載しておりま

す五島市につきましては、今の派遣先の宿舎の

確保の考え方が一つあるのと、また別の話にな

りますけれども、県公舎につきましては、ＵＩ

ターン促進のため公舎を県から市にお貸ししま

してＵターン者が利用するというようなスキー

ムがあると聞いておりまして、県から市にお貸

ししているということを五島市内の各地でして

いると聞いております。

実は、上大津の公舎が4棟ありますが、この
うち1棟をＵＩターンする方向けに県が市にお
貸ししているという状況です。1棟の中に5部屋
あるんですが、現在、いずれも空き室になって

いる状況だそうです。このため、1部屋につい
ては、空きが続くようであれば外国人向けにお

貸しすることができないかどうか、市やＪＡと

検討しているところでございます。

これにつきましては、五島における宿舎の確

保の状況なども含めて、ほかのことも含めて可

能性があるかどうか、引き続き検討していきた

いと考えております。

【山田(博)委員】 五島市の上大津公舎ですが、

ＵＩターン者向けに貸していて、5部屋あって、
その中で空いているのが4部屋あるんですね。
その1部屋を外国人にお貸ししたらどうかとい
うことを市と話をしているということです。

これ、地元の町内会だとか、そういった意向

を聞きながら進めているか、進めてないか、そ

れをお尋ねしたいと思います。

【宮本農業経営課長】先ほどの梅園公舎につき

ましては、こういう手続を進めているというこ

とを話しましたけれども、上大津につきまして

は、市とＪＡごとうと県の関係者の中で、使え

るかどうかも含めてまだ構想段階ということで

すので、これでいこうという話がもしあれば、

その上で同じように地元にもしっかり説明をし
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ていこうと考えております。

【山田(博)委員】 構想段階でしょう。構想と予
定とどう違うんですか。これは「予定」と書い

ているんですよ。あなたは、今、「予定」と言

ったんですよ。大体、地元の県議会議員が知ら

ないことをここに書くということはどうかと思

っているんだよ。

課長、構想と予定と違うんじゃないですか。

ましてや、地元の町内会にも話をしていないこ

とを、ようここに書くなと思うんですよ。もっ

と言いますと、地元選出の県議会議員も知らな

いんですよ、こんな大事なことを。それをよう

堂々と書くなと思っているわけですよ。五島市

選出の県議会議員を知らないんですか、あなた

は。課長、知らないんですね、教えてあげまし

ょうか。そういうことを言いたいわけですよ。

そういうことで、これは削除していただけま

せんか。いかがですか。私は、これ、不愉快よ。

確かに、島原の方は、地元町内会で話をしてい

るから、そういった予定というのはわかりまし

た。しかし、構想の段階で、まだ地元の方にも

話をしていない中を、あくまでも構想と予定と

は違いますからね、書きぶりが違いますよ。課

長、この書きぶりはいかがなものかと思います

よ。ちょっと反省の弁を込めてしっかりとした

答弁をいただきたいと思います。

【宮本農業経営課長】委員ご指摘のとおり、上

大津につきましては、まだ整備予定という段階

ではありませんでした。書き方が適切でなかっ

たことについては、お詫びを申し上げたいと思

います。申し訳ありませんでした。

【山田(博)委員】 じゃ、削除ですね。削除と理
解していいんですね、これは。整備予定じゃな

いんだから、これは。あくまで構想だから、こ

れは削除ですね、そういうことでいいんですね。

【宮本農業経営課長】資料自体は、その時点で

つくられたものなので触りようが難しいと思う

んですが、今後のことについては、先ほど申し

上げたとおり、またゼロから検討し直してみた

いというふうに思います。

【山田(博)委員】 こういったことを書く時には
大変気をつけて慎重に記載していただきたいと

思うんです、これは。

私ばかり質問できないので、ほかに質問した

いことがあるので一旦終わりたいと思います。

【徳永委員】 133ページの産地パワーアップ事
業、これは平成30年度に比べればえらく減って
いますけれども、これはどういう理由でしょう

か、まずここを聞きたいと思います。

【渋谷農産園芸課長】 平成30年度につきまし
ては、島原の大根の選果場でありますとか、諫

早市のにんじんの選果場等、大規模な施設の整

備があったということで23億円という金額だ
ったんですけれども、平成31年度については、
大規模な選果場等の整備がひと段落したという

ことで額が下がったということになっておりま

す。

【徳永委員】例えば、いろいろと要望があって

いるけれども、なかなか、例えば国の予算が削

られているとか、そういうことはないんですか。

【渋谷農産園芸課長】 平成31年度の要望につ
きましては、今のところ、全ての要望が国の方

で認められて内報があっているところでありま

す。

【徳永委員】これは我々もよく、私の地元は島

原半島、雲仙市ですから、この産地パワーアッ

プ事業というのは非常に期待されている事業で

ありますから、今までもＪＡ等は大きな事業を

やっておるということは事実であります。そし

てまた、個々の組合もそうでありますので、こ

こはしっかりＪＡ、そしてまた、市と連携をと

っていただいて確保していただきたい。
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というのも、今年の初めに部長からも農業予

算が厳しい面もあると。そういう中でＪＡとも

協議をしながら、そこはやはり県としてもしっ

かり農業後継者、担い手を育成する、そして、

そこに支援することによって人口減少対策、そ

してまた、本県は8年連続、生産額がアップし
ておりますので、そういう意味でもマイナスの

予算というのは、やれやれと、逆行してしまう

という、要するにやる気をなくしてしまうとい

うことも私も指摘をし、部長もそこは理解され

ておりますので。こうやって見れば10億円も減
っているなという思いがあります。

そしてまた、畜産クラスターも私の地元でも

期待をされて、後継者が帰ってきて、その事業

を一生懸命やっておりますけれども、ここもマ

イナスということでありますので、ここをしっ

かり国にも要望し、また、県もしっかりとした

予算を確保してもらいたいんですけど、それを

最後に部長にお聞きしたいと思います。

【中村農林部長】今、徳永委員からご指摘があ

ったとおり、私も、今、委員がおっしゃった気

持ちと全く変わりございません。そういった意

味で、施設整備なり機械整備なり、まず基盤整

備をやって、その後に選果場を整備して機械等

を導入して、さらに技術を高めて産地部会を強

化したいということで成果が上がってきたもの

と考えております。

そういった意味で、産地パワーアップ事業に

ついても、畜産クラスター事業についても、県

の厳しい財政の中で、国の制度を有効に活用す

るということで、働きかけを前倒してやってき

たということでございまして、先ほど課長から

説明があったように、農協の集出荷施設の大型

事業も前倒してやっていただいた。それから、

クラスター事業についても、キャトルセンター

等、これも農協がしっかり前向きに捉えていた

だいて事業に取り組んできていただいた。それ

を前倒してやってきていただいたこともありま

して「△」になっているということでございま

す。

ただ、来年以降の集出荷施設の再編統合とい

ったことにも今取り組んでいただいております。

要は、働きかけて、掘り起こして、それをしっ

かりと要望させていただくという気持ちは全然

変わらずに進めさせていただいておりますので、

今後もそれをしっかり進めてまいりたいと思っ

ております。

【徳永委員】 わかりました。要は、この事業を

使いたいという方は多くいますので、そこを、

予算が少ないから、それに合わせる事業の採択、

申請された方の採択ではなく、部長がおっしゃ

ったように、やる気のある、そしてまた、そう

いう申請があれば、そこで予算を付けて、それ

は国にも要望していくということでお願いした

いと思います。

【大場委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】次に、政府施策に関する提案要

望の実施結果について、ご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】質問がないようですので、次に、

議案外の所管事務一般について、ご質問はあり

ませんか。

【近藤委員】 おはようございます。

2～3、質問したいんですけれども、先ほど、
山田(博)委員から公舎とかの質問がなされてい
たんですけれども、公舎の利用は、県は条件付

きで地元に貸しているんですか。

【宮本農業経営課長】外国人向けに貸与する宿

舎につきましては、県から各ＪＡにお貸しする

という形をしております。その上で入居する場

合にＪＡから外国人材にお貸しするという形に
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なります。まだこれからではありますけれども、

実際入居するに当たっては、例えば、ごみの出

し方ですとか、周囲にちゃんと馴染むような取

組をするとか、そういったことも含めて地域に

溶け込めるような対応ができるようにしっかり

していくということもＪＡ等を含めてお話をし

ております。具体的な入居の際には、そういう

ことも含めてしっかり対応していきたいと思い

ます。

【近藤委員】 私が聞いているのは、最初、公舎

を市町に貸し出すんですよね。農協に対して貸

し出すわけですか。ちょっと勘違いしていまし

たが、そこは県が完全な管理の中で全部公舎を

貸し出すというわけですね。わかりました。

もう一つですが、外国人の起用の中で、今、

テレビでもいろんな問題になっているんですけ

れども、例えば、外国人を県内に入れる。その

時の例えば労働条件とか、一番びっくりしたの

はワンルームに6人一緒に生活させているとか、
そういう事例をちょっと聞くんですけれども、

その辺の監督というか、そういうのはどういう

形で考えているか、事業者に対して、そういう

説明とかなんとかを聞くだけのあれを県が持っ

ているのか、ちょっと教えていただけませんか。

【宮本農業経営課長】外国人の受け入れの際の

居住環境などにつきましては、出入国管理法が

4月に改正されまして、その中で関係法令も含
めて受け入れる外国人が、例えば、住むところ

については、一人当たり何平米という形に基準

が決まっておりまして、決して委員ご指摘のよ

うな不当な扱いがないようにということが定め

られております。具体的に受け入れる機関には、

そういったことも含めて遵守するようなことが

義務づけられております。

実際、在留外国人の入国審査に当たっては、

支援計画の中でそういったことも含めて審査を

いただいてしっかり対応できるということが確

保された場合に実際の受け入れが可能となって

おります。

県といたしましても、関係の団体につきまし

ては、受入協議会の中でこういったことを周知

するとともに、日常的にも外国人に対して、も

し万一のことがあった場合の相談の窓口を設け

るなどして、長崎にいらした外国の皆様が安心

して安全に働いていけるよう、ルール上も国内

の派遣社員と同じような待遇、労働基準ですと

か、給与面も含めてすることになっております

ので、そのあたりも含めてしっかり見ていきた

いと考えております。

【近藤委員】何日か前にあるテレビの中で、ベ

トナムから来られて技能実習生として仕事をさ

れている。本人たちは洋服をつくるために日本

に来たけれども、タオルをつくらされて、それ

で窓もない部屋で何人も生活させられながら、

そこで社長に何か意見でも言おうものなら、「ベ

トナムに帰すよ」と、そういう言葉まで直接放

送していました。

そういう実態がもしあった場合には、県が受

け入れになっているんですから、県としてどう

いうふうな対応をするのか教えていただけます

か。

【宮本農業経営課長】対応の前の話ですけれど

も、今回の特定技能の制度につきましては、県

では株式会社エヌの社員として受け入れること

にしております。まず、会社の責任として労働

基準法ですとか、そういったルールを守ること

は、国内外の社員を問わず統一でやりますので、

まず、会社にはしっかりとそのあたりを守って

いただくというふうに考えております。

それからもう一つ、今回の受け入れ人材につ

いては、農業の分野で入れるということで仕事

の内容も農業の範囲でやることが義務づけられ
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ておりますので、委員ご心配、ご懸念のような、

ほかの仕事を不当にさせられるということは、

まず、ルール上もないですし、その場合は入管

の方でも厳しく指摘ですとか、あるいは摘発と

いうことの対象になってくることになります。

県は、法律上の特定の権限があるというわけ

ではありませんけれども、日常の業務の中で、

あるいは現場においても外国人の働く状況です

とか、そういったものはいつも見れるような体

制もありますし、連絡体制もとっておりますの

で、そういう中で株式会社エヌですとか、派遣

先の団体に対してしっかり指導していきたいと

考えております。

【近藤委員】技能実習生のいろんな条件を聞い

てみると、向こうからこっちに来る時に借金し

て来る。かなりの、自分たちの年収の何倍、何

十倍の借金を抱えた中で日本にやってくる。そ

ういう形で勉強しながら、そういう仕事をして

いくということの夢を持って日本に来ているみ

たいなんですけれども、日本に来てみたら、そ

こら辺で雇う方とのそういうふうな条件が違う

ような形があるみたいです。

だから、外国から来られて一番怖いのは、「国

に帰すぞ」と言われる言葉がいちばんきついみ

たいです。だから、いつの間にか、もう我慢、

我慢、我慢のそういう生活をやっている現状も

あるんですよね。

だから、そういうところで、今から外国人の

労働者というのは日本はどんどん入れていかな

いとやっていけないような国の制度じゃないか

と思うんです、大事な制度じゃないかと思うん

ですけども、ここでしっかり指導とか監察、後

追い、そういうことを県の方でどういう形でか

つくれないのかと思うんですけれども、そこら

辺、部長何かないですか。

【中村農林部長】今、委員からご指摘がありま

したのは、これまで技能実習制度が持っていた

課題を述べられたものと思います。こういう技

能実習制度の問題点について制度の強化もなさ

れておりまして、実際に受け入れて監理する団

体を監理団体ということで、そこに対する指導

の強化は今なされております。それで許可を取

り消された事例もあるように、そういった面で

の指導がなされているものと思っております。

私どもが今取り組んでおりますのは、本年4
月から始まった制度でございます。これについ

ては特に悪徳のブローカーを排除するという考

え方でございまして、日本と派遣国との間でそ

ういった覚書を、協定を結ぶことになっており

ます。私どももベトナムから派遣をいただこう

ということで動いておりましたけれども、その

協定がなかなか結べなかったということだった

んですけれども、7月1日に結ばれたということ
で、ベトナムと日本と悪徳ブローカーを排除す

るということで取り組めがなされましたので、

今後については、私たちが関与するエヌの派遣

については、そういった費用を負担させるとい

うことにはならないように、もともと制度では

なっておりますし、私たちもそれを監視をして

まいりたいと思います。

それから、エヌから農協なり農家の方に派遣

いたしますけれども、事前に教育といいますか、

処遇とか雇用環境を事前に研修会を開いて徹底

をさせたいと思いますし、派遣中もエヌの方に

巡回をさせる。それから、受け入れの市町でも

監視をしていただくといったことで対応してま

いりたいと思っております。

【近藤委員】 部長、今の件、よろしくお願いし

ます。自分も何人かと、片言の日本語を話せる

人と話した中で、日本大好きですと、日本に夢

を持って、そして、いろんな形で仕事を日本で

やりたいという外国の若い方のそういう夢を破
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らないように、また、日本の文化を持って母国

に帰って一生懸命、それが実になるような制度

にしっかりやってもらえばと思います。よろし

くお願いします。

もう一つ、昨日、農業大学校に行かせていた

だきました。あそこは何回か行ったことがある

んですが、突発的な自分の考え、ぱっと思いつ

いたんですけれども、農業大学校の敷地を農業

大学の移転とか、県としては1回も考えたこと
はないんですか。

【吉田農政課長】昨日、現地で少しお話をさせ

てもらったんですけれども、農業大学校につき

ましては、農林技術開発センターと併設するこ

とで授業の高度化でありますとか、そういった

先端の農業技術に触れることで学生が自分で経

営する際、そういった技術を取り込みやすくす

るという双方の意味があるので、そこは今のと

ころでやろうと思っています。

今、考えているのは、敷地があって、下にグ

ラウンドがありますけれども、あそこにつきま

しては今の構想で農業大学校の学生の模擬ハウ

ス、研修ハウスをつくって、あそこ一帯を農業

大学校のゾーンにして学生さんが寮とハウスと

かを行き来しやすいような形で整備をしたいと

いうふうな考えは今のところ、あります。

昨日もご説明いたしましたように、財源自体

がちょっと厳しいので、そこについての具体化

というのは、さらに詰めていかなければいけま

せんけれども、そういった構想は考えた経緯が

ございます。

【近藤委員】諫早には埋立地がいっぱいありま

す。県の用地もあります。昨日行ってみたら、

学生が移動しにくかったり、車のいろんなあれ

があります。でも、あそこの土地は最高の土地

なんですよ。民間だったらすごく欲しがる土地

です。

例えば、大学というのは、ばーんと広いとこ

ろでいろんな施設をつくった中で、子どもたち

が一番使いやすいように、便利に、もう一回つ

くり直すという考え方もあります。

だから、極端な言い方をしますと、あそこを

全部民間に売って、今度は埋立地の方に県の土

地があるから、そこに移転して総合的な農業大

学校をつくるという考え方というのは無理なこ

とでしょうか。

【吉田農政課長】 現地で、あの場が、もともと

農林技術開発センターをつくった時も、現地の

農家の皆さんとかにも協力していただいて土地

を拠出していただいた分もあります。そういう

ことで地元にも馴染んだ場所でございますので、

そこで一定、我々としては新しくしていきたい

という思いでありまして、あそこから完全に移

転をするということまでは検討した経緯はなか

ったかというふうに思っております。

【近藤委員】 申し訳ありません。今、私の思い

つきで言っているので。でも、あそこの農業大

学校は、この前から言っておりますように、す

ばらしい学校ですよ。そしてまた、長崎県で農

業を担ういろんな方々の育成の場所としては最

高だと思います。

だから、いろんな考え方があっていいんじゃ

ないかと思うんです。大学はどういうところな

のか、どういう場所にあった方が便利なのか、

もう一回、そういうことも考えながら、今から

農業大学校の発展を祈念したいと私も思ってお

りますので、またいろいろよろしくお願いしま

す。

どうもありがとうございました。

【大場委員長】 ほかにありませんか。

【麻生委員】 おはようございます。

何点かお尋ねしたいと思います。

長崎のびわの出荷が6月いっぱいで終わりま
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して、地元の方たちも大変安堵されて、今、摘

果だとか、後の整備をされていると聞いており

ます。

実は、長崎の茂木びわは日本一ということで

ブランドがあるんですけれども、高齢化してま

して、3年ほど前は冷害もあって、今、遊休農
地が大変増えてきております。県としても、長

崎のびわに対して支援、もちろん、「なつたよ

り」に対する補助だとか、簡易ハウスがされて

いるということは聞いているんですけれども、

現状として長崎県が長崎びわ関係の出荷高、そ

ういうことについて、園芸ですけれども、どう

いう支援を今されているのか、お尋ねしたいと

思います。

【渋谷農産園芸課長】長崎のびわにつきまして

は、傾斜地等で栽培されているということがあ

りまして、高齢化に伴って作業の危険等もある

ということもありますので、まず、びわの低樹

高化、木を低くして管理をしやすくするような

支援等もしております。

それから、定年帰農者等を対象としたびわ講

座等を活用いたしまして担い手の確保対策等も

やっているところであります。

また、基盤整備ができないかということで、

ＪＡ、それから地元の市等と候補地についても

今ずっと探索をしているような状況で、何とか、

今の生産規模を維持できないかということで支

援をしているところであります。

【麻生委員】現場でお尋ねすると、やっぱり遊

休農地が増えてきているんですね。その状況を

聞くと、高齢化して、もうびわは増やせないと

か、「なつたより」を低木にするということで

進められておりますけれども、就労者自体が少

なくなってきているんですね。地域で受け入れ

ができる、できないということもあるんですけ

れども、片一方では移住サポートセンターを含

めて農業の支援とかあるんですけれども、こう

いうところと連携とかという考えはないんでし

ょうか。

【渋谷農産園芸課長】びわの作業で大変なのが

袋をかける作業、それから収穫の時の作業があ

ると考えています。あと防除ですね、そのもの

については労力支援システムが構築できないか

とか、あるいはパッケージセンター等をつくっ

ていけないかとか、一つ一つ、山の部分を低く

するような対策等についても鋭意検討していき

たいと考えております。

【麻生委員】 斜面地に張りついてますからね、

農業基盤の整備もできませんし。そして、簡易

ハウスについてお尋ねすると、斜面地だから割

高なんですよということで、なかなか伸びてな

いということで、もちろん、露地びわの方がハ

ウスより多いわけですけどね。

どうなんでしょう、前年対比として、収穫、

平成29年、平成30年はもう出てますけども、直
近はないでしょうけれども、前年対比では割れ

ているでしょう。長崎県の農業産出額は毎年上

がっているんですけれども、残念ながら、茂木

びわ関係については、ＪＡの発表によりますと、

前年対比98％とかいう状況なんですよ。
今後、これについては県として、もちろん、

長崎の農業関係もあるんでしょうけども、どう

いうお考えでしょうか。やっぱり自然淘汰され

ても仕方ないということになるのか、それとも

何らかの支援を県としても一緒になって検討し

ていくという形になるんでしょうか、それが1
点。

あと1点は、今、茂木びわで「なつたより」
も進めてますけれども、一口香さんに聞くと、

「なつたより」はゼリーには向かないんですよ

と、果肉が柔らか過ぎて使えないと。それでど

うしても茂木びわがいいんですと言われている
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んですけども、こういう加工産業は、そういっ

た意味でも地元の茂木びわあたりをしっかり振

興してやってもらうという施策がまず必要じゃ

ないかと思います。こういう食品加工の開発も

やられておりますけれども、もともと持ってい

る長崎の特産品を何とか伸ばすという考えはな

いのか。

この2点をお尋ねしたいと思います。
【渋谷農産園芸課長】びわ産地につきましては、

先ほどお話をしましたように、傾斜地について

は、高齢化とともにどうしても生産量が一定落

ちてくると予想しているところであります。

先ほどお話をしましたように、簡易ハウスに

ついては、基盤整備をした上で生産性を上げて

いく。だから、傾斜地よりも、ちゃんと基盤整

備をしたところに簡易ハウスを建てていただい

て、そこで収量等も上げていくという対策で、

できる限り出荷量の減るものを緩やかにしてい

きたいと。

あと、先ほどもお話をしました労力の軽減と

いうことで、山となっている部分を低くするよ

うな対策についても、同時に支援をしていきた

いと考えております。

【長門農産加工流通課長】麻生委員のお話で加

工のお話がございました。各地域の特産物を加

工につなげていこうということで、各地域にフ

ードクラスター協議会というものを設置してお

ります。これは県振興局、あと市町、食品事業

者、農協さん、農業者の皆さん、そういった方々

が一つの協議会をつくって、地域のものを地域

の特産品として何かできないかということで、

農産物と食品事業者とのマッチングをすること

で特産品の開発をするような取組も行っており

ます。

事例としましても、トマト、いちご、そうい

ったものを使って地元の食品事業者とつながっ

て加工商品をつくった事例もございますので、

そういった取組を進めているところでございま

す。

【麻生委員】先ほど基盤整備の話がありました

けれども、今、茂木で一番出荷高があるのは大

崎地区なんですけど、ここはなかなか斜面地が

広くて基盤整備はなかなか難しいんですよね。

また、皆さんから言われているのは、遊休農地

が増えてきていると。なおかつ、有害鳥獣が増

えてきているということでの悩みがあるんです

ね。

だから、そういうのは施策がないと思うんで

すけれども、こういう長崎の特産の茂木びわ、

そういったものにしっかり取り組んでいただき

たいと思っています。

今、平地でやって生産高が上がっているのは、

千葉県がびわの出荷高も上がってきているんで

すね。千葉県あたりは平地でびわをつくってい

ると聞いていますけれども、ぜひ長崎の特産品

であります茂木びわといったものについて、皆

さんのご理解とご支援をお願いしたい。

それと、有害鳥獣に対しても、これは出てま

すから、しっかり現場の声を聞いてもらって、

草払いの関係についてできませんかという要望

が出ています。あそこはシカが結構出るもので

すから、そういう声が上がっていましたので、

ぜひご検討いただきたいと思います。

できたら、1回、現場の皆さんと意見交換を
してもらって、何ができるのか。もちろん、市

がありますので、市と連携しながら、県の特産

であります茂木びわの育成をぜひお願いしたい

と思っておりますので、よろしくお願いします。

次に、林政関係についてお尋ねしたいんです

けど、この前、県有林の入札があって、残念な

がら、県内の事業者が受注できなかったという

ことはお尋ねしました。
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状況を聞きますと、今、材の入札の値段も上

がってきていると、最高値と聞いていますけれ

ども、大体どのくらい、概略で結構ですから、

前年対比で、今、1立米8,000円とか、ヒノキが
1万2,000円ということであるんですけれども、
大体どのくらいに上がってきているのか、教え

てもらえればと思います。

【内田林政課長】麻生委員の木材価格の状況に

ついてのお尋ねですが、今、為替相場が非常に

不安定で、外材がまた安くなってまして、若干

値を下げています。通常だとヒノキとスギとい

う樹種があるんですが、ヒノキで1立方当たり1
万6,000円ぐらいですかね。1立方といいますと、
20センチの丸太4メーターで6.25本になります。
これが1万6,000円程度。これがスギだと1万
3,000円から1万2,000円ぐらいになります。そ
れが真っ直ぐの直材の単価ですので、それから

若干品質が落ちる、若干曲がったところがヒノ

キで1万4,000円、杉で1万1,000円ぐらいですね。
さらに、小径木の一番小さい14センチ上という
規格があるんですが、これだと1万円を割って
9,000円ぐらいになってしまいます。
一番最後の残りのバイオマス材については、

これは伊万里の中国木材というところがバイオ

マス発電を稼働してまして、その買取価格が1
立方当たり6,500円ということで今ホームペー
ジで公表されている状況でございます。

【麻生委員】県有林ですから高く買ってもらい

たいという状況だと思うんですけど、片一方で

は県内の事業者としてＪＡＳの認定を取ったり

とかやっているわけです。だから、私としては、

県内事業者を育成するという観点からも何らか

の枠を設けるべきじゃないかと。もちろん、入

札制度ですから、自由競争の関係もあるんでし

ょうけれども、片一方では、今、公共施設の木

質化だとか、建築業界の設計の皆さんに、木材

加工の流通関係も、今、川上、川中、川下とい

う関係で、末端で使ってもらう人たちに対して

設計関係についてもやってきていて、そういう

形も今されているでしょう。そして、建築事務

所も入られて、各建築士の人たちにしっかりと

県産材を使おうという話をされておりながら、

簡単に言うと、県産木材もほかの事業者に全部

とっていかれて流通が減っているじゃないかと

いうこともありますし、ＪＡＳ認定されて、そ

ういう形もやろうとしているのに、どっちかと

いうと本末転倒的な要素もあるわけですから、

ある意味では、全部、県内業者に融通とは言い

ませんけれども、自由競争も一部ありますけど

も、そういう視点もあってもいいんじゃないか

と。

もちろん、流通関係で、今、長崎県の県産材

をやっているのは高いですよ。今までＪＡＳ認

定なかったから、乾燥材ができなかったから、

全部、日田に持っていってやったりとか聞いて

ますし、割高でなかなか使えなかった。しかし、

そういう流通業界、今、ある一定の設備を補助

金をもらって整備された、そういう状況も出て

きました。ただ、単価については、熊本だとか

大分の日田あたりに比べると相当違いがあるか

もしれませんけれども、そういう中でやってい

こうと。また、県内の木材は、今、12万立米か
ら20万立米に増やしていこうという話をして
います。そういった中で県としての方針をどう

お考えなのか、お尋ねしたいと思います。

【内田林政課長】「ながさき農林業・農山村活

性化計画」で、今、麻生委員が言われたとおり、

令和7年度までに25万立方を生産しようという
目標を掲げて今取り組んでいるところでござい

ます。平成29年度の実績で13万6,000立方とい
うことで約5割5分から6割ぐらいの進捗でござ
います。
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県産材を需要拡大しようという生産面をまず

は強化をしなければならないということで、山

元の生産状況をまずしっかりと流通業界に流そ

うということで、県営林、公社、それから森林

組合系統で年間の生産計画を今つくって提示を

しているところでございます。

それから、それを製材工場がどう活用してい

くか、それは民民の関係ですので、そこは単価

の部分もありますので、我々はなかなか介入で

きないところがありますので、そこは民民で取

引をやっていただこうと。

それから、製材工場とプレカット工場、ここ

もつなげていかなければいけないし、プレカッ

ト工場と、それからエンドユーザーの工務店、

ここもリンクをさせなければいけないというこ

とで、全体の地域材の倍増協議会ということで

今議論をしているところでございます。

細かい数字は、今、手元にございませんが、

今、麻生委員がおっしゃられたように、もとも

と県外に多く出荷されていたんですけれども、

県内の割合がだんだん高くなって、半数は県内

で流通している状況でございます。

先ほど、県営林の入札ということですが、県

営林も県有の財産ということで適正に処分をし

なければいけないということで、これまで木材

を山に置いた状況で市場の販売委託ということ

をやっていたんですが、それをそのまま、その

場所で単価契約ということを今やっています。

スギとヒノキで、それぞれの規格で県の予定価

格の単価を設定します。その伐採前に各事業者

に入札の意思を表明した方々に、現地で立って

いる木の状況を説明して、ここはスギの何年生

で、どれぐらいの規格のものが、どれぐらい出

てくるという説明をして、その場で単価契約を、

入札をしていただく。全ての単価で予定価格を

上回らないと落札になりませんので、そこで県

内業者が落札できなかったという状況があった

と思います。

ただ、我々としても、県営林の収入はしっか

りと確保しなければいけないので、そこはご理

解いただきたいと思います。

【麻生委員】 ある一定の枠があるのであれば、

県内事業者についてもよく検討してもらえれば

と。

また、入札の問題は、先ほど言われたように、

高く買ってもらうところに出すはずですから、

それは自然の理だと思いますけど、そういう育

てるという意味でもよく検討してもらいたいな

と思っているところです。

あと1点、この前、対馬にお邪魔して、市長
だとか林業公社の皆さんと意見交換をしたんで

すけど、対馬は相当なヒノキ材、スギ材がある

ところです。製材所もあって活発にされていま

す。もりのめぐみ協同組合製材工場もあって活

発にされています。

前に佐藤課長がおられた時に提案しておった

んですけれども、こちらに持ってくるんじゃな

くて、韓国、中国あたりに直送されています。

実は、熊本の業者あたりが韓国向けにヒノキ材

をプレカットして製材の状況をつくってやって

いらっしゃるんですね。今、対馬に40万人ぐら
いの観光客が来るわけですね。だから、ヒノキ

でできている、温かみのあるモデルハウスみた

いなものをつくって、そういったところでＰＲ

したらどうかということを提案しておりました。

そういう意味では、まさに韓国の人たちがい

っぱい来られて、ログハウスとか一部できてま

すよ。そういった中でどうやってやるのかとい

うことで戦略を立てながら木材の販売、今、直

接やるという話もされて、積み出しをされてい

ると聞いていますけれども、付加価値を上げて

取り組めるような、そういう仕掛けづくりがで
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きないのかなと。

私は、細かなところまで見てませんけれども、

ぜひそういった意味で連携しながら、新しい視

点でそういう考えがないのか、お尋ねしたいと

思います。

【内田林政課長】韓国のヒノキブームというの

は、もうここ5～6年続いているんですが、需要
は、どちらかというと都市部のマンションの内

装材として利用されているところが一番大きな

需要でございます。

それで、私どもが平成23年でしたか、輸出の
状況調査、ニーズを把握した調査をいたしまし

た。中国と韓国と台湾と調査をしたんですが、

その結果、ヒノキの需要が一番あるのが韓国だ

ということで、そこから次の年はトライアル出

荷ということで、半製品ですね、丸太ではなく

て、両側の皮がついた、耳付きといいますけれ

ども、それを半製品に加工して長崎港からコン

テナで出荷したというトライアル事業をやりま

した。それが引き続いて、今、森林組合系統が

ずっとその輸出をやっていまして、一定の成果

を上げている状況でございます。

ただ、木造建築の文化が、丸ごと家一棟とい

うのがなかなか韓国はございませんので、やは

り内装材の丸太、あるいは製材品を供給すると

いうところが一つの課題であろうかと思います

ので、そこはしっかり取り組んでいきたいと思

っております。

【麻生委員】わかりました。すぐ目の前に韓国

があって、多くの方が来られるんですから、対

馬のヒノキ材のよさをぜひＰＲしてもらうと、

また新しい需要になるのかなと。今やっていら

っしゃることもありますけれども。

一部、バイオマスの話が、この前、市長から

も出ていましたけども、バイオマスというより

は、自分たちはできたら燃焼材といいますか、

温泉だとか、そういうものに使いたいんですと、

そこで効率を上げていきたいと。バイオマスを

計画したんだけど、やっぱり数量の問題、また、

人も雇わなくちゃいけないので年間2億円ぐら
いマイナスが出ますので、それよりは新しい視

点で燃焼材といいますか、要はお風呂といいま

すか、そういう加熱材として使いたいという話

も出ていましたから、いろいろな効果があるん

じゃないかと思いますので、ぜひ森林の、今、

材料が結構出る。また、捨て間伐材、山の中に

置いているものもあるでしょうから、引き出し

てぜひ有効活用してもらえばなと思っていると

ころです。

ぜひそういったところについても視点を当て

てもらって県の対応ができればお願いしたいな

と思っていますので、よろしくお願いします。

【山田(博)委員】 幾つか質問させていただきた
いと思います。

まず最初に、農業経営課長、先ほど、島原の

公舎に外国人の方を入れるということがほぼ内

定というか、話がまとまったと言われましたけ

ど、何畳の部屋に何人を入れる予定にしている

んですか。

【宮本農業経営課長】梅園公舎のＢ棟を貸し切

るということですけれども、実際に入れる部屋

につきましては、外国人の受け入れが、最初、

数名程度をできるだけ早く入れて、その上で本

年秋以降、20人程度入れていくということです、
それは県内全体です。

それで、島原についてどの程度入れるかとい

うのは、実際、採用できる人数、あるいは島原

のニーズを見ながら見極めていきたいというこ

とで、人数がどの程度ということはまだ決まっ

ていない状況でございます。

【綾香農林部次長】今検討している状況でござ

いまして、梅園公舎は1軒に3部屋ございますの
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で、そこに1部屋に1人ずつを基本に配置する方
向です。1部屋が6畳程度の部屋でございます。
【山田(博)委員】 それは原則ですね。それは大
切なことです。我が日本国で外国人に対して、

なんかおしくらまんじゅうみたいに、ぎゅうぎ

ゅう詰めさせてはいかんからね、我が長崎県で

絶対そういったことがあっちゃいかんからね、

原則としては1人1部屋ということですね。間違
いありませんね。

ということをなぜ農業経営課長が答えんのか

となるわけだよ。あなた、何のためにそこにい

るかということなんだよ。さっきから、どっち

が課長がわからんじゃないか。担当課長として

深く反省せんといかんよ。いかに次長たちが、

あなたたちのためにしっかりしているかという

ことを深く反省して課長として職務をしっかり

やっていただきたいということを指摘して、あ

なたに対する質問は、今のところ、終わりたい

と思います。

続きまして、森林整備室長にお尋ねします。

今、自然災害が大変多く見られていますが、

その中で流木が大変見られます。林道をつくっ

た時に伐採した木をそこに置いているか、置い

てないか。林道をつくりますね、その時の立木

というのは処分しているか、してないか、そこ

だけまずお答えください。

【永田森林整備室長】林道工事に伴う支障木等

は、林道脇に置いております。その分について

は森林所有者のものですので、基本、森林所有

者が運び出す、もしくは林業事業体にお願いを

して運び出している状況でございます。

多くの林道脇については、運び出しています

けれども、一部残っている部分があると認識し

ております。

【山田(博)委員】 一部と、どのくらい残ってい
るんですか、そしたら。残っているじゃないで

すか。そういったこと言っちゃいけませんよ。

一部と、どれだけ残っているんですか、お答え

ください、そしたら。

【永田森林整備室長】すみません、全てを見た

わけではございませんけれども、上五島地区に

ついては、かなり残っていたという認識でござ

います。

【山田(博)委員】 だから、全て見てないのに言
っちゃだめなんだよ。

それではお尋ねしますけど、畜産課長、今、

材木のチップですね、足りないところは、どこ

が足りませんか。昨日聞いたでしょう、森林整

備室から問い合わせがあったでしょう。例えば、

壱岐はどれだけ足りませんと。特に今、壱岐が

足りないんですね。五島も足りない状況になっ

ているということで聞いているんですけど、ど

れだけ足りないかということ。そして、金額に

してどれぐらいになるかということをお尋ねし

たいと思います。

これは森林整備室長、知ってますね。森林整

備室長、お答えください。

【永田森林整備室長】 今、おが粉、牛の敷き料

として使っていただいている分については、五

島において年間に大体6,800立方ほど使われて
いるとお聞きしております。単価については、

1立方当たり3,100円、これはおが粉の製造工場
渡しの価格とお聞きしております。五島につい

ては、現状については、島内の分で不足はして

いないけれども、今後、増頭等の計画があるの

で、まだまだ必要だということはお聞きしてお

ります。

壱岐についてでございますけれども、需要量

として年間4,600立方ほどでございまして、ほと
んど島外から入ってきているという状況でござ

います。単価については、これは現場渡しにな

りますけれども、1立方当たり3,600円というふ
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うにお聞きしております。

【山田(博)委員】 総額の金額はどれぐらいにな
るんですか。

【永田森林整備室長】五島におきましては、約

2,100万円、壱岐においては1,600万円程度にな
ります。

【山田(博)委員】 畜産課長、実はこういうこと
なんですよ。畜産課長はご存じでしょうけど、

簡単に言うと、五島はおかげさまで畜産が大変

盛んで敷き材ということで需要が高まってきて

いるわけですね。今、島内では何とか賄えてい

る状態ですけど、どんどん需要が高まって不足

ぎみになっていると。壱岐は島外から買ってい

るんですね。林道整備もやっているわけですね。

そしたらね、林道整備する時に出る材でチップ

を作成すればいいのに、わざわざ買っているわ

けだよ。私は永田室長に言ったんだよ、「あな

た、畜産課長と話したことなかか」と。縦割り

行政というのは聞いたことあるけど、同じ農林

部で話し合いを、一昨日でしたか、懇親会で仲

良く話をしていたでしょう。森林整備室長と畜

産課長と、見てたんだよ。やっぱり仲がいいん

だなと、仲が悪いようで仲がいいんだなと、仲

がいいようで仲が悪いんだなと、どっちかよく

わからんやったけどね。こんな話をちゃんとし

てないんじゃないかなと思ったわけですよ。中

村部長のもとでしっかり連携とってやっていた

だかないと、森林整備室だから林道をつくって

しまえば、はい、それで終わりというわけじゃ

ないんだよ。自然災害を鑑みて、なおかつ、林

道で生じた材木をリサイクルする、こんないい

ことないんだから。壱岐の農家の人は島外から

買っているんですよ。こういった現状を畜産課

長はどう思いますかということをお尋ねしてお

ります。これは農林部次長だな、あなたはまだ

一言もしゃべってないんでしょう、1回ぐらい

しゃべらんね。誰か答えてください。

【山形畜産課長】畜産を振興する上で糞尿処理、

特に良質な堆肥をつくるという時に、どうして

も水分の調整が必要になったり、また、牛の健

康を保つためにもおが粉というのが非常に重要

になっております。これまでも五島地域におい

ても森林組合と協議しながら、おが粉を製造す

るような機械の整備等を今までも進めてきた経

過がございますので、引き続き、地元の材を有

効に活用するということがコストも一番かから

ないということで理解しておりますので、それ

をまた地元の農地にしっかり還元していくとい

うことで、そのリサイクルをしっかり進めてま

いりたいと思っております。

【山田(博)委員】 森林整備室長、聞こえました
か、そういうことですよ。仲よくやらんといか

んとたい。そういうことで森林整備室長ね、今

から林道をつくる時に、そういったことをきち

んとやっていくのか、やっていかないのか。

私が言っているのは、入札とかなんかの仕様

書に要請なりお願いなり、それができないとい

うことであれば、そういった事業者に対して、

発注者に対して、そういうことにしっかり取り

組んでいただきたいということを通達なりする

べきだと思うんですが、森林整備室長、いかが

ですか。

【永田森林整備室長】今、委員からご指摘があ

りましたとおり、仕様書というものについては、

発注者、例えば、県なり市なりと受注者、業者

との関係の中で仕様書というものがございます

ので、先ほど申しましたとおり、林道脇に置い

ている丸太については、あくまで個人のもの、

県のもの、市のものでございますので、それを

業者にどうこうというのは仕様書の中には書け

ないと理解しております。

ただ、ある資源を使っていくためには、そこ
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に放置するのではなく、しっかり使っていくと

いうことであれば指導を、例えば、おが粉を製

造する業者さんと林道脇に置いている丸太の所

有者、例えば県、市、個人、そこをマッチング

してしっかり使われる体制を構築していきたい

と考えております。

【綾香農林部次長】林業の丸太のおが粉、それ

と、離島においても五島地域もですけれども、

和牛の振興をしっかり図っておりますので、そ

ちらの敷き材としても、おが粉は非常に重要で

ございますので、そういう未利用資源をいかに

有効に活用するかという方法を、課題等もしっ

かり洗い出しながら、今後、なんとかしっかり

使えるように検討を重ねてまいりたいと思って

おります。

【山田(博)委員】 森林整備室長、今、綾香次長
が言うたでしょう、ああいう答弁だったら納得

できるわけだよ。やっぱり次長だから、ぱっと

わかったわけだな。そういうことですよ。次長

の言うことで納得しますけれども、県の材木と

か市の材木をそのまま置いていて、それが流れ

て災害が、いろんな被害が出たらどうすっとで

すか、そういうことも問題だよ。個人のものだ

ったらまだしも、県有林、市有林、要するに公

共林の材木が下流に流れて災害を引き起こした

らどうなるんですかということになるわけだよ。

森林整備室長、そこまで考えているかどうかと

いうことが問題だったんだよ。それをさすが次

長がまとめたということで、よかったですね。

中村部長、あなたの助さん、格さんは立派です

よ。

続いて質問させていただきたいと思いますが、

県内の高校生と大手食品製造会社が取り組んで

いる商品開発の状況についてお尋ねしたいと思

いますが、いかがでしょうか、お答えいただけ

ますか。

【長門農産加工流通課長】高校と食品企業が連

携した取組としましては、これまで大手食品企

業と連携して開発した調理パン、それと地元食

品企業の協力を得て商品化した伊木力みかんを

使ったおこし、地元菓子店の協力を得て商品化

したケーキやドーナツ、ジェラート、そういっ

たものもございますし、あと、大手コンビニチ

ェーンと県と包括連携協定の中でパン等の商品

化を行っている状況でございます。

【山田(博)委員】 一昨年、大手山崎製パンさん
と長崎県の農産物を使ってやっていました。今

度また、そういった新たな取組をされていると

お聞きしているわけですが、県当局の取組状況

を教えていただけますか。また、今後の取組の

考え方なりをお答えいただけますか。

【長門農産加工流通課長】委員からお話があっ

た大手の山崎製パンのお話ですけれども、今年

の5月中旬頃に諫早農業高校を訪問されて連携
商品の開発について協議をされたというお話を

伺っております。そちらの方と諫早農業高校と

連携して、そういった商品開発に取り組むとい

うことで合意に至ったと聞いております。具体

的な活動、どういった商品にしていくか、どう

いう農作物を使っていくかということは、今後

協議していきたいと伺っておりまして、大体7
月中旬をめどに第1回の話し合いをするという
ことでお話を聞いております。

農林部としましても、原料調達のための産地

のマッチングとか商品のＰＲ、そういったこと

が県産農産物の活用の促進につながると考えて

おりますので、しっかりと対応していきたいと

考えております。

【山田(博)委員】 前回、山崎製パンと五島の海
陽高校とのパンの製造過程におきまして、農林

部の役割というのは大変大きかったと私は思う

んですね。会社にお聞きしましたら、ああいっ
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た商品開発は2カ月で2万個販売できれば大変
なヒット商品であるということを聞きましたが、

なんと15万個売れましたということです。
あの時、農産加工流通課が中心的な役割をし

ていただいたおかげで、ああいった大きな販売

につながったわけですから、引き続きしっかり

取り組んでいただきたいと思っておりますので、

どうぞよろしくお願いします。

農産加工流通課は絶好調ですもんね。農産物

の輸出拡大も増えたし、農業産出額もどんどん

伸びているし、あと、こういった商品開発もど

んどん頑張っているし、あと問題は何かという

と、予算だけですね。予算だけは何とかせんと

いかんということでね。

それで、さっき私は新ながさき農林業・農山

村活性化計画を拝見させてもらいました。ここ

に農業大学校とか農業技術開発センターとか、

そういったことが拝見されません。こういった

計画の中に、そういった商品開発とか育成をす

る中でしっかりと盛り込んでやっていかないと

いけないんじゃないか。

先ほど、さすが近藤委員、学校関係に大変熱

心な近藤委員が言われたように、農業大学校も

どういうふうにあるべきかということもしっか

りとこういったことに、改定しますからね、取

り組んでいかんといかんのじゃないかと思いま

す。これはどうですか。

【綾香農林部次長】 今、新ながさき農林業・農

山村活性化計画のお話をいただきました。新な

がさき農林業・農村活性化計画の見直しを今後

着手したいと思っております。あわせて農技セ

ンター、農大のあり方についても、平成27年に
お示しした当時から状況も変わっておりますの

で、改めて新たな要素を付け加えるべきではな

いかということの検討にも着手したところでご

ざいます。

今、委員からご指摘がありました農大、農技

センター、商品開発等の学生の資質向上等につ

ながるような部分についても、どちらにも反映

できないかということも含めて今後しっかり検

討してまいりたいと思っております。

【山田(博)委員】 今、長崎県の大きな課題の一
つに、いわゆる、そういった人口減少対策とか、

所得向上とか、その中で農林部は実績を残して

いるわけだから、財政当局に、こういった農林

技術開発センターとか農業大学校の予算を下さ

いと言って、渋々出させるんじゃなくて、こう

いうことに期待して、これから長崎県の農業と

いうのは、そういった大きな2つの問題をクリ
アするために取り組んでいるわけだから、ぜひ

こういったことに期待して予算確保に取り組ん

で頑張っていただきたいということを付け加え

て今言っているわけでございます。

時間が限られておりますね、あと2分ですの
でね。

あと、私がお聞きしたかったのは、地域の新

たな特産物による農林業の振興について県当局

はどのように取り組んでいるか。また、鳥獣被

害防止対策事業の強化についてどのように取り

組んでいるか。また、ラウンドアップという農

薬が、発がん性のある農薬が、今、アメリカ本

土で巨額な賠償請求になっておりますけど、今

後、県当局としてそれをどのように考えている

のか、お尋ねしたいと思っております。また、

地域インフラである農協のあり方を県当局とし

てどのように考えているのか、こういったこと

の資料を提出していただきたいと思いますので、

よろしくお願いします。

一旦終わります。

【大場委員長】 ほかに質問はありませんか。

【堀江委員】諫早湾干拓事業の開門問題につい

て質問いたします。
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最初に、ある新聞の社説の一部を紹介をして

見解を求めたいと思います。

「最高裁が国営諫早湾干拓事業を巡り、潮受

け堤防排水門の開門は認めないという判断を示

した。一連の争いの根底にあるものは何なのか。

この際改めて原点に立ち返るべきである。かつ

て宝の海と呼ばれるほどの漁獲量を誇った有明

海の再生であり、沿岸地域の豊かな環境を生か

した農業の育成であるはずだ。開門するか否か

という矮小な議論ではないだろう。まず前提と

すべきは、有明海の不漁と堤防閉め切りの因果

関係の有無を証明できる研究成果はないという

事実だ。比較研究に必要な閉め切られる以前の

観測データが少ないということが大きい。河川

からの土砂流入量の減少など生態系の変化も指

摘される。ノリ養殖で使う酸処理剤が一因との

見方もある。地球温暖化の影響とみられる不漁

は全国規模で起きている。だからこそ漁業者側

が主張する開門調査は必要である。7キロに及
ぶ堤防のうち250メートルの排水門を開けるだ
けだ。それで有明海の環境が好転するはずがな

いと営農者側が主張するなら、十分な塩害対策

を施した上で規模や期間を吟味して調査を行い、

実証するほかない。これ以上の対立を望む者は

誰もいない」。

これはある新聞の社説の一部ですけれども、

このことについての見解をまず求めます。

【藤田諫早湾干拓課長】開門問題に関する県の

見解でございますけれども、これまでも申し上

げてきましたとおり、国が実施いたしました環

境アセスメントによりますと、開門しても、有

明海の環境改善につながる具体的な効果が期待

できない一方、開門されれば地元に大きな影響

被害が生じることが科学的、客観的に明らかに

なったため、総合的に判断すれば開門すべきで

はないと言わざるを得ないということでござい

ます。このため、意義のない開門に巨費を投ず

るよりも、その費用は有明海再生を図るための

効果的な水産振興にこそ有効に活用すべきであ

ると、開門することなく有明海再生を目指して

いただきたいと、繰り返し、国に対して要請を

してきたところでございます。

【堀江委員】 この社説で、「まず前提とすべき

は有明海の不漁と堤防閉め切りの因果関係の有

無を証明できる研究成果はないということだ。

比較研究に必要な閉め切られる以前の観測デー

タが少ないことが大きい。そうであるなら、ま

ずは開門調査をやるべきじゃないか」という、

このことについては、長崎県の今の回答は、社

説で指摘しているように、「それで有明海の環

境が好転するはずがないと営農者側が主張する

なら1回やったらどうか」という主張について
は、その上でも、それはする必要はないという

お考えということですか。

【藤田諫早湾干拓課長】開門についてでござい

ますけれども、短期開門調査は平成14年にやっ
ております。調整池に海水が入ったわけですが、

わずか1カ月の間でございました。その結果、
漁業においては、約6,000万円の漁業補償がなさ
れておりますし、もともと7キロあったところ
を、先ほどお話がございましたとおり、潮受け

堤防で現在閉め切っております。その結果、北

部が200メートル、南部が50メートル、合わせ
て250メートルの排水門の部分を開門するか、
しないかということでございまして、開門いた

しますと、そこから海水が調整池内に入ってく

ると。短期間の調査の時も潟土が調整池内部に

たまったと、そういったことがございます。

したがいまして、そういったことを踏まえま

して、先ほど申しましたとおり、開門したとい

たしましても、有明海の環境改善に資さないと

いうことは、国の環境アセスメント、それから、
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ほかの研究団体の結果からも明らかでありまし

て、県といたしましては、調査開門するよりも、

開門しない前提での有明海再生に取り組むべき

だという考えでございます。

【堀江委員】開門しないという前提に立ったら、

そういう答弁しか出てこないというのも一定理

解をするというか、そういう答弁しか出ないん

だろうなと思うんですが、私が言いたいのは、

短期開門調査だって、逆に言えば成果があった、

こういう見解もあるのよ。短期開門調査で全て

ではないわけだから。私は、この主張が言うと

おり、有明海の環境が好転するはずがないと営

農者側が主張するなら1回やったらいいじゃな
いのと。私は、この主張については当然だなと

思ったものですから改めてこの見解を尋ねてみ

たところです。

長崎県としては、これまで説明がありました

ように、開門することなく真の有明海再生に向

けた具体的な方策が講じられるようにと。だか

ら、主張で言うように、いいじゃないか、開門

しようと、有明海再生に向けた具体的な方策を

やりましょうと、これは長崎県も同じでしょう。

そうであれば、開門する、しないということで

はなく、きちんとした事前のデータがないわけ

だから、これはやるべきだということでは、私

はそうだと思うんですが、開門しないという立

場に立った答弁がずっと続くということで理解

をします。

私としては、そうすると、長崎県は一方的な

立場だけに立つのかということですよ。開門し

てほしいと営農する前から漁業者の皆さんは要

望したでしょう。その漁業者も長崎県民ではな

いですか。一方の立場に立っていいのかという

県民の強い指摘もあるんですが、この点につい

ても再度見解を求めます。

【藤田諫早湾干拓課長】農業者の方も、漁業者

の方も、諫早湾干拓事業に対するそれぞれの評

価、思いの異なる皆さん方がいらっしゃるとい

うことは十分認識をいたしております。

そうした中で、県内の漁業者の方々にも、こ

の一連の漁業不振の原因が諫干にあるんだとい

う考えの方々もいらっしゃいますし、あるいは

そうではないんだという多くの方々がいらっし

ゃるわけでございます。やはり私どもは地元の

声を大切にしながら、これからの方向性を見定

めていくべきだというふうに考えております。

【堀江委員】そう、異なる考えがあるんですよ。

異なる考えがあるから開門してほしいと、開門

して開門調査をやってほしいと、漁業者を助け

てほしいと。そういう思いの人たちの1票1票が
集まって私の議席がここにあるんですよ。だか

ら、県民の中にはいろんな意見がある。そうで

あれば、もう最初から開けない、開門しないと

いうことだけを前提にした、ここを動かさない

ということにして、いろんな方策をとるという

んじゃなくて、こういうふうに、そうであるな

ら開門調査を1回やったらどうだって、こうい
う意見に耳を傾けて、裁判は司法の判断でしょ

う。ですが、行政としてどうあるべきかという

ことでは、これは考えるべきではないんでしょ

うか。次長、部長、どう思いますか。

【岡本農林部次長】先ほど諫早湾干拓課長が申

しましたように、開門反対の意見もありますし、

開門せよという意見もあります。環境アセスメ

ントの報告とかいろいろ出てきた中で、県も総

合的に防災面を含めて判断した中で開門はしな

いという方向性で判断しているところでござい

ます。

【堀江委員】長崎県の場合は、トップが開門し

ないということを前提に諫早湾干拓事業は進め

られておりますし、開門問題についても、その

立場でされておられるから、それ以上の答弁は
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出ないというふうに思いますが、いずれにして

も、私は今回、社説の一部を取り上げましたが、

そういう意見もあるということはぜひ承知して

いただきたいと思っております。

もう一つは、諫早湾干拓調整池の水質改善に

ついて質問したいと思います。

この問題は、直接の担当は地域環境課でした

ね、環境部であるということは承知しているん

ですけれども、農林部として答えられる範囲で

答弁をお願いしたいんですが、諫早湾干拓調整

池の水質というのは、ここまでやろうという、

水質を改善しようという目標値があるんですが、

この目標値に届いていないという認識でいいで

すか。

【藤田諫早湾干拓課長】調整池につきましては、

委員からご発言がございましたとおり、行動計

画を定めております。ＣＯＤで5、窒素で1、リ
ンで0.1㎎/ℓという基準を定めておりまして、現
在のところ、基準は達成していないというふう

に承知しております。

【堀江委員】 環境部の地域環境課から、「第3
期諫早湾干拓調整池水辺環境の保全と創造のた

めの行動計画」の策定、今度また新たにつくる

んですよということで説明もいただいておりま

す。

そこで、岡山県の児島湖の水質改善、ここは

いろんな違いもあったりするんですが、共通点

もありまして、ここがいわばどれだけお金をか

けても、税金を投入しても、なかなか水質が改

善しないというふうな事例がありまして、担当

課としては、岡山県の児島湖についても、そう

いった視点なり観点なりをお持ちですか。

【藤田諫早湾干拓課長】岡山県の児島湖におき

ましても、児島湾干拓ということで干拓がなさ

れておりまして、諫早湾干拓と同様に複式干拓

という形になっております。児島湖という湖が

ございまして、水質保全計画というものを昭和

61年から定めておりまして、目標を定めて取組
を進めていると承知しております。

児島湖におかれましても、平成27年度末現在
で6,000億円以上の費用を投下しているという
ことは承知しております。

【堀江委員】ありがとうございます。担当課と

しても、この岡山県の児島湖の水質改善の問題

についても一つの事例ということで認識をして

いるという理解をいたしました。

そこで、農林部としては、諫干の調整池の水

質改善というのは、先ほど言われたように、地

域環境課が行動計画をつくっているので、それ

で同じということになるのか、それとも農林部

の中でも水質改善のためにどうこうというもの

があるのかどうか、教えてください。

【藤田諫早湾干拓課長】農林部の取組につきま

しても、先ほどお話がございました行動計画の

中で位置づけられております。具体的にどうい

った取組を行ってきて、今回、第3期の行動計
画に向けてどういった変更を行ったかというこ

とを具体的にご説明させていただきたいと思い

ます。

例えば、背後地の水田の施肥改善につきまし

ては、これまでは側条施肥、あるいは育苗箱全

量施肥というものについて施肥改善対策に取り

組んできたところでございます。側条施肥につ

いては、アタッチメントが高価であること、そ

れから歩行型田植機にはアタッチメントの装着

ができないこと、そういった欠点がございまし

た。また、育苗箱全量施肥につきましては、播

種期に自動肥料投下装置を装着する必要がござ

いまして、農業者に新たな負担が生じる、それ

から作業の時間が短いと。そういったことでご

ざいまして、新たな機械導入が必要となること

や作業性に課題がございました。そのことから
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第2期の行動計画においては、目標に達してい
ないという状況でございます。

このため、今回、第3期の行動計画に向けま
して、水田における施肥改善対策に取り組むに

は、農家への負担をかけずに作業性にも配慮し

た対策であることが重要であるということを踏

まえまして、農家が取り組みやすい対策といた

しまして、肥効調節型肥料等の施肥について検

討することといたしました。

また、畑地の施肥改善につきましても、畑地

につきましては、局所施肥による施肥改善とい

うものについて、第2期の行動計画で取り組ん
でまいったところでございますが、こちらも機

械の導入に新たな負担が生じる、あるいは局所

施肥をすることによって収量が維持できるのか

といった生産者の不安感があったことから、な

かなか進まなかったというところがございます。

このため、畑地においても、この第3期の行
動計画においては、肥効調節型の肥料等の施肥

について検討して取り組むことといたしており

ます。

【堀江委員】 わかりました。農林部としても、

環境部と一緒に諫干の調整池の水質改善につい

ては取り組んでいるということが答弁の中でも

明らかになったと思っております。そういう意

味で、今後の行動計画の実施状況を含めて注目

してまいりたいと思っています。

感想を一言、言わせていただければ、例えば、

調整池にアオコが発生すると。そのアオコを除

去するといいますか、発生しないようにするに

は、海水が入ると、これはすぐにきれいになり

ますというふうなご指摘もありますよね。しか

し、長崎県は開門をしないということが前提で

すので、そういった部分もいろんな形で影響し

ているということを県民の皆様も不満に思った

り、あるいは疑問に思ったりしているというこ

ともこの機会に申し上げておきたいと思ってい

ます。

【溝口委員】農業分野における外国人材特定技

能の受け入れについてですけれども、早速、株

式会社エヌについては設立いたしまして、5月1
日には労働者派遣事業の許可を取得しておりま

す。その後、ベトナム国立農業大学との話し合

いを進めてきました。同大学から、紹介につい

ては、日本国との特定技能に関する二国間の取

り決めが必要であると言われておりまして、早

速、県といたしましては、令和2年度の政府施
策要望の中でベトナムからの特定技能の外国人

材の送り出しに必要な二国間取り決めについて、

早期に締結するよう要望してきているところで

ございます。

国の今の取組状況について考え方をお尋ねし

たいと思います。

【宮本農業経営課長】委員からお話がありまし

た二国間取り決めにつきましてですけれども、

政府施策要望が6月にありまして、その後、7月
1日付で法務省からプレスリリースがありまし
た。ベトナムと日本の間で二国間取り決めにつ

いて覚書を締結したという話がありまして、早

速、私どもとしても、その連絡を受けて、ベト

ナム国立大学にも締結されたということを一報

しております。向こうでも対応を準備するとい

う話もいただいておりまして、現在、カンボジ

ア国とも対応しておりますが、このブレイクス

ルーしたことで、ベトナムとの協議も続くとい

うか、面接などもとまっておりましたけれども、

再開できるような段取りをつけていけるのでは

ないかと思っております。国の対応にも感謝し

たいと思っております。

【溝口委員】わかりました。一応締結できたと

いうことでありまして、ベトナム国立農業大学

と早く締結して先に進めていかなければいけな
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いと思います。その辺の今後のスケジュール等

についてどのように考えているのか、お考えを

お尋ねしたいと思います。

【宮本農業経営課長】外国人材の受け入れにつ

きましては、提出資料にもありますとおり、ま

ず、島原雲仙地域について早期要望があるので、

ここで数名程度を受け入れて、そこでの課題で

すとか方向性を明らかにした上で、本年秋以降、

ほかの地域も含めて要望ある地域での受け入れ

を本格化したいと思っております。

現在、地域でどの程度要望があるかというこ

ともエヌの方で改めて調査をしておりますので、

それをまとめ次第、改めて本年秋以降に向けて

具体的な協議をしていきたいと考えております。

【溝口委員】 わかりました。数名と言わずに、

人数を確定してベトナム国立農業大学とは交渉

していかなければいけないと思うので、こちら

の考え方をはっきりしていったほうがいいんじ

ゃないかと思っております。

それから、先ほど、近藤委員から外国人を雇

い入れる時の条件についていろいろ出たんです

けれども、それは外国人受入推進協議会という

ものを国や県の関係機関等を含めてするという

ことですけれども、この構成員については県と

してはどのように考えているのか。同時に、こ

れは国の方に設置をするのかどうか、その辺に

ついてお考えをお聞かせいただきたいと思いま

す。

【宮本農業経営課長】外国人受入推進協議会に

つきましては、県段階で設置することを考えて

おります。県のほか、国につきましては、法務

省の出入国在留管理局、長崎県の労働局、ＪＡ

グループ、農業関係者、そういった方々に参画

いただいて、県段階での情報の共有ですとか課

題の洗い出し、そういったことを進めていきた

いと思っております。

これとは別に、国でも国全体での協議会をつ

くることにしておりまして、そちらの方にも、

例えば、九州段階のことにつきましては県も呼

ばれる形になっておりますので、そういうこと

でも参画して情報収集とか課題を上げる、そう

いうことも対応していきたいと考えております。

【溝口委員】時期的に、この協議会を設置する

のはいつ頃になっているのか。

それと、長崎県外国人総合相談ワンストップ

センターですか、仮称になっていますけど、こ

れはどこに設置するのか、また、時期的にはい

つか、聞かせていただきたいと思います。

【宮本農業経営課長】まず、協議会の時期につ

きましては、現在、秋に向けて受け入れを準備

しているということで、その進み具合も見なが

らということでございます。秋になる前、8月
頃には協議会を設置したいと考えております。

それから、ワンストップセンターにつきまし

ては、県全体で部局横断的に設置するというこ

とで、これは国の施策でも各県に置くというこ

とで準備を進めてきたところでございまして、

7月3日付でワンストップセンターを設置した
と聞いております。

窓口は、国際課が担当している団体の方に設

置したと聞いております。

【綾香農林部次長】ワンストップセンターです

けれども、出島の交流会館の1階に国際協力協
会がありますので、そちらに国際課が委託をし

て、7月3日、本日から設置をしてサービスを開
始する。そして、そこにはベトナム語と英語の

専任担当、あと、ほかのカンボジア等も含めた

他国語に対応できるような民間の通訳会社の通

訳を交えてやりとりをするような機能も持って、

あらゆる国からの外来者の長崎に住んでいただ

く方が、暮らし、住まい、医療とか福祉、在留

資格等について不安があったりしたら、直接、
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そちらで無料で相談できるような体制を整えて

いるようでございます。

【溝口委員】わかりました。秋からそういうこ

とになれば市町の方も連絡協議会を早くつくら

ないといけないんじゃないかと思うんですけど

も、その辺についてはどのように考えておられ

ますか。

【宮本農業経営課長】お話のとおりでございま

す。秋に本格的に受け入れということで、今年

度につきましては、今のところ、島原地域、五

島地域、それから県央地域で考えておりまして、

まず、その3地域について市町段階の受入協議
会をつくって、その上で次年度以降、各ブロッ

クごとに地域段階の市町協議会をつくって、市

ですとか、ＪＡですとか、それから地元自治体

ですとか、その他関係する方に入っていただい

て地域の受け入れの面も、外国人の方の受け入

れも含めて、農業分野の検討を進めていきたい

と考えております。

【溝口委員】 終わりにしますけど、今、農業分

野で人材不足ということで外国人を受け入れた

いと、そういう話がたくさん来ていると思うん

ですけれども、ぜひスムーズに動いていけるよ

うに、農林部全体なのか、県全体なのか、その

辺についてしっかりとした施策をつくっていた

だきたい、このように要望しておきたいと思い

ます。

【大場委員長】 ほかに質問はありませんか。

【赤木委員】 2点ほどお伺いしたいと思います。
先ほど、麻生委員からもバイオマスのお話が

ございました。過去には溝口委員も一般質問に

おいて木質バイオマスの件についてご質問され

ております。過去の答弁では、市町と連携しな

がらバイオマスの収益性について県として分析

していくという答弁をされておりますが、現時

点において、収益性についてどのようにお考え

か、お伺いしたいと思います。

【内田林政課長】 現在は、東北震災以降、固定

価格の買取制度というのがございまして、5,000
キロワット以上で32円、2,000キロワット未満
で40円。それから、間伐材由来以外の一般の木
材は24円ということで買取価格が設定されて
いますので、発電事業の収益性は十分確保され

ているんじゃないかと思います。それぞれの事

業体が求める木材の需要量を、いかにその地域

で供給できるかということが一番の課題である

と我々は思っております。

【赤木委員】収益性がある程度確保できるとい

うご答弁だったと認識しました。

私は、長崎県は西の端に位置しているという

観点からも、昨日話がありました花粉発生源対

策促進事業も県として取り組んでいるというこ

とです。今の長崎県において、質がいい木、切

りやすい木が優先的に切られていくのかなと考

えております。それこそ、今後、残っていくの

は質が悪い木でしたり、山奥にあるとかですね、

やはり切りにくい場所にある木がどんどん残っ

てしまって負担になってしまうのかなと考えて

おります。

そういう意味で、今、電力の固定買取制度の

話がありましたけれども、それがあるうちに県

としてもしっかり推進して、そういう残ってし

まうような木を今のうちに入れかえることがで

きるような仕組みづくりを県としても推進して

はどうかと思うんですが、それについていかが

お考えでしょうか。

【内田林政課長】先ほど、麻生委員のご質問に

も答弁いたしましたが、ながさき農林業・農山

村活性化計画の中では、平成37年度に25万立方
という目標を掲げておりまして、当然、その中

にも木質バイオマスが含まれております。平成

27年度の実績でいうと、約3割程度がバイオマ
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ス材だったんですけれども、それを46％まで高
めるという目標を定めて取り組んでいるところ

でございます。良い材から、最後に残るバイオ

マス材までしっかり出していくというのが我々

の目標でございます。

【赤木委員】 ありがとうございます。私は、先

ほど申し上げましたように、長崎だからこそや

らなければならないこと、花粉症対策に対して

も、苦しんでいる方がたくさんおりますので、

林業の整備もしっかり行っていただきたいと思

っておりますし、推進していかなければならな

いと考えております。

もう1点、次の質問に移ります。種子法につ
いて質問させていただきます。

過去の議事録を読みますと、県としては、引

き続きしっかりと取り組んでいくという認識を

私はしているんですけれども、県としては、条

例化までは、検討は恐らくされたと思いますが、

条例化までは考えていないというふうに認識し

ておりますが、その認識に今もお変わりないの

か、もしくはこれまでの間で何か問題がありま

したら教えていただければと思います。

【渋谷農産園芸課長】県では、主要農作物種子

法の廃止に伴いまして、平成30年3月に長崎県
主要農作物種子制度基本運用要綱を制定いたし

まして、米、麦及び大豆の優良で安価な種子の

生産供給体制を維持することとしております。

また、関連する予算につきましても、国にお

いて、令和元年度以降も引き続き地方交付税措

置を講じることとされていることから、県とい

たしましては、条例の制定は計画しておりませ

ん。

【赤木委員】農業者や関係者のお話を伺う中で、

今のところ、問題がないという認識か、その点

もう一度お伺いしたいと思います。

【渋谷農産園芸課長】農業団体あるいは市町等

からそういう要望も上がっておりませんので、

今のところ、条例の制定は必要がないという認

識であります。

【赤木委員】わかりました。引き続きしっかり

取り組んでいただくことは大変ありがたいこと

だと思っております。

視点を変えまして、本県選出の元農林水産大

臣であります山田正彦国会議員も、種子条例制

定に向けてかなり頑張っておられます。

その中で、もともと種子法自体も一般的には

すごく難しい、認識しづらい法律だったと思い

ますが、山田正彦国会議員らの活動の中で、一

般の方にもすごく認識されるような制度になっ

たと私は認識しております。看板効果が既にあ

るような状態になっているのではないかと考え

ております。今は、約10道県で条例が制定され
ておりまして、ほかの県においても条例化や請

願が採択されるような事態になって、さらにこ

れから条例が制定される県が増えると認識して

おりますが、ほかの県がそういう動きをする中

でも、県としては今のところ考えてない、全く

検討もしないという立場でしょうか。

【渋谷農産園芸課長】種子法の廃止に伴いまし

て、もともと8道県が条例を制定していたんで
すけれども、条例を廃止した一方で、9県が新
たに条例を制定する、あるいは改正をしたとい

うことで、あと4県が今検討、制定の予定とい
うことでお伺いしております。

先ほど答弁いたしましたとおり、長崎県とし

ては、団体ともお話をして、要綱の方でしっか

りと今後の施策を続けていくということで、条

例の制定については考えていない状況です。

【赤木委員】わかりました。視点を変えまして、

消費者の目線から考えますと、この条例を制定

することによって、長崎県は農産物をしっかり

守る県なんだというふうに認識される方も多々
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いらっしゃると私も聞いております。そうしま

すと、長崎県は本当、農業は大事な県ですけれ

ども、産地で長崎県を選ばれないという事態に

なりかねないと思っております。

そういった事態が起こらないように、県とし

て、要綱をしっかり定めているということで、

実際に動かれていることで私も認識はしている

んですけれども、そういった観点からも、県が

農業に従事されている方の足を引っ張ることが

ないように再度考えていただいて検討していた

だきたいなと要望を申し上げておきます。

【中村農林部長】今まで農産園芸課長が答弁し

たとおりでございまして、種子法はあくまでも

米、麦、大豆でございます。我が県は、残念な

がら、米は移入県でございまして、他産地まで

持っていって選べるかどうかということではな

くて、しっかりと地産地消、県民米ということ

で、県民の皆さんに愛していただけるような、

食べていただけるような米をつくり続けていく、

これが大事な使命だと思っておりまして、その

種子を安定的に安価で有利な種子を供給すると

いう使命は、県として大きな使命だというふう

に理解をしております。

そういった意味で、条例を制定しなくても、

私たちはそういうつもりで、県の内部でも財政

サイドに対してもお話をしておりますし、そこ

はしっかりと制度を堅持していくという姿勢に

変わりございませんので、そういう姿勢を理解

していただいているからこそ、農業団体であり

ますとか生産者の皆さんから信頼を得ているも

のと、ですから、要望もないというふうに理解

をさせていただいております。そういうことで

頑張ってまいります。

【大場委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午後 零時 ２分 休憩 ―

― 午後 零時 ２分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開します。

【山田(朋)委員】 私の方から1点だけ質問させ
ていただきたいと思います。

和牛の受精卵と精液が不正に中国に持ち出さ

れた事件を受け、他県においては、遺伝子資源

の流通管理の適正化に関する実施要綱をつくら

れたり、また、鳥取県は遺伝子の保護条例とい

うことで条例を全国で初、今、検討していると

いうふうにお聞きしております。

長崎県は、数年前に壱岐において、冷凍精子

の横流しの事件があり、その後、平成26年に流
通管理システムを導入いただき、このようなこ

とがないように管理いただいているというふう

に理解しておりますが、今、国の方でも農水省

の検討会の中で6月26日、流通履歴の記録保管、
ストローへの情報表示の義務化など、大きく動

きが出ているようでありますが、長崎県として

は、この事件を受けて新たに取組等を強化する

予定とか、私は、鳥取県のように長崎県の和牛

を守るべく条例化が必要ではないかと考えます

が、ご意見をお伺いしたいと思います。

【山形畜産課長】県におきまして、ただいま山

田(朋)委員からご指摘があったとおり、平成26
年から県内の県有種雄牛の流通管理を適切にす

るということで、バーコード付の人工授精用の

精液証明書というものを作成いたしまして、こ

のシステムによって県の肉用牛改良センターが

メインセンターになりますけれども、そこから

各地域のサブセンターに精液を一旦流して、そ

こから各人工授精師とか農家の方に配付する。

そこのところで流通が確実に押さえられるよう

なシステム、リアルタイムでその状況がわかる

ようなシステムを今運用しているところでござ

います。この制度につきましては、全国の中で

も先進的な取組だと理解しております。

その一方で、先ほどお話がありましたとおり、
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海外の方に和牛資源が流出したということで刑

事事件等にもなったわけでありまして、それを

踏まえて国の方でも和牛遺伝資源の流通管理に

関する検討会を開催して、先日、その中間取り

まとめをされております。その中で、各県にお

いて、そういう流通システムみたいなことを地

域地域でやるべきということ。また、全国ベー

スでもそういう取組を構築すべきだという取り

まとめをされておりますので、まず、地域の部

分は、一定、長崎県の凍結精液流通管理システ

ムというのが実際に動いておりますので、この

制度をまずは適切に運用していく。

あと、全国ベースでということになっていき

ますと、他県との連携も必要になってきますの

で、そこは今後の国の動向を把握していきたい

と思っております。

あと、条例化の考えですけれども、今、県内

の凍結精液については、譲渡をする時に各契約

書を結んでおりまして、再譲渡させないという

ことで、もし再譲渡した場合はペナルティなり

罰則を取り決めてやっておりますので、条例と

同じような効果があるものと考えているところ

でございます。

【山田(朋)委員】 再譲渡の問題ですけれども、

なかなか履歴等の問題で難しいと言いますけれ

ども、私も詳しいことはよくわかりませんが、

種をつける時に1本とか2本とか複数使ったり
すると思いますし、この種つけをされる方が、

その際にきちんとシールを貼るとか決まってい

る、何かちゃんと、その精液のバーコードのも

のを貼るとかしないといけないとかいろいろあ

るようですけれども、それで本当に横流しをさ

れたりとか、そういったことがないと言える状

況にあるのか。全国にも誇れるような先進的な

今の流通管理システムだと思いますが、穴がな

いのかどうか、その辺はどういうふうに考えて

いるのか、伺いたいと思います。

【山形畜産課長】このバーコードシステムを取

り入れた経過もありますけれども、和牛の精液

を授精をした時に授精証明書と、使用したスト

ローをセットにして、子牛が生まれた時に子牛

登記書にそれを添付して出すようになっていま

す。その子牛登記書は和牛登録協会の県の支部

に提出されますけれども、そこでそのバーコー

ドを読み込んで、誰の精液が使われたか、実際

に在庫の状況とそれを照合できるようになって

いますので、例えば偽装した証明書であったら、

そこでチェックが入ると。例えば、同じ番号が

2枚出てきたとなれば、そこでチェックが入る
というふうなシステムになっております。他県

に出ていって、そこでこの精液が長崎県から出

ているけど、おかしいんじゃないかという問い

合わせが来たら、その証明書を送ってもらって

バーコードを当てて確認できるようになってい

ますので、この和牛登録システムとの連携とい

うことで、一定、県外での偽造防止とか不正使

用というのが未然に防げているのではないかと

考えております。

【麻生委員】 1点だけお尋ねします。
鶏卵関係ですが、今年は大暴落で養鶏農家は

大変苦慮されておりました。長崎県においても

もちろん、今、生産額も60億円近くになってお
ります。これについて2点お尋ねします。
一つは、養鶏農家も、今、飼料価格が高騰し

ていますので経営状況は大変厳しいのではない

かと思っております。これに対して県としての

補助だとか取組の支援があるのかないのか、そ

れを1点お尋ねしたいと思います。
【山形畜産課長】卵価が非常に低迷しておりま

して、価格安定制度が国の方で制定されており

ます。その対策の中に、県も生産者の負担を一
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部軽減するということで助成措置を今いたして

いるところでございます。

【麻生委員】 2年前に卵が相当高かったという
ことで、そういう意味では生産を過剰にしたと

いうことがあるので、総量規制の取組が国とし

てされているのかどうか、その1点。
あと、長崎は、カステラ等に卵をいっぱい使

うわけですので、養鶏関係がダメージを受ける

と、こういうところも相当影響を受けると思い

ますので、県の鳥インフルエンザに対策だとか、

そういうシステムはどうなっているのか、お尋

ねしたいと思います。

【山形畜産課長】ただいま委員が言われました

とおり、需給がかなり、要は、生産過剰の状況

に今なっておりまして、その対策をするという

ことで、国の方で出荷を調整するための制度が

ございます。成鶏更新・空舎延長事業というん

ですけれども、要は、実際に飼っている鶏を淘

汰して、その淘汰した場合に奨励金を助成する

という制度ですけれども、そのシステムの中で

需給を調整しようということで今動いておりま

す。

今、ネックになっているのは、廃鶏処理の業

者さんが非常に限られているということと、そ

れから、実際に食肉処理をして、鶏肉を加工向

けとかに使いたいわけですけれども、そこのと

ころも需給が逼迫している状況ではなくて、在

庫がどんどんたまっていっている状況だと伺っ

ております。

ですから、淘汰の方もなかなか、制度として

今動いていますけれども、現状として淘汰がな

かなか進んでないということで卵価が落ち着か

ないという状況でございます。

それから、供給面ではそういうことで国内の

生産は過剰なほどになっていますので、供給と

いう面では問題ないと思っておりますけれども、

その一方で鳥インフルエンザとか、そういう病

気に対する備えというのも大変重要でございま

す。そこにつきましては県の家畜保健衛生所の

職員が1軒1軒、農家に出向きまして、飼養衛生
管理基準の徹底を今指導しております。長崎県

に病気が入らないようにしっかり取り組んでま

いりたいと思っております。

【麻生委員】島原半島では、結構大きな養鶏農

家がありまして、私が心配しているのは、養鶏

農家自体は小さな家族経営が結構多いものです

から、そこで淘汰されていく状況になると、支

えてもらっておりますお菓子産業といいますか、

そういったところにも影響が出るだろうと。た

だ、卵の値段が安い、それと飼料価格が高いと

いうギャップが出てきていますので、現場に行

くと悲鳴が聞こえるような状況だと私は思って

います。ぜひ県としても対策を強化してもらっ

て、支援ができる分野についてお願いしたいと

思っているところですので、そういうことで何

か支援があるのかないのか、最後にお尋ねした

いと思います。

【山形畜産課長】価格安定制度につきましては、

制度がしっかり運用できるようにしていきたい

と思いますけれども、国の財源の問題もござい

まして、実際に財源が不足しているという状況

もあります。そこら辺については県の養鶏協会

とも意見交換させていただきながら、国等にも

長崎県の状況等について申し入れていきたいと

考えております。

【大場委員長】 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】ほかに質問がないようですので、

農林部関係の審査結果について整理したいと思

います。

しばらく休憩します。
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― 午後 零時１３分 休憩 ―

― 午後 零時１３分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、農林部関係の審査を終了

いたします。

引き続き、分科会長報告及び委員長報告の取

りまとめなどの委員会討議を行います。

理事者退室のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 零時１４分 休憩 ―

― 午後 零時１４分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

今定例会で審査いたしました内容、結果につ

いて、7月8日、月曜日の予算決算委員会におけ
る農水経済分科会長報告及び7月10日、水曜日
の本会議における農水経済委員長報告の内容に

ついて、協議を行います。

それでは、審査の方法について、お諮りいた

します。

協議につきましては、委員会を協議会に切り

替えて行うこととしたいと存じますが、ご異議

ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】では、そのように進めることと

いたします。

それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。

― 午後 零時１５分 休憩 ―

― 午後 零時１５分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

農水経済分科会長報告及び農水経済委員長報

告については、協議会における委員の皆様の意

見を踏まえ報告をさせていただきます。

次に、閉会中の委員会活動について協議した

いと思いますので、しばらく休憩いたします。

― 午後 零時１６分 休憩 ―

― 午後 零時１６分 再開 ―

【大場委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ありませんか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【大場委員長】それでは、正副委員長にご一任

を願いたいと思います。

これをもちまして、農水経済委員会及び予算

決算委員会農水経済分科会を閉会いたします。

お疲れさまでございました。

― 午後 零時１７分 閉会 ―



農水経済委員会委員長　　大場　博文

１　議　　案

件　　　　　　　　　　　　　　　　名 審査結果

長崎県手数料条例の一部を改正する条例（関係分） 原案可決

長崎県職業能力開発関係手数料条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県畜産関係手数料条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県森林環境譲与税基金条例 原案可決

財産の取得について 原案可決

計　　５件（原案可決　５件）

記

農 水 経 済 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和元年７月３日

　　　　議長　　瀬川　光之　　様

第 91 号 議 案

第 93 号 議 案

番　　号 

第 100 号 議 案

第 79 号 議 案

第 92 号 議 案

－186－
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委員長（分科会長）      大 場 博 文

副委員長（副会長）      浦 川 基 継

署 名 委 員      麻 生 隆

署 名 委 員         近 藤 智 昭

書  記   松 村 賢 太 郎

書  記   田 渕 正 樹

速  記   (有)長崎速記センター
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